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第 1 章 はじめに 
 
 
1．本論文の研究の背景 
 
ファミリービジネスは所有と経営の一致が特徴とされる企業形態であり、日本において
は同族企業やオーナー企業と称される場合が多い。中でも、創業からの事業年数が 100 年
以上経つ企業は、日本では老舗と呼ばれ、事業を継続しながら伝統を重んじる長寿企業と
して一目置かれる存在となっている。ファミリービジネスは世界各国に存在するが、日本
は特に老舗である長寿企業が多いことで知られている。後藤(2012a)は創業 200 年を越える
企業が世界各国にどれくらい存在しているのか調査し、世界 58 カ国に長寿企業の存在を確
認しており、その企業数は 8785 社にのぼる。日本は 58 カ国の中で長寿企業が存在する数
が 3937 社とトップと全体の約 45％を占め、次のドイツ 1563 社、イギリス 315 社を大きく
引き離す存在である。また 2010 年の帝国データバンクの資料から日本の老舗について研究
を行った後藤(2011)によれば、創業 100 年を越える企業は全国に 52000 社存在し、この過半
数をファミリービジネスが占めているのである(後藤, 2012a)。しかしこのような現状とは異
なり、日本のファミリービジネス研究はようやく始まったばかりである。 
欧米では早くからファミリービジネスに対する関心が深く、これまでに様々なテーマに
関する先行研究が数多く存在する。他方、日本には、こうしたファミリービジネスに関す
る研究の蓄積がこれまでのところほとんどない。その理由のひとつとして考えられるのが、
ファミリービジネスは未発達の企業であるという経済界や産業界に根強く残る偏見である。
中小企業としての研究は進められてきても、ファミリービジネスとしての研究が進まなか
った理由には、Berle & Means (1932)により出版された『近代株式会社と私有財産』によっ
て、所有者支配から経営者支配への移行が主張されたこと、そして Chandler (1977)が、企業
の発展的形態としてファミリー企業を衰退企業とした捉え、ファミリーの所有から切り離
された専門経営者が経営を支配する企業を一般的企業形態としたことが考えられる。日本
の高度成長期に経済や経営を学んだ者や経営者にとって、企業の発展的形態は専門経営者
が経営を支配するものであり、ファミリービジネスの形態のまま経営を持続することは、
企業として遅れている企業、発展していない企業と捉えられる傾向が強かったためと考え
られる。このような理由から日本では、これまでファミリービジネスに関する研究の必要
性や重要性は低く、ファミリーが所有し経営する企業形態を研究することが日本の企業経
営や業績に何らかのプラスを与えるとは、企業人の間でも研究者の間でもほとんど考えら
れてこなかったのである。 
しかし、Shanker & Astrachan (1996)は米国の全事業社に占めるファミリービジネスの比重
を 90～98％と推定しており、International Family Enterprise Research Academy の 2003 年の調
査では、米国の全事業社に占めるファミリービジネスの割合は 96％、GNP に占めるファミ
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リービジネスの割合は約 40％、雇用に占める割合は約 60％としている。さらに、International 
Family Enterprise Research Academy の 2003 年の調査では、各国におけるファミリービジネス
の国内経済に占める割合も調査しており、フランスでは全事業社に占める割合が 65％、GNP
に占める割合が約 60％、ドイツでは全事業社に占める割合が約 60％、GNP に占める割合が
55％となっている。このように、ファミリービジネスが国際経済に与える影響は大きいた
め、欧米を中心にファミリービジネスの企業属性、事業承継、業績優位性や競争優位性、
長寿性、創業や起業に関する研究が各国で盛んに行われている。 
中でもファミリービジネスの特徴である長寿性と競争優位性に関する研究は、欧米で進
められてきている。事業承継を行いながら長期に存続しているファミリービジネス、そし
て長期に存続することを目的としているファミリービジネスは、市場環境の変化や社会情
勢の変化に適応しながら、既存事業や既存組織を守りながら競争優位性を持ち、それを持
続させ、企業としての業績優位性をもたらしてきているからである。 
一般的な非ファミリービジネスである既存企業でも、本業の成熟化や市場の飽和、世界
的な景気後退や経済の低成長など外的環境の急激な変化にともない、既存資源の有効活用
による既存事業の再活性化、新規事業の創造や新しいマーケットの発見、新規分野への進
出など、企業内にイノベーションを創出して競争優位を獲得し、企業を存続させ発展させ
てきている。このような組織行動はコーポレート・アントレプレナーシップ(日本では社内
起業や企業内起業)と呼ばれ(Hitt, Ireland, Camp, & Sexton, 2002)、長期的な企業の存続と発展
のためには必要不可欠なものである。 
コーポレート・アントレプレナーシップはその定義が未だ明確になされていない。しか
し先行研究で定義として用いられているのは、既存企業内でのアントレプレナーシップの
活用あるいは適用であり（Hitt et al., 2002）、既存企業の内部のチームが、現在もっている資
産、市場、能力を活用しつつ、それらとは一線を画した新規ビジネスを考案し、育成し、
市場投入し、管理する活動プロセスである(Wolcott & Lippitz, 2009)。また、既存企業内で外
的・内的要因の影響を受けながら、組織がイノベーション志向を持ってアントレプレナー
的行動を行うことによって、パフォーマンスを向上させる組織活動であり(Zahra, 1993)、イ
ノベーションにより強化されるか、競争的プロフィールの変化により季既存企業を再生す
るための組織的なアントレプレナー的行動であり(Kellermanns & Eddleston, 2006; Zahra, 
1995)、既存組織の生き残りと成功に深く結びついているもの(Hitt et al., 2002)とされている。 
長期に存続するファミリービジネスでは、一般企業以上に、既存企業として存在するこ
とに意義を持っていることから、企業内の既存事業や既存組織を守りながら新しい機会の
発見に努力し、アントプレナーシップを持ちイノベーションを進め実行するコーポレー
ト・アントレプレナーシップを行うことで、時代や環境に適応しながら競争優位性を保持
し存続してきている(Habbershon, Nordqvist, & Zellweger, 2010)。つまり、ファミリービジネ
スにおいてコーポレート・アントレプレナーシップに取組むことは、ファミリービジネス
研究の中心的なテーマである業績優位性、競争優位性、事業承継、長寿性、リーダーシッ
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プ、アントレプレナーシップのすべてに取組むことである。そして、コーポレート・アン
トレプレナーシップをテーマとして研究を行うことは、業績優位性、競争優位性、事業承
継、長寿性、リーダーシップ、アントレプレナーシップなどを包括したテーマを研究する
ことになるといえる。 
世界中で最も長寿企業が多い日本のファミリービジネス 2）では、オーナー経営者たちの
多くが、「伝統と革新のバランスを大切にすることが事業の存続につながる」3）と、伝統と
革新について、様々なメディアでのインタビューや自社のホームページ上で述べている。
これらのファミリービジネスは、既存事業や既存資源を守りながらアントレプレナーシッ
プを持って様々な方法を用い、様々な方向にイノベーションを進めることで持続的競争優
位性を創りだし存続してきていると考えらる。ファミリービジネスにとってコーポレー
ト・アントレプレナーシップは、そのための重要なアントレプレナー的企業行動といえる。 
ファミリービジネスにおいて、なぜコーポレート・アントレプレナーシップへの取組み
が必要なのかは、ファミリービジネスでは、経営環境の変化や技術的革新に伴い、既存事
業の継続だけでは競争優位を保持できないということ、そして次世代がファミリービジネ
スに参加する可能性から、ファミリーのための富と雇用を生み出す必要があるからである
(Kellermanns & Eddleston, 2006)。またファミリービジネスでは、その経営活動のゴールが企
業の利益の増加だけでなく、企業の存続や事業承継が含まれるため(後藤, 2009)、コーポレ
ート・アントレプレナーシップに取組むことが必要になる。 
ファミリービジネスのコーポレート・アントレプレナーシップは、伝統を守りつつビジ
ネスを発展させ、企業を存続させるための企業行動であるが、日本のみならずファミリー
ビジネス研究が盛んな欧米でさえ、ファミリービジネスを対象としたコーポレート・アン
トレプレナーシップに関する先行研究は数が少ない。また事例研究が中心となっており、
大量サンプルを用いた実証研究による蓄積が少ない。先行研究では事例によるアントレプ
レナーシップの世代継承性の分析(Nordqvist & Zellweger, 2010)や、ファミリーのアントレプ
レナーシップの世代間継承性を長寿性から捉えた分析(Zellweger, Nason, & Nordqvist, 2012)、
コーポレート・アントレプレナーシップに影響を与える諸要因に関する分析(Eddleston, 
Kellermanns, & Zellweger, 2008 ;Kellermanns & Eddleston, 2006)はある。しかし、コーポレー
ト・アントレプレナーシップにおいて、どのような要因がファミリービジネスのアントレ
プレナー的行動やパフォーマンスに影響を与えるかなど、明らかにされていない問題が数
多くある。 
さらに、ファミリービジネスには、一般企業にみられる競争優位をもたらす資源の他に、
ファミリービジネス特有のファミリネスというファミリー要因によって影響を受ける資
源・ファミリー資源があるが(Habbershon & Williams, 1999)、これらが、ファミリービジネス
のコーポレート・アントレプレナーシップにどう作用するのか、どのようなファミリネス
が影響を与えるのかなどについても研究が十分ではない。 
コーポレート・アントレプレナーシップだけでなく、ファミリービジネスのアントレプ
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レナーシップに関する研究についても、起業家的事業(スタートアップ)や創業者が存在する
ファミリービジネスを対象とした研究を中心に、アントレプレナー的なファミリービジネ
スの組織文化やライフサイクル(Hoy & Sharma, 2009)、アントレプレナーシップにおける組
織学習(Dess, Ireland, Zahra, Floyd, Janny, & Lane, 2003)、アントレプレナーシップとパフォー
マンスの関係(Nalde, Nordqvist, Sjberg, & Wiklund, 2007)、アントレプレナーシップにおける
リスクテーキング(Zahra, 2005)、アントレプレナーの戦略的意思決定(Vermeulen & Curseu, 
2008)など、多方面に渡っている。研究者や研究テーマによるのだろうが、機会の発見から
パフォーマンスの向上までのプロセスにおいて、未だ構成要因が明確ではない。事業機会
の発見から、ファミリービジネスとして企業や事業としての価値やパフォーマンスを獲得
するまでのプロセスは、起業家事業(スタートアップ)であれコーポレート・アントレプレナ
ーシップであれ、ともに同等に重要である(Hitt, Ireland, & Hoskisson, 2009)。コーポレート・
アントレプレナーシップは既存企業内で外的・内的要因の影響を受けながら、組織がイノ
ベーション志向を持ってアントレプレナー的行動を行うことによって、パフォーマンスを
向上させるアントレプレナー的活動であるため(Zahra,1993)、外的・内的要因をトリガーと
して(Schindehutte, Morris, & Kuratko, 2000)、マネジメントレベルや組織メンバーがこのトリ
ガーをどのように認識し、取組む機会とするかについて研究が行われている。しかし、フ
ァミリービジネスでは、トップやファミリーの戦略的視点によるアントレプレナーシップ
がコーポレート・アントレプレナーシップの取組みに与える影響が非ファミリービジネス
よりも大きい(Nordqvist et al., 2008)。そのためトップやファミリーの戦略的視点によるアン
トレプレナーシップへの意思や行動、思考が、トリガーの認識に対しても、影響を与える
可能性は否定できない。このためトップやファミリーのアントレプレナーシップへの取組
みに対する戦略的な見通しについて、考察しなければならない。 
この組織活動はまた、戦略的な見通しを持って機会の追求と発見、同時にその機会をイ
ノベーションとして利用すべくアントレプレナー的行動を行い、それらを統合して競争優
位性を追求するものことが重要である。これは Hitt et al. (2002)が示した、コーポレート・ア
ントレプレナーシップのプロセスにおいて戦略的な見通しをもってアントレプレナー的行
動をすすめていくという、戦略的アントレプレナーシップである。戦略的アントレプレナ
ーシップは、中小企業であれ大企業であれ、一般企業であれファミリービジネスであれ、
企業にとって事業の継続と発展に必要とされるもの(Hitt, Ireland, Sirmon, & Trahms, 2011)で
あるが、戦略的アントレプレナーシップの視点を用いて、ファミリービジネスを対象とし
た研究はこれまでのところほとんどない。また優秀なファミリー企業が永続したのは、事
業発展のための企業家精神が旺盛であったためであり(倉科, 2008)、ファミリービジネスで
は、既存企業を存続させ発展させるためには、企業家精神であるアントレプレナーシップ
をファミリービジネス内で高揚させ、再活性化させる必要があると考えられる。つまり、
コーポレート・アントレプレナーシップに取組む際に、戦略的視点をもったアントレプレ
ナーシップにより、トップやファミリーだけでなく、ファミリービジネスの組織内のアン
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トレプレナーシップを高揚させ、アントレプレナー的行動を促進させる必要があるという
ことになる。 
本論文で研究対象とする日本のファミリービジネスは、研究の歴史が浅く、日本独自の
研究から得られた知見による蓄積が少ないため、主に欧米のファミリービジネスを分析対
象とする先行研究から得られた知見を用いなければならない。だが、日本のファミリービ
ジネスのコーポレート・アントレプレナーシップに対して、欧米の知見がそのまま適応可
能であるかどうかは定かではない。そして、ファミリービジネスのコーポレート・アント
レプレナーシップの研究自体がまだ萌芽期にあり、先行研究の数が少ないことから、アン
トレプレナーシップの研究を応用した概念的研究や、個別事例やいくつかの事例を比較分
析するケース研究、個別事例や数例の事例による仮説構築型の研究に留まっているという
のが現状である。理論構築においてこれらのケース研究や概念的研究は重要であるが、フ
ァミリービジネスのコーポレート・アントレプレナーシップの実態を捉える大量サンプル
を用いた実証研究は十分になされていない。 
よって、これまでのファミリービジネス研究、コーポレート・アントレプレナーシップ
研究、戦略的アントレプレナーシップ研究という当該研究分野に蓄積された先行研究から
得た知見を用い、日本のファミリービジネスにおけるコーポレート・アントレプレナーシ
ップについて研究するだけでなく、先行研究により蓄積された知見が日本のファミリービ
ジネスにおけるコーポレート・アントレプレナーシップに適応、応用可能であるかどうか
について検討しなければならない。またコーポレート・アントレプレナーシップの戦略的
アントレプレナーシップの先行研究の知見を相互に補完させながら、ファミリービジネス
におけるコーポレート・アントレプレナーシップのプロセスについて考察することが必要
である。欧米のファミリービジネスやコーポレート・アントレプレナーシップによる知見
は有用であるだろうが、日本のファミリービジネスとはビジネス環境や制度、歴史的背景、
社会文化的背景がかなり異なる部分が存在するのも確かであり、その相違を明らかにする
必要もあると考える。 
このため、日本のファミリービジネスにおけるコーポレート・アントレプレナーシップ
について、戦略的アントレプレナーシップの視点を取り入れて分析、考察することはファ
ミリービジネスの研究を深め、ファミリービジネスの研究者にとって有益な情報を蓄積す
るだけでなく、実務家にとっても有益であると考える。 
 
 
2. 本論文の目的 
 
以上のような先行研究の現状を鑑み、本論文ではファミリービジネスにおけるコーポレ
ート・アントレプレナーシップについて、戦略的アントレプレナーシップの視点を取り入
れて、分析するための枠組みと、枠組みを構成する諸要因を提示し、諸要因と要因間につ
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いて分析することを目的としている 4)。またその結果から、欧米を中心とした先行研究の知
見との相違を分析し、知見の蓄積が少ない部分については新しい知見を加えながら、日本
のファミリービジネスにおけるコーポレート・アントレプレナーシップについて、その特
徴等を検証することを目的とする。そのため本論文では、以下にように研究を行う。 
第 1 に、本論文で用いる理論である。ファミリービジネスのアントレプレナーシップに
おいて、ファミリービジネスの成長と発展につながる持続的競争優位性を示し、またコー
ポレート・アントレプレナーシップにおいて既存企業が既存組織の存続と成長、イノベー
ションによる競争優位性を分析しその優位性を示しているのは、既存研究において資源ベ
ース論である。そのため本論文では、資源ベース論を分析の主要コンセプトとして用いて
いる。またここでは、ファミリービジネスという所有と経営が一致するオーナー経営のフ
ァミリーを中心とする企業形態を分析対象とするため、ファミリービジネス論の主要パラ
ダイムであるエージェンシー理論とスチュワードシップ理論を用い、ファミリービジネス
の戦略行動や組織特性を明らかにする。 
第 2 に、本論文ではファミリービジネスとコーポレート・アントレプレナーシップを当
該研究分野とし、かつ戦略的アントレプレナーシップにも研究分野がまたがるため、これ
らの研究分野における先行研究のレビューを幅広く行う。コーポレート・アントレプレナ
ーシップの研究ではファミリービジネスを分析対象としているものは少なく、戦略的アン
トレプレナーシップの研究でもファミリービジネスを研究対象にしているものは少ない。
そのため、ファミリービジネスの既存事業の発展・存続と、その持続的成長をもたらす価
値創造を分析するには、これら 2 つの研究分野を組み合わせ事業機会の発展からパフォー
マンス向上までをトータルに分析し、その実行に影響を与える諸要因とそれら要因間の関
係を明らかにしなければならない。そのため先行研究のレビューとしてファミリービジネ
ス研究の分野と戦略的アントレプレナーシップ、コーポレート・アントレプレナーシップ
の当該研究分野の先行研究をレビューすることによって、本論文で明らかにすべき課題に
ついて認識を深めることにしている。ファミリービジネスの研究のレビューでは、その特
性、特有の資源、業績優位性、事業承継など当該研究分野の中心的テーマの研究と、ファ
ミリービジネスとアントレプレナーシップを関連させた研究とが大別されてきたことから、
これらをレビューすることで、分析対象であるファミリービジネスのコーポレート・アン
トレプレナーシップについて、先行研究における問題点を明確にし、研究を進めていく上
での新たな視点を定めることにする。 
コーポレート・アントレプレナーシップの先行研究では、一般企業を分析対象とした研
究が主であり、研究分野の中心的テーマはイノベーションと組織行動、マネジメントレベ
ルの役割やアントレプレナー的行動、組織学習や組織要因などである。日本のように中小
規模のファミリービジネスが多く存在する場合でも、トップのアントレプレナーシップが
アントレプレナー的行動やイノベーションにもたらす影響を検証している研究はなく、ト
ップ・マネジメントの役割について検証している研究はほとんどない。また、欧米の研究
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では、アントレプレナー的戦略の策定や意思決定だけでなく、組織メンバー間にアントレ
プレナー的戦略を広めるためのマネジメントレベルの役割と重要性が示されている(Morris, 
Kuratko, & Covin, 2008)が、この結果が日本のファミリービジネスに対して同じ結果をもた
らすかは明確ではない。したがって本論文では、日本のファミリービジネスのトップ・マ
ネジメントの役割についても分析することにする。 
第 3 に、本論文では、戦略的アントレプレナーシップの視点を取り入れ、ファミリービ
ジネスを対象としたコーポレート・アントレプレナーシップを分析する枠組みを構築し、
その分析枠組みにそってコーポレート・アントレプレナーシップに影響を与える諸要因を
検証することを目的としている。コーポレート・アントレプレナーシップによって新しい
価値を創造するには、トップ・マネジメントが市場価値を生む潜在性と不確実性を、新し
い機会として認識し、それに意味をもたせてイノベーションを行うべく取組むよう意思決
定し、それらを競争優位とするべく戦略的な見通しをもってアントレプレナーシップに取
組むことが必要になる(Zahra, Neubaum, & Huse, 2000)。このため、コーポレート・アントレ
プレナーシップには、戦略的アントレプレナーシップの視点が欠かせないのである。コー
ポレート・アントレプレナーシップの先行研究にはこの視点を取り入れたものが少なく、
また機会の発見や探求に関する研究の蓄積も少ない。そのため、事業機会の発見からパフ
ォーマンス向上に至るまでプロセスが明確に提示されていない。 
ファミリービジネスでは、非ファミリービジネスである一般企業よりも所有と経営の一
致からオーナーシップやリーダーシップが強く、組織に対するオーナー経営者やファミリ
ーメンバーを含む経営陣によるトップ・マネジメントの影響が大きいため(Poza, 2007)、オ
ーナー経営者やトップ・マネジメントのアントレプレナーシップへの意思や思考、姿勢、
イノベーション志向から、組織のアントレプレナーシップが受ける影響は大きい。そのた
め、戦略的アントレプレナーシップの視点を取り入れ、アントレプレナーシップに対する
トップの意思や思考、姿勢などアントレプレナー的マインドセットを考察することが必要
だと考える(Hitt et al., 2002)。 
みずほ総合研究所(2008)の報告書によると、2006 年度の国税庁の税務統計として用いられ
た約 260 万社の法人企業の うち 95％がファミリー企業 であることが明らかにされている
我が国では、全企業のうちファミリービジネスの占める割合の高さを考慮すると、これら
の企業が長期に存続し発展していくため必要なコーポレート・アントレプレナーシップに
おいて、ファミリーメンバーを含むトップ・マネジメントがコーポレート・アントレプレ
ナーシップに与える影響を分析検討することは、日本企業におけるファミリービジネスの
重要性、日本のファミリービジネスの長寿性を探る上でも重要であると考えている。 
第 4 に、本論文では、提示する分析枠組みにより、ファミリービジネスにおいてコーポ
レート・アントレプレナーシップを促進する諸要因とそれら要因間の関係を明らかにする
ことを意図している。構成概念を測定する尺度について、先行研究の知見があるものは先
行研究の尺度を用い、構成概念の尺度がないものについては概念的知見を中心に尺度を構
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築することを意図している。 
日本のファミリービジネスにおけるコーポレート・アントレプレナーシップに対して、
提示する分析枠組みの諸要因を用いて実証研究が行われたことはこれまでにない。このた
め、分析枠組みを構成する諸要因の分析結果については、先行研究との比較検討を中心に
行い、先行研究に概念的知見しかないものについては分析結果を考察しながら、日本のフ
ァミリービジネスのコーポレート・アントレプレナーシップに固有な要因やその影響につ
いて検討する。これらから、本論文では分析枠組みを細分化して、それぞれの要因とその
関係に焦点を当てた分析を行い、ファミリービジネスのコーポレート・アントレプレナー
シップに影響を与える要因やそれら要因間の関係について、考察を行い、さらに新しい知
見の蓄積に努めることにする。  
第 5 に、本論文では留意点も存在する。まず、アントレプレナー的マインドセットもコ
ーポレート・アントレプレナーシップも環境要因に影響を受けることになるが、本論文で
はファミリービジネスを研究対象とするため業界や企業規模にはとらわれず、ファミリー
ビジネスの普遍的なコーポレート・アントレプレナーシップの成否要因を探求することを
目的としている。そのため業種や業態によって影響をうける外的環境の変化などの外部環
境要因を分析に取り込むことはしないが、分析対象として集めたデータは都市部だけでな
く地方から、そして幅広い業種から収集を行っている。 
 本論文では、以上の議論を先行研究より整理してレビューを行い、明らかにすべき課題
を明確にし、戦略的アントレプレナーシップの視点からフレームワークとなる分析枠組み
を作り、分析枠組みにそった形でファミリービジネスにおけるコーポレート・アントレプ
レナーシップにおける諸要因とそれら要因間の関係について分析することを目的としてい
る。分析枠組みを用いて分析することにより、欧米の先行研究で得られている知見との相
違を中心として、日本での先行研究の知見との比較も検討し、最終的には日本のファミリ
ービジネスにおけるコーポレート・アントレプレナーシップに影響を与える諸要因とそれ
ら要因間の関係と、日本のファミリービジネスにおけるコーポレート・アントレプレナー
シップの固有の特徴を考察することで、実務家に対しても何らかの示唆を提示できると考
えている。 
 
 
3．本論文の構成 
 
 まず第 2 章では、先行研究の知見をまとめ、課題を提示し、さらに本研究における分析
枠組みとリサーチ・クエスチョンを提示する。同時に、研究対象となるサンプルとそのデ
ータの収集方法、分析方法について記述する。 
第 3 章では、ファミリービジネスの先行研究についてレビューを行う。ファミリービジ
ネスの特徴や競争優位性、特有の資源、そしてファミリービジネスのアントレプレナーシ
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ップ研究動向や知見、課題について議論し、ファミリービジネスの研究で主要理論として
用いられている資源ベース論、エージェンシー理論、そしてスチュワードシップ理論を整
理する。さらに、ファミリービジネスにおけるコーポレート・アントレプレナーシップの
考察を行い、ファミリービジネスにおけるコーポレート・アントレプレナーシップにとっ
て、なぜ戦略的アントレプレナーシップの視点を取り入れることが必要なのかを考察する。 
 第 4 章では、さらに、先行研究の知見から、コーポレート・アントレプレナーシップの
概念を整理し、コーポレート・アントレプレナーシップの取組みに必要とされる経営資源
や組織のアントレプレナー的行動と、アントレプレナー的行動を組織に促進するための組
織学習と組織要因について議論する。そして、ファミリービジネスにとって、なぜコーポ
レート・アントレプレナーシップが必要なのかを考察する。その上で、ファミリービジネ
スのコーポレート・アントレプレナーシップの分析枠組みを提示し、この枠組みで欠けて
いる概念と諸要因について考察を行う。 
第 5 章では、戦略的アントレプレナーシップの先行研究についてレビューを行う。本論文
では戦略的アントレプレナーシップの視点を用いるため、戦略的アントレプレナーシップ
の概念、組織がアントレプレナーシップに取組む際に必要とされるアントレプレナー的マ
インドセットと資源について整理する。さらに、当該分野の知見からの蓄積を考察し、本
論文で提示する分析枠組みに取り入れる構成概念について考察する。その上で、戦略的ア
ントレプレナーシップの視点を用いて、ファミリービジネスのアントレプレナー的行動を
分析する場合の課題を整理し、論理的考察を行う。そして、第 4 章で提示された分析枠組
みに戦略的アントレプレナーシップの視点を用いて、ファミリービジネスにおけるコーポ
レート・アントレプレナーシップの分析枠組みを提示する。 
 第 6 章では、以降の章での具体的な分析に入る前に、インタビュー調査を行った事例の
特徴、そして質問票調査の分析対象であるファミリービジネスのサンプルデータについて、
全体的な傾向やファミリービジネスの概要や、社内のアントレプレナーシップ活動の取組
みの概要等について整理し、その特徴を記述する。 
 第 7 章では、提示した分析枠組みのうち、コーポレート・アントレプレナーシップに影
響を与えるアントレプレナー的マインドセットと戦略的プランニングについて分析を行う。
アントレプレナー的マインドセットと、ファミリービジネスにおけるコーポレート・アン
トレプレナーシップの成功に必要とされる戦略的プランニング(Kellermanns & Eddleston, 
2006)について、先行研究における理論的視点や実証結果、課題を整理し、さらにインタビ
ュー調査の結果に基づいて仮説を構築し、それを実証的に分析するものである。アントレ
プレナー的マインドセットとして 2 つの次元を用い、ファミリービジネスのコーポレート・
アントレプレナーシップのパフォーマンスとして用いるアントレプレナー的パフォーマン
スの向上に、その要因がどのように影響を与えるのか、さらに、アントレプレナー的マイ
ンドセットとパフォーマンスの関係において、戦略的プランニングがどのように影響する
のかを明らかにしていく。 
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 第 8 章では、分析枠組みであるアントレプレナー的オリエンテーションと、アントレプ
レナーシップ的パフォーマンスについて、先行研究のレビューに基づいて知見と課題を整
理し、仮説を導出する。そして日本のファミリービジネスのアントレプレナー的オリエン
テーションがどのような要因であるか、アントレプレナー的パフォーマンスの向上に、そ
れらの要因がどのように影響を与えるのかについて、分析を行う。それによって、これま
での先行研究の知見との相違について考察を行う。 
第 9 章では、分析枠組みから、ファミリネスを含む経営資源について分析を行う。まず、
ファミリー要因によって影響をうけるすべての特徴、資源と能力に深くつながるファミリ
ネスについて(Habbershon &Williams, 1999)、先行研究の知見を整理し、尺度を構築する。そ
して、ファミリネスを含む経営資源が、コーポレート・アントレプレナーシップの取組み
においてどのような束を作るのか、それが組織のアントレプレナー的行動であるアントレ
プレナー的オリエンテーションに、どのように影響を与えるのかについて分析、考察する。
次に、ファミリネスを含む経営資源を配分し、それらをコーポレート・アントレプレナー
シップに必要な競争優位を獲得する資源とするために重要であろうトップの役割について、
先行研究の知見をまとめる。先行研究から、コーポレート・アントレプレナーシップに取
組む際のトップの役割をまとめて尺度を構成した上で、トップの役割としてどのような因
子が発見されるのかについて分析を行う。さらに、抽出された因子とファミリネスの関係
を検証し、コーポレート・アントレプレナーシップにおけるトップの役割とファミリネス
の関係について、考察を行う 
第 10 章では、分析枠組みの組織要因として、ミドル・マネジメントのアントレプレナー
的行動に注目し、ミドルのアントレプレナー的行動を促進する組織要因とアントレプレナ
ー的オリエンテーションについて分析を行う。ミドルのアントレプレナー的行動を促進す
る組織要因を測定するアセスメントを用いて、どのような因子がミドルのアントレプレナ
ー的行動を促進する要因なのかを分析する。同時に、ミドルのアントレプレナー的行動を
促進する組織要因が、アントレプレナー的オリエンテーションに対してどのような影響を
与えるのかについて、考察を行う。 
 第 11 章では、結論として実証分析から得られた知見をまとめ、全体の考察と日本のファ
ミリービジネス固有の発見事実を記述する。最後に、残された課題と当該研究分野の研究
の展望について記述する。 
 
 
 [注] 
1）ファミリービジネスが各国の経済に与える影響については、後藤(2004)に詳しい。 
2）日本のファミリービジネスの長寿性やファミリービジネス研究については、後藤(2012b)
に詳しい。 
3）2010 年 8 月 20 日、銀座梅林の専務取締役、渋谷昌也氏のインタビューから。 
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4）本論文の研究は、科研費(課題番号 23530451：ファミリービジネスのコーポレート・ア
ントレプレナーシップのプロセスと成否決定要因)の助成を受けたものである。 
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第 2 章 リサーチ・クエスチョンと分析枠組み 
 
 
1．先行研究の知見と課題 
 
 本論文の研究ポジショニングを明らかにするために、第 3 章から第 5 章にかけてファミ
リービジネスならびに戦略的アントレプレナーシップ、コーポレート・アントレプレナー
シップの先行研究をレビューしていく。そしてこれら先行研究の中でも、ファミリービジ
ネスの競争優位性を分析するために用いられているエージェンシー理論、スチュワードシ
ップ理論、企業の競争優位性を分析するために共通して用いられている資源ベース論を用
いた研究を中心にレビューを行い、いくつかの知見と課題を明らかにしていく。 
本論文では、これらの先行研究から得た知見と課題を基礎にして、ファミリービジネス
を研究対象とし、そのコーポレート・アントレプレナーシップを調査分析するが、分析枠
組みとして戦略的アントレプレナーシップの視点を取り入れる。そのためコーポレート・
アントレプレナーシップの先行研究による知見を整理し、ファミリービジネスにおけるコ
ーポレート・アントレプレナーシップを分析するための枠組みを構成する諸要因と、枠組
みに欠けている概念について考察し、戦略的アントレプレナーシップの先行研究の知見と
課題を整理する。 
まず、分析対象とするファミリービジネスにおいて、なぜコーポレート・アントレプレ
ナーシップへの取組みが必要なのかということである。ファミリービジネスでは、経営環
境の変化や技術的革新に伴い、既存事業の継続だけでは競争優位を保持できないというこ
と、そして次世代がファミリービジネスに参加する可能性から、ファミリーのための富と
雇用を生み出す必要がある(Kellermanns & Eddleston, 2006)。またファミリービジネスでは、
その経営活動のゴールが企業の利益の増加だけでなく、企業の存続や事業承継が含まれる
ため(後藤, 2009)、コーポレート・アントレプレナーシップに取組むことが必要になる。ま
た優秀なファミリー企業が永続したのは、事業発展のための企業家精神が旺盛であったた
めである(倉科, 2008)。このため、ファミリービジネスでは、既存企業を存続させ発展させ
るためには、企業家精神であるアントレプレナーシップをファミリービジネス内で高揚さ
せ、再活性化させる必要があると考えられる。つまり、コーポレート・アントレプレナー
シップに取組む際に、戦略的視点をもったアントレプレナーシップにより、トップやファ
ミリーだけでなく、ファミリービジネスの組織内のアントレプレナーシップを高揚させ、
アントレプレナー的行動を促進させる必要があるということになる。 
コーポレート・アントレプレナーシップは、企業や組織レベルのアントレプレーシップ
であり(Zahra, Nielsen, & Bonger, 1999)、既存組織の持続的成長や持続的成功、企業の利益の
増加、競争優位をもたらす重要な組織活動である(Lumpkin & Dess, 1996; Zahra et al., 1999)。
コーポレート・アントレプレナーシップは、既存資源を用いて新たな価値を生み出し、内
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的な開発を通して資源を蓄積し、多様性を獲得するプロセスであり組織的な再生のプロセ
スであり(Morris et al., 2008)、企業における現行ビジネスや組織を活性化させ、イノベーシ
ョンを強化し進めさせる組織活動である(Zahra, 1996)。本論文では「既存企業の内部のチー
ムが、現在もっている資産、市場、能力を活用しつつ、それらとは一線を画した新規ビジ
ネスを考案し、育成し、市場投入し、管理する活動プロセスが社内起業である」(Wolcott & 
Lippitz, 2009)との定義をもとに、既存事業の活性化、戦略のリニューアル、既存組織の変化
や再生(Morris et al., 2008)も含めた組織活動とそのプロセスをコーポレート・アントレプレ
ナーシップとする。 
コーポレート・アントレプレナーシップにおいて、内的な開発や組織的な再生、組織の
活性化やイノベーションを競争優位とするには、各組織メンバーの持つ知識、経験などと
開発された知識や経験とを統合融合して資源とし、組織に浸透させ、促進させ、価値創造
とパフォーマンスを生み出すための組織学習を必要とする。資源配分やサポート等の資源
マネジメントではトップが重要な役割を持つが、組織学習ではミドル・マネジメントとい
うマネジメントの役割が重要であり、この役割によって組織はアントレプレナー的行動を
強化促進し、組織内に戦略や意図、コーポレート・アントレプレナーシップ活動を確かな
ものにする(Hornsby, Holt, & Kuratko, 2008; Hornsby, Kuratko, & Zahra, 2002)。 
コーポレート・アントレプレナーシップを促進する組織要因の研究では、マネジメント
の役割と組織要因の研究が中心となっている。組織メンバー間の知識とスキル、経験の共
有が効果的に促進されるかどうかは、マネジメントレベルによる公式的・非公式的なコミ
ュニケーション等を通じて組織学習が効果的に行われるかどうかに依存している。組織が
新たな知識を受け入れ、アントレプレナー的行動を促進する組織となるためには、マネジ
メントレベルの役割と、それに伴うマネジメントレベルのアントレプレナー的行動を促進
する組織要因が必要である。 
組織のアントレプレナー的行動に関する研究として、ミドル・マネジメントの役割につ
いて研究が進められている(Floyd & Wooldridge, 1992; Morris et al., 2008; Quinn, 1985; Zahra et 
al., 1999)。先行研究により、コーポレート・アントレプレナーシップに成功した企業は、ミ
ドルのアントレプレナー的行動を促し、活動を促進させる組織要因を持つことが発見され
ている(Marvel, Griffin, Hebda, & Vojak, 2007; Pearce, Kramer, & Robbins, 1997; Zahra, 1991; 
Zahra & Covin, 1995)。Hornsby et al. (2002) は、ミドルのアントレプレナー的行動を促進する
組織要因として、マネジメントサポート、仕事の裁量、報酬と強化、時間的制約、組織的
領域を発見している。ミドルがこれらの要因により、アントレプレナー的行動を促進させ
ることで、組織もアントレプレナー的行動を促進させる。さらに組織は、ミドルのアント
レプレナー的行動により、新たな価値基盤を受け入れられる組織となり、アントレプレナ
ーシップが戦略に反映され、組織メンバー間でアントレプレナー的行動と意思を持って経
営資源を活用することが可能になる(Dess et al., 2003)。 
アントレプレナーシップの取組みにおけるトップ・マネジメントの役割については、Covin 
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& Slevin (2002)がアントレプレナー的役割と責務について分析し、アントレプレナー的ケイ
パビリティの育成、破壊的イノベーションの保護、機会の創出と意味づけ、支配的ロジッ
クへの問いかけ、アントレプレナーとしての初心への立ち返り、アントレプレナーシップ
と戦略のリンクを発見している。つまり、コーポレート・アントレプレナーシップでは、
経営資源の適切な配分の決定や配分、配置だけでなく、機会の創出から育成、イノベーシ
ョンの保護、組織のアントレプレナー的行動のサポートなどもトップの役割である。Kuratko, 
Morris, & Covin (2011)は、新しい流れとメインである既存の流れとのバランスを取るのもト
ップの役割であると示している。 
コーポレート・アントレプレナーシップの成否を決定づける要因として、ファミリービ
ジネスでは企業独自の資源と組織要因がある(Lumpkin & Dess, 1996)。ファミリービジネス
の場合は、企業が有する資源が一般企業である非ファミリービジネスの資源に限らず、フ
ァミリービジネス特有のファミリー資源であるファミリネスが資源として存在する
(Habbershon & Williams, 1999)。 
これら経営資源を利用しアントレプレナー的行動を促進する組織要因によって、ゴール
や目的、ミッションを目指して組織メンバーのアントレプレナー的行動を促進させ、マネ
ジメントレベルが適切に役割を果たすことで、組織学習が行われ、競争優位が保持もしく
は獲得され、パフォーマンスが向上すると推測される。 
組織のアントレプレナー的行動が促進され、組織はコーポレート・アントレプレナーシ
ップに積極的に取組むことになる。組織レベルのアントレプレナー的行動は、アントレプ
レナー的オリエンテーションとして概念化され、尺度として革新性、先進性、リスクテー
キングが発見されており(Miller, 1983)、さらに現在では、これに自律性、競争上の攻撃性を
加えた 5 つの次元をアントレプレナー的オリエンテーションとしている(Lumpkin & Dess, 
1996)。革新性、精神性、リスクテーキングの次元を相対的に用いたアントレプレナー的オ
リエンテーションが他企業よりも高い企業ほど、企業家的企業として捉えられ、他企業よ
り低い企業ほど保守的な企業とされる(久保, 2005)。そしてアントレプレナー的オリエンテ
ーションは、組織内でのイノベーション、リニューアル、ベンチャーへの取組みと、その
成果として定義されるアントレプレナー的パフォーマンス(Habbershon et al., 2010)に影響を
与えるのである。 
またファミリービジネスにおいてコーポレート・アントレプレナーシップに取組む場合
に必要な概念として、戦略的プランニングがある。戦略的プランニングはファミリービジ
ネスにおけるコーポレート・アントレプレナーシップの成功に不可欠なものである 
(Kellermanns & Eddleston, 2006)。戦略的プランニングは、ファミリービジネスにとって、フ
ァミリーメンバー間や世代間の戦略的意図によるギャップやファミリー個人とファミリー
組織の戦略的プランの変更におけるファミリーメンバーの葛藤なども含み、組織をアント
レプレナー的組織へと変化させていくプロセスで重要なものである(Ward, 1988)。一般企業
と異なり、ファミリービジネスでは世代間やファミリーメンバー間の意図の相違やギャッ
18 
プが大きく、葛藤を含む可能性が高いため、戦略的プランニングが必要になると推測され
る。 
しかし、ファミリービジネスではファミリーとビジネスが相互に影響しあうため、コー
ポレート・アントレプレナーシップへの投資決定、資源配分などに、ファミリーの制約や
コントロールが影響を与えやすく(Carney, 2005)、リスクを回避し(Morris, 1998)、変化に抵抗
しようとする力も働きやすい(Levinson, 1987)。不確実な投資や成長戦略は、保有する資産や
資源の価値を変化させ損なう可能性があり、企業の損失がそのままファミリーの損失につ
ながるため、リスクを嫌うファミリービジネスでは、オーナーシップによりファミリービ
ジネスの資産、意思決定や資源配分をコントロールし、資源の価値に影響を与える
（Habbershon & Williams, 1999)。つまり、ファミリーの経営姿勢や価値観はコーポレート・
アントレプレナーシップに影響を与えるのである(Kellermanns & Eddleston, 2006)。 
ファミリービジネスにおけるコーポレート・アントレプレナーシップの枠組みを検討す
ると、コーポレート・アントレプレナーシップの先行研究では、ファミリービジネスにお
けるコーポレート・アントレプレナーシップの取組みに影響を与えるトップやファミリー
のアントレプレナーシップへ意図や意思、戦略的思考、意思決定スタイル、イノベーショ
ン志向などの構成概念が欠けている。これらの欠けている構成概念を戦略的アントレプレ
ナーシップの知見から取り入れるため、戦略的アントレプレナーシップの知見と課題を整
理し、枠組みを考察する。 
本論文では、先行研究の知見から、戦略的アントレプレナーシップを組織が個人、組織、
社会にとって価値となる優位性の探求、機会の探求に関心を持ち(Hitt et al., 2011)、戦略的な
視点をもってアントレプレナー的行動をとることと定義し(Hitt et al., 2002)、戦略的アントレ
プレナーシップに取組む企業とは、戦略的視点をもって継続的に新しい機会探求行動と優
位性探求行動に取り組む企業とする(Hitt et al., 2011)。小企業であれ大企業であれ、一般企業
であれファミリービジネスであれ、その事業の継続と発展に必要なものが、戦略的アント
レプレナーシップである(Hitt et al., 2011)。ゆえに、企業にとって戦略的アントレプレナーシ
ップの視点を持つことは、新しい機会を発見して既存の社会的経済的な競争状況を打破し、
新市場を獲得する上で必要なことである(Ireland, Kuratko, & Covin, 2003)。 
つまり、企業にとってコーポレート・アントレプレナーシップに取組む場合、戦略的ア
ントレプレナーシップの視点が欠かせないことになる。戦略的にアントレプレナーシップ
に企業が取組む際、アントレプレナーや組織、組織メンバーが潜在性のある機会を継続的
に探し出そうとするには、まず、アントレプレナー的マインドセットが必要である(Hitt et al., 
2002)。企業がイノベーションを成功させるためにはアントレプレナー的マインドセットが
必要なのであり(Morris et al., 2008; Nordqvist & Zellweger, 2011)、アントレプレナー的マイン
ドセットには継続的なイノベーションを導く潜在性があるため、企業の競争優位の源泉と
なりえるからである(Hitt et al., 2009)。アントレプレナー的マインドセットは、不確実性から
利益を生むためのビジネスや機会について考える方法や意思であり(McGrath & MacMillan, 
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2000)、アントレプレナー的行動を追求するよう導く価値、信念、態度である(Nodrqvist & 
Zellweger, 2011)。 
本論文では、ファミリービジネスにおけるコーポレート・アントレプレナーシップの枠
組みに、Hitt et al. (2002)の戦略的な視点をもってアントレプレナー的行動をとるという定義
をもとに戦略的アントレプレナーシップの視点を取り入れ、アントレプレナー的マインド
セットの概念を用いることにする。 
分析レベルの問題があるが、ファミリービジネスではファミリーレベルというファミリ
ー個人、ファミリーという組織、ビジネスにおける組織が相乗効果を及ぼし、かつステー
クホルダーとして存在するファミリーメンバーが、アントレプレナー的行動や意思決定に
何らかの影響を及ぼすため、個人と組織、ファミリーと組織という形で分析レベルを分離
せずに、ファミリービジネスという分析レベルでコーポレート・アントレプレナーシップ
の議論を行う必要がある(Nordqvist et al., 2011)。 
これまでのアントレプレナーシップの先行研究から、所有と経営の一致における比率等
のオーナーシップ要件など、ファミリービジネス特有の内部環境要因が資源やアントレプ
レナー的オリエンテーションなどに影響を与えることが示されている(Dess et al., 2003; 
Nalde et al., 2007; Rauch, Wiklund, Lumpkin, & Frese, 2009; Vermeulen & Curseu, 2008; Zahra, 
2005)。本論文では、これらの内部環境要因の影響を抑えるため、分析対象を明確にした上
で調査を行うこととする。 
 
 
2．分析枠組み 
 
 以上、先行研究の知見および課題を整理し、ファミリービジネスにおけるコーポレート・
アントレプナーシップの分析枠組みを図 2.1 として提示する、 
 
 
図 2.1 ファミリービジネスにおけるコーポレート・アントレプレナーシップの分析枠組み 
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分析枠組みを構成する諸要因が多いため、次章以降の分析では要因ごとに分析を行う。
まず、アントレプレナー的マインドセットと戦略的プランニングとアントレプレナー的パ
フォーマンス、次にアントレプレナー的オリエンテーションとアントレプレナー的パフォ
ーマンス、そしてファミリネスをおよびトップの役割とアントレプレナー的オリエンテー
ション、最後に組織要因とアントレプレナー的オリエンテーションについて分析する。 
 
 
3．リサーチ・クエスチョン 
 
ファミリービジネスにおけるコーポレート・アントレプレナーシップに関する先行研究
は、欧米のファミリービジネスに関するデータを中心として研究が進んでいるが(Eddleston 
et al., 2008; Kellermanns & Eddleston, 2006; Sharma & Chrisman, 1999)、日本のファミリービジ
ネスにおけるコーポレート・アントレプレナーシップに関する研究はこれまで数が少なく、
アントレプレナー的行動やコーポレート・アントレプレナーシップにおける組織行動を促
進するプロセスや成功要因等については、研究が十分に進んでいない。このため分析に際
しては、これまでの知見や課題を整理した上で、枠組みの構成に必要な諸要因を明らかに
したうえで、分析枠組みを提示し、諸要因について、既存および新規の尺度を用いて、実
証研究を行う。 
本論文での主要なリサーチ・クエスチョンを提示すると、以下のようになる。 
(1) コーポレート・アントレプレナーシップと戦略的アントレプレナーシップ には、どの
ような関係があるのか。 
(2) 日本のファミリービジネスにおけるコーポレート・アントレプレナーシップのモデルを
構成する要因は、どのようなものか。 
(3) それらの要因間の関係はどのようなものか。 
(4) 日本のファミリービジネスにおけるコーポレート・アントレプレナーシップの取組みの
特徴はどのようなものか。 
以上のようなリサーチ・クエスチョンについて、本論文では実証研究により分析を加え
る。 
 
 
4．研究対象とデータの収集 
 
本論文では、第 3 章から第 5 章にかけて理論研究を行い、第 6 章において第 7 章から第
10 章までの実証分析を行う際の仮説の構築および質問項目の設定のためのインタビュー調
査および予備的な質問票調査を行っている。本論文で収集したサンプルは、先述したファ
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ミリービジネスの定義とともに、ファミリービジネスにおけるコーポレート・アントレプ
レナーシップの事例研究を行っている Babson College の STEP Project(Nordqvist & Zellweger, 
201)2)のケースサンプル基準に則って収集を進めた。 
まず質問項目の設定と仮説の構築のため、事前にインタビュー調査を行った。そのため
のデータ収集対象とするサンプルのファミリービジネスには、調査目的であるコーポレー
ト・アントレプレナーシップに、過去 3 年間で取組んでいる企業、取組んだことのある企
業としている。他には以下のようなケースサンプルの条件を設けた。 
1) 業種は限定しない 
2) 自社をファミリービジネスとして認識している企業 
3) 後継者への継承が行われている企業 
4) ファミリーが経営者および主要な経営陣に加わり、かつ最大株主である企業 
5) 少なくも 2 世代がファミリービジネスに関わっている企業 
6) 創業、起業から 30 年以上が経過している企業 
7) 従業員が最低 20 人以上いる企業を対象とした。 
 
インタビュー調査についてはファミリービジネスには直接依頼を行い、インタビュー内
容の統一化を図るため、フェイス・ツー・フェイスの半構造化されたインタビュー調査に
よる一次データの収集を行っている。 
半構造化面接の質問は、STEP Project のインタビューガイドをベースに作成した。 
1) 企業の社歴、ファミリーの歴史:特に戦略的意思決定と変化を伴う重要事項について 
2) 所有構造の変化とガバナンスについて 
3) ファミリービジネスとしてのビジョン、ゴール、価値 
4) ファミリーのアントレプレナー的特徴 
5) 企業組織のアントレプレナー的特徴 
6) ファミリービジネスとしてのアントレプレナーシップの開発と持続について 
7) ファミリーおよび企業のリスクプロフィール 
8) パフォーマンスについてなどである 
 
 さらに、質問票調査で用いる予定である既存の尺度について、質問項目の内容が本論文
で分析対象とする日本のファミリービジネスにとって、わかりやすいかどうか、回答可能
かどうかを判断するため、既存の尺度からなる質問票への回答を求めている。 
 
 次に、質問票調査を行うため、サンプル対象とするファミリービジネスは、以下のよう
な条件を基準とした。 
1) 家族親族で所有する株式が 50％以上となるオーナー経営の企業であること 
2) 従業員が最低 10 人以上いる企業(派遣社員を含む) 
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3) 過去に事業承継が行われている企業、もしくは創業者がいるが 2 代目が後継者として取
締役にすでに就任している企業 
4) 創業、起業から 30 年以上が経過している企業である 
 
STEP Project では従業員が最低 50 人以上を対象としているが、日本のファミリービジネ
スは老舗ほど中小企業が多く、50 人以上の企業に限定してしまうとサンプル数が極端に減
少する可能性がある。インタビュー調査を行った結果でも、ケースサンプルの基準として
最低 20 人の従業員を設定したが、それでもサンプルの収集が困難になったため、サンプル
を収集しやすく、かつファミリーメンバー以外が従業員として働く可能性を考慮して、最
低従業員数を 10 人としている。 
その上で調査対象とするファミリービジネスは、東京青年会議所、日本青年会議所、ライ
オンズクラブ、ファミリービジネスネットワーク 3)、銀実会 4)、東都のれん会 5)、銀座百店
会等に所属、もしくは所属していたファミリービジネスを対象としている。 
経営活動や業績に関する質的および量的データは、質問票調査の他に、対象企業の企業概
要やホームページ、可能であれば国内のデータベース (帝国データバンク、東京商工リサー
チなど)などから収集している。量的データとしては、各社の企業概要 (資本金、株主数、
株の所有比率、株主におけるファミリーメンバー数、従業員数、総売上高など)が含まれる。  
質問票調査項目は、先行研究により発見された尺度、先行研究の知見により作成した尺
度、インタビュー調査で収集した質的、量的データを分析して決定したファミリーとファ
ミリービジネスの属性項目と、自由記述による質問項目を設定した。 
また図 2.1 として構築した分析枠組みにそって、先行研究で構成概念の尺度が示されてい
る尺度は、先行研究で用いられている調査票や質問項目を要因の測定および因子抽出のた
めに用いることとした。調査の実施において翻訳が必要であったため、原文の項目内容よ
りも若干、わかりやすい表現を用いている項目や、ファミリービジネスを対象とした表現
に変更している項目もある。構成概念の尺度がない要因については、先行研究の知見から
尺度を構成するための質問項目を作成した。 
 
 
5．分析方法 
 
本論文では、先述したリサーチ・クエスチョンに対し、事例研究と質問票調査の２つの
方法で分析を行う。第 3 章から第 5 章までの理論研究と第 6 章までの事例研究は、第 7 章
から第 10 章までにおいて検証の対象とする仮説を導出するために行う。それらの仮説を検
証するために収集した質問票調査のデータに対して、多変量解析を行う。 
リサーチ・クエスチョンと方法論の対応関係は以下のようになっている。リサーチ・ク
エスチョン (1)については、先行研究を中心に議論を展開する。(2)、(3)については先行研
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究の知見により仮説を立て、質問票調査によりその仮説を検証する。(4)のリサーチ・クエ
スチョンについては、質問票調査の分析結果から導き出されたインプリケーションを考慮
しながら議論を展開する。 
本論文では、提示した仮説、および枠組みに対して、収集した質問票調査によるデータ
に多変量解析を行うことで、ファミリービジネスにおけるコーポレート・アントレプレナ
ーシップに影響を与える諸要因と要因間の関係を分析、考察することを意図する。 
 
 
 [注] 
1) ここで用いるアントレプレナーの認知的側面とは、アントレプレナーの意思決定において、
どのような情報を選択し、どのように思考し行動するか、どのように意思決定を行うか
というプロセスと知識構造における認知の視点を指す。アントレプレナーの戦略的意思
決定における認知パースペクティブの研究は Vermeulen & Cutseu (2008)に詳しい。 
2) Babson College の STEP Project は Babson の Center for Entrepreneurship で行われているグロ
ーバルな研究であり、年次カンファレンスを行い、各国企業がパートナーシップを組ん
で い る リ サ ー チ で も あ る 。 詳 細 は 以 下 の ホ ー ム ペ ー ジ を 参 照 の こ と 。
http://www.babson.edu/Academics/centers/blank-center/Pages/home.aspx 
3) ファミリービジネスネットワークは、1990 年にスイス・ローザンヌに産学協同の非営利
団体として設立されたファミイービジネスに携わるオーナーや経営者、親族を会員とす
る世界的な組織であり、日本では 2002 年に特定非営利法人の認証を受け、ファミリービ
ジネスネットワークジャパンとして活動している。 
4) 銀実会は 60 年の歴史を持ち、銀座の路面店の老舗の経営者や後継者が結成した組合 
参加資格は 40 歳以下、2012 年時の所属メンバーは 60 名、退会したＯＢを含め 257 名
である。 
5) 東都のれん会は百年以上の伝統を有する老舗の会であり、現在 53 軒が会員である。 
  http://www.norenkai.net/aboutus/index.html を参照 
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第 3 章 ファミリービジネスの先行研究 
 
 
1. ファミリービジネスの特徴 
 
ファミリービジネスは同族企業あるいはオーナー企業と称され、所有と経営の一致が特
徴とされる企業形態である。このような形態の企業は各国で見られ、Anderson & Reeb (2003)
による米国の S&P500 企業の調査ではその約 35％をファミリービジネスが占め、上場企業
だけでなく中小企業も含めた米国全体でみれば企業数の 89％に上り、GDP の 64％、雇用の
62％を占めている(Shanker & Astrachan, 2003)。1999 年から毎年継続されているロンドン大学
のグローバル・アントレープレナーシップ・モニターの調査報告書では、英国の企業総数
に占める割合が約 75％になり、ドイツでは約 200 万社といわれる企業全体の 80％がファミ
リービジネスである(Owens, 1994)。日本においても、みずほ総合研究所(2008)の報告書によ
ると、2006 年度の国税庁の税務統計、約 260 万社の法人企業のうち 95％がファミリービジ
ネスであり、全上場一部・二部企業 2515 社を対象とした調査では、上場企業のうち 42.7％
をファミリービジネスが占めている(倉科, 2003)。 
グローバル企業の中にも、ファミリービジネスは数多く存在する。米国の小売業ウォル
マート社や穀物商社のカーギル社、韓国の三星、スペインのアパレルメーカーでザラのブ
ランドで有名なインデックス社、フランスの化粧品メーカーのエスティーローダー社、タ
イヤメーカーのミシュラン社、そして創業者一族が社長になったトヨタなど、どの企業も
グローバルな巨大企業として有名な企業である。 
しかし Berle & Means (1932)は、『近代株式会社と私有財産』で所有者支配から経営者支配
への移行を主張し、Chandler (1977)が、ファミリーの所有から切り離された専門経営者が経
営を支配する企業が一般的企業形態であると論じられたことで、ファミリービジネスは発
展途上のままの企業形態、もしくは衰退企業であるとされた。これらの説が幅広く日本の
経済界、学会等に普及したことで、ファミリービジネスをこのような企業形態と見る傾向
は日本の企業において、また日本の経営者に強くみられ、その傾向は未だに続いている。
欧州ではファミリービジネスとして長期に存続している企業は、ファミリーがオーナーっ
として経営している企業であることに誇りを持ち、ファミリービジネスとしての存在をホ
ームページ上などでも公表している。しかし日本では、「老舗」という言葉が受け入れられ
ても、ファミリービジネスいわゆる同族企業、家族企業は、企業形態やビジネスモデルと
して遅れていると考える傾向が、ファミリービジネスの経営者にも世間一般にもまだ根強
く残っているという現状がある。 
まず、本論文を進めるにあたり未だ国際的に共通するものがなく、明確にされていない
ファミリービジネスの定義を行わなければならない。そのため先行研究のレビューを通し
て、本論文として用いる定義を明確にする必要がある。 
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ファミリービジネスの研究では、Family business と Family firm という用語が用いられて
いる。研究者や論文内容によって使い分けされ、その使い方に明確な基準はないが、Family 
firm はファミリービジネスの事業を運営する主体を意味することが多く、日本においてはフ
ァミリーによる持株会社やホールディングカンパニーのイメージが強く、Family business は
ファミリーファームが経営する事業や、ファミリーが経営する事業を意味することが多い
(後藤, 2005)。日本に多く存在する同族企業や家族企業は Family business のイメージが強く
あるため、本論文ではファミリービジネスという用語を用いて研究を進める。 
また、ファミリービジネスという定義では業種および業種業態を限定することができず、
企業規模も限定することができない。そのため研究者が、それぞれのリサーチの目的や研
究する分析対象において、業種業態や企業規模を区別分類して、それに合わせた定義を定
めて研究を行っている。このような定義を各研究者がそれぞれ行う理由は、ファミリービ
ジネスには単一の定義が確立されていないためである。 
ファミリービジネスの先行研究におけるこれまでの定義は、所有と経営の一致における
比率、ファミリーの事業への影響力、ファミリーの経営参画の度合い、ファミリーメンバ
ーの事業や経営への関与度合、次世代への継承意思の要素から構成されていることが多い。
Wortman(1994)は先行研究をふまえ、ファミリービジネスの定義は 20 以上存在するとし、後
藤 (2005)は Neubauer & Lank (1998)の研究から、ファミリービジネスの定義は、ファミリー
の影響力、ファミリーの経営参画、ファミリーの複数構成員の関与、次世代へ継承する意
思の 4 つに区分できるとしている。 
海外の既存研究では、Smyrnios, Tanewski & Romano (1998)が、①単一のファミリーあるい
は複数のファミリーの複数構成員が、50％以上の資本を維持している、②単一のファミリ
ーが企業を効果的に支配している、③トップ・マネジメントの少なからぬ部分が同一ファ
ミリー出身であるという 3 つの条件のいずれかを維持している場合は、ファミリービジネ
スと定義している。他には上位 5 位の株主に創業家の個人株主かその持株機関が含まれる
(Demsetz & Lehn, 1985)、創業家が会社を所有(Leech & Leahy, 1991)、創業家メンバーが取締
役会に加わり株式の 5％を所有(Anderson & Reeb, 2003)などがあり、ファミリーの影響力、
ファミリーの経営参画、ファミリーの複数構成員の関与などが中心となっている。 
欧州企業を中心とした長寿企業の組織であるエノキアン協会では、会員認定の条件とし
て①200 年以上存続していること、②創業者一族が所有していること、③創業者一族が経営
に関わっていること、④税務的に健全であることが挙げられている。 
日本では会社法により、法的に同族企業という概念が存在する。同族企業とは、「株主等
の 3人以下およびこれらの同族関係者(個人および法人)が有する株式や出資金額の合計額が、
その法人の発行済株式総数または出資金額の 50％以上に相当する会社」である。これは同
族企業のすべてがファミリービジネスであるということを意味しているわけではないが、
同族企業の多くがファミリービジネスであり、同族企業という概念はファミリービジネス
の定義に近い概念である。日本における先行研究においてファミリービジネスの定義は、
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一族による持ち株比率が 5％以上で一族出身者が社長もしくは会長を務める(Saito, 2008)、オ
ーナー経営企業で一族の株式所有比率が高い(森川, 2008)など、ファミリーによる企業の所
有、株の所有とその比率、議決権の有無、経営権の有無などにより定義が行われている。 
これらから本論文では、ファミリービジネスの定義を「創業家一族もしくはその持株機関
が最大株主であり、かつ創業家一族が社長もしくは会長を務めている場合、もしくはトッ
プ・マネジメントとして経営陣に加わっている場合」とする。 
本論文でこのように定義することとしたファミリービジネスには、大きく分けて 2 つの
特徴がある。ひとつはファミリーが関与するビジネスとしての所有と経営の一致、もうひ
とつは事業承継である。 
第一の特徴である所有と経営の一致は、定義としても示されるように、ファミリービジ
ネスとはファミリー(創業者一族)もしくはファミリーメンバーによる株式の所有と経営参
画が複雑に絡み合う組織である。Gersick, Devis, Hampton, & Lansberg (1997)が、ファミリー
ビジネスの特徴を、所有、経営、ファミリーの 3 つの要素の重なりからなる 3 サークルモ
デル 1)として端的に表し、この 3 サークルモデルでは重なり合いの度合いから所有比率や経
営参画度合い、経営参画しているメンバーか否か、ファミリーか非ファミリーかなどが要
因とされている。つまり、所有し経営に参画するファミリーメンバー、株式や資産を所有
だけするファミリーメンバー、所有することなく経営に参画だけするファミリーメンバー、
ファミリービジネスに従業員として従事するファミリーメンバーの他、そこに株式を所有
し経営に参画する非ファミリーメンバーや、株式だけを所有する非ファミリーメンバーの
株主、経営に参画するだけの非ファミリーメンバー、従業員らの組み合わせや重なりによ
って、ファミリービジネスは構成されているということである。このためファミリービジ
ネスでは企業のガバナンスにおいて、非ファミリービジネスのようなコーポレート・ガバ
ナンスだけなく、ビジネスに絡んで経営参画するファミリーメンバー、株主であるファミ
リーメンバーによるファミリー・ガバナンスにも留意しなければならない(Gersick et al., 
1997; 後藤, 2012d)。 
先行研究では、株式と資産を所有し経営に参画するファミリーメンバーの比率がどれく
らいの比率によりファミリービジネスとするかは明確ではない。しかし、ファミリーが最
大株主であり経営権を持つ場合をファミリービジネスと定めるならば、業績面のパフォー
マンスから非ファミリービジネスと比較した実証研究 2)は多く、ファミリービジネスの業績
優位性について引用文献として最も用いられている Anderson & Reeb (2003)の研究は、米国
の S&P500社のうち銀行と公益企業を除いた 403社を対象にファミリービジネス 141社と非
ファミリービジネスである一般企業 262 社を比較分析したものである。ここではファミリ
ービジネスがトービン Q、資産利益率、株価総額、総資産比率の高さで非ファミリービジネ
スより優位性が発見されており、EVA では創業者が経営に携わっている場合に、非ファミ
リービジネスよりも優位性が発見されている。他にもファミリービジネスが非ファミリー
ビジネスよりも業績優位性を占めているという先行研究は多く、株主資本利益率、利益率、
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売上増加率の高さ(Leech & Leahy, 1991)、資産利益率、売上増加率、株式総合利回りの高さ
(Kleiman, Lange, Leleux, Petty, & Shulman, 1996)などがあり、日本の同族企業の業績優位性に
ついては、総資産営業利益率の高さ(茶木, 2008)、存続確率の高さと生産性上昇率の低さ(森
川, 2008)などが発見された先行研究がある。 
業績以外の側面において示されている、もしくは発見されているファミリービジネスの
競争優位性としては、オーナー経営者は任期が長く長期的視点に立った経営方針と意思決
定が可能であること、資本として先行投資リスクを負担するリスクテーキングを持つこと
が発見されている(Carney, 2005)。またオーナー経営者は経営者意識が強く、事業環境への機
会と脅威の認識力が高く、事業継続や従業員への責任感が強く(Chrisman, Chua, & Zahra, 
2003)、企業の評判がそのままファミリー自身の評判と結びついているために、企業の業績
改善へのインセンティブが強いことが発見されている(Anderson & Reeb, 2003)。 
ファミリービジネスの第 2 の特徴としては、事業承継が上げられる。ファミリービジネ
スは代々、その創業者ファミリーによって承継がなされ、長期に存続している事業形態と
みることができる。このため、ファミリービジネスの第一の経営目標は企業の利益確保と
同時に企業の存続の場合が多く、森川(2008)による日本の上場・非上場企業を含めた同族企
業の業績優位性に関する先行研究でも、ファミリービジネスはこのような目標を持ってい
るため、企業の存続確率が非ファミリービジネスよりも高くなることが実証されている。
さらに、銀行などからの借り入れや間接投資などではなく、ファミリーおよびファミリー
メンバーによって資本や資金の提供、投資が行われることが多いため、提供した資金や投
資に対して早期の回収を目的とせず短期的な成果を優先しないことから、経営の安定や事
業開発、商品開発において時間的余裕を持つことができ、所有と経営の一致からなるオー
ナーシップと代表取締役としての任期の長さ、後継経営者への事業承継から長期的観点を
持つことができ、トップマネージャーらにも自由な裁量と時間が与えらることによりパフ
ォーマンスの向上につながる(Miller & Le Breton-Miller, 2006)。長期的視点を持つことができ
るのは、ファミリー企業経営者の在任期間が長期にわたるがゆえであり、ファミリービジ
ネスの経営者の在任期間は一般的に平均 28 年とも言われ、企業の優位性と経営戦略が利益
を生むまでには 10 年単位の時間が必要あるという研究を踏まえると(三品, 2004)、経営者の
交代頻度が少なく、経営者の任期が長いほうが企業や組織にとって有利となるのは確かで
ある。  
ファミリービジネスの事業承継とは、単に事業を承継するだけにとどまらない。
Kenyon-Rouvinez & Ward (2005)が示すように、「所有に基づく経済的価値とオーナーシップ
の承継」「経営のリーダーシップの承継」「ファミリーの構成員としての資格とリーダーシ
ップの承継」が含まれている。非ファミリービジネスであれば、経営者交代による事業承
継は経営・マネジメントの承継にすぎない。さらに Chittoor & Das (2007)は、ファミリー企
業の承継を Beckhard & Dyer (1983)が明示した「リーダーシップの承継」と、Le Breton–Miller, 
Miller, & Steier (2004)が明示したリーダーシップとオーナーシップの移転をもとに、「オーナ
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ーシップの承継」と「マネジメントの承継」が行われることと定義している。ファミリー
ビジネスの場合、後継経営者が息子や娘である可能性が高く、そのため子供が若い時期か
らファミリービジネスに入社して経験を積み、徐々に経営陣に加わっていくという過程を
踏むことが多いため、承継プロセスが非ファミリービジネスよりも時間的に長いスパンで
行われる可能性が強く、先任と後継の関係が非ファミリービジネスよりも濃密のため、ビ
ジョンや組織文化の引き継ぎも行われやすく、所有と経営の一致から企業統治に有効な構
造が土台にあるなどの優位性を持っている。経営者の交代である事業承継いわゆるマネジ
メントの承継は、ファミリービジネスに限らず非ファミリービジネスである一般企業にお
いてもそのパフォーマンスに影響を与えることが発見されている(宮島・青木・新田, 2002; 
Warner, Watts, & Wruck, 1988; Weisbach, 1995)。ファミリービジネスの承継が企業のパフォー
マンスに影響を及ぼす要因については、特に先行研究において、ファミリービジネスの統
治構造の有効性の有無(宮島・川本, 2007)、承継プロセスや承継計画の有無(Orser, 
Hograth-Scott, & Riding, 2000; Trow, 1961)、後継経営者のマネジメント能力(Christensen & 
Copeland, 2012)、リーダーシップの良し悪し(Cater & Justis, 2009)などが要因として発見され
ている。 
事業承継の視点から、ファミリービジネスの利点を捉えた先行研究では、承継に至るプ
ロセスにおいて、４段階で現経営者と後継者の役割を調整するプロセスがある(Handler,  
1990)。これにより現経営者は支配者から段階を経て顧問という存在へと引退し、後継者は
一従業員から管理者のとしての役割を経て経験を積み、段階ごとに現経営者がその能力を
評価・承認することで次の段階に進むことになる。事業承継は世襲によって暗黙的人的資
本の蓄積が促進することが示されているが(Lentz & Laband, 1990)、これはファミリービジネ
スとしてのマイナス要因ともなる。世襲による後継者の登用は、ファミリーメンバー内で
の承継によって外部から専門的経営者の登用がないこと、ファミリーの事情や状況に左右
された承継によってコンピテンスが低下することや(Le Breton-Miller et al.,2004)、ファミリー
メンバーによる事業承継により企業価値が低下すること(Bennedsen, Nielsen, Perez-Gozalez, 
& Wolfenzon, 2007)が発見されている。 
 所有と経営の一致、事業承継という２つの特徴は、ファミリービジネスの企業文化に影
響を与え、非ファミリービジネスである一般企業と異なる企業文化をファミリービジネス
にもたらす。世界各国に共通するファミリービジネスの企業文化は、所属と信頼を土台と
して組織メンバーに忠誠心を求め、常に結束してビジネスとしての統合を行い、ファミリ
ーだけでなく周囲とハーモニーをとるという企業文化を持つ(Ainsworth & Cox, 2003)。
Dyer(1986)は、ファミリービジネスの企業文化を 7 つの指標を用いて、4 つのタイプに分類
した。用いられた指標は、①関係性(メンバー間の関係や階層)、②人間性(性善説と性悪説)、
③真実性、④環境への志向、⑤個別主義と普遍主義、⑥人間活動性(自発性と受動性)、⑦時
間、である。これにより分類されたタイプは、(1)家父長的温情主義型、(2)自由放任主義型、
(3)全参加型、(4)専門家型である。これらの指標の組合せにより、分類されたタイプは、非
29 
ファミリービジネスにはない企業文化を特徴としている。 
 ファミリービジネスの企業文化として、異文化多様性については Gupta & Levenburg 
(2010)により、2005 年から研究が始められている The CASE Project によって、現在までに 3
つのカテゴリーからなる 9 つの指標がまとめられている。カテゴリー1 は、ファミリーのイ
ンターフェースであり、①規制された境界(ファミリーとビジネスの境界が明確か否か)、②
ビジネスのレピュテーション、③関係との橋渡し(ファミリーとファミリー外、コミュニテ
ィとの関係、資源へのアクセス)からなる。カテゴリー2 は、ビジネスのインターフェース
であり、④組織的な専門性(ファミリービジネスによる専門家の雇用や方法の採用、専門的
レベル)、⑤規制されたビジネスパワー(ファミリー力学に影響されない組織構造)、⑥競争
的な承継(リーダーシップと経営能力のある後継者による承継)である。カテゴリー3 は、フ
ァミリーとビジネスの重なりによるインターフェースであり、⑦ジェンダー中心的なリー
ダーシップ(ビジネスでの女性メンバーの活用)、⑧操作的な弾力性(危機や辛抱期の予備的
メンバーや資源の活用)、⑨コンテクスト的な埋め込み(ファミリービジネスの発展への相互
専門家と資源の供与)からなる。この結果、ファミリービジネスの異文化的差異は、組織的
慣行や価値からなるい文化的違いに影響を受けやすいことが示された。またこの研究では、
ファミリーのグローバル志向、国際化教育、ライフサイクル、ビジネスの規模や技術革新
の違いから、国際化に相違が生じることが発見されている。 
 所有と経営の一致や事業承継などの特徴があり、独自の企業文化を持つとされるファミ
リービジネスの中でも、優れているファミリービジネスとそうではないファミリービジネ
スがある。ファミリー企業の研究者、企業経営者、コンサルタントなどをメンバーとする
世界的団体、Family Business Network (FBN)は、1996 年から世界中のファミリービジネスか
ら、最も優秀な１社を選定し表彰している。その選定基準 3)は、企業価値やミッションがフ
ァミリーの各世代で理解・共有されていること、従業員、株主、顧客、取引先、地域社会
への誠実な対応など 11 項目に渡っている。これらの基準により選定された優秀なファミリ
ービジネスの成功要因として、倉科(2008)は 9 つの要因を上げて分析を行っている。まず第
1 にファミリーの団結・役割の明確化である。ファミリービジネスの株式公開やファミリー
ミーティングの開催、ファミリーの一体感の熟成、コミュニケーションによりファミリー
をひとつにまとめ、個性を生かした適材適所などで役割を明確化している。第 2 は企業統
治への積極的な取組みである。これはファミリーやオーナー経営者の独走を防ぐためにの
統制、牽制機能の強化である。第 3 は明確な企業哲学・理念とその伝承・徹底である。企
業哲学としては企業理念、憲章を策定し、それをファミリーメンバーとファミリービジネ
ス内に徹底しているのである。第 4 は非ファミリー経営者の積極的登用である。ファミリ
ービジネスの継承者候補が若かったり、適格性に欠ける場合、非ファミリーの経営者に経
営権を委譲するということも必要とされる。第 5 は代々のファミリーの旺盛な企業家精神
である。ファミリービジネスの最大の強みは、リスクを意識しながら、時代をリードする
革新的な策を大胆に実行できることであり、事業発展のための企業家精神が旺盛であった
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ため、優秀なファミリービジネスが永続している。第 6 は経営資源・事業分野の集中であ
る。つまりコア事業やコア技術、コアとなる市場を中心とし、非関連多角化をせず、事業
分野を絞り関連多角化に限定している。第 7 は明確な事業承継計画の存在と確実な実施で
ある。第 8 は従業員の厚遇、地域社会への貢献である。そして第 9 はグローバル化への積
極性である。倉科（2008）の分析によるこれら 9 つの要因が持つファミリービジネスが、
優秀なファミリービジネスとして永続することになると考えられる。 
 
 
2. ファミリービジネスにおけるアントレプレナーシップ研究 
 
アントレプレナーシップとは企業家活動を意味し、「資源を獲得し、それらを組み合わせ
ることで必要とされる事前コスト」と「実際に資源を組み合わせて生み出される事後的価
値」の差から生じる企業レントの獲得を目的とするものであり(Rumelt, 1987)、企業家が不
確実性から機会を発見し、それを意味づけして活用し、リスクを取りながらイノベーショ
ンを行い、企業家レントを追求しようする意思や行動、そしてプロセスである。 
本論文では、アントレプレナーシップとは何かという定義を明確にしなければならない。
アントレプレナーシップにおいてはファミリービジネス同様、明確な定義が未だ確立され
ていない。そのため本論文では、アントレプレナーシップを Davidsson (2005)の定義を用い
て、アントレプレナーシップを自身が所有する企業を開始または運営することであり、新
しい組織の創造、新しい市場における経済活動の創造とし、さらに個人やグループが機会
を特定、追求し、コントロールする資源もしくは潜在的資源を用いて富を創造する行動や
プロセスと定義する(Hitt, Tihanyi, Miller, & Connelly, 2006)。そして、アントレプレナーとは、
事業機会に気づき機会を追求し、その組織を変革もしくは創る者であり、事業機会の認識
と利益の追求を行うために最良となる組織形成に関わり構築する者であるとする(Bygrave 
& Zacharakis, 2008)。 
 研究分野のひとつとしてアントレプレナーシップの研究が始まったのは 1970 年代に入っ
てからであり、Vesper (1974)が Academy of Management のビジネスポリシー分野において、
アントレプレナーシップの研究グル―プを組織化したことがきっかけである(Hitt et al., 
2006)。 さらに Birch (1987)の研究により、アントレプレナーシップは企業の経済成長のエ
ンジンとして注目されるようになり、その後、Birch(1987)だけでなく多くの研究者によって
研究が進められ、アントレプレナーシップが新会社の設立や新規事業の立ち上げに貢献す
るだけでなく、新規事業の成長にも貢献することが発見されている(Reynolds, 1991; Reynolds, 
Hay, & Camp,1999)。1990 年代後半からは、特に新規事業や新しい企業の成長よりも小規模
企業のスタートアップやそのマネジメントが研究課題として注目されるようになった
(Sexton & Smilor, 1997)。しかし Morris, Williams, Allen, & Avila(1997)が、ビジネスのスタート
アップとビジネスの成長に絡む問題はまるで異なる問題であると論じたように、アントレ
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プレナーシップは、それが行われる場所を問わないのである(Stevenson, Roberts, & Grousbeck, 
1989)。そのためスタートアップからの一連の企業活動を示す場合もあれば、既存企業内で
の新規事業開発等の活動であるコーポレート・アントレプレナーシップを示す場合もある
ことから、その後のアントプレナーシップ研究では、事業のスタートアップと事業の成長
という 2 つの課題に研究の方向性が分かれている。 
ファミリービジネスにおいて、アントレプレナーシップの研究が本格的になされたのは
1990 年代以降からである。ファミリービジネス研究とアントレプレナーシップ研究は、事
業のスタートアップや新会社設立において、ファミリーメンバーが関与したり、初期には
創業者の資金だけでなくファミリーからの資金援助や資本投資、労力が提供されることが
多いことから、何らかの形で重なりあうことが多い分野ではあった。しかし 2 つの領域の
関係性について説明する理論がなく、また研究対象が異なっていたため、別々の分野とし
て研究が進められてきたという経緯がある(Dyer & Handler, 1994; Hoy & Verser, 1994)。ファ
ミリービジネス研究の中心は、それまで長寿企業、日本でいう老舗が研究対象であり、企
業年齢が長いだけでなく比較的規模の大きな企業を対象としており、アントレプレナーシ
ップ研究は中小規模の若い企業や、企業や事業のスタートアップを研究の中心としていた
からである。またアントレプレナーシップの研究者は、スタートアップした新会社や事業
が競争優位を獲得するための資源と資源の獲得・蓄積を研究対象としていたが、ファミリ
ービジネスの研究者は、ファミリービジネス特有の資源の発掘やその資源の再構築を研究
対象としていたこともその理由である(Sharma & Manikutty, 2005)。加えてアントレプレーシ
ップ研究では、個人的側面か組織的側面からの視点により分析が行われていたが、ファミ
リービジネスでは個人的側面と組織的側面がファミリーという形でビジネスに影響を与え
ていたため、ファミリーという側面の理解が必要となり、アントレプレナーシップ研究と
異なる捉え方も必要であった(Habbershon et al., 2010)。 
しかし Poza（1988）が、社内におけるアントレプレナーシップであるインタープレナー
シップをファミリービジネスのコンテクストに組み込み、ファミリービジネスの成長とリ
ニューアルに異なった世代のファミリーメンバーが貢献している点に注目して、ファミリ
ービジネスとアントレプレナーシップの統合アプローチを提案し、さらに Brockhaus (1994)
がファミリービジネスとアントレプレナーシップという 2 つの研究分野は、別々ではなく
パラレルに発展すべきであり、この 2 つの研究分野間のコーディネートが必要であると論
じたことで、これら研究分野の共通性や共通する特徴を分析する動きが研究者の間で広ま
った。その共通性として当初、分析対象とされたものは、小規模企業のマネジメント、企
業家的行動、起業におけるスタートアップ、起業したビジネスのライフサイクル、創業者
の属性や創業者効果、創業時からの起業文化、承継と企業の変遷、コーポレート・アント
レプレナーシップについてである(Dyer & Handler, 1994)。これ以降、新事業創造におけるフ
ァミリー要因の影響(Chrisman et al., 2003)、ビジネスと創業者ファミリーの関係やファミリ
ーとオーナーシップの分析、世代を超えた長期存続と富の創造におけるアントレプレナー
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シップの承継(Habbershon & Psitrui, 2002)が行われ、ファミリーをビジネスに関与するビジネ
スファミリーと位置付けることで(Habbershon & Psitrui, 2002)、組織的な形としてファミリー
ビジネスを捉え、ファミリービジネスのアントレプレナーシップに関する研究が行われて
きたといえる。そして Aldrich & Cliff (2003)は、ファミリービジネスにおける組織のアント
レプレナー的行動にファミリーの埋め込みを視点にすることを提案したのである。 
これらの流れからファミリービジネスのアントレプレナーシップ研究は、大きく分けて 3
つに分類される。1 つ目は、起業やベンチャーに焦点をあてたアントレプレナーシップ研究
である。ここでは主に、起業家行動やスタートアップ、ベンチャーにおけるファミリーの
影響、起業後のマネジメントにおけるファミリーの多様性の影響、世代交代やライフサイ
クルの変化の影響などが研究されている(Stewart, Lumpkin, & Katz, 2010)。世代の関与は 1 世
代より、2 世代が関与するほうが経験や知識の蓄積と新しい視点の導入行われ、情報収集力
やネットワーク力の強化、アントレプレナーシップの向上につながることが発見されてい
る(Gallo, Arino, Manez, & Cappunyns, 2004)。起業やベンチャーを研究対象とした場合、事業
機会の発見や組織的レベルの研究よりも、経営者属性など個人レベルからの研究が多くな
る傾向は否めない。 
2 つ目は、1990 年代以降に研究が始まったアントレプレナーシップの国際化、グローバ
ル化をテーマしたものである(Casillas, Acedo, & Moreno, 2007)。ファミリービジネス研究のほ
とんどは西欧諸国で行われ、欧州では隣接する国々への進出を目指し早い段階から国際化
している企業が多く、国際化がビジネスとして自然な流れであったこと、ファミリービジ
ネスの国際化に関する研究がアントレプレナーシップ研究同様、ファミリービジネス研究
と国際ビジネスの研究の分野にまたがっていたため、これまで研究が進んでいなかった。
しかし近年では国際化への志向性、アントレプレナー的組織行動、世代間を越えたアント
レプレナーシップの継承、新しい事業創造への行動やイノベーション志向などを中心とし
たアントレプレナーシップの側面を中心に研究が行われてきている(Casillas, Moreno, & 
Acedo, 2010)。これらのテーマによる研究では、ある程度の規模に成長したファミリービジ
ネスを研究対象とし、国内や地域である程度、企業として成長し発展した後の次のステッ
プ、次の展開としてグローバル化を捉えているのが特徴である。そしてグローバル化を進
めるオーナー経営者をアントレプレナーとして捉え、個人レベルと組織レベル、そしてそ
こにファミリー要因を含めた形でのファミリーレベルの研究が進められている。 
3 つ目が、社内起業や企業内起業といわれるコーポレート・アントレプレナーシップに関
する研究であり、既存のファミリービジネスの企業内における社内ベンチャー、既存のフ
ァミリービジネスにおける新規事業の創造や技術的イノベーションに関する研究である
(Nordqvist & Zellweger, 2010)。これまでのファミリービジネスの社内起業に関する先行研究
では、コーポレート・アントレプレナーシップという用語を用いて研究が行われてきたわ
けではない。しかし、研究されてきたテーマは既存企業内でのアントレプレナーシップ行
動や既存企業内のイノベーション等についての研究であるため、ファミリービジネスのコ
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ーポレート・アントレプレナーシップに焦点をあてた研究であると言えるだろう。 
コーポレート・アントレプレナーシップは、企業の繁栄と存続、サバイバルに効果的で
あり(Dess & Lumpkin, 2005; Kellermanns & Eddleston, 2006)、長期存続と長期の成功を目標の
ひとつとするファミリービジネスでは、ビジネスの土台を築き、長期存続と繁栄を達成す
るための組織的推進力とアントレプレナー的行動を促進するために取り組まなければなら
ないものである。その要素として先行研究では、新規事業創造やイノベーションを導くプ
ロセス、プラクティス、意思決定行動を含むアントレプレナー的オリエンテーションが分
析されており(Lumpkin & Dess,1996)、分析レベルは個人レベル、組織レベル、ファミリーを
ひとつの組織であるビジネスファミリーと捉えたファミリーレベルがあり(Habbershon & 
Pistrui, 2002)、研究者や研究目的によって用いられる対象がいくつかに分かれることになる。 
現在行われているファミリービジネスのアントレプレナーシップ研究を分析レベルで整
理すると、個人レベルではアントレプレナーの戦略的意思決定(Vermeulen & Curseu, 2008)、
組織的レベルではアントレプレー的オリエンテーショとビジネスパフォーマンス(Rauch, 
Wiklund, Lumpkin, & Frese, 2009)、アントレプレナーシップにおける組織学習(Dess et al., 
2003)など、アントレプレナーシップと組織文化や組織学習に関する研究や、ファミリービ
ジネスのアントレプレナー的活動におけるパフォーマンスの向上 (Nalde et al., 2007)があ
る。ファミリーレベルでは、事例分析が主となっているが、アントレプレナー的ファミリ
ービジネスの組織文化やライフサイクル(Hoy & Sharma, 2009)、長寿性からみたアントレプ
レナーシップの世代間承継の分析(Nordqvist & Zellweger, 2010)や、アントレプレナーシップ
のグローバル化とファミリー要因(Casillas et al., 2010)がある。さらにファミリービジネスが
存続し成長すると、そのライフサイクルに合わせ、親族や次世代がビジネスに参加するよ
うになるため、ファミリービジネスとファミリーメンバーの関係性に関する研究も行われ、
アントレプレナー的な参入、継続、退出におけるファミリーメンバーのサポートの役割や
(Meek, 2010)、親類関係とジェンダーの関係(Scheffer, 2010)、親類関係のシステムによるアン
トレプレナー的裁量の要素(Stewart, 2010)、などについて、研究が積み重ねられてきている。
これらの先行研究では、それぞれ分析レベルは異なるが、既存企業内のアントレプレナー
シップを分析対象とする研究が多くなっている。 
研究者が用いるテーマの推移でファミリービジネスにおけるアントレプレナーシップ研
究をみると、現在のところ、ベンチャーや起業でのアントレプレナーやそのスタートアッ
プに焦点をあてた研究よりだけでなく、ファミリービジネスという既存組織の中でのアン
トレプレナーシップに関する研究や、ファミリーメンバーやオーナー経営者、もしくはフ
ァミリービジネスのトップ・マネジメント・チームをアントレプレナーとして捉えたイノ
ベーションや組織学習などに関する研究も多くなっている。つまり、本論文のテーマであ
るコーポレート・アントレプレナーシップは、ファミリービジネスにおけるアントレプレ
ナーシップ研究では重要なテーマであると考えられる。しかし、ファミリービジネスにお
けるコーポレート・アントレプレナーシップに関する研究は、前述したように既存組織内
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の事業機会の発見からパフォーマンスに至るまでのメカニズムと影響を与える諸要因をト
ータルに研究したものがなく、同時に個人レベル、組織レベル、ファミリーレベルという
別々のレベルをクロスさせた研究がないため、これらの研究を行う必要があると考えられ
るのである。 
次にエージェンシー理論、資源ベース論、スチュワードシップ理論からみたファミリー
ビジネスの特徴をまとめ、これらの理論を用いて分析されたファミリービジネスのアント
レプレナーシップの先行研究についてまとめる。 
 
 
3. エージェンシー理論 
 
 Jensen & Meckling (1976)による実証的エージェンシー理論では、すべての人間関係がプリ
ンシパル(依頼人)とエージェント(代理人)の契約関係「エージェンシー関係」として分析さ
れる。この関係においては、依頼人であるプリンシパルと代理人であるエージェントの経
済的動機や効用最大化への利害が常に一致するとは限らず、企業は、それぞれ異なった利
害をもつ多くのステークホルダーから構成されるエージェンシー契約の束とされる。ここ
では株主をプリンシパル、経営者をエージェントとするエージェンシー関係、経営者をプ
リンシパル、従業員をエージェントとするエージェンシー関係などが、契約の束とみなさ
れている。 
 エージェンシー関係にあるプリンシパルとエージェントの両者は情報収集、処理、伝達
能力に限界があるため、両者が持っている情報、獲得できる情報は非対称的である。ゆえ
に利害が一致せず、情報の非対称性が存在する状況において、エージェントがプリンシパ
ルの意図どおりに行動するとは限らない。このため情報優位にあるエージェントが、情報
の非対称性を利用して自己利害を機会主義的に追及する可能性があり、ここで起こる非効
率な問題がモラルハザードである。情報格差により、契約前にプリンパルの不備につけこ
む非効率な行動が逆選択といわれるものであり、これらは非効率な資源利用行動であるこ
とからエージェンシー問題と呼ばれる。このようなエージェンシー問題の発生を防ぎ、エ
ージェントの行動によって財の非効率な利用と配分から生じるエージェンシーコストの発
生を防ぐために、プリンシパルの利害からエージェントが逸脱しないよう適切なインセン
ティブや制度を展開し、コストをかけてエージェントをモニタリングする制度の必要性が
生じる。 
ファミリービジネスでは、所有と経営が一致するオーナー経営者がいるファミリービジ
ネス、もしく経営者の株式所有比率が高く経営者およびファミリーが大株主であるファミ
リービジネスにおいては、所有者であるプリンシパルと経営に携わるエージェントが一致
していることにより、これら 2 者の間に利害関係の対立が起こらないとされている。つま
り、所有と経営の一致は株主と経営者が分離していないことにより、プリンシパルをオー
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ナー経営者、エージェンシーを従業員(組織メンバー)とする関係性が明確であり、株式の集
中によりエージェンシー問題は回避され、エージェンシーコストが軽減される(Fama & 
Jensen, 1983a, 1983b)。そして企業価値を最大化するインセンティブが生じるため(Demsetz & 
Lehn, 1985)、非ファミリービジネスよりもパフォーマンス面での優位性を持つことが発見さ
れている(Anderson & Reeb, 2003)。エージェンシー問題にかかる優位性としては、従業員の
忠誠心の高さと厚生意識の高さ(Ward, 1997)がある。また所有と経営が一致することでエー
ジェンシー問題が軽減されるため、同時にプリンシパルがエージェントをモニタリングす
るコストも低下する(Jensen & Meckling, 1976)。モニタリングコストが低下することで経営陣
を管理コントロールするためには権力や情報、インセンティブを用いることになり、これ
によりフリーライダーによるエージェンシーコストも低下することが明らかにされている
(Andersen & Reeb, 2003)。Chrirsman, Chua, & Litz (2004)が行った非ファミリービジネスの一
般企業との比較調査においても、ファミリービジネスのほうがエージェンシーコストが低
いことが示されている。しかし逆選択の問題では、オーナー経営者の身内びいきにより、
期待するだけの能力やファミリービジネスへの関心がないファミリーメンバーを雇用する
という問題も指摘されている(Chrisman et al., 2004)。 
ファミリービジネスでは、通常のエージェンシー理論の枠組み以外でもエージェンシー
問題が発生することが指摘されている(Schulze, Lubtakin, Dino, & Buchholtz, 2001)。これは所
有比率の高い大株主と所有比率の低い株主間で発生する株主同士のエージェンシーコスト
であり、所有比率の異なるファミリーメンバーの株主間、大株主のファミリーと非ファミ
リーの株主との間で発生するエージェンシーコストとして考えられている(Morck & Yeung, 
2003)。この問題は、上場しているファミリービジネスや大規模なファミリービジネスだけ
でなく、非上場企業で小規模のファミリービジネスにもおこりえる問題であり、支配的な
オーナー経営者がいるファミリービジネスではこのようなエージェンシー問題が存在する
のである(Chrisman et al., 2004) 
アントレプレナーシップの研究におけるエージェンシー理論では、特に投資の決定、資
源の配分時の制約やコントロールなど、リスクに関するファミリーの影響が先行研究では
焦点となり、ファミリーによるアントレプレナーシップ活動への影響として、投資や資源
配分の制約、コントロール力への影響(Carney, 2005)、イノベーション時のオーナー経営者の
リスク回避行動(Morris, 1998)、オーナー経営者やファミリーメンバーの変化に対する抵抗
(Levinson, 1987)などが示されている。投資や成長戦略はファミリービジネスが持つ資産や資
源の価値を変化させ、損なう可能性も否定できないため、リスクを嫌うオーナー経営者は
資源配分をコントロールし（Habbershon & Williams, 1999)、資源の価値に影響を与える成長
戦略やアントレプレナー行動を禁じ(Carney, 2005)、現状維持のビジネスや経営状況に固執す
る傾向が強いことが示されている(Ward, 1987)。しかし、オーナーシップとコントロールの
統一から、制限のない意思決定を行うことができ、価値創造に潜在的にプラスに働き、環
境の脅威へ立ち向かい、社会資本を利用した機会的な投資を行うことができることも示唆
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されている(Carney, 2005)。 
 
 
4. 資源ベース論とファミリネス 
 
一般企業である非ファミリービジネスより業績面で優位なパフォーマンスを生み出すと
されるファミリービジネスでは(Fama & Jensen, 1983a, 1983b)、その競争優位において一般企
業と違った独特の企業形態と独自の資源、優位性獲得のプロセスを持つ。これら競争優位
に関する研究は当初、Miller & Le Breton-Miller (2006)の先行研究により、エージェンシー理
論を背景に経営者の株式の所有が企業経営に及ぼす効果が示され、これを軸として実施さ
れた。しかしエージェンシー理論はプリンシパル、エージェンシー関係における契約理論
であるため、この理論だけではファミリービジネスの組織全体を分析することができず、
企業のパフォーマンスと企業行動の優位性のつながりを説明できないことが指摘された
(Habbershon & Williams, 1999)。このため Habbershon & Williams (1999)は、組織自体を説明し、
ファミリービジネスの戦略、資源、スキルからパフォーマンスにつながる競争優位を分析
評価するために、資源ベース論を示した Barney (1991)による持続的競争優位の概念により、
ファミリービジネスの存続や承継を含むすべてのカテゴリーが利用可能になり、エージェ
ンシー理論と取引コスト理論 4)も資源ベース論とリンクしていると捉えたのである。さらに、
Habbershon & Williams (1999)は、Barney (1991)の資源ベース論によって、マルチプルなカテ
ゴリーとレベルにおいてファミリービジネスのパフォーマンスにつながる競争優位、企業
優位が評価分析できるようになったとして、この資源ベース論をベースとしてファミリー
ビジネスの競争優位を分析するフレームワーク(図 3.1 を参照)を構築した。 
Penrose (1959)の「企業とは生産資源の束である」という企業観を土台とした資源ベース
論は、個別企業ごとにそれらの生産資源は異なっているという経営資源の異質性(resource 
heterogeneity)と、複製コストが大きく供給が非弾力的であるという経営資源の固着性
(resource immobility)を前提にしている。経営資源は効率的、有効的に戦略を計画、実施する
ことを可能性にするすべての資産であり、能力(capability)、そして企業属性と特性、情報、
知識とされる(Barney, 1996)。これらの経営資源や能力が企業の競争優位の源泉であり、企業
はこれらの経営資源を活用することによって、独自の競争優位を獲得すると考えられた。
経営資源は特性として希少性(rarity)、模倣困難性(inimitability)、代替不可能(nonsubstitutable)、
価値(valuable)を必要とする。企業の持続的競争優位はこれらが達成されることにより可能
になる。資源は財務資本(financial capital)、技術、工場、設備などの物理的資本(physical capital)、
経験やノウハウ、人間関係などの人的資本(human capital)、計画システム、コントロール、
調整システムなどの組織的資本(organizational capital)の 4 つのカテゴリーに分類され、これ
らの資源が企業のコントロール下にあれば、企業の効率性の向上、効果の改善にむけた戦
略を計画し実行することが可能になるのである。 
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図 3.1 競争優位とファミリネスの評価分析フレームワーク 
                                                                                          
 
ファミリー属性   ファミリネス    ケイパビリティ   競争優位    パフォーマンス  
(Family Input)    (Familiness)      (Capabilities)     (Competitive      (Performance) 
                                                         Advantage) 
                           
                      プロセス介入                 戦略 
           (Process Intervention)                (Strategy) 
                                                                                          
 出所：Habbershon & Williams (1999) 
 
しかし、ファミリービジネスは、ファミリーに関係する要因から影響を受けるファミリ
ービジネス特有の資源としてファミリネスを持っている(Habbershon & Williams, 1999)。
Habberson & Williams (1999)は、資源ベース論を用いることにより、ファミリー企業の特徴
とパフォーマンス間のつながりやファミリー企業特有の能力や資源を特定できるとして、
Grant (1991)の資源ベース論の競争優位のプラクティカルフレームワークを土台として、評
価分析フレームワークを構築した。土台とした Grant (1991)の先行研究では、資源(resources)、
能力(capabilities)、競争優位(competitive advantage)、戦略(strategy)の分析が行われ、戦略によ
り得られた結果から資源とニーズとのギャップの特定、企業の資源ベースの改良とアップ
グレードを実施し、資源にもどすというフレームワークが構築されている。これを土台と
して作られた競争優位とファミリネスの戦略的評価分析のフレームワークが図 3.1 である。
このフレームワークでは主に、ファミリービジネスの条件と先行研究によって得られたフ
ァミリービジネスの優位性が、競争優位においてどのレベルでどのような影響をファミリ
ービジネスに与えるのか、それらがどのようにつながっているのかを明確にし、ファミリ
ービジネスのファミリネスが作用するレベルとファミリー資源の特定が可能とされている。
Habbershon & Williams (1999)は Grant (1991)のフレームワークを発展させ、経営とファミリ
ーの関係性、およびファミリー性を分析の要とし、組織内でファミリー資源が循環するサ
イクル型のフレームワークを構築した。これにより非ファミリービジネスの一般企業で捉
えられている資源を、ファミリー企業ではファミリネスやファミリー資源としてとらえる
ことが可能であろう。また競争優位とその戦略を通し、資源の特定から資源の改良、改善
に関しても、ファミリネスやファミリー資源がプロセスとして介入することが明らかにさ
れた(Habbershon &Williams, 1999)。 
フレームワークに提示されたファミリネスは、資源と能力に深くつながったファミリー
に関係する要因、いわゆるファミリー要因に関する資源の集まりであり、ファミリーに関
係するすべての資源としてとらえることが可能であり、そこには競争優位性を促進するも
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のと抑制するもの、ファミリービジネスの優位性には、何ら影響を与えないものが存在す
る(Habbershon & Williams,1999)。ファミリービジネスでは、これら財務資本(financial capital)、
物理的資本(physical capital)、人的資本(human capital)、組織的資本(organizational capital)の中
にファミリネスを含むことになるが、その他にも Habbershon らが示したプロセス資本
(process capital)と、Nahapiet & Ghoshal (1998)が定義した社会関係資本(social capital)などがあ
る。 
 Habbershon & Williams (1999)の分類から財務・物理的資本、人的資本、組織的資本、プロ
セス資本の特徴まとめ、さらに社会関係資本、存続資本と寛容資本(Sirmon & Hitt, 2003)、ファ
ミリネスについてまとめる。 
 
(1)財務資本・物理的資本 
この資本は、プラント、原料、ロケーション、キャッシュ、投資へのアクセス、知的資
産からなる資本である(Habbershon & Williams, 1999)。現在は、財務資本と物的資本に分けて
捉えられることが多い。ファミリービジネスは、企業としての財務資本だけでなく、ファ
ミリーの資産による財務資本として財務資源として資本の持続的な忍耐性(patient capital)が
あるとされている(Sirmon & Hitt, 2003)。これはファミリーメンバーによる投資であり、短期
の回収を求められたり清算される恐れのない資本であるが、ファミリーメンバーの財務的
能力に制約される可能性がある(Sirmon & Hitt,2003)。 
Haynes, Walker, Rowe, & Hong (1999)は、ファミリーは個人的資産を増加させるために企業
の成功と経営安定を図るが、同時に財務資本の強化の点から増加させた個人資産によりフ
ァミリーファンド 5）等を創設し、必要に応じファンド等を通じて資本強化や新事業の資金
を提供するという資金面でのバックアップ機能を持つことをあげ、ファミリーからの資金
調達により資金獲得コストが低くなるという優位性を示している。 
 
(2)人的資本 
 人的資本は、スキル、知識、トレーニング、関係性からなる資本である(Habbershon & 
Williams, 1999)。人的資本にはファミリーによる承継・世襲などによるリーダーシップ能力
の開発とエンパワーメント(Finger, Brown, Prince, & File, 1994)がある。承継や世襲により後
継者は早期から経営者として教育されるため専門的なスキルや知識を共有、獲得しやすく、
自らの役割や仕事への認識と責任が強化されやすい。また、ファミリーメンバーはファミ
リービジネスの企業経営に参加することで、ファミリービジネスへの高いコミットメント
と忠誠心、モチベーションを持つ(Rosenblatt, DeMik, Anderson, & Johnson, 1985; Ward, 1988)。
さらにファミリーメンバーは、雇用された経営者とは異なり、ファミリーの名前を持ち、
ファミリーとして経営に参加することで企業に対する責任感と帰属意識が高まり、パフォ
ーマンスの向上や組織改善のため、従業員やステークホルダーとの良好な関係構築へのモ
チベーションや経営意識が高くなる(Ward, 1988)。所有と経営の一致からエージェンシーコ
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ストやコンフリクトが低いため、人的資本としてのプラス面は、事業環境に応じた経営者
の役割変化や管理方法の柔軟性やタイムリー性(Poze, Alfred, & Maheshwari, 1997)、ビジネス
としての決断力の速さがある(Ward, 1997)。マイナス面としては、ファミリーメンバーに経
営者および経営陣に入る人材を求めることが多いことから、潜在的に人材のリクルートの
弱さや人材プールの限界があげられている(Dyer, 1989)。 
 
(3)組織的資本 
 組織的資本は、コンピテンシー、コントロール、ポリシー、文化、情報、技術からなる
資本である(Habbershon & Williams, 1999)。組織的資本としては、ファミリービジネスの組織
的文化があげられる(Dyer, 2006)。ファミリービジネスはファミリーによる資金調達が可能
で、かつ所有と経営の一致度や持ち株比率が高さから株主構造に影響されず、株主への配
当等を最優先にすることなく事業を継続、成長に導く長期展望が可能である(Dreux, 1990)。
これは、長期的な視野に立った意思決定をあげており、対外的にも短期の財務指標の改善
を優先することなく企業の存続を目標として事業継続の視点を持つことが持続的な競争優
位であり、これがパフォーマンスにつながる潜在性であるとしている。James (1999）は、
承継や世襲においてビジネスを子孫に受け継いでいくことで、そのまま途切れることなく
長期的な視野を持つことができ、効率的な投資が可能であるとする。他に、ファミリービ
ジネスによる R&D への高い関心と注意(Ward, 1997)、所有と経営の一致により意思決定にお
ける権限が集中し、時間的、事務作業的、財務的効率性が増加するとともに、明確なリー
ダーシップによる効果の増大(Tagiuri & Davis, 1996)、などが発見されている。 
 
(4) プロセス資本 
Habbershon & Williams (1999)によるプロセス資本は、知識、スキル、配置、コミュニケー
ションへのコミットメント、リーダーシップ、チームによる資本である。企業と環境の関
係に関する資本であることから、環境経営体質の高さもプロセス資本である(Habbershon & 
Williams, 1999）。ファミリービジネスは地域に密着しているケースが多く、ファミリーの名
前が企業のイメージとリンクして世間に浸透しているため環境へ配慮する意識が一般企業
よりも高く、パフォーマンスの向上につながるように企業全体として取り組む体質を持つ。
Habbershon & Williams (1999)は、この資本として従業員や、顧客、サプライヤー、ディスト
リビューターへのトリートメントをあげ(Barney, 1986)、従業員への高い報酬や良好な報酬シ
ステム (Donckels & Fröhlich, 1991)、従業員の忠誠心の高さと厚生意識の高さが(Ward, 1997)、
プロセス資本とされている。プロセス資本としての従業員やステークホルダーとの関係構
築能力が高くなれば、それらが良好なパフォーマンスにつながることになると推測される。
プロセス資本は、研究者の捉え方により社会関係資本として捉えられたり、人的資本とし
て捉えられている。 
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(5) 社会関係資本 
 社会関係資本は、関係性を通じて得られ、ネットワークに埋め込まれた資源である(後藤, 
2012d; Nahapiet & Ghoshal, 1998)。つまり、ファミリーに埋め込まれているため、関係先か
らみた正当性が高まり、人的資本を高める効果をもたらすものである(後藤, 2012d)。この資
本は、情報の提供、技術的知識、マーケットへのアクセス、敬意への資本である(Hitt et al., 
2002)。社会関係資本は、構造的、認知的、関係性による側面からなる資本であり、構造的
にはネットワークをベースとし、認知的には言葉や話しのシェアをベースとし、関係性で
は信頼、規範、貢献をベースとする(Sirmon & Hitt, 2003)。このため、人々の協調行動が活発
化することにより、社会の効率性を高めることができるものである(Nahapiet  & Ghoshal, 
1998)。現在のファミリネスの研究では、社会関係資本の中にプロセス資本が取り入れられ
ていることが多く、社会関係資本がファミリネスの主な資本のひとつとなっている。 
社会関係資本としては、創業者のファミリーメンバーであるという一族としてのステー
タスがある(Steier, 2001)。ステータスはファミリーメンバーや事業とって重要な役割を果た
し、ファミリーやファミリーメンバーにとって社会的信用や社会からの関心の高さにも影
響する(Steier, 2001)。Tokarczyk, Hansen, Green, & Down (2007) は、ファミリービジネスへの
消費者の信頼性をあげている。ファミリーの名前やファミリーブランド自体を資源とする
と、ファミリーとしての名前の維持とファミリービジネスである企業の評判の維持は同等
のものであり、相互に影響与え消費者や顧客の信頼にも影響を及ぼすものである。ファミ
リーとしての名前やブランドがあることが、ファミリービジネスの競争優位であり、これ
は非ファミリービジネスである一般企業には模倣できない異質性につながる。これはファ
ミリー間、ファミリービジネス間の取引において、または著名なファミリービジネスとの
取引において、そのファミリーの名前が信頼性に対する重要な資源となることを示してい
る(Dyer, 2006)。 
 
(6)存続資本と寛容資本 
Sirmon & Hitt (2003)は、ファミリービジネスは、ファミリーメンバーによる資産や労力の
提供、資産の借用などの存続資本(survivability capital)を持つことを示した。存続資本は、フ
ァミリービジネスでは所有と経営の一致により利益を内部留保しやすく、経済状況や経営
状況が悪化の際には存続資本によるファミリーメンバーからの資産や労力の提供や借用か
ら、事業継続を可能とするセーフティネットのひとつとなっているものである(Sirmon & 
Hitt , 2003)。さらに Sirmon & Hitt (2003)は、寛容資本(patient capital)として資本の持続的な忍
耐性をあげており、寛容資本は、ファミリーによる資本や資金の提供はその回収を目的せ
ず短期的な成果を優先しないため、経営の安定や事業開発において時間的余裕を持つこと
ができるということであり、資源や利益の乏しい事業環境における倹約(parsimony in scarce 
environments)や、厳しい経営状況での財務的な倹約性を持つことで、事業への取り組みの早
さや決断の早さを示すものである。 
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(7) ファミリネス 
ファミリネスはファミリーとビジネスという 2 つのシステムの集まりによって特徴づけ
られており(Habbershon & Williams, 1999; Habbesrhon et al., 2003)、これらはファミリーとビジ
ネス双方において相乗効果を持ち、それゆえファミリーとビジネスに分離ができず模倣が
難しいためユニークであり、資源間の相互作用を通じて時間をかけてケイパビリティとし
て開発され、ファミリービジネスに競争優位をもたらすものである(Nordqvist, 2005)。その
ためファミリネスは、ファミリー要因(family factor)によって影響をうけるすべての特徴と位
置付けられ、資源と能力に深くつながったファミリー要因の集まりであり、優位性を促進
するものと抑制するもの、何ら優位性に影響を与えないものが存在する(Habbesrhon & 
Williams, 1999)。後藤(2012d) は、ファミリネスを「ファミリー、個人およびビジネス間の
システム相互作用から生じる、企業に固有な資源の束」と定義している。つまり、非ファ
ミリービジネスにはなく、ファミリービジネスが持つ資本がファミリネスになる。 
ファミリネスの根源は創業者精神にあり、世代を経由する伝統を経て、固有の企業文化
として定着し(後藤, 2012d)、ファミリネスは企業理念の基礎であり、ファミリービジネス関
係者では共有する習慣、顧客に対してはブランドに象徴される存在である(後藤, 2012d) 
上述した資本は、ファミリー、個人およびビジネスが相互に作用して生じる、ファミリ
ービジネスに固有な資源の束であり、ファミリネスとして捉えることができる資本である。
Dyer (2006)はファミリー性 (ファミリネス)を、ファミリー効果という側面から研究し、パ
フォーマンスを向上させるファミリー効果として①人的資本：ユニークな教育、スキル、
柔軟性、モチベーションの所有、②社会資本：ステークホルダーとの関係構築とファミリ
ーのブランド、③財務・物的資本：企業の 3 つを明示した。このモデルはファミリー性と
してのファミリー効果を事業、企業ガバナンス、企業の特徴、マネジメントに影響を与え
るものとしてとらえ、さらにパフォーマンスの向上へと導くものとしている。 
資源ベース論を用いたファミリネスや経営資源の研究では、ファミリービジネスの組織
的文化とアントレプレナーシップについて Zahra, Hayton, & Salvato. (2004)が行い、ファミリ
ービジネスの戦略の組織化に対するファミリーの影響について Chrisman et al. (2003)が行っ
ている。さらにファミリービジネスの資源マネジメントについて(Sirmon & Hitt, 2003)や、資
源マネジメントにおける長寿性モデルの提示(Kellermanns, 2005)、ファミリービジネスの長
寿性からファミリーのアントレプレナーシップの世代間を越えた継承についての研究
(Zellweger et al., 2012)が行われている。資源に影響を与える創業者効果や世代効果について
も(Habbershon et al., 2010)、ここ数年の研究で取り上げられている。ファミリービジネスで
は創業者が経営に携わっているほど企業の成長性は高く、企業の成長性が高いファミリー
ビジネスほど創業者意識や経営方針が組織に行き渡っている。このため何世代にもわたっ
て継続してきたファミリービジネスと創業者がまだ生存し、現状として経営に携わってい
る企業では、ファミリーや後継経営者の効果と創業者効果が異なり、優位となる資本とパ
フォーマンスに相違が生じる(Anderson & Reeb, 2003)。一般的にファミリービジネスでは成
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功したファミリービジネスほど、創業者が組織に与える影響は大きい。組織でのどのよう
な位置づけにあるかが曖昧である場合、任期内だけでなく、引退後も大きな影響を与える
ことになる(Anderson, Duru, & Reeb, 2009)。創業者効果として表れるものとして、Serrano, 
Habbershon, Nordqvist, Salvato, & Zellweger (2006)は、アントレプレナー的オリエンテーショ
ンの次元から自律性、革新性、先進性、活動性、そしてリスクテーキングの能力を示して
いる。 
また現在では、ファミリネスや資源の組織文化への浸透や獲得した資源をアントレプレ
ナーシップのコンテクストを用いて学習するというアントレプレナー的な組織文化の獲得
についての研究(Hoy & Sharma, 2009)やアントレプレナーシップにおける組織学習に関する
研究(Dess et al., 2003)が行われ始めている。 
 
 
5. スチュワードシップ理論 
 
 エージェンシー理論同様、スチュワードシップ理論も昨今のファミリービジネス研究で
は、盛んに用いられるようになっている。この 2 つの理論は、企業統治、ガバナンスの観
点から、Davis, Schoorman, & Donaldson (1997)がその理論的な構成要素を対比させて分析し
ているように、エージェンシー理論では人は自己の効用を最大化しようと合理的に行動す
る傾向があるため、経営者によるコントロールを必要とし、スチュワードシップ理論では、
組織や社会の目的を達成しようと行動することで個人の効用が最大化され、自己実現につ
ながるため、経営者は企業環境、組織環境を整えて参加型の経営を促す役割を持つ。この
ため相反する対照的な理論とも言われるが、この 2 つの理論はファミリービジネス研究に
おいて、Audia, Locke, & Smith (2000)によって補完的な役割を持つ理論であることが示され
ている。 
 スチュワードシップ理論の基礎となる「スチュワード」は、組織や社会の利益に奉仕す
る行動をとる者であり、組織や社会の利益に奉仕する利他的行動が自己の利益に奉仕する
行動よりも高い効用を持つ。つまり、組織や社会の目的を達成しようと行動することで、
組織のスチュワードである個人は自己の効用が最大化され、個人としても組織としても安
定したパフォーマンスを発揮するのである(Davis et al., 1997)。 
 スチュワードシップ理論は心理的要因と状況的要因によって構成されており(Davis et al., 
1997)、心理的要因として 3 つの特徴があげられている。1 つ目は内発的動機付けである。
スチュワードである個人にとっては自己の成長、自己実現の達成などの欲求による内発的
動機付けが、報酬等の外発的動機付けよりも優位となるため、スチュワードシップ理論で
は個人の内発的報酬による動機付けに焦点があてられている(柏木, 2005)。2 つ目は組織への
同一化、コミットメントである(Eddleston & Kellermanns, 2007)。スチュワードシップ理論で
はスチュワードである個人が属する組織に対して同一化し、コミットメントするという特
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徴を持つとされているため、経営者自身が組織のビジョンや目的を自らのビジョンや目的
として組織との帰属関係を規定するのである(Meal & Ashforth, 1992)。個人と組織の帰属関
係は、組織と個人の同一化の程度、関与の強さ、コミットメントの強さにより決定される
が(Eddleston & Kellermanns, 2007)、エージェンシー理論では効用を持たない価値に関する価
値コミットメントが、スチュワードシップ理論では要因とされている(Mayer & Schoorman, 
1992)。 
3 つ目の特徴が影響力の行使である(柏木, 2005)。影響力は強制力、報酬力、正当権力、専
門力、同一視力と定義され、組織と個人の力に分類される(French & Raven, 1959)。エージェ
ンシー理論では組織の力の行使である強制力、報酬力、正当権力が企業内における人間関
係の中心となるが、スチュワードシップ理論では専門力と同一視力による個人の力が、人
間関係に影響を与えると考えられている(柏木, 2005)。 
 状況的要因としては経営方針や文化がある(Davis et al.,1997)。経営方針は、経営者がどの
ような経営方針や経営方法をとるかという要因である。エージェンシー理論では利己的で
コントロール型の経営が中心となるが、スチュワードシップでは利他的で組織のために貢
献しようとする行動が中心となるため、経営者は従業員の仕事環境を整えることが責務と
なり、参加型、権限移譲型の経営が中心となる(Davis et al.,1997)。 
文化的要因ではその国や地域影響も考慮される。個人主義の文化はエージェンシシー関
係を促す可能性が強く、日本のように集産主義的な文化を持つ国では、企業において組織
の利益を自分の利益よりも優先させる状況が存在するため(Donaldson, 2004)、集産主義の文
化ではスチュワードシップ関係を育む可能性が強い(柏木, 2005)。文化的要因には他に権力
格差がある。権力格差の大きい組織は中央集権的であるが、権力格差の小さい組織は分権
的で参加型の意思決定が行われる可能性が高い。エージェンシー理論に基づく監視や規律
を重んじるコントロール型のアプローチは、利己的な行動をけん制するが、スチュワード
シップ理論に基づく行動は利他的であり、権限移譲や信頼協力関係を築く参加型のアプロ
ーチである(Audia et al., 2000)。どちらか一方のアプローチが強調されると、個人主義や権力
主義、もしくは集産主義や集団主義を生み出しやすい。ファミリービジネスはオーナー経
営者に権限が集中しやすいため、どちらの立場を取るかでガバナンスや企業活動すべてが
影響を受けると推測できる。支配的、ワンマンといわれる経営スタイルをとるオーナー経
営者のファミリービジネスは、エージェンシー理論に基づきコントロール型のアプローチ
が強くなる可能性が高く、ピラミッド型の組織を維持する傾向が強く、短期的な視点でコ
スト管理を重視する傾向が強くなりやすい。これらの傾向は昨今、日本における老舗企業
で不祥事を起こしたファミリービジネスにおいて見られる傾向でもある。 
 スチュワードシップ理論は、経営者が自己保身的もしくは自己への経済的利益ではなく、
組織やステークホルダーの利益、企業のパフォーマンスの最大化優先を目的とし、利他主
義的に行動するというものである(Davis et al., 1997; Eddleston & Kellermanns, 2007)。このた
めスチュワードシップは、ファミリービジネスの経営に関わるファミリーメンバー、特に
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オーナー経営者によくみられ、彼らは自らの会社に対する感情移入が深く、ファミリーの
運命や自己満足、自己実現、ファミリーの評判も会社組織やファミリービジネスのパフォ
ーマンスや評判と結びつける傾向が強い。それゆえ、長期的視野を持つのである(Ward, 2004)。 
スチュワードシップの傾向が高いオーナー経営者は、会社のために働くことを自らの楽
しみとし(Eddleston & Kellermanns, 2007)、自己犠牲もいとわず、集産主義者的で組織や周囲
からの信頼性が高いことがわかっている(Davis et al., 1997)。Miller & Le Breton–Miller (2005）
は、ファミリービジネスのオーナー経営者は特にファミリービジネスへの思い入れが強く、
家族の生活と企業の成長発展を望み、従業員を家族同様に思い企業を守ることをミッショ
ンとする傾向から、ファミリービジネス独自の資源を育てて保持し、競争優位を獲得する
ことで、他社より金銭的利益を得ることができると分析する。これらの行動により、従業
員の職場環境は調整され、福利厚生が充実されるとともに、従業員に企業としてのゴール
を明確にし、経営陣が組織の問題やビジネスにおける障壁をクリアさせる意思を持ってい
ることを、従業員のみならず組織メンバーに理解させることにつながる(Eddleston & 
Kellermanns, 2007)。 
 スチュワードシップ理論を用いたアントレプレナーシップの研究では、これまで、オー
ナー経営者の企業へのコミットメントの強さと同一化により、イノベーションにおける長
期的視点と長期的で継続的なアントレプレナー行動に関する研究テーマが中心となり
(Sirmon & Hitt, 2003)、長期にわたる組織的資源のマネジメントとそれによるユニークな資源
の創出(Sirmon & Hitt, 2003)、創造的な投資を行いながらの組織コンピテンシーの育成（Davis 
et al., 1997）、企業の目的とゴールの実現に向けた革新的で予測的な行動と変革への意識、パ
フォーマンス獲得へのモチベーションの強さ (Corbetta & Salvato, 2004) が示されている。ま
たステークホルダーや従業員との信頼性、相互的な利他性、信頼できる契約関係から長期
的なオリエンテーションをもち(Cobetta & Salvato, 2004)、投資への短期的な回収を避け、ビ
ジネスが軌道に乗るまで時間をかけてビジネスを育てるアントレプレナー的行動があげら
れている(James, 1999)。 
 本章では、ファミリービジネスについて先行研究のレビューを行い、これまでの知見か
らファミリービジネスの特徴を明らかにしてきた。ファミリービジネスで用いられてきた
理論は、エージェンシー理論による業績優位性とパフォーマンスの研究から、ファミリー
ビジネスの競争優位性を解明するという必要性だけでなく、ファミリービジネス特有の要
因を分析する必要が生じたことにより資源べース論へと広がり、さらにファミリービジネ
スを構成するファミリーメンバー個人の要因と組織要因、ファミリー要因の関係を分析し
ている。そして、これまでの理論で分析しきれなかったファミリービジネスの競争優位性
や長寿などを分析するため、スチュワードシップ理論が用いられるようになってきたとい
う研究動向を示してきている。 
 これらの先行研究から、ファミリービジネスは非ファミリービジネスより、所有と経営
の一致比率が高いため、トップの意思やトップの志向がコーポレート・アントレプレナー
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シップに影響を与えやすいことがわかる。また、ファミリーとビジネスが相互に影響をし
合うため、コーポレート・アントレプレナーシップへの投資決定、資源配分などに、ファ
ミリーの意思や思考、制約、コントロールが影響を与えることが示されている(Carney, 2005)。
さらに、ファミリービジネスでは、トップ・マネジメントの戦略的視点によるアントレプ
レナーシップが、コーポレート・アントレプレナーシップの取組みに与える影響が、非フ
ァミリービジネスよりも大きい(Kellermanns & Eddleston, 2006)。つまり、ファミリービジネ
スにおけるコーポレート・アントレプレナーシップの取組みにおいては、トップやファミ
リーメンバーのアントレプレナーシップへの意思や思考、志向などが与える影響が大きい
ため、これらの要因を分析枠組みに取り入れる必要があるということである。 
次章では、既存企業の既存資源を用いた持続的競争優位を獲得するイノベーション活動、
アントレプレナーシップ活動とそのプロセスとしてのコーポレート・アントレプレナーシ
ップと、アントレプレナー的行動に必要な組織学習と組織要因についてスポットをあてな
がら議論し、ファミリービジネスとコーポレート・アントレプレナーシップの研究分野の
知見を用いて、ファミリービジネスにおけるコーポレート・アントレプレナーシップの分
析枠組みを構成する諸要因を考察する。 
 
 
 [注] 
1）スリーサークルモデルは、Gersick, Devis, Hampton, & Lansberg (1997)に詳しい。スリーサ
ークルモデルでは、ファミリービジネスのシステムを互いに重なり合う部分を持つ、「フ
ァミリー」「ビジネス（会社）」「オーナーシップ（株主）」の 3 つの円で表したものであ
る。この 3 つがいかにうまくバランスをとって、ビジネスを行い、組織をマネジメント
するかが、ファミリービジネスにとって重要な課題である。 
 
図 3.2 スリー・サークル・モデル 
 
 
 
 
 
 
 
出所：Gersick et al.(1997) 
 
2）Miller & Le Breton-Miller (2005)、および 倉科(2003)に詳しい。 
3）Family Business Network (FBN)の選定基準については、倉科(2008)に詳しい。 
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4)取引コスト理論は取引を分析の基本単位ととらえることで発展してきており、企業祖引き
を契約的観点からとらえ効率的に取引を行うガバナンス形態について考察するものであ
り、取引コストには契約を交渉し締結するコスト、契約の履行を監視するコスト、契約
を実行するコスト、契約違反に関するコストがある。 
5）Miller & Le Breton-Miller (2006)に詳しい。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
47 
第 4 章 コーポレート・アントレプレナーシップの先行研究 
 
 
1．コーポレート・アントレプレナーシップの概念 
 
コーポレート・アントレプレナーシップとは、既存企業が既存資源を有効活用すること
で新規事業の創造、既存事業の再活性化、組織の再生、戦略のリニューアルなどを通し企
業内にイノベーションを創出していく活動である。日本では社内起業や企業内起業と訳さ
れているが、その範疇としてコーポレート・アントレプレナーシップが捉えている概念的
範囲や組織行動は、起業という新しい事業を始めることだけにとどまらないため、本論文
では、日本語訳での用語ではなくコーポレート・アントレプレナーシップという用語を用
いている。 
ではファミリービジネスにおいて、なぜコーポレート・アントレプレナーシップへの取
組みが必要なのかということである。ファミリービジネスでは、経営環境の変化や技術的
革新に伴い、既存事業の継続だけでは競争優位を保持できないということ、そして次世代
がファミリービジネスに参加する可能性から、ファミリーのための富と雇用を生み出す必
要がある(Kellermanns & Eddleston, 2006)。またファミリービジネスでは、その経営活動のゴ
ールが企業の利益の増加だけでなく、企業の存続や事業承継が含まれるため(後藤, 2009)、
コーポレート・アントレプレナーシップに取組むことが必要になる。 
コーポレート・アントレプレナーシップは組織が外的・内的要因の影響を受けながら、
イノベーション志向を強めてアントレプレナー的行動を行うことで競争優位を高め、利益
を生み出すものである(Zahra, 1993)。コーポレート・アントレプナーシップは、企業や組織
レベルのアントレプレーシップ活動であり(Zahra et al., 1999)、イノベーションを強化するか
競争的プロフィールを変化することで、既存事業を再生させる組織内のアントレプレナー
的行動であり(Kellermanns & Eddleston, 2006; Zahra, 1995)、既存組織の持続的成長や持続的成
功、企業の利益の増加、競争優位をもたらす重要な組織活動である(Lumpkin & Dess, 1996; 
Zahra et al., 1999)。またコーポレート・アントレプレナーシップは、組織的な再生のプロセ
スであり(Sathe, 1989)、既存企業内で外的・内的要因の影響を受けながら、組織がイノベー
ション志向を持ってアントレプレナー的行動を行うことによって、パフォーマンスを獲得
する組織活動である(Zahra, 1993)。コーポレート・アントレプレナーシップの実行には、経
営者およびトップ・マネジメントが有する戦略的思考や意思決定スタイル、イノベーショ
ン志向などが影響を与え(Kellermanns & Eddleston, 2006)、それらを戦略として組織に定着さ
せ、コーポレート・アントレプレナーシップに取組むには、組織自体がアントレプレナー
的行動を推奨し強化する組織であることが鍵である(Morris et al., 2008)。 
しかし、コーポレート・アントレプレナーシップの研究では、先行研究の知見を利用し
てきた分野が、コーポレート・ベンチャーとアントレプレナーシップが中心であり、研究
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者がそれぞれ異なった側面を捉えて研究を進めてきたため、統一した定義も概念も未だに
存在しない。用語も研究テーマや研究者により様々であり、イントラプレナーシップ
(Intrapreneurship)1)、インターナル・コーポレート・ベンチャー(Internal Corporate Venture)2)
など統一されていないが、最近の研究ではそれらを包括的に捉えたものとして、コーポレ
ート・アントレプレナーシップが用いられることが多くなっている。 
では、コーポレート・アントレプレナーシップとは、どのような経営行動として概念的
に捉えられているのだろうか。 
まず、コーポレート・アントレプレナーシップを活動形態から捉えるならば、 
1) 既存組織または企業内ベンチャーにおける新ビジネスの創造 
2) 既存組織の変化や戦略的リニューアル 
3) 産業の競争ルールの変革 
という 3 つのレベルに分類される(Stopford & Baden-Fuller, 1994)。 
 
次いでイノベーションの観点から捉えるならば、 
1) 再生の持続 
2) 組織の再生 
3) 戦略的リニューアル 
4) ドメインの再定義 
という 4 つの活動に分類される(Covin & Miles, 1999)。 
 
コーポレート・アントレプレナーシップの活動領域は、 
1) コーポレート・ベンチャリング 
2) イノベーション 
3) 戦略的リニューアル 
という 3 つに分類され、これら 3 つは相互に影響しあい、企業内のアントレプレナー的行
動を高めているのである(Sharma & Chrisman, 1999)。Kuratko (2007)はこの類型分類を発展さ
せ、戦略的リニューアルの領域を戦略的アントレプレナーシップとし、戦略的リニューア
ル、持続的再生、ドメインの再定義、組織的再生、ビジネスモデルの再構築を包括する類
型分類を提示している(Jockenhöfer, 2012; Morris et al., 2008)。 
 
またコーポレート・アントレプレナーシップはプロセスとしても、捉えられている。
Burgelman (1983c)は、コーポレート・アントレプレナーシップを内的な開発を通して、企業
が多様性に取組むプロセスであるとし、先行研究からコーポレート・アントレプレナーシ
ップの階層的な類型分類を行った Sharma & Chrisman (1999)も、既存組織における個人また
はグループの個人により、新しい組織の創造や組織内にイノベーション、リニューアルが
刺激し促進されるプロセスであると定義している。Wolcott & Lippitz(2009) は、既存企業の
49 
内部のチームが、現在もっている資産、市場、能力を活用しつつ、それらとは一線を画し
た新規ビジネスを考案し、育成し、市場投入し、管理する活動プロセスがコーポレート・
アントレプレーシップであるとする。Morris et al. (2008)も、コーポレート・アントレプレナ
ーシップを組織活動や戦略だけでなくプロセスとしても捉え、企業の内的な開発を通して
資源を蓄積し、多様性を獲得するプロセスであり組織的な再生のプロセスとし、Sathe(1989)
も組織的な再生のプロセスとして捉えている。 
Wolcott & Lippitz(2009)の定義からもわかるように、コーポレート・アントレプレナーシッ
プは、企業の内的な開発を通して資源を蓄積し、多様性を獲得するプロセスであり、組織
的な再生のプロセス(Morris et al., 2008)、企業における現行ビジネスや組織を活性化させ、
イノベーションを強化し進めさせる組織のアントレプレナー的活動(Zahra,1996)である。そ
して目的を達成するため、競争優位性を獲得するための道筋となる資源の効果的な配分や
配置を行うものである(Covin, Slevin & Heeley, 2000; Ireland, Kuratko, et al., 2003)。さらに、利
益を増加するための組織を確立するように組織行動を促進させる組織行動であり(Zahra et 
al.,1993)、将来的な利益の流れや創造性を開発する知識を獲得するためのものである。 
これらの知見から、本論文では、ファミリービジネスにおけるコーポレート・アントレ
プレナーシップのプロセスにおける枠組みを構築することを目的とするため、コーポレー
ト・アントレプレナーシップを、Wolcott & Lippitz (2009)の「既存企業の内部のチームが、
現在もっている資産、市場、能力を活用しつつ、それらとは一線を画した新規ビジネスを
考案し、育成し、市場投入し、管理する活動プロセスが社内起業である」との定義をもと
に、既存事業の活性化、戦略のリニューアル、既存組織の変化や再生も含め(Morris et al., 
2008)、企業における現行ビジネスや組織を活性化させ、イノベーションを強化し進めさせ
る組織活動とそのプロセスをコーポレート・アントレプレナーシップとする。 
そのため本章では、コーポレート・アントレプレナーシップを既存企業内で既存資源を
用いたイノベーション活動とそのプロセス、組織行動とそのプロセスとして、知見を深め
ていくこととする。また、本論文では既存企業内でのコーポレート・アントレプレナーシ
ップを研究対象とするため、コーポレート・ベンチャーによる社外ベンチャー活動は研究
対象とはしない。 
このように定義したコーポレート・アントレプレナーシップでは、企業内のイノベーシ
ョン活動として、どのようなイノベーションが行われたか、行われているかにより、その
取組み方が異なると推測される。 
まず、コーポレート・アントレプレナーシップと企業内イノベーションとの相違である。
コーポレート・アントレプレナーシップは、企業内イノベーションとして企業が組織内部
の一部門などで行うベンチャーとは異なる(Burgelman, 1983b)。異なっている点は、企業内
ベンチャーはベンチャーだけに注目し、そのイノベーション活動を行うが、コーポレート・
アントレプレナーシップは、イノベーションを今後の持続的競争優位の中心とすべく資源
を投資し組織が行動し、かつ既存事業の現状システムのマネジメントも同時に必要になる
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という点である(Burgelman, 1983b)。つまり、企業内でイノベーション戦略を実行すると同
時に、既存事業の持続的競争優位を獲得するための戦略を実行しなければならないという
ことになる。 
コーポレート・アントレプレナーシップとして企業内でイノベーションの戦略を実行す
るためには、自律的な戦略プロセスと誘発された戦略プロセスがある(Burgelman, 1983a)。
誘発された戦略プロセスは、トップ・マネジメントの戦略的意図を示した戦略コンセプト
として確立される(Burgelman,1983a)。誘発された戦略プロセスを実行するために構造的コン
テクストが構築され、これを組織として実施するために資源配分を受けるものである
(Burgelman, 1983a)。そのためミドル・マネジメントや組織メンバーは、トップ・マネジメ
ントが意図したイノベーションの戦略コンセプトに沿った行動をとることになる。自律的
な戦略プロセスとは、現場レベルやミドルレベルから引き起こされ、現行の戦略以外で繰
り返される試行錯誤である(Burgelman, 1983a)。このような行動を現場レベルのマネージャ
ーやミドルが取ることによって、組織が持つ組織能力や知識が増加し、新しい事業機会の
発見を促す可能性があり、それゆえ創発的な戦略が生じる可能性を持っている。誘発され
た戦略プロセスとして既存事業を発展、維持させるための戦略と自律的な戦略プロセスで
あるイノベーション戦略は(Burgelman, 1983a)、双方において、トップ・マネジメントとミ
ドル・マネジメントの役割が重要となる。また、トップ・マネジメントがコーポレート・
アントレプレナーシップへの取組みを誘発された戦略プロセスとする場合、それが戦略コ
ンセプトとなり、ミドル・マネジメントはそれに合致した行動をとりつつ自律的な戦略行
動をとることになる。この時、ミドルが取る自律的な戦略行動は、最終的にトップ・マネ
ジメントの戦略コンテクストに合致し、組織のイノベーションを促進することにつながる
と考えられる。 
次に、イノベーションという視点からコーポレート・アントレプレナーシップを捉える。
製品イノベーションや技術イノベーションは、技術的な成果を指す新製品や新事業開発の
「狭義のイノベーション」であり、その実現のため組織とマネジメント・プロセスを含む
変革である「広義のイノベーション」(十川, 2006)がある。この概念の場合、コーポレート・
アントレプレナーシップは、「狭義のイノベーション」だけでなく、「広義のイノベーショ
ン」でもある。  
イノベーションを技術という点から捉えると、持続的イノベーションと破壊的イノベー
ションがある(石井, 2010)。既存企業が達成、あるいは取り入れて企業化に成功しやすいも
のが持続的イノベーションであり、その事業が新規参入企業などにより達成され、既存企
業を駆逐してしまうものが破壊的イノベーションである(石井, 2010)。また持続的イノベー
ションは、主流市場の顧客がすでに重視している性能尺度に沿って、製品やサービスの機
能を向上させるものであり、破壊的イノベーションは、新しい種類の製品やサービスの導
入を通じて、まったく新しい市場を生み出すものである(Christensen & Overdorf, 2000)。コー
ポレート・アントレプレナーシップでは、持続的イノベーションと破壊的イノベーション
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がひとつの企業内で同時に行われることがあり、そのような場合は、持続的イノベーショ
ンと破壊的イノベーションの相互作用を高めつつマネジメントを行うことになる（Hitt et al., 
2006)。この場合、組織にとって可能であること、不可能であることに影響を与えるのは、
資源、プロセス、価値基準である(Christensen & Overdorf, 2000)。そして、市場の変化にいち
早く気づき、組織にとって可能か不可能かを資源により判断し、適材適所に資源や人材を
配置し育成するのは、トップであり、マネージャーである。 
イノベーションを程度という点から捉えた Aaker (2011)は、顧客価値と製品のカテゴリー
という概念を用いて、イノベーションを程度に分類し、漸進的イノベーションと本格的イ
ノベーション、変革的イノベーションに分けている。漸進的イノベーションは、ブランド
選考に少し影響を与える程度の改善であり、本格的イノベーションは製品・サービスに目
にみえる改善があるため、新しいカテゴリーかサブカテゴリーを定義できるが、話題性の
ある変化が必要である(小川, 2012)。変革的イノベーションは、既存の製品・サービスが事
業の仕組みを陳腐化させ、劇的な変化で市場を一変させ、破壊的イノベーションと同一の
概念である(小川, 2012)。コーポレート・アントレプレナーシップでは、このどれもが行わ
れる可能性があり、イノベーションの程度は、実施する企業の戦略や資源、価値基準、プ
ロセスだけでなく、ポジショニングにも影響を受けるだろう。 
このように企業内のイノベーションを、いくつかの視点から捉えることも、企業がどの
ような方向で、どれくらいの程度でコーポレート・アントレプレナーシップに取組むかに
影響を与えると推測される。 
 
 
2．機会の発見とコーポレート・アントレプレナーシップ 
 
コーポレート・アントレプレナーシップを組織活動とそのプロセスとして定義し、先行
研究からその枠組みやモデルについて考察すると、新しい機会の発見は、主として外的環
境要因や内的環境要因により引きおこされるものとして捉えられている。企業外のベンチ
ャーとは異なり、既存企業内で企業の内的な開発を通して資源を蓄積し、多様性を獲得す
るプロセスであり、組織的な再生のプロセス(Morris et al., 2008)、企業における現行ビジネ
スや組織を活性化させ、イノベーションを強化し進めさせる組織のプロセス(Zahra, 1996)で
あり、現行ビジネスや組織を基盤として、企業が繁栄・発展していかなければならない。
そのためには、既存企業の事業環境や外部環境の変化、例えば顧客のニーズや嗜好の変化、
競合他社の行動、新技術や新サービスの開発状況、政府規制の動向などに常に関心を持ち、
その動向や変化を捉え、企業として素早くそれに対応するか、そこから新しい機会を発見
する必要がある。 
コーポレート・アントレプレナーシップの機会の発見では、コーポレート・アントレプ
レナーシップに取組むきっかけとなるトリガーに関して研究が行われている。一般企業が
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コーポレート・アントレプレナーシップに取組むきっかけとなるトリガーについて、
Schindehutte et al. (2000)は、トリガーとなる外的内的要因を分析し、その結果、きっかけと
される 40 のトリガーからなるイベントを発見した。この研究では、さらに 40 のトリガー
からなるイベントを、内定/外的資源、機会/脅威、技術/市場誘因、トップダウン/ボトムア
ップ、システマチックなリサーチ/機会やチャンスの 5 つにカテゴリー分けしている。Kuratko, 
Ireland, & Hornsby. (2001) は、この 5 つの分類に、さらに外部環境要因を加えている。  
トリガーとなるイベントをアントレプレナーが認知し、コーポレート・アントレプレナ
ーシップを実行するための戦略を立て、組織的優位性を図りながらマネジメントレベルに
落とし込み、それが各マネジメントレベルでのアントレプレナー的行動となって結果を生
み出すものが、コーポレート・アントレプレナーシップである(Kuratko, 2007)。そのため、
アントレプレナーがトリガーをいつ、どのように捉えるかによって企業の持続的な競争優
位性が左右される。ファミリービジネスにとっては、オーナー経営者やファミリーメンバ
ーが関与するイベント、ファミリー要因、アントレプレナー的志向が相互に影響しあって
トリガーとなる可能性があるため、コーポレート・アントレプレナーシップに取組むきっ
かけとして、オーナー経営者やファミリーメンバーのトリガーへの認知は必然的に重要な
ものとなる。 
ファミリービジネスの場合も、コーポレート・アントレプレナーシップに取組むきっか
けは一般企業と同じであるが、これ以外にファミリーゆえのトリガーが存在すると考えら
れている(Habbershon et al., 2010)。例えば、ファミリー内の株式の所有比率の変化、経営権
の移行、事業承継などのイベントである。ファミリーメンバーの株式の所有比率が変わり
経営権が移行したり、事業承継が完全に行われることで、組織内の権力構造や組織構造が
変化し、後継経営者は先代経営者の戦略を踏襲するよりも、自らがアントレプレナーとな
って戦略を立案し、新規事業を展開する例がこれまでの先行研究における事例でも多くみ
られる(Habbershon et al., 2010)。また事業が停滞して M&A を行ったり、後継経営者がおら
ずに第 2 創業を行うなど、ファミリーメンバー以外の関与がトリガーとなる場合もある。 
Zahra et al. (1999)は、コーポレート・アントレプレナーシップの組織学習の研究から、コ
ーポレート・アントレプレナーシップ、知識と組織的コンピテンシー開発という枠組みを
提示しているが、この場合の機会の発見は外的環境要因である。アントレプレナー的イン
プットとアウトプットの統合モデルとして、コーポレート・アントレプレナーシップのア
ントレプレナー的プロセスをモデル化した Morris, Lewis, & Sexton (1994)では、インプット
として、まず環境的機会、アントレプレナー的個人、組織的コンテクスト、ユニークなビ
ジネスコンセプトと資源をあげている。 
組織学習とマネジメントレベルについて研究し、コーポレート・アントレプレナーシッ
プに取組むきっかけとなるトリガーから、マネジメント的結果と組織的結果について、コ
ーポレート・アントレプレナーシッププロセスをモデル化した Kuratko (2007)でも、新しい
機会の発見は、競争の激化、急速な技術変化、商品ライフサイクルの短縮という外部的な
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変形的トリガーによるものとしている。Kuratko (2007) は、大企業のコーポレート・アント
レプレナーシップについて 20 年間、分析検討した結果、環境要因によるトリガーにより、
組織はコーポレート・アントレプレナーシップを戦略として取組むというモデルを構築し
た。このモデルでは、組織はアントレプレナー的行動を促進するために、組織的条件であ
るトップおよびミドル・マネジメント、組織マネジメントの組織的な役割と、マネジメン
トよって引き起こされるマネージャーの具体的な行動、組織内で生じるオペレーティング
により構成されている。その結果として、どのようなマネジメント的効果が生じる可能性
があるのか、どのような組織的な結果が生じる可能性があるのかを、具体的に示している。 
さらに、Serrano et al. (2006)は、組織学習をベースに、ファミリービジネスにおけるコー
ポレート・アントレプレナーシップにおいて企業がパフォーマンスを獲得するだけでなく、
ファミリービジネスの特徴的な資源であるファミリネスとアントレプレナー的オリエンテ
ーションによりアントレプレナー的パフォーマンスを向上させ、それによりアントレプレ
ナーシップを世代を越えて承継させるモデルを提示している。このモデルでは、ファミリ
ービジネスにおけるコーポレート・アントレプレナーシップの取組み際して作用するシス
テマチックな条件に、環境、産業、組織構造、企業規模、企業年齢、形式、関係、ビジョ
ンやゴールがあげられている。 
ファミリービジネスにおける先行研究では、ファミリービジネスのスタートアップ企業
を対象とした機会の発見と事業の創造、ファミリービジネスのメンバーのスタートアップ
に関する研究は蓄積が豊富である。だがコーポレート・アントレプレナーシップは既存企
業内のアントレプレナーシップになるため、環境要因や環境の変化などから発見された、
もしくは発見した機会を、いかに意味づけし、事業化して、競争優位を獲得しパフォーマ
ンスを向上させるかという優位性探求行動が中心となっており、機会探求行動の研究は外
的・内的環境要因をトリガーとして認知、認識するというものが多いといえるだろう。そ
のため、Kellermanns & Eddleston (2006)がファミリービジネスのコーポレート・アントレプ
レナーシップにおけるトップやファミリーの変化への意思が、トップやファミリーのアン
トレプレナーシップへの意思や思考、姿勢として、コーポレート・アントレプレナーシッ
プ活動に影響を与えることを発見した研究は、画期的なものである。ファミリービジネス
では、ファミリーの戦略的イニシアチブ、姿勢、価値がコーポレート・アントレプレナー
シップに影響をあたえるため(Kellermanns & Eddleston, 2006)、ファミリービジネスにおける
コーポレート・アントレプレナーシップの分析枠組みを考察するには、機会を発見するた
めのトップのアントレプレナーシップへ意思や志向、方向性や姿勢を考察する必要がある。 
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3．組織学習からみたコーポレート・アントレプレナーシップ 
  
Kuratko (2007) は、コーポレート・アントレプレナーシップのプロセスモデルの概念に、
ナレッジマネジメントとして組織学習を用いており、中でも組織メンバーによる知識の獲
得と組織内における知識の共有と蓄積という組織学習が重要であることを指摘している。
コーポレート・アントレプレナーシップでは、トップ、ミドル・マネジメントの適切な役
割や行動により、組織が影響を受け、オペレーティング・マネジメントとして経験する、
適応する、確認するという組織行動が示され、組織がアントレプレナー的行動としての結
果を生むことになり(Kuratko, 2007)、その結果として、組織的知識の増加、革新的行動の増
加、イノベーションの増加などが挙げられている。マネージャーやチームのアントレプレ
ナー的な行動を強化促進し、企業のコーポレート・アントレプレナーシップ活動を保持す
るには、知識獲得、蓄積、共有、知識の創造というナレッジマネジメントを通して行われ、
ナレッジマネジメントという組織学習により目的やゴールに向けたアントレプレナー的行
動が組織内に広まり、コーポレート・アントレプレナーシップを確かなものにする(Hornsby 
et al., 2002, 2008)。 
組織学習とは、組織が変革の必要性を見出して、成功の可能性を確信し、変革を実行で
きるような能力を開発し、発展させることである(Duncan & Weiss, 1979)。また組織学習は、
より多くの知識と理解によって行動を改善するプロセスであり(Fiol & Lyles, 1985)、組織の
知識や価値基盤が変化することで、問題解決能力と行動能力を改善に導くプロセス(Probst & 
Büchel, 1997)である。組織学習も研究者により、多くの定義がなされている。 
組織学習は、これまで個人の思考と行動との関係を基本的な分析単位としてきたが、単
なる個人の学習の集積ではなく (高井, 2007)、組織の既存メンバー以外にも、組織の歴史、
規範という方法で、次世代のメンバーにも影響を与えることができる伝承可能な学習シス
テムを維持、開発するとされる(Lawrence & Dyer, 1983)。このような学習システムが形成さ
れるのは、組織が組織構成員全体に共有化された知識、信念、価値前提である認知システ
ムとメモリーを持っているからであり、この組織のメモリーが組織の特定の行動、信念、
規範、価値前提などを長期的維持するのである(高井, 2007)。 
高井(2007)は、組織学習には「新しい知識をいかに広く探索するか(search scope)」と「既
存の知識をいかに頻繁に再利用するか(search depth)」の 2 つの次元(Katila & Ahuja, 2002)、そ
して低次学習、高次学習、メタ学習という 3 つのタイプの学習が存在するとする。 
Katila & Ahuja (2002)の 2 つの次元は、March (1991)が示した活用と探索の次元と類似する
ものと考えられる。組織の学習プロセスは、環境の変化を前提として、環境適応的に組織
に存在する様々なルールや手続き、組織の反復的な行動パターンである組織行動としての
組織ルーティンを変化させることであり(Cyert & March, 1963)、March (1991)は、その学習プ
ロセスとして活用(exploitation)と探索(exploration)の 2 つの類型を示した。活用とは、旧来の
確実性の活用であり、すでに知っていることの使用、開発（March, 1991；Levinthal & 
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March,1993）、すでに持っている知識や同質の知に改良を重ね、それらを深めて活用するこ
とであり(入山, 2012)、改善・手直し、代替案の比較・選出、標準化、スピードアップ、コ
スト削減、などで特徴づけられる漸進的な組織学習(鈴木, 2013)である。探索は、探索は新
しい可能性、新たな知識への探索、探求（March,1991：Levinthal and March,1993）であり、
発見、多様性の追求、リスク負担、実験、アソビの維持、柔軟性の確保などで特徴づけら
れる急進的な組織学習(鈴木, 2013)であり、発見や多様性の追求を通して組織に利益や成長
の機会をもたらすものである。 
探索と活用は、対象的な組織学習とされており、活用に力を入れると、探索がおろそか
になる可能性が示唆されている(March, 1991; Levinthal & March, 1993)。しかし活用だけでも
探索だけでも、組織は利益や成長の機会を得ることができない。探索だけでは、新たな代
替案の試行は既存の技術を改良するスピードを遅らせる可能性があり (March, 1991)、未開
発の新しいアイディアが多すぎる一方、際立った能力を欠き(白石, 2009)、活用だけでは、
環境の変化や新しい機会の発生に対して比較的緩やかに反応しようとする組織の構造的慣
性を助長し(Hannan & Freeman, 1984)、最適とはいえない安定的状態から抜け出せず(白石, 
2009)、環境変化や組織変革に対応しようとする組織能力を減少させる可能性がある。その
ため、探索と活用の適切なバランス維持が、組織の存続と繁栄に関する重要な要因になり
(March, 1991)、探索と活用を同時に追求できる組織能力は両利き (ambidexterity) (鈴木, 2013; 
O'Reilly & Tushman, 2008)と呼ばれている。 
この 2 つの類型をコーポレート・アントレプレナーシップに当てはめると、コーポレー
ト・アントレプレナーシップは既存知識を効果的に利用して、既存事業の確実性を活用し
つつ、改善や手直しを行い、既存知識を再利用してアントレプレナー的行動を進めるとい
うと活用と、イノベーションや新しい可能性の探索などにより新しい知識を探索し、新市
場の発見とリスク負担による新しい機会の事業化によって、新しく得られた知識やスキル
を長期的な企業の存続に生かしていくため、次へ移転し利用するという探索が行われるこ
とになる。探索と活用が継続的に行われることで、組織はコーポレート・アントレプレナ
ーシップに取組むことが可能となり、アントレプレナー的行動が企業に浸透し促進するも
のであると考えられる。2 つの次元の学習は継続的に行われるだけでなく、2 つを同時に追
求できる両利きの組織能力を開発することも必要である。特にファミリービジネスにおけ
るコーポレート・アントレプレナーシップでは、創業者精神や伝統を継承していきながら
事業存続させ、ァミリービジネスの目標として長期的な存続や事業承継が含まれることか
ら(後藤, 2009)、既存知識の再利用としての活用が鍵となる。同時に、長期的に事業を存続
し発展させていくためには、経営環境の変化に伴う組織的対応を求められ、新しい機会を
発見するという探索が必要になる。探索から得られる知識は、組織の長期的繁栄を担保す
るもの(Levinthal & March, 1993)である。そして既存の知識や技術の活用は、短期に利益をも
たらし、知識や技術がより蓄積され(Levinthal & March, 1993)、効果的な活用によって得られ
る短期的な繁栄により組織の存続が保たれ、探索がもたらす組織の存続と将来の果実を享
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受できる(鈴木,2013)。 
探索と活用の適切なバランス維持が、組織の存続と繁栄に関する重要な要因になること
から(March, 1991)、探索と活用の両方ともに、組織の長期的な適応に欠かせないものであり
(March, 1991)、ファミリービジネスにおけるコーポレート・アントレプレナーシップでは、
探索と活用による両利きの組織能力を学習することにより、、組織の長期的存続が実現する
のである。ファミリービジネスには製品や技術の世代進化を通じて蓄積された知識の拡大
活用と、永続的な探求と促進が必要であり(Miller & Le Breton-Miller, 2005)、コーポレート・
アントレプレナーシップに取組むことで、知識の幅を広げると同時に特定の知識を深める
ことができる。つまり、探索と活用の知識が補完し合うことで、組織の長期成長が可能に
なるのである(鈴木, 2013）。 
Argyris & Schön (1996)は、組織学習のレベルををシングルループ学習とダブルループ学習
に分けている。シングルループ学習は、組織の目標や方針を問わずに不適合を見つけ修正
する学習であり、ダブルループ学習は組織の根底にある行動を規定する戦略、規範、目標、
価値などに対する修正を行う学習である(Argyris & Schön, 1996)。Fiol & Lyles (1985)も、組織
学習のレベルを低次学習と高次学習に分けている。低次レベルの学習は、過去の行動の繰
り返しに注目したものであり、ルーティンワークであり、組織が行っていることに対する
部分的な調整である(Fiol & Lyles, 1985)。これは Argyris & Schön (1996)のいうシングルルー
プ学習と類似している学習である。高次学習は、洞察や発見が行われることで組織の中心
的な規範や想定が変わり、新しい方法を開発し組織全体に影響を与える学習であり、組織
の変革を引き起こすものであり、Argyris & Schön (1996)のいうダブルループ学習に類似して
いる。 
高井(2007)は、学習のタイプを低次学習、高次学習だけでなく、メタ学習という 3 つのタ
イプに分類しており、これらの学習は組織の階層、役割、職務と関係する。高井（2007）
は、低次学習を日常業務を通じて行われるルーティンワーク的な業務との関わりによる学
習とし、高次学習は、組織全体に及ぶ既存の全体的なルールや規範の調整、業務システム
の見直やエラーを修正する学習とし、低次学習と異なり組織全体に汎用性の高い利用可能
な知識を生み出す学習であるとしている。メタ学習は、学習の前提のなる規範やルールそ
のものを変更することにより行われる学習であるため、組織の規範やルール、組織構造へ
の認知と洞察が必要になり、新事業の創造や新しい事業環境への進出に必要な学習である
(高井, 2007)。コーポレート・アントレプレナーシップでは、低次学習、高次学習、メタ学
習すべてが、組織内の様々なレベルや階層で同時並行的に行われる必要があると考えられ
る。すなわち、コーポレート・アントレプレナーシップでは、既存組織が組織の再生や戦
略的リニューアル、ドメインの再定義などを行うためには、これら 3 つの学習が組織内で
同時並行的に行われることになる。その結果、新規ビジネスの創造やイノベーション活動
以上に、組織に蓄積されている知識の質、量とその統合が、組織学習によって促進される
かどうかが企業の競争優位を左右する。すなわち、組織学習がコーポレート・アントレプ
57 
レナーシップのマネジメント・プロセスにより、どのように組織内で行われるかによって、
企業の競争優位性が左右されることになる(Wyk & Adonisi, 2011)。 
コーポレート・アントレプレナーシップの実行において、企業にとって知識統合を強化
することで得られるコンピタンスやケイパビリティを変革し、組織学習を促進するには、
組織の学習能力とマネジメント能力が重要な要因となると考えられる。コーポレート・ア
ントレプレナーシップにおける組織の学習能力の研究では、主にミドル・マネジメントの
組織内での役割やミドル・マネジメントのアントレプレナー的行動を促進する組織要因に
(Quinn, 1985)、マネジメント能力の研究ではトップ・マネジメントの役割に(Morris et al.,  
2008)、焦点が当てられている。 
まず、コーポレート・アントレプレナーシップを実施する過程で、組織のアントレプレ
ナー的行動を促進させるための組織学習におけるミドル・マネジメントの役割について示
す。大企業のイノベーションの成功パターンを実証研究した Quinn (1985)は、ミドルが企業
のミッションやゴールについて、組織内のコミュニケーションを育て、従業員間の相互作
用を促進し、フォーマル、インフォーマルによる様々なアプローチで組織学習を促進させ
て、コーポレート・アントレプレナーシップの取組みに伴う組織環境の変化や組織構造の
変化への抵抗を減らし、イノベーション・プロセスを促進する役割を持つことを発見した。
組織のイノベーションにおいてミドルは、トップ・マネジメントの意思決定を、各マネジ
メントレベル間および従業員間に広く理解させて、その調整や推進を果たす役割を持ち、
社の内外から革新的アイディアを収集する役割を担っている(Zahra et al., 1999)。同時に、組
織のアントレプレナー的行動においても、それに伴う新しい知識の探索とその利用、およ
び既存知識の効果的な利用を組織内で促進するために、組織内や従業員間のフォーマル、
インフォーマルなコミュニケーションを育て相互作用を促進させることが発見されている
(Quinn, 1985)。Floyd & Woolridge (1992)の実証研究でも、組織の戦略的な変化においてもた
らされる情報や知識を統合し、組織が直面する戦略的な問題を明確化し、フォーマルに戦
略の実行が行われるよう、組織メンバーへそれに伴う組織学習を推進し、そのフィードバ
ックを行うという役割を担うことが発見されている。 
従ってミドルは、イノベーションや新しいビジネスの創造だけでなく、組織学習を通し
て行われる組織のイノベーション、組織構造の変化、戦略的変化においても重要な役割も
持っており、組織の学習能力に影響を与える。そして外部環境や内部環境から革新的アイ
ディアを収集し(Zahra et al., 1999)、自らの行動によって知識を探索して蓄積し、それらを統
合し、コミュニケーションを通じて蓄積し統合した知識を組織メンバー間に浸透させ、そ
れによって組織学習を促して知識やスキルを組織へ定着させ(Morris et al., 2008)、組織内に
信頼と社会関係資本を作りだす(Zahra et al., 1999)。このため、組織が組織学習を効果的に行
えるか否か、促進できるか否か、アントレプレナー的行動を起こす組織となるのか否かな
どを含め、組織の学習能力にミドル・マネジメントの役割が果たす影響は大きいといえる。 
次に、アントレプレナー的戦略の策定や意思決定だけでなく、ファミリーメンバー、従
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業員間にアントレプレナー的戦略を広めるためには、マネジメントレベルに応じた役割や、
マネジメントレベル内での階層に応じた役割があるため(Morris et al., 2008)、トップ・マネ
ジメントの役割について検討してみる。トップ・マネジメントにおいては、当然のことな
がら、ミドル・マネジメントとは異なった役割が示されている。Morris et al. (2008)は、コー
ポレート・アントレプレナーシップにおけるトップ・マネジメントの役割として、アント
レプレナー的ケイパビリティの育成、コーポレート・アントレプレナーシップに取組むこ
とによって混乱したイノベーションの保護、発見した機会の意味づけ、既存組織の既存事
業における支配的論理への疑問、組織がアントレプレナーとしての初心に立ち返ることを
促進する、アントレプレナーシップと戦略をつなげる、などを提示している。トップ・マ
ネジメントは、企業を経営する上で企業の伝統やビジョン、革新的行動、組織構造、人的
資源を含むすべての資源をマネジメントしなければならず、また、企業としてのキャパシ
ティ、企業全体の様々な機能を含めた多様で幅広い視点を持たなければならない。そして
その上で、コーポレート・アントレプレナーシップに取組み、アントレプレナー的ケイパ
ビリティを育成すべくアントレプレナー的戦略の策定する役割を担い、企業内で始まった
イノベーションを守りながら、既存事業も守らなければならない(Morris et al., 2008)。発見
した機会は発見しただけでは価値を生まないが、その機会を意味あるビジネスに変化させ、
事業化するよう組織メンバーを鼓舞し、組織を促進するのもトップ・マネジメントの役割
である。イノベーションを進めるとともに、それが企業にとって必要な事業であるのか、
企業にとって利益を生む事業となるのか、顧客にとって価値のあることなのか、いかに成
功につなげればよいのか、という問いかけを常に行い続け、企業がアントレプレナーとし
ての初心に立ち返る役目も担っている(Morris et al., 2008)。そのため、トップ・マネジメン
トは、機会の発見から、それを事業として取組むためのアントレプレナー的戦略の策定や
行動の実施、コーポレート・アントレプレナーシップを成功に導くための戦略や実行に対
する全ての責任を持つものである(Morris et al., 2008)。また新規ビジネスのコンセプトを作
りだす時、組織構造の取扱いと資源の配分は、どちらも経営者の直接の管理下にあるため、
これらは経営トップが管理すべき重要な課題であり、コーポレート・アントレプレナーシ
ップの活動のアプローチ手法をどうするか決める基準になる(Wolcott & Lipptrz, 2009)。 
トップ・マネジメントの能力については、その能力の如何によって企業の持続的競争優
位性を決定することが、Penrose (1959)により指摘されている。環境変化が激しければ激し
いほど、どのような分野に経営資源を配分し蓄積するかというトップの意思決定が、企業
の競争優位性を決定づけるのである(高井, 2007)。そのため、Castanias & Helfat (1991)は、ト
ップのマネジメント能力を一般的スキル、事業特殊的スキル、企業特殊的スキルの３つに
分類している。しかし、Bartlett & Ghoshal (1995)は、日米欧のトップマネージャーの事例研
究から、戦略立案者、組織の設計者、情報コントロールシステムの開発者兼マネージャー
としてきたトップとしての経営者の中心的役割に、さらに競争優位性を持続させ強化させ
るためとして、企業家的プロセスの推進、コンピタンス育成、革新化プロセスの促進の 3
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つを加えて提示している。この 3 つが加わったことで、トップは、戦略や組織の立案やコ
ントトロールを中心としたマネジメントだけでなく、知識やコンピタンスの育成や蓄積を
推進し、組織学習を促進させる役割も担っているといえる。 
 
 
4．組織要因とコーポレート・アントレプレナーシップ 
 
組織を活性化させてアントレプレナー的行動を促し、コーポレート・アントレプレナー
シップを実行するには組織学習が鍵となる。組織学習において、マネージャーおよび従業
員(以下、従業員と略す)の公式的・非公式的なコミュニケーション等を通じた既存・新規の
知識とスキルの共有が重要である。しかし従業員間の知識とスキルの共有だけでなく、既
存の価値基盤に固執せず、新たな知識を受け入れ価値を創造していくことも不可欠である。
新たな価値基盤を受け入れられる組織では、アントレプレナーシップが戦略に反映され、
従業員間でアントレプレナー的行動と意思を持って経営資源を活用することが可能になる
(Dess et al., 2003)。 
コーポレート・アントレプレナーシップでは、蓄積された既存資源を既存事業の存続に
利用し、かつ新しい価値創造を行うために資源を配分、配置し活用して、組織を更新して
いかなければならない。価値創造を行うための資源は、すでに保有し蓄積された資源だけ
でなく、新しい資源の獲得も必要である。保有し蓄積された資源は、組織のアントレプレ
ナー的行動を促進する組織要因によって従業員らに共有され、従業員が獲得した新しい資
源は、組織学習を通して従業員に共有され、更新されるのである。このため企業の価値創
造活動において必要とされるのは、戦略や企業の意図、ゴールやミッションを組織間に広
げてアントレプレナー行動を促進させ、獲得した資源の共有に効果的なリーダーシップで
あり、アントレプレナーシップへの価値観と資源の共有が可能な組織要因である(Morris et 
al., 2008)。 
コーポレート・アントレプレナーシップを促進する要因に関するこれまでの研究は、ミ
ドル・マネジメントの役割とそれを促進する組織要因に関する研究とに大別されている。
ミドル・マネジメントの役割については、先述したとおりである。 
ミドルが組織学習を促す触媒となるには、コーポレート・アントレプレナーシップを促
進する組織要因や組織的な条件が必要であり、コーポレート・アントレプレナーシップに
成功した企業は、ミドルのコーポレート・アントレプレナーシップ行動を促し、活動を促
進させる組織要因をもつことが発見されている(Marvel et al., 2007; Pearce et al., 1997; Zahra, 
1991; Zahra & Covin, 1995)。組織要因には、企業のインセンティブとコントロールシステム
(Hornsby et al., 2002)、企業文化や組織構造(Zahra & Covin, 1995)、自律的な行動の育成とそ
の強化(Pearce et al., 1997)、時間的資源とマクロレベルの組織構造(Marvel et al., 2007)などが、
発見されている。Kuratko, Montagno, & Hornsby (1990)の実証研究では、マネジメントのサポ
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ート、組織的構造、報酬と資源の利用可能性の 3 つが、ミドルのコーポレート・アントレ
プレナーシップ行動を促進する組織要因として発見された。 
Hornsby et al. (2002)は、この結果とその後の先行研究から、アントレプレナー的行動を促
進する意志と行動をサポートするマネジメントサポート( Pearce et al., 1997; Quinn, 1985)、リ
スクを取ろうとする意志を支持し、失敗への耐性を持つリスクテーキング(Kanter, 1985; 
Quinn, 1985: Stopford & Baden-Fuller, 1994)、個人的責任、結果ベースのインセンティブにな
る効果的な報酬システムとアントレプレナー的行動のリスクに見合った報酬(Kanter,1985)、
時間的側面を含む資源とアントレプレナー的行動のために利用可能な資源(Kanter, 1985: 
Sleven & Covin, 1997)、アイディアを支持し評価、選択、実行に移すためのサポーティブな
組織構造(Hornsby et al., 1993; Sleven & Covin, 1997; Zahra,1993)、これらを重要な組織要因と
して仮説を立てて実証研究を行い、マネジメントサポート、仕事の裁量、報酬と強化、時
間的制約、組織的領域の 5 つの因子をミドルのアントレプレナー的行動を促進する組織要
因として発見している。さらに、これらの組織要因を測定するために Corporate 
Entrepreneurship  Assessment  Instrument  (CEAI) というアセスメント調査票を開発した
(Hornsby et al., 2002)。 
Hornsby et al. (2008)の研究では、仕事の裁量、時間的制約、マネジメントサポート、報酬
と強化の因子が発見され、これらの因子のうち組織レベルのアントレプレナー的行動であ
るアントレプレナー的オリエンテーションに影響を与えるのは、マネジメントサポートで
あることが発見されている。 
嶋田(2011)は日本のミドルを対象として、マネジメントサポート、仕事の裁量、計画の自
律性、成果への評価、失敗への許容、仕事の方法の自律性の因子を発見し、これらの因子
がアントレプレナー的オリエンテーションに影響を与えることを発見した。そのため、ミ
ドルのアントレプレナー的行動を促進させる組織要因によって、組織のアントレプレナー
的行動は影響を受け、その行動を促進させるということになる。 
しかし、ファミリービジネスのように、トップ・マネジメントとしてオーナー経営者の
権力とコントロールが強いと、トップが既存事業の維持や向上、もしくは新規ビジネスを
選択するか、重要視するかという意思決定により、組織が利用できる経営資源が異なるた
め、ミドルがアントレプレナー的行動を促進するための組織要因に影響を与える可能性が
強いと推測される。例えミドルのアントレプレナー的行動を促進する組織要因が、組織内
に揃っていたところで、トップがアントレプレナー的行動を促進させようとする意思や姿
勢、役割などがなければ、コーポレート・アントレプレナーシップを促進することは難し
いだろう。そのため、ファミリービジネスはファミリーとビジネスが相互に影響をしあう
ため、一般企業と異なる組織要因が発見される可能性があるだろう。 
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5．組織のアントレプレナー的行動 
 
アントレプレナー的オリエンテーションは、組織レベルのアントレプレナーシップによ
るアントレプレナー的行動傾向を、戦略的視点から捉えたものであり、組織としてのアン
トレプレナー的行動、姿勢、プロセスである(Miller, 1983)。つまりアントレプレナー的オリ
エンテーションは、組織レベルのアントレプレナー的行動であり、組織の中でアントレプ
レナーシップやイノベーションへの組織学習が進み、組織がアントレプレナー的行動を促
進させることで、次元をもつ相対的な概念であるアントレプレナー的オリエンテーション
は高まる。現在、この次元は、研究者や研究テーマにより用いられる次元数が変わる。ア
ントレプレナー的オリエンテーションの概念は、Miller (1983)によるトップのアントレプレ
ナー的な戦略的志向 3)と意思決定により、企業が主体的に環境に働きかけることができる戦
略的選択のコンセプトがベースにある。そのためアントレプレナー的オリエンテーション
は戦略的選択を行うトップの役割を重視し、トップ・マネジメントの思考様式や意思決定
スタイルが企業全体の行動に大きな影響を与えるとして、トップの認知的側面からアント
レプレナー的行動を捉え、これを企業レベルの行動傾向と同一のものとみなしている(久
保,2005)。その際、組織集団の擬集性 4)に注意しなければならないが(久保, 2005)、ファミリ
ービジネスは従業員の献身とコミットメントが高く、トップやファミリービジネスに参加
するファミリーメンバーのスチュワードシップが高い傾向があることから (Miller & Le 
Breton-Miller, 2005)、組織へのモチベーションは高く、擬集性の問題はないと思われる。 
Miller (1983)はまず、商品マーケットのイノベーションへの取組みを行う、リスクのある
事業をいくらか行う、先を見越す革新を最初に行う、競争相手を負かそうとする企業を企
業家企業とし、この概念からアントレプレナー的オリエンテーションとして、革新性(新し
い商品、サービス、プロセスなどの開発と創造、新しいアイディアや試みのサポートや実
施)、先進性(将来の問題やニーズの変化を予想し行動、ベンチャーや革新に向けた新しい機
会や視点の探索)、リスクテーキング(不確実な環境での資源利用などリスクある行動へのコ
ミットメント、新しいマーケットへの参入や投機的試み)の 3 つの因子を発見した。アント
レプレナー的オリエンテーションは、Stevenson & Jarillo (1990)のアントレプレナー的マネジ
メントの概念と類似している。その後、Covin & Slevin (1991)がこの 3 つの因子を尺度化し
精緻化させ、多くの研究で検証が行われ、3 つの尺度は信頼性と妥当性の高い尺度となって
いる(久保, 2005)。 
さらに Lumpkin & Dess (1996)は、Covin & Slevin (1991)の先行研究を踏まえ、アントレプ
レナー的オリエンテーションを、企業がアントレプレナー的行動を行うために用いる組織
的プロセス、メソッド、スタイルと捉え、アントレプレナー的オリエンテーションに競争
上の攻撃性(競合企業に対して攻撃的に積極的に行動、競争市場での脅威を克服しようとす
る傾向)と、自律性(事業コンセプトやビジョン実現のため、個人やチームが既存事業とは異
なる独立した行動を行う傾向)を因子として発見し、加えている。またアントレプレナー的
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オリエンテーションを、新事業への参入を導く意思決定行動、プロセス、方法とも定義し
ている。そして、アントレプレナー的オリエンテーションの本質を、アントレプレナー的
活動に取組む企業のやり方と戦略策定のプロセスであるとしている(Lumpkin & Dess, 2001)。 
アントレプレナー的オリエンテーションの 5 つ次元は、企業の特徴やタイプによって各
因子の強さが異なるが(Lumpkin & Dess, 1996)、革新性、先進性、リスクテーキングの 3 つ
の次元が相対的に他企業より高い企業ほど企業家的企業であり、他企業より低い企業ほど
保守的な企業と考えられる(久保, 2005)。つまり、5 次元を用いた場合も同様に、相対的にア
ントレプレナー的オリエンテーションが高い企業ほど、他企業よりも企業家的企業である
と推測される。アントレプレナー的オリエンテーションは研究テーマや調査対象、調査国
により用いられる尺度数が異なりことが発見されており(Rauch et al., 2009)、コーポレート・
アントレプレナーシップだけでなく、スタートアップ企業などの組織のアントレプレナー
的行動を研究するためにも用いられている。 
 
 
6．ファミリービジネスにおけるコーポレート・アントレプレナーシップ 
 
 ファミリービジネスにおいて、コーポレート・アントレプレナーシップは重要な企業活
動とそのプロセスである。それは、ファミリービジネスでは、経営環境の変化や技術的革
新に伴い、既存事業の継続だけでは競争優位を保持できなくなり、さらに次世代がファミ
リービジネスに参加する可能性から、ファミリーや次世代のファミリーメンバーのために、
富と雇用を生み出す必要性があるためである(Kellermanns & Eddleston, 2006)。さらに、 
経営活動の目的に企業や事業の存続、事業承継などが含まれることも、コーポレート・ア
ントレプレナーシップへの取組みが重要であることへの一因である。 
まずコーポレート・アントレプレナーシップの研究分野の先行研究から、ファミリービ
ジネスについて考察してみる。企業においてコーポレート・アントレプレナーシップは、
様々な資源を利用活用しながらイノベーションを実行するための試みであり(Miller & 
Friesen, 1982)、その目的は新しい市場への進出とその確保、新顧客の確保、既存資源の新利
用と利益の創出である(Smith & Di Gregorio, 2002)。Morris et al. (2008) は、この目的によっ
て資源が利用活用されるコーポレート・アントレプレナーシップにおいてイノベーション
が及ぶ範囲を、企業戦略、製品、市場、内部組織、ビジネスモデルと述べており、その分
析対象はこれまで大企業であった。ファミリービジネスを分析対象として、これらイノベ
ーションが及ぶ範囲の研究が始められ、活用される資源としてファミリー要因が検討され
始めたのは、21 世紀に入ってからである(Zahra et al., 2004)。その後、ファミリービジネスを
分析対象とした研究では、ファミリービジネス特有の特徴がコーポレート・アントレプレ
ナーシップに与える影響を分析する研究と、コーポレート・アントレプレナーシップにお
けるイノベーション行動やアントレプレナー的行動に関する研究が進んでいる。 
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まず、ファミリービジネス特有の特徴からコーポレート・アントレプレナーシップを分
析した研究では、Salvato (2004)が、コーポレート・アントレプレナーにおいて異なるタイプ
のファミリービジネスを事例として研究し、ガバナンス構造と組織的特徴に差があること
を発見している。Zellweger (2007)は、ファミリービジネスの長期的志向とコーポレート・ア
ントレプレナーシップとの関係を示している。また、ファミリーメンバーの株式の所有比
率が変わり経営権が移行したり、事業承継が完全に行われることで、組織内の権力構造や
組織構造が変化し、後継経営者は先代経営者の戦略を踏襲するよりも、自らがアントレプ
レナーとなって戦略を立案し、新規事業を展開する例がこれまでの先行研究における事例
でも多くみられる(Habbershon et al., 2010)。 
さらにコーポレート・アントレプレナーシップへの障害として、従来通りの方向に進も
うとする惰性、リスクを嫌う組織の動き、既存のインセンティブ・システム、財務的リス
クへの対処、中核ビジネスを担う事業部門の円滑な運営の維持を優先、効率化の推進など
があり、これらにより、アントレプレナー的組織へ転換していくのは簡単ではない
(Burgelman, 1983a）。組織は年月をかけて身につけてきた視点を置き換えることは至難の業
であるため(三品, 2004)、ファミリービジネスとして歴史と伝統があればそれだけ従来の視
点を置き換えることは難しい。リスクを回避し(Morris, 1998)、変化に抵抗しようとする力も
働きやすく(Levinson, 1987)、その場合は既存事業を中心として従来通りの経営が行われるた
め、組織に変化を求めるのは難しいことも考えられる。 
ファミリービジネスの場合も、コーポレート・アントレプレナーシップに取組むきっか
けは一般企業と同じであるが、ファミリー内の株式の所有比率の変化、経営権の移行、事
業承継などのイベントというファミリーゆえのトリガーが存在する (Habbershon et al., 
2010)。事業の停滞による M&A や、後継経営者がおらずに第 2 創業を行うなど、ファミリ
ーメンバー以外の関与がトリガーとなる場合もある。トリガーをうまく利用して機会を探
求し、コーポレート・アントレプレーシップを促進させる組織要因と資源を効果的に利用
することで、組織のアントレプレナー的行動は促進されるが(Morris et al., 2006)、ファミリ
ービジネスは伝統や歴史に守られた知識や技術を大切にし、そのレベルを上げることに資
源が使われ(Corbetta & Salvato, 2012)、新しい環境に適応するため知識開発がおろそかになる
場合もある。特定の知識に優れると、その知識のレベルを上げることに専念し、新しい環
境に適応するための知識開発を怠るという知識の硬直化という組織レベルの問題も生じる
(Leonard-Barton, 1992)。 
また変化を嫌うトップによるリスク回避行動や(Morris, 1998)、資源の価値に影響を与える
成長戦略やアントレプレナー行動を禁じるトップにより(Carney, 2005)、ファミリービジネス
ではトリガーと認識されつつも、トップのイノベーションやアントレプレナーシップへの
志向や意思により、新しい事業の機会として取組まれないという可能性もある。つまり、
コーポレート・アントレプレナーシップに取組むには、ファミリービジネスゆえのトリガ
ーもあるが、ファミリービジネスゆえの問題点や困難さも存在するということであり、ト
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ップのイノベーションやアントレプレナーシップへの意思や思考、姿勢はトリガーの認識
と機会の意味づけ、事業化に影響を及ぼすことになる。 
コーポレート・アントレプレナーシップにおけるイノベーション行動やアントレプレナ
ー的行動に関する研究では、Miller (1983)が概念化したアントレプレナー的オリエンテーシ
ョンを用いた研究が進められきている。ファミリービジネスの最近の研究では、アントレ
プレナー的オリエンテーションの次元として、Miller (1983)により発見された革新性、先進
性、リスクテーキングと、Lumpkin & Dess (1996)により発見された自律性、競争上の攻撃性
の 5 つの次元を用いて研究が行われている(Habbershon et al., 2010; Lassini & Salvato, 2010; 
Zellweger et al., 2012)。 
アントレプレナー的オリエンテーションについて、ファミリービジネスで用いられるエ
ージェンシー理論から分析した先行研究では、所有と経営の一致という観点から、アント
レプレナー的オリエンテーションの 5 つの次元の中でも、特にリスクテーキングが重要で
あることが指摘されている(Zahra, 2005)。これはアントレプレナーの認知の在り方、リスク
の捉え方により、新規事業の捉え方によって、組織および事業のパフォーマンスが影響を
受け、増減し変化する可能性を持つということである。さらに、パフォーマンスの増減と
いう変化は、そのままファミリービジネスに関与するファミリーの生活を変える可能性に
直結するため、リスクテーキングが重要となると推測される。新規事業によっては、企業
としての歴史や伝統、文化が、アントレプレナー的な戦略や組織行動、イノベーション・
プロセスに何らかの影響を与えるだけでなく、既存事業、伝統、歴史、評判などを傷つけ
る可能性が考えられるため、リスクテーキングが重要と考えられる。 
アントレプレナー的オリエンテーションとともに、ファミリービジネスにおけるコーポ
レート・アントレプレナーシップのパフォーマンスに影響を与える要因として、ファミリ
ービジネス特有の資源であるファミリネスをあげ(Serrano et al., 2006)、Habbershon et al. 
(2010)は、財務的資本、人的資本、物的資本、社会関係資本、知識資本、文化的資本、暗黙
知からなるファミリネスとケイパビリティをあげている。これらのファミリネスとアント
レプレナー的オリエンテーションが相互に影響しあうことで、アントレプレナー的パフォ
ーマンスが向上する(Habbershon et al., 2010)。Lassini & Salvato (2010)の事例研究では、アン
トレプレナー的オリエンテーションとファミリネスは、コーポレート・アントレプレナー
シップにおいて相互に影響しあって企業のパフォーマンスを向上させ、アントレプレナー
的パフォーマンスに影響を与え、それが世代を越えて継承、学習されることで次世代のフ
ァミリービジネスの潜在力になることを示唆している。 
さて、コーポレート・アントレプレナーシップは、既存資源を用いて新たな価値を生み
出し、内的な開発を通して資源を蓄積し、多様性を獲得するプロセスであり組織的な再生
のプロセスである(Morris et al., 2008)。そのため既存資源とはどのようなものかを考察する
必要がある。アントレプレナーシップの資源としては、これまでに人的資本、財務資本、
社会的資本(Aldrich & Martinez, 2001)と、物的資本、暗黙知資本(Habbershon et al., 2010) と示
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されている。ファミリービジネスが持つ資源は、一般企業が持つ資源である財務資本、物
的資本、人的資本、組織的資本、社会関係資本の他に、ファミリーに関係するファミリー
のスキル、能力、経験、伝統、ファミリー・ガバナンスなどと深くつながった資本がある。
Habbershon & Williams (1999)は、これらをファミリネスという資源として提示しており、フ
ァミリービジネスにおけるコーポレート・アントレプレナーシップのファミリネスとして
ファミリー影響を受ける資源とケイパビリティとしている(Serrano et al., 2006). 
企業が保有する経営資源を Amit & Schoemaker (1993)は、資源とケイパビリティに分類し
ている。資源はパテントやライセンスなどの取引可能なノウハウと、工場や設備などの財
務的、物理的資産からなり移動可能なものである。ケイパビリティは、組織プロセスを利
用して目的や富の創造に向けて資源を配置する企業のキャパシティであり、資源間で時間
をかけて複雑な相互作用から開発される特殊な組織能力である。このため、企業の持続的
優位性は資源よりもケイパビリティによってもたらされるのである(Amit & Schoemaker, 
1993)。また Grant (1991)は経営資源を組織能力と区別して捉え、経営資源とはインプットで
あり、能力とはこれらの資源を組み合わせて、あるタスクや行動を行うキャパシティとし
ている。ファミリービジネスでは、ファミリネスを含む経営資源を、ケイパビリティとし
て時間をかけて開発することで競争優位をもたらしているが(Nordqvist, 2005)、アントレプ
レナー的オリエンテーションに対してファミリーとビジネスの二重性からなる特徴とファ
ミリネスの影響が大きいとされる(Habbershon & Williams, 1999)。 
ファミリービジネスは、ファミリーメンバーおよび非ファミリーメンバーから組織が構
成されている。組織メンバーそれぞれが保有する知識やスキルだけでなく、ファミリーメ
ンバー個々人が保有する知識やスキル、非ファミリーメンバーのトップ・マネジメントが
保有する知識やスキル、トップであるファミリーメンバー個々人が保有する知識やスキル
の他に、ファミリーメンバーによって承継されてきた伝統としての知識やスキル、そして
企業文化という資源を持っている。伝統と歴史が長いファミリービジネス、既存企業とし
て長期に存続するファミリービジネスは一般企業よりも、青井・和田（1989）が資源化プ
ロセスの実践的モデルで提示した累積資産が多いということになる。累積資産は、企業イ
メージや各種の技術、ノウハウ、経験や熟練度などのきわめて広い価値の総体として定義
され(青井・和田, 1989)、これら累積資産を資源とするならば、ファミリービジネスが既存
事業を行うドメインでの知識や情報の幅が一般企業より広くなると考えられる。このよう
な累積資産はファミリーが関与する資源でもあるため、ファミリネスとして捉えることが
できるだろう。 
ファミリービジネスにおけるコーポレート・アントレプレナーシップでは、これらの既
存資源であるファミリネスとケイパビリティを用いて新たな価値を生み出し、内的な開発
を通して資源を蓄積し、そこから多様性を獲得し、これらを競争優位とするよう企業内で
アントレプレナー的行動を促進させることになる。ファミリネスが、組織レベルのアント
レプレナー的行動であるアントレプレナー的オリエンテーションに与える影響については、
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知見が少なく、ファミリーとファミリービジネスにいる個人と、ファミリー、ファミリー
ビジネスの相互作用により創られる資源は、組織レベルのアントレプレナー的行動である
アントレプレナー的オリエンテーションを促進させ、または阻むものであるという議論が
ある(Habbershon et al., 2010)。つまり、ファミリーとビジネスの相互作用からなる資源であ
るファミリネスは、アントレプレナー的オリエンテーションを促進する、もしくは阻害す
るものであると推測される。ファミリスとアントレプレナー的オリエンテーションの研究
では、ファミリネスの資源の中にプールされているリーダーシップが、アントレプレナー
的オリエンテーションに大きな影響力を与えることが事例研究により示されている(Lassini 
& Salvato, 2010)。 
さらに Ward (1988)は、ファミリービジネスにとって、行動的な戦略的思考のための土台
として戦略的プランニングの必要性を示唆している。戦略的プランニングは、組織が今ど
こに向かっているのかを個人が理解し、組織全体の組織メンバーにゴールを伝える統合的
なデバイスである(Ketokivi & Castaner, 2004)。さらに、組織メンバーがサブゴールを追求す
るための最も重要な源である(Ketokivi & Castaner, 2004)。つまり戦略的プランニングは、ト
ップや組織が設定したゴールを組織メンバーに認識させ、コーポレート・アントレプレナ
ーシップに参加させ、アントレプレナー的行動をとるための重要な役割を持つことになる。
Ward (1988)は、ファミリービジネスにとっての戦略的プランニングの効用として、戦略的
プランニングのプロセスにおいてファミリーメンバーからのコミットメントを高めること
ができ、競争や再投資などの質疑応答を通してファミリーメンバーの参加を求めることが
でき、ファミリーメンバー間に基本的な前提と価値を共有させ、コンフリクトを減少させ
ることができることをあげている。そのため戦略的プランニングは、決定と価値志向をシ
ェアする能力を強めるものであるとする(Ward, 1988)。トップにとっては、組織メンバーの
ゴールへの認識に対するバイアスを減少させることができ、組織全体に組織のゴールを伝
える統合的な役割をもつもの(Ketokivi & Castaner, 2004)である。これらから戦略的プランニ
ングは、トップや組織の意図や意思を含んだ目的やゴールを、組織全体の組織メンバーに
認識させ、組織メンバーをコーポレート・アントレプレナーシップの取組みに参加させ、
アントレプレナー的行動を取らせるという統合的な役割を持つものである。 
戦略的プランニングは、ファミリービジネス研究の中で、事業承継プロセスにおけるプ
ランニングとして捉えられたり(Sharma, Chrisman, Pablo, & Chua, 2001)、人的資源管理にお
ける報酬のデザインに用いられたり(Carlson,Upton, & Seaman, 2006)、ファミリービジネスの
外部ステークホルダーに対する社会的責任(Dyer & Whetten, 2006)の研究などにその概念が
用いられている。これらの研究から、ファミリービジネス研究において戦略的プランニン
グの研究は、戦略的展望から、ファミリービジネスの戦略的プランニングプロセスの結果、
内的や外的変化を考慮するというきめ細かな見解を持つ方向に動いている(De Massis, 
Sharma, Chua, Chrisman, & Kotlar, 2012)。 
これまでの先行研究の知見から、ファミリービジネスにおけるコーポレート・アントレ
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プレナーシップの分析枠組みを検討する。まず、ファミリービジネスにおけるコーポレー
ト・アントレプレナーシップの機会を発見するためにはトップのアントレプレナーシップ
への意思や志向が影響を及ぼす。さらに、その意図やゴールを組織内のすべての組織メン
バーに認識させ、コーポレート・アントレプレナーシップの取組みに参加させる戦略的プ
ランニングがある。企業内でコーポレート・アントレプレナーシップの取組みを実行し、
組織のアントレプレナー的行動を促進するには組織学習が必要であり、組織学習として、
ファミリネスを含む経営資源、マネジメントレベルの役割、ミドルのアントレプレナー的
行動を促進する組織要因、そしてアントレプレナー的オリエンテーションが必要であるこ
とが示された。これらの要因から、以下の分析枠組みを提示する。 
 
 
図 4.1 ファミリービジネスにおけるコーポレート・アントレプレナーシップの 
分析枠組み 
 
                
   
   
  
   
 
 
 
 
この分析枠組みは、ファミリービジネスのトップやファミリーのアントレプレナーシッ
プへの意思や志向、意図、姿勢、方向性などがなく、トップやファミリーの戦略的視点に
よるアントレプレナーシップが抜けている。ファミリービジネスではファミリーとビジネ
スが相互に影響しあうため、コーポレート・アントレプレナーシップへの投資決定、資源
配分などに、ファミリーの制約やコントロールが影響を与えやすく(Carney, 2005)。リスクを
回避し(Morris, 1998)、変化に抵抗しようとする力も働きやすい(Levinson, 1987)。不確実な投
資や成長戦略は、保有する資産や資源の価値を変化させ損なう可能性があり、企業の損失
がそのままファミリーの損失につながるため、リスクを嫌うファミリービジネスでは、オ
ーナーシップによりファミリービジネスの資産、意思決定や資源配分をコントロールし、
資源の価値に影響を与える(Habbershon & Williams, 1999)。つまり、ファミリービジネスにお
けるコーポレート・アントレプレナーシップでは、トップが有する戦略的思考や意思決定
スタイル、イノベーション志向などが影響をあたえることになる(Kellermanns & Eddleston, 
2006)。経営活動の目的に企業や事業の存続、事業承継などが含まれることも、コーポレー
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ト・アントレプレナーシップへの取組みが重要であることへの一因である 
ファミリービジネスでは、外部環境の変化や経営環境の変化、サービスや技術的革新、
グローバル化、情報化に伴い、既存事業を継続していくだけでは競争優位を保持できなく
なっている。さらにファミリービジネスは、ファミリーとビジネスが重なり合い、相互に
影響しあうビジネス形態であり、ビジネス状況の変化はファミリーの生活状況や将来に直
結する。またファミリービジネスの多くは、次世代への事業承継により企業や事業が存続
していくという特徴を持つ。そのため次世代がファミリービジネスに参加する可能性から、
ファミリーや次世代のファミリーメンバーのために、富と雇用を生み出す必要性がある
(Kellermanns & Eddleston, 2006)。このため既存企業としての伝統を保持し、発展させていく
ためのコーポレート・アントレプレナーシップが必要になる。 
しかし従来通りの方向に進もうとする惰性、リスクを嫌う組織の動き、既存のインセン
ティブ・システム、財務的リスクへの対処、中核ビジネスを担う事業部門の円滑な運営の
維持を優先、効率化の推進などにより、アントレプレナー的組織へ転換していくのは簡単
ではない(Burgelman, 1983a)。組織は年月をかけて身につけてきた視点を置き換えることは
至難の業であり(三品, 2004)、歴史と伝統があるファミリービジネスでは、従来の視点を置
き換えることは難しいという問題もあるからである。 
だが、創業が 100 年を越える老舗企業が、100 年以上に渡って存続できた理由を、後藤
(2012d)は、老舗企業を創業の時点におけるベンチャー魂が最も旺盛で、かつ持続してきた
存在とし、ベンチャー精神に基づくイノベーションが、老舗企業の存続の原動力となって
いたと考えられるとする。ファミリービジネスでは、創立時に必ず創業者が存在し、少な
くとも創立の時点において、企業家精神であるアントレプレナーシップが充満していたと
いえる(後藤, 2005)。Davidsson (1991)は、企業の成長に対する必要性は、ファミリービジネ
スの企業年齢を重ね、成長するに従い減少するという発見から、企業としての存続期間が
長期化すれば経営は比較的安定し、必死に生き残りをかけて新規事業を模索する欲求が薄
れること、経営の姿勢が攻撃から守勢に転じる傾向を発見している。つまり、企業家精神
は企業年齢を重ね、経営が安定することに伴い、減少もしくは衰退する可能性が推測され
るということになる。後藤 (2005)は企業家精神と時間の推移の関係について、経営の主要
な 3 要素(収益性、成長性、安定性)のバランスを取りつつ、長期的継続性をどのように維持
するかという問題提起であるとする。しかし倉科(2008)は、優秀なファミリー企業が存続し
たのは、資産や事業継承がうまくいあったからではなく、事業発展のための企業家精神が
旺盛であったためであるとしている。そして時代環境の変化に合わせて柔軟な経営姿勢を
示し、大胆に実行しているからとしている(倉科, 2008)。つまり、ファミリービジネスとし
て経営的に比較的安定していたとしても、既存事業を維持するだけでは、外部や内部環境
の変化や経営環境の変化、技術的革新やグローバル化に伴い競争優位を保持できなくなり、
ファミリーメンバーや次世代のファミリーメンバーの参加のために富と雇用を創出するに
は、組織が年月をかけて身につけてきた視点を置き換え、企業家精神であるアントレプレ
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ナーシップをファミリービジネス内で高揚させ、再活性化させ、コーポレート・アントレ
プレナーシップに取組むことが必要であると考えられる。そのためには、トップやファミ
リーのアントレプレナーシップやイノベーションへの志向、意思、姿勢、意思決定などが
どのようなものであるのか、どのような方向性を持つものであるのかが重要である。さら
に、トップやファミリーのアントレプレナーシップをファミリービジネスのコーポレー
ト・アントレプレナーシップの取組みにおいて、戦略的に組み入れ、組織内のアントレプ
レナーシップへの意識や行動を高揚させ、促進させるためにも、戦略的な見通しを持った
アントレプレナーシップが必要になる。 
そのため、次章では、ファミリービジネスにおけるコーポレート・アントレプレナーシ
ップの取り入れるべき視点と、分析枠組みに取り入れるべき構成概念について、戦略的ア
ントレプレナーシップの先行研究の知見を踏まえて考察を行う。 
 
 
 [注] 
1)イントラプラナーシップは、Pinchot (1985 )に詳しい。 
2)インターナル・コーポレート・ベンチャーは、Zajac, Golden, & Shortell (1991)に詳しい。 
3）ここで用いる戦略的志向性はアントレプレナー個人のアントレプレナーシップにおける
戦略に対する志向性である。詳しくは Miller (1983)を参照のこと。 
4）集団の擬集性には、対人擬集性と課題達成擬集性があるが、どちらも集団が組織メンバ
ーを引きつけ、その集団の一員で有り続けるように動機づける度合いであり、集団的
な魅力である。 
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第 5 章 戦略的アントレプレナーシップの先行研究 
 
 
1．戦略的アントレプレナーシップ  
  
 戦略的アントレプレナーシップは、戦略的マネジメントとアントレプレナーシップの研
究分野のゴールとして位置づけされ、様々な経済環境において企業がいかに価値を生み出
すのか(Bruyat & Julien, 2001)、企業が新しい機会を発見し利用することで、どのように競争
優位性を創り持続させるのか (Hitt et al., 2011) を研究するものである。 
この研究分野において、戦略的アントレプレナーシップを持つ個人および組織は、個人、
組織、社会にとって価値となる優位性の探求、機会の探求に関心を持ち(Hitt et al., 2011)、経
営活動において戦略的な視点をもってアントレプレナー的行動をとることになる(Hitt et al., 
2002)。 
本論文では、ファミリービジネスにおけるコーポレート・アントレプレナーシップ分析
枠組みを構築する際、これまでのコーポレート・アントレプレナーシップの先行研究では、
コーポレート・アントレプレナーシップのモデルやプロセスとして提示されてこなかった
要因を、戦略的アントレプレナーシップの視点を取り入れて提示する。 
これまでにも、戦略的アントレプレナーシップは、コーポレート・アントレプレナーシ
ップの類型分類や活動領域の分類において、戦略的リニューアル、持続的再生、ドメイン
の再定義、組織的再生、ビジネスモデルの再構築を包括する概念として用いられている
(Jockenhöfer, 2012; Morris & Kuratko, 2002; Morris et al., 2008)。これらの活動には戦略のリニ
ューアルが必要であり、アントレプレナーシップの視点を用いて、どのように戦略の変更
を行うのか、どの程度、どの方向に戦略の変更を行うのかが重要となる(Morris et al., 2008)。
ただし、コーポレート・アントレプレナーシップの研究分野において、戦略的リニューア
ルをはじめとするこれらの活動を包括する戦略的アントレプレナーシップの類型分類を用
いて、コーポレート・アントレプレナーシップの類型分類とする研究者はまだ多くない。 
さらに、戦略的アントレプレナーシップの研究分野では、この類型分類はほとんど用い
られておらず、コーポレート・アントレプレナーシップはひとつの研究テーマとなってい
る。つまり、本論文で取り入れようとしている視点と、類型分類で提示されている戦略的
アントレプレナーシップは、概念は同じだが、概念の用い方が異なることになる。 
この研究分野は、新規企業であるニューベンチャーや既存企業の富の創造を理解すると
いう目的のために、21 世紀に入ってから研究が始まったばかりの新しい分野である(Hitt, 
Bierman, Shimizu, & Kochhar, 2001; Ireland et al., 2001)。そのため戦略的アントレプレナーシ
ップは、この用語の定義においても、まだ明確な定義とされるものが示されていない。  
戦略的アントレプレナーシップは 2 つの研究分野の知見を中心とするため、2000 年頃の
初期の研究で、2 つの研究分野からイノベーション、国際化、国際的アントレプレナーシッ
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プ、組織学習、アライアンスやネットワーク、トップ・マネジメント・チーム、戦略的リ
ーダーシップ、ガバナンス、戦略的ドメインなどの知見や理論が用いられ、双方向から研
究が進められている分野でもある。 
アントレプレナーシップとは新しい事業機会や新商品、新サービス、新しいプロセス、
新市場などを発見し、企業にとって利益となりえる機会を利用して富を創造するものであ
る(Eisrnhardt & Brown, 1999)。つまり、その視点を持ってまだ利用されていない機会や新し
い機会を認知、認識し、富を創造するのがアントレプレナーシップの中心的概念である(Hitt 
et al., 2001)。アントレプレナーシップはさらに、新しい組織の創造や組織的変化、業界的変
化を創り上げるため、そして発見した機会を有効利用するために、必要な資源をまとめて
効果的に配置、配分することまでを含んでいるものである(Schoonhoven & Romanelli, 2001)。 
新しく発見された機会の利用は、組織にとって持続的な競争優位と富の創造に貢献する
ものであるが、多くの企業はその機会を探求するためのインセンティブの方法を誤り、マ
ネージャーおよび従業員の機会探求への動機付けを間違うために、競争優位の獲得が困難
になるという問題点を持つ(Day & Wendler, 1998)。新しい価値を創造する機会を発見し、そ
の機会を利用しようとするアントレプレナーの行動は、企業にとって一時的な利益ではな
く持続的な競争優位をもたらすものであるべきであり、機会の利用において戦略的に資源
をマネジメントしなければ持続的な競争優位を獲得することは難しくなる(Hitt et al.,2001)。
つまり、新しい機会を発見するためのインセンティブの方法を誤り、動機付けを間違うこ
とがないよう、戦略的にマネージャーおよび従業員のアントレプレナーとしての行動を促
進することが必要である。そして、機会を利用するために、組織は戦略的に資源をマネジ
メントすることが必要となる。 
一方、戦略的マネジメントは、企業が平均以上のリターンを得るために戦略的に競争優
位に到達するためのコミットメント、意思決定、行動であり、この 3 つを 1 つのセットと
して捉え、競争優位に向けてマネジメントするものである(Hitt et al., 2011)。また、戦略的マ
ネジメントは、企業が利益を生み出す能力にポジティブな影響を与える(Makadok & Coff, 
2002)。つまり、戦略的マネジメントは、企業の競争優位性の探求を中心とした研究分野で
あり、そこでは発見され機会をいかに利用し、企業が利益を生み出すための能力を活用し、
マネジメントするかが重要になる。 
アントレプレナーシップの機会の探求と戦略的マネジメントの優位性の探求は、片方だ
けでは十分ではなく、この 2 つの機会探求行動と優位性探求行動がうまく重なり合い結び
ついた時にのみ、企業にとっての価値と富が創造される(Hitt et al., 2001; Ireland et al.,2001)。
そのため、戦略的マネジメントとアントレプレナーシップから得た知見の統合は、戦略的
アントレプレナーシップとして、ニューベンチャーと既存企業の富の創造を理解し、実際
に富の想像を進める上で重要である(Shane & Venkataraman, 2000)。 
アントレプレナーシップと戦略的マネジメントの先行研究について、その研究対象に焦
点をあて、まとめると大きく 2 つに分類される。ひとつは、小規模企業やスタートアップ
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のベンチャー企業を分析対象とした研究である。これらを分析対象とする研究者は、機会
を利用し効果的に時間をかけて競争優位を開発することや、競争優位を持続させる能力や
スキルの研究より、アントレプレナー的機会の同定や機会を発見する能力、およびそのス
キルへの関心が高く、これらの研究テーマが中心である。そのため既存企業を対象とした
研究では、競争優位を発展させ持続させるスキルに焦点があたり、保有する資源やケイパ
ビリティを利用するアントレプレナー的機会の認識や、機会の発見を効果的に行うための
スキルについては、先行研究の数も少なく知見の蓄積が低い。実際として、アントレプレ
ナー的なニューベンチャー企業が研究対象であれば、機会を発見し事業を成功させた事例
を研究する場合が多く、これらの事例では機会探求を促進させる傾向が強いことなども、
先行研究において、アントレプレナー的機会の同定や機会を発見する能力などが中心的課
題とされてきた要因である(Ireland, Hitt, & Sirmon, 2003)。 
一方、大企業を分析対象とした研究では、パフォーマンスに影響を与える優位性を探求
する傾向が強く、大企業の既存企業を対象とした研究でも、典型的に優位性を探求する行
動やスキームを促進させる傾向が強いため、パフォーマンスにつながるコミットメントや
意思決定、組織行動と戦略的優位性との研究が中心的課題となっている。これらの企業に
とって戦略的アントレプレナーシップの視点を持つことは、新しい機会を発見して既存の
社会的経済的な競争状況を打破し、新市場を獲得する上で必要なことである(Ireland, Hitt, et 
al., 2003)。 
これら先行研究の知見を踏まえて Hitt et al. (2011)は、戦略的アントレプレナーシップに取
り組む企業を、戦略的視点をもって継続的に新しい機会探求行動と優位性探求行動に取り
組む企業と定義している。アントレプレナーシップの機会探求行動と戦略的マネジメント
優位性探求行動の両方を含む戦略的アントレプレナーシップは、小企業であれ大企業であ
れ、一般企業であれファミリービジネスであれ、すべての企業の役に立ち(Hitt et al., 2011)、
その事業の継続と発展に必要なものが、戦略的アントレプレナーシップである(Hitt et al., 
2011）。 
以上の議論から、本論文では、戦略的アントレプレナーシップを組織が個人、組織、社
会にとって価値となる優位性の探求、機会の探求に関心を持ち(Hitt et al., 2011）、戦略的な
視点をもってアントレプレナー的行動をとることとし(Hitt et al., 2002)、戦略的アントレプレ
ナーシップに取組む企業とは、戦略的視点をもって継続的に新しい機会探求行動と優位性
探求行動に取り組む企業とする(Hitt et al., 2009)。 
 
 
2．アントレプレナー的マインドセット 
 
戦略的アントレプレナーシップの先行研究で、モデルやフレームワークの構築で用いら
れる中心的理論は資源ベース論 1)であり、組織論も用いられている。Hitt et al.（2011）は、
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組織の戦略的アントレプレナーシップにおいて、機会探求行動と優位性探求行動を結びつ
けるものは、保有する資源や新しく獲得する資源の認知とそれをアントレプレナー行動と
して組織に広めるための組織学習であるとしており、分析モデルやフレームワークの基礎
となる理論に資源ベース論が用いられている。 
Zahra et al. (2000)の研究では、この分析モデルに先立ち、戦略的アントレプレナーシップ
に企業が取り組むために必要な要因として、アントレプレナー的戦略とアントレプレナー
的マインドセットの 2 つをあげている。アントレプレナー的戦略はグローバル企業として
の発展や新興国市場への参入や創業など、マクロ経済的な国の経済状況や国家間の様々な
状況も含めたアントレプレナー的革新を起こすために、外部環境の視点に根差したもので
ある。一方、アントレプレナー的マインドセットは、企業が新しい市場に対して選択し実
行する戦略を、組織の中で統合し、新しい市場で他社よりも優位に首尾よく競争にするた
めに必要とされるものであり、内部環境の視点を持つものである(Hitt et al., 2002)。アントレ
プレナー的マインドセットは、不確実性から利益を生むためにビジネスや機会について考
える方法、意思、方向性であり(McGrath & MacMillan, 2000)、熱意をもって新しい機会を発
見、幅広い分野での機会の追求、最もよい機会の追求、実行への焦点付け、それらのドメ
インにいるすべての人のエネルギーをまとめることである(McGrath & MacMillan, 2000)。ア
ントレプレナー的マインドセットとは、熱意を持って機会を探求すること、幅広い分野で
機会を追求すること、最良の機会を追求し、様々なオプションを探し求めて彼ら自身や組
織が消耗することを避けること、実行に焦点をあてること、ドメインのすべての人々のエ
ネルギーを用いることである(McGrath & MacMillan, 2000)。これらから、本論文では、アン
トレプレナー的マインドセットを、不確実性から利益を生むためにビジネスや機会につい
て考える方法、意思、方向性とする(McGrath & MacMillan, 2000）。 
アントレプレナーや組織、組織メンバーが潜在性のある機会を継続的に探し出そうとす
るには、まず、アントレプレナー的マインドセットが必要であり(Hitt et al., 2002)、企業がイ
ノベーションを成功させるためには、アントレプレナー的マインドセットが必要である
(Morris et al., 2008 ; Nodqvist & Zellweger, 2011)。これは、アントレプレナー的マインドセッ
トには継続的なイノベーションを導く潜在性があるため、企業の競争優位の源泉となりえ
るからである(Hitt et al., 2002)。 
アントレプレナー的マインドセットは、コーポレート・アントレプレナーシップの研究
でも、用いられている概念である。アントレプレナー的マインドセットは、マネージャー
とその組織が、既存組織において新たな事業を創造しマネジメントするために必要であり、
変化への願望と可能性を作るために不可欠である(Morris, 1998; Pinchot, 1985)。Morris & 
Kuratko (2002)は、コーポレート・アントレプレナーシップにおけるアントレプレナー的マ
インドセットを、認識している変化とイノベーションへの信念と変化を達成するためのケ
イパビリティの開発として捉えている。そのためマネージャーは、アントレプレナー的マ
インドセットを組織内で持続させるために、チャレンジを形づけ、不確実性を吸収し、重
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点を定義し、障害を排除するという責任を継続させなければならない(McGrath & MacMillan, 
2000)。また Kuratko (2007)は、コーポレート・アントレプレナーシッププロセスモデルで、
コーポレート・アントレプレナーシップの戦略の実行に必要な組織的条件としてトップ・
マネジメントとミドル・マネジメントをあげ、トップの必要要件のひとつに、アントレプ
レナー的マインドセットを上げている。しかしこれまでのところ、コーポレート・アント
レプレナーシップにおけるトップのアントレプレナー的マインドセットについての研究は
十分なされているとは言えない。 
戦略的マネジメントとアントレプレナーシップ研究の知見をまとめ、Ireland, Hitt, et al. 
(2003)は、アントレプレナー的マインドセットを構成要因として用いて戦略的アントレプレ
ナーシップの分析モデルを提示した(図 5.1 を参照)。このモデルの理論的フレームワークの
中心も資源ベース論であり、企業が保有する資源を利用し配分しながら新しい資源を獲得
し、組織学習、創造的認知を組織内に広げ進めていく作業としてモデルが提示されている。
このモデルは、個人と組織の機会探求行動を戦略的資源マネジメントにつなげ、戦略的資
源マネジメントを通じて、探求した機会から優位性探求行動としての創造性の適用とイノ
ベーション開発を通じて、企業の富を導くと示している。 
 
 
図 5.1 戦略的アントレプレナーシップモデル 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出所：Ireland, Hitt, et al.(2003) 
 
 
組織が戦略的アントレプレナーシップに取組み、富を想像するための基本的なプロセス
は、アントレプレナー的な意思や行動を含むマインドセットとアントレプレナー的な企業
文化を持つ組織とアントレプレナーシップを持つリーダーシップにより、新しい機会が発
見され、機会が意味づけされ、その機会に対して、適切に組織の資源が配分、利用される。
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ネジメントされ、組織は創造性の適用とイノベーションを開発するために、アントレプレ
ナー的企業としてさらに成長し、これらの資源を用いて組織学習を継続して行い競争優位
性を獲得する。 
このモデルでは、まずアントレプレナー的マインドセットが鍵となる要因として提示さ
れている。ここで用いられるアントレプレナー的マインドセットは、Zahra et al. (2000)が提
示した概念と同じ概念をもち、新しい機会を発見しようとする意志と熱意であり、不確実
性から利益をもたらすべく、そこに焦点をあててビジネスを検討する思考方法であり、ア
ントレプレナー的な機会に適応させたビジネスを実行しようとする意思である(McGrath & 
MacMillan, 2000)。また、アントレプレナー的行動を追求するよう個人や組織を導く価値、
信念、態度(Nordqvist & Zellweger, 2011)、個人により促進される創造性とともに、継続的イ
ノベーション、リニューアルを通した企業成長の視点として捉えられるものである(Ireland, 
Hitt, et al., 2003)。さらに、組織としてのアントレプレナーシップへの慎重さ、アントレプレ
ナー的機会の発見、リアルオプションなどアントレプレナー的フレームワークの構築を含
むものでもある(Ireland, Hitt, et al., 2003)。しかし、アントレプレナー的マインドセットがど
のようなものであるかは、研究者によって捉え方が異なっている。 
さらにモデルでは、もうひとつの要因として、アントレプレナー的企業文化とアントレ
プレナー的リーダーシップが示されている。企業文化は企業行動に影響を与えるものであ
り、同時に組織のメンバーの思考や言動にも影響を与える(Ireland, Hitt, et al., 2003)。さらに、
企業文化は組織メンバーだけでなくステークホルダーの行動や思考にも影響を与えるもの
である(Ireland, Hitt, et al., 2003)。それゆえ企業文化は、企業が競争優位の獲得に対する視点
をもって行動するか否かに対して影響を与えると同時に、組織メンバーの認知的フレーム
ワークやアントレプレナー的視点にも影響を与えるものである(Johnson, 2002)。企業文化の
中でも、アントレプレナー的企業文化とは、機会を発見し優位性を獲得するために効果的
とされる企業文化のことであり、この企業文化があることで、戦略的に資源をマネジメン
トして企業のアントレプレナー的努力を促進させ、多方面に渡る新規事業の開発の可能性
やイノベーション開発の可能性と創造性をひとつにまとめるものである(Ireland, Hitt,et al., 
2003)。しかし、この概念を尺度化するのは難しく、国によって異なる企業文化、さらにフ
ァミリービジネスでは、ファミリービジネスの企業文化も考慮しなければならないため、
本論文ではこの概念は用いないこととする。 
Ireland, Hitt, et al. (2003) が示したアントレプレナー的リーダーシップにより、組織はアン
トプレナー的マインドセットを実行するよう資源配分し、企業の戦略としてのアントレプ
レナーシップを通して、組織内にアントレプレナー的文化を育て、発展させていくことに
なる。アントレプレナー的リーダーシップは、アントレプレナー的企業文化の育成や発展
プロセスにおいて、企業や従業員の機会探求と優位性探求行動を強化させ促進させるため、
戦略的に資源をマネジメントし、アントレプレナー的戦略による影響を組織に浸透させ波
及させていくためのアントレプレナー的リーダーが持つ能力や行動、スキルである(Ireland, 
76 
Hitt, et al., 2003)。しかし、ファミリービジネスでは、エージェンシー理論やスチュワードシ
ップ理論から、リーダーシップだけでなくオーナーシップによるコントロール力の強さや、
経営に対する権限の強さが示されているため、本論文ではこの概念は用いないこととする。 
 戦略的アントレプレナーシップモデルでは、アントレプレナー的マインドセットとアン
トレプレナー的文化、アントレプレナー的リーダーシップは相互に影響しあい、企業の機
会探求と優位性探求行動に対する組織的な資源を管理する。そして、これらの行動サポー
トし、促進させ、企業の競争優位の土台を構築するために、企業内では次に戦略的な資源
マネジメントが行われる。戦略的な資源マネジメントは、資源ポートフォリオの構築、資
源の配置や配分、ケイパビリティへの資源の活用、多面的ケイパビリティのレバレッジな
どを含む包括的な資源管理行動である。戦略的資源マネジメントが効果的に行われること
で、企業内では創造性の適用とイノベーションの開発が行われ、競争優位性を獲得し富の
創造が行われることになるのである。 
 このモデルには、いくつか問題点も存在する。まず、機会探求行動が中心となっており、
優位性探求行動に関する要因が明確にされていないということである。戦略的資源マネジ
メントまでを構成する要因と概念はあるが、その後の要因は創造性の適用とイノベーショ
ン開発となり、その構成要素が明確ではない。そのため創造性の適用とイノベーション開
発から競争優位性までの優位性探求行動に関する構成要因が提示されていないのである。 
つまり、このモデルだけでは、機会を発見するためのトップやファミリーのアントレプレ
ナーシップへの意思や意図、志向、姿勢等からパフォーマンスの向上までを含めた、ファ
ミリービジネスにおけるコーポレート・アントレプレナーシップを分析することは難しい
ことになる。 
 もうひとつは Hitt et al. (2011)が指摘するように、個人、組織、社会というマルチレベルで
幅広いドメインからなる分析レベルの必要性である。Shepherd (2011)の指摘と異なる点は、
一連のプロセス内での分析レベルの相違ではなく、インプットとアウトプットにおける分
析レベルの違いにある。Hitt et al. (2011)は、Grant (1991)の経営資源の概念を用いてインプッ
トとして個人的資源、組織的資源、環境要因の 3 つを上げ、これらの 3 つが戦略的アント
レプレナーシップのプロセスにおいて、資源がオーケストラの演奏のように組み合わさり 1
つの音楽を奏でるようなオーケストレーションとして、資源の構築、バンドリング、レバ
レッジが行われた結果、アウトプットとして顧客に対する価値創造と競争優位性が得られ、
社会的利益、組織的利益、個人利益の 3 つの利益が得られるとする。企業に属する個人も
個人的資源を持ち、企業のアントレプレナー行動によって個人的利益を得るが、個人的利
益はかならずしも組織的利益とは一致しない。組織をアントレプレナー的組織への変化さ
せるプロセスでは、組織メンバーへの動機づけとして個人的達成感や満足感をモチベーシ
ョンのインセンティブとしてあげられており、企業としての財務利益だけが利益ではない。
分析モデルとしては、マルチレベルのインプットとアウトプットを検討する必要があると
いうことである。 
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3. 戦略的アントレプレナーシップの資源 
 
 上述したように戦略的アントレプレナーシップでは、富の創造における企業のパフォー
マンスの違いにおいて企業の持つ資源が大きな役割を持つとされるため、中心的理論には
資源ベース論が用いられている。Brush & Artz (1999)は、パフォーマンスに影響を与える企
業特有の資源が産業によって異なること、そしてその企業特有の資源によって企業は競争
優位を守ることができることを発見し、Ireland, Hitt, et al. (2003)は、戦略的アントレプレナ
ーシップのモデルの中で、企業が保有する資源、新しく獲得する資源を戦略的に利用し配
分することで、資源をマネジメントし、組織学習、創造的認知を組織内に広げ進めていく
ことが重要だと述べている。つまり、企業が蓄積し配分・配置した資源を保持し持続させ、
かつ新しい資源を創造するために、組織がタンジブルとインタンジブルの資源を用いて、
価値を創り上げられるよう戦略的に資源をマネジメントすることが富の創造には必要だと
いうことになる。 
戦略的アントレプレナーシップのコンテクストでは、企業が保有する資源の中でも、企
業が機会を実行するために資源ポートフォリオを構築し、ケイパビリティとして資源を束
ね、機会探求行動や優位性探求行動を統合してアントレプレナー的行動を企業内、組織内
で促進する時に必要な資源として、財務資本、人的資本、社会関係資本をあげている(Adner 
& Helfat, 2003; Sirmon & Hitt, 2003)。ここでは、ファミリービジネス特有の資源であるファ
ミリネスとしてもその特徴をあげ、アントレプレナー的行動を促進するために重要である
人的資本と社会関係資本について先行研究をまとめる。 
 人的資本は組織の成功には欠かせないものである(Hitt et al., 2001)。人的資本は、企業のも
つ業務能力としてのスキルと知識であり(Covin & Slevin, 2002)、企業のもつ知識とスキルの
ほとんどは人的資本であるといっても過言ではない(Hitt et al., 2001; Miller, 2002)。Hitt et al. 
(2001) は、戦略との相互作用において、人的資本が企業のパフォーマンスの向上に直接的
にも間接的にも影響を与えることを発見している。Hitt et al. (2001) の研究では、人的資本
に対して掛ったコストが利益を上回っているが、企業にとっては、コストがかかったとし
ても、利益以上の価値の創造と知識の増加が生じたことが発見されている。 
さらに、人的資本は企業の組織メンバーである従業員やマネージャーの個人的経験やス
キル、知識やケイパビリティからなるため、企業の目的やゴールを達成するためには、個
人的学習を通して、組織メンバーである従業員やマネージャーにさらなる経験や知識、ス
キルを蓄積させ利用できるように学習させなければならない。そのためには、資源の蓄積
と開発、価値の創造、資源への投資を軸とするアントプレナー的な組織行動を促進する戦
略的マネジメントによって、組織メンバーのスキルや知識、能力である個人的側面をまと
めていくことが必要となる(Snell, Shadur, & Wright, 2001)。組織が外部環境から得た知識を内
部化して吸収するためのキャパシティが、組織のアントレプレナー的行動を学習し、問題
を解決するという組織のケイパビリティになる(Kim, 1997)。つまり、組織メンバーである従
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業員およびマネージャーが、知識にアクセスし吸収する能力の如何が、価値を創造すると
いう企業努力に影響を与えることになる(Cohen & Levinthal, 1990)。企業にとって、個人の知
識やスキルを組織に統合し、効果的な人的資本として、アントレプレナー的機会の認識と
利用を幅広く様々なレベルで行うためには、個人の経験や知識の吸収能力を高めることで
組織の知識のキャパシティを大きくしなければならず(Van den Bosch, Volberda, & de Boer, 
1999)、そのため企業の知識吸収能力は、戦略的アントレプレナーシップの成功とつながっ
ていることが発見されている(Zahra & George, 2002)。 
しかし、企業において知識を吸収し蓄積するだけでは、企業がアントレプレナーシップ
を行うために役に立たず、知識を人的資本とするためには、それに伴う多種多様の行動を
個々人がとる必要がある。そのため組織のアントレプレナー的行動では、アントレプレナ
ー的リーダーの判断やトップ・マネジメントの意思決定やリーダーシップが、マネージャ
ーの意思決定や行動に影響を与え、従業員だけでなく組織全体の調整システムやコントロ
ールに影響を与える。つまり人的資本からなる部分が大きい組織的資本も、アントレプレ
ナー的行動に影響を与える資本である(Shepherd, Covin, & Kuratko, 2009)。 
Hitt et al. (2011)は、マルチレベルの戦略的アントレプレナーシップとして、個人、組織、
社会にとって価値を創造するための戦略的アントレプレナーシップのインプット・アウト
プットプロセスモデルを提示した。このモデルでは、戦略的な視点を持ってアントレプレ
ナーシップを行い、社会的、組織的、個人的ベネフィットを最終的なアウトプットとする
ために、インプットとして内部に影響を与える環境的要因、組織的資源、個人的な資源を
必要とする。そしてインプットとアウトプットの間にあるプロセスとしてリソースオーケ
ストラという概念が存在する。リソースオーケストラは、楽団であるオーケストラのよう
に、ひとつひとつの音をうまくまとめてあげてハーモニーを奏でるように美しいメロディ
を作り上げ、ひとつの素晴らしい曲として完成させることであり、環境的要因、組織的資
源、個人的資源のひとつひとつの資源をうまくまとめてハーモニーを作り上げて行くプロ
セスである(Hitt et al., 2011)。このプロセスでは、アウトプットとしてまず、消費者にとって
の価値の創造と組織にとっての競争優位性が示されている(Hitt et al., 2011)。そしてこの価値
の創造と競争優位性から富の創造と様々なベネフットが生まれ、最終的に社会的、組織的、
個人的ベネフィットが生じる(Hitt et al., 2011)。 
このモデルに提示されているインプット要因を、先行研究の知見から捉えると、人的資
本には個々人の資本と組織的資本が存在するため、個人のスキルと経験、ケイパビリティ
からなる個々人の資源は、このモデルにおける個人的資源である。組織がアントレプレナ
ー的行動をとりアントレプレナー的組織となるための組織学習の過程において、この個人
的資源である個人のスキルや知識の吸収能力が必要となる。吸収された知識のキャパシテ
ィは組織的資本である組織のケイパビリティになることから(Kim, 1997)、組織的資源と個人
的資源はリソースオーケストラというプロセスにおいて、うまく組み合わさりハーモニー
を保ちつつ組織のケイパビリティになるということである。そのため、組織の知識におけ
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る吸収能力とキャパシティを促進させるためには、個人の知識やスキルの蓄積や配分だけ
でなく、そのハーモニーや組合せも必要であると考えられる。 
社会関係資本は人的資本をしばしば強化するものであり(Burt, 1997; Lepak & Snell, 1999)、
知財の創造、組織学習、ユニット内や企業内の転換、イノベーションやアントレプレナー
シップなど、これらの組織的行動に対してその重要性が明らかにされている(Adler & Kwon, 
2002)。また社会関係資本とは、個々人の持つ資本である内的社会関係資本と、その内的社
会関係資本と組織の持つ資本である外的社会関係資本との関係によって生じる資本のまと
まりであり、組織行動を促進させるものである(Hitt et al., 2002)。 
内的社会関係資本が、企業にとって資本として効果的である場合、個々人の中に価値創
造の視点を持たせて、協働作業への意識を促進させることができ（Hitt et al., 2011）、組織内
の 2 者関係やグループ内やグループ間、組織内や組織間のメンバー同士の相互関係におい
て、ゴールに対する目的意識やゴールへの達成志向、利益達成への意識などを理解し合い、
共有し、信頼し合うことができる。グループ内、グループ間、および組織メンバーにおい
て相互の信頼がなければ、企業ではそのすべての行動に対して契約を行わなければならな
いため、内的社会関係資本は企業の内的、外的な取引コストを減少させる役割を担う
(Nahapiet & Ghoshal, 1998)。そのため競争優位を獲得し、アントレプレナー的な機会の利用
をサポートする方法として、企業は内的社会関係資本を使うおうとするが、内的社会関係
資本を企業内でアントレプレナー的な新たに発見した機会に利用し、競争優位とするため
には、内的社会関係資本を知識という形に変換し、組織内で共有できる形にして用いるこ
とになる(Hitt & Ireland, 2002)。 
 外的社会関係資本は、企業内部の中心的存在と企業外部で組織に関心を持つ存在との相
互作用や関係性を含むものである(Hitt & Ireland, 2002)。また、外的社会関係資本とは、組織
内で重要なポジションに立つマネージャー間、およびマネージャー、従業員間の社会的関
係や、いくつかの企業間のフォーマル・インフォーマルを含む戦略的提携を含む社会的関
係からなる資源でもある。すなわち外的社会関係資本は、それらの関係性において相互の
信頼同様、互恵関係を築くものである(Hitt et al., 2002)。このような互恵関係を通して、企業
は外的社会資本である新しい知識を資源として獲得し、潜在的な知識を吸収してそのキャ
パシティを広げるのである。 
 社会関係資本の先行研究を、Hitt et al. (2011)のマルチレベルの戦略的アントレプレナーシ
ップにおける個人、組織、社会にとって価値を創造するための戦略的アントレプレナーシ
ップのインプット・アウトプットのプロセスモデルにおいて、インプット要因にあてはめ
て検討すると、内的社会関係資本は組織的資本であり、外的社会関係資本は内部に影響を
与える環境的要因と考えられる。Hitt et al. (2011)の戦略的アントレプレナーシップのインプ
ット・アウトプットのプロセスモデルと先行研究では、資源および資本の分類方法や研究
の視点が異なり、また戦略的アントレプレナーシップにおける資源の扱い方やアウトプッ
トとしてのゴールやパフォーマンスの捉え方も異なるが、組織として戦略的な視点をもっ
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てアントレプレナー的行動をマネジメントする資源は同じであるといえるだろう。 
 さて、戦略的アントレプレナーシップでは、機会探求行動や優位性探求行動を統合して
アントレプレナー的行動を企業内、組織内で促進する時に必要な資源として、これらの資
源をあげている。人的資本、社会関係資本、財務資本を中心とした資源を構築または再構
築し、資源の束とし、潜在的価値を認識して機会を創造するために、戦略に対して資源を
レバレッジするなど、市場ダイナミズムのコンテクストに合わせた創造性を育て、イノベ
ーションへと導くことが戦略的アントレプレナーシップにとって重要であるが、これらの
資源をどのようにマネジメントするかについて、先行研究の蓄積はまだ十分ではない。 
Koestler (1964)は、これらの資源から創造性を導き、イノベーションを導くための行動プ
ロセスを異縁関係(bisociation)2)と呼んでいる。異縁関係は、個人が特に関係のない 2 つ以上
のスキルや情報のマトリックスを結合させるときに起こるプロセスであり、このプロセス
を行うことにより、個人の知識の幅をより広げることができるとされる(Smith & Di Gregorio, 
2002)。このプロセスによる情報のマトリックスは、個人や組織が保有する資源だけでなく、
顧客情報、市場などの環境情報を含めたものであり、それら情報に刺激を受けたアントレ
プレナーは資源状況、環境状況、顧客情報から現状を把握し、それら把握した情報から富
を創造する新しい機会につながる関係性を見つけ出し、アントレプレナーとしての知識と
スキルを創造して、アントレプレナー的行動を起こすとされる(Smith & Di Gregorio, 2002)。 
異縁関係には、Grant(1991)が提示した資源や能力をベースに企業の戦略を実行し、競争優
位を獲得するというアプローチの考え方が含まれており、資源や能力を企業や組織のアン
トレプレナー的行動につながる戦略のベースとしている。ここでは内部資源と能力が企業
の収益の源泉であり、これらの資源と能力を分析、評価、利用することで潜在性を見つけ
だして戦略の方向性を示し、資源と能力の拡張と改良が起こることが提起されている。つ
まり戦略的アントレプレナーシップでは、適切な資源を蓄積し、その資源を配分し資源間
のハーモニーをとってうまく組み合わせながらそれらを利用することが必要だと考えられ
る。 
 
 
4．戦略的アントレプレナーシップとファミリービジネス 
 
 戦略的アントレプレナーシップの研究分野において、ファミリービジネスを分析対象と
した研究はまだなく、ファミリービジネス研究においても戦略的アントレプレナーシップ
の概念を用いた研究は少ない。その理由としては、戦略的アントレプレナーシップ研究の
土台となっておいる戦略的マネジメント研究とアントレプレナーシップ研究の分析の対象
が異なっていたことによる、戦略的マネジメントでは大企業および上場企業が中心的な分
析対象であり、機会の探求より優位性の探求にその研究の焦点があてられていたこと、ア
ントレプレナーシップ研究では小規模企業やニューベンチャーのスタートアップが中心的
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分析対象であったため、優位性の探求よりも機会の探求行動に研究の焦点があてられてい
たことがあげられる。しかし、これまでのファミリービジネス研究に、戦略的アントレプ
レーシップの概念が取り入れてられていないわけではない。Hitt et al. (2011)は、大企業だけ
でなく中小企業やファミリービジネスでも、事業継続と発展に必要なものであると示唆し
ているからだ。 
ファミリービジネスは、大企業から中小企業までを含み、スタートアップから長寿企業
までを含むため、企業属性として分類しにくい。またファミリービジネスという枠組みを
用いて研究を行った場合、ファミリービジネスの枠組みにおいて業種業態、業界別に分類
した上で分析対象としなければならない。しかし Hitt et al. (2011）が述べたように、小企業
であれ大企業であれ、一般企業であれファミリービジネスであれ、事業の継続と発展に必
要なものが戦略的アントレプレナーシップであるとすれば、ファミリービジネスの長期存
続と持続的競争優位を分析するために、機会探求行動と優位性探求行動を研究する戦略的
アントレプレナーシップを視点とすることは必要である。 
 ここで戦略的アントレプレナーシップの視点をファミリービジネス研究に用いるにあた
って、問題点を整理しなければならない。 
第１に、戦略的アントレプレナーシップのモデルで指摘された分析レベルの問題である
が、これはファミリービジネスにおいても重要である。ファミリービジネスはオーナー経
営者のアントレプレナー的マインドセットやリーダーシップ、オーナーシップが企業文化
に大きな影響を与える事業形態である。創業者効果として創業者の理念や哲学がファミリ
ービジネスの中で受継がれ長く存続し、企業文化として企業経営に影響を与えるのはこの
ためであり(Sirmon & Hitt, 2003)、ファミリービジネスの伝統や創業者の精神を受け継ぐ後継
者が組織に与える影響は一般企業よりも大きい。また経営陣にもファミリーメンバーが参
画している場合も多く、経営的な意思決定やガバナンスの点でもファミリーという集団に
よる影響を大きく受ける(後藤, 2012e)。またエージェンシー理論からも明らかにように、所
有と経営が一致するオーナー経営者の権限が強ければ、組織全体へのコントロール力も強
くなり、それによってオーナー経営者の意思や判断が組織行動や組織学習を左右する場合
もある。すなわち、一般企業の場合よりもオーナー経営者による個人レベルのアントレプ
レナー的マインドセットやリーダーシップが、アントレプレナー的文化や組織レベルの戦
略的資源マネジメントに与える影響が大きいと仮定される。 
 これらの議論から、Zellweger et al. (2012)は、ファミリービジネスの分析レベルを、一般
企業である非ファミリービジネスの分析レベルと同じように考えるべきではないとしてい
る。ファミリービジネスにおけるアントレプレナーシップは、ファミリービジネス内のア
ントレプレナーシップの形や程度によって影響を受けるため、企業レベル、組織レベルと
して扱うべきである(McConaughy, Walker, Henderson,& Mishra, 1998)。さらに、資源マネジメ
ントという視点で捉えるならば、ファミリービジネスというファミリーとビジネスが重な
りあう企業形態では、知識や経験、暗黙知の増加や蓄積を、個人レベル、ファミリーレベ
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ル、組織レベルで区別することができない(Zellweger et al., 2012)。このため、ファミリービ
ジネスの組織メンバーおよびステークホルダーとしてのファミリーの存在は、アントレプ
レナー的行動の結果や意思決定にインパクトを与えるため、ファミリービジネスはファミ
リーという組織からなるファミリーレベルとして分析を行うことになる(Nordqvist & Melin, 
2010; Tagiuri & Davis, 1996)。つまり、ファミリービジネスは、ファミリーとビジネスの相互
に関係する二重性からなる企業形態であるため、ファミリービジネスの研究においては個
人や組織として区別するのではなく、ファミリービジネスというひとつの単位の分析レベ
ルとして区別するのが適切である(Zellweger et al., 2012)。本論文ではこの議論を用いて、フ
ァミリービジネスの分析レベルを個人や組織として区別することなく、ファミリービジネ
スによるファミリーレベルという分析レベルとして議論する。 
第 2 に、マルチレベルの戦略的アントレプレナーシップにおいて個人、組織、社会にと
って価値を創造するための戦略的アントレプレナーシップのインプット・アウトプットプ
ロセスモデルからファミリービジネスの問題点を捉えると、ファミリービジネスの企業と
しての目的や最終的なゴールは、企業の利益だけでなく、ファミリーメンバーの達成感や
事業の長期的な継続、企業の評判などであり、地域に密着し地域に根差した企業が多いこ
とから社会貢献にも積極的である。これらを踏まえると、インプットもアウトプットも個
人、組織、社会だけでなく個人、組織、ファミリー、社会というマルチレベルからなる分
析が必要であると仮定できる。また分析レベルとしてファミリーレベルを用いるのであれ
ば、やはり組織、社会、ファミリーとして捉える必要があるだろう。同時にファミリービ
ジネスはファミリネスという個人、組織、ファミリーが重なりあうことによる特有の資源
を持つため(Habbershon & Williams, 1999)、非ファミリービジネスの一般企業と異なり保有す
る資源もファミリービジネス特有のものがある。このため戦略的アントレプレナーシップ
の視点から、ファミリービジネスのアウトプットとしてのベネフィットを求めるためには、
インプットの資源として、ファミリネスを含む必要があるだろう。 
 本章では戦略的アントレプレナーシップの概念と、戦略的アントレプレナーシップに必
要とされるアントレプレナー的マインドセット、経営資源と、ファミリービジネスに戦略
的アントレプレナーシップに視点を用いる場合の問題点等を考察した。その上で、ファミ
リービジネスにおけるコーポレート・アントレプレナーシップに戦略的アントレプレナー
シップの概念を取り入れる理由は以下である。 
倉科(2008)は優秀なファミリー企業が存続したのは、資産の継承や事業継承がうまくいっ
たからではなく、代々の経営者が持つ事業発展のための企業家精神が旺盛であり、時代環
境の変化に合わせて柔軟な経営姿勢を示し、旺盛な企業家精神により大胆な経営を実行し
ているからだとしている(倉科, 2008)。そのため、ファミリービジネスとして経営的に比較
的安定していたとしても、既存事業を維持するだけでは、外部や内部環境の変化や経営環
境の変化、技術的革新やグローバル化に伴い競争優位を保持できなくなり、ファミリーメ
ンバーや次世代のファミリーメンバーの参加のために富と雇用を創出するには、組織が年
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月をかけて身につけてきた視点を置き換え、企業家精神であるアントレプレナーシップを
ファミリービジネス内で高揚させ、再活性化させ、コーポレート・アントレプレナーシッ
プに取組むことが必要であると考えられる。その際、トップが有する戦略的思考や意思決
定スタイル、イノベーション志向などが影響をあたえることになる(Kellermanns & Eddleston, 
2006)。つまり、ファミリービジネスがコーポレート・アントレプレナーシップに取組むに
は、トップやファミリーによる戦略的な視点によるアントレプレナーシップが必要である
と考えられる。 
このような理由から、前章で提示したファミリービジネスにおけるコーポレート・アン
トレプレナーシップの枠組みに欠けていた、トップやファミリーによる戦略的視点による
アントレプレナーシップについて、戦略的アントレプレナーシップの概念を取り入れるこ
ととした。そして、戦略的アントレプレナーシップの概念から、トップやファミリーのア
ントレプレナーシップへの意思や意図、志向、姿勢をアントレプレナー的マインドセット
という構成概念を用いることとする。 
 そこで、このアントレプレナー的マインドセットの概念を用いて、再度、ファミリービ
ジネスにおけるコーポレート・アントレプレナーシップの枠組みを提示する。本論文では、
この枠組みを用いて実証分析を行う。 
 
図 5.2 ファミリービジネスにおけるコーポレート・アントレプレナーシップの 
分析枠組み 
 
                
   
   
  
   
  
 
 
[注] 
1) 資源ベース論を用いた戦略的アントレプレナーシップによる起業家的企業については、
Alvarez & Barney (2002)に詳しい 
2) Koestler(1964)による異縁関係（bisociation）の基本は「単一の理論領界内での定型的な思
考と、つねに二平面以上で働く創造的な精神活動とを明確に区別するためのもの」であ
り、二元結合または双連性とも呼ばれる。 
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第 6 章 質問票調査の分析対象であるファミリービジネスの特徴 
 
 
1．インタビュー調査の分析対象と概要 
 
質問票調査に先駆けて、質問項目の検討と仮説構築、そして分析枠組みの再検討のため
に詳細なインタビュー調査を行った。インタビュー調査ではサンプルとして、過去 3 年間
でコーポレート・アントレプレナーシッ活動に取組んだことのあるファミリービジネス、
もしくは取組んでいるファミリービジネスであることを条件とした。他のサンプル条件と
して業種は限定せず、自社をファミリービジネスとして認識している企業であること、フ
ァミリービジネスの特徴としての条件として、後継者への継承が行われていること、株式
の所有比率と経営権の有無、世代をあげている。さらに、一般的な企業の寿命として 30 年
といわれていることから(日経ビジネス編, 1989)、創業から最低 30 年を経過した企業である
ことを条件としている。 
各調査対象企業の外部環境や社会情勢等による環境的、社会的影響を軽減するため、イ
ンタビュー調査対象の 7 社は企業年数が比較的近い企業、そして 2 代目および 3 代目が経
営に携わる企業を対象としている。さらに、インタビュー内容の統一化を図るため、フェ
イス・ツー・フェイスの半構造化されたインタビュー調査によりデータの収集を行った。
半構造化面接の質問は、STEP Project のインタビューガイドをベースに作成している。質問
内容の 8 項目については、第 2 章に示した通りである。 
量的データとしては、各社の企業概要(資本金、株主数、株の所有比率、株主におけるフ
ァミリーメンバー数、従業員数、総売上高、営業収益、営業利益など)が含まれる。 
これらの質問によるインタビューと、Kellermanns & Eddleston (2006)の Corporate 
Entrepreneurship 、Willingness to Change の質問項目と Mustakallio,Williams,Allen,& Avila 
(2002)のファミリービジネスの戦略的意思決定から意思決定の質、ファミリー同士の価値の
シェアなどの項目、Eddleston et al. (2008)から Comprehensive Decision Making と尺度の策定
で用いられた Knight, Pearce, Smith, Olian, Sims, & Flood, (1999) の研究から Agreement 
Seeking の項目を用いた 5 段階評価による質問への回答を、インタビューを行ったファミリ
ービジネスの経営者に直接、依頼した。各企業では、代表権を持つオーナー経営者もしく
は事業継承することが決定している後継経営者、ファミリーメンバーの経営陣のうち 2 名
にインタビュー調査を行った。 
コーポレート・アントレプレナーシップ活動の成否は、経営者にコーポレート・アント
レプレナーシップ活動に取組んだことでパフォーマンスが向上したか、もしくは利益が増
加したか、他企業よりも利益が上がったか否かという質問を行い、判断している。 
インタビュー調査を行った企業の概要は表 6.1 の通りである。 
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表 6.1 インタビュー調査を行ったファミリービジネスの企業概要 (N=7) 
 
 A 社 B 社 C 社 D 社 E 社 F 社 G 社 
業種 輸入販売 原料卸業 製造販売 材料卸業 不動産業 輸入販売 製造販売
従業員数 130 名 90 名 320 名 40 名 25 名 20 名 21 名 
企業年数 65 年 66 年 70 年 78 年 56 年 80 年 82 年 
総売上 48 億 80 億 90 億 16 億 12 億 5 億 16 億 
大株主 代取社長 代取会長 代取会長 代取会長 代取社長 代取会長 代取会長
大株主年代 60 代前半 70代前半 80 代前半 70代後半 60代前半 70代後半 80代前半
現経営者 同上 代取社長 代取社長 代取社長 同上 代取社長 代取社長
社長年代 60 代前半 40代前半 50 代後半 40代後半 60代前半 40代前半 50代後半
F 経営陣 3 名 2 名 3 名 5 名 4 名 2 名 3 名 
非Ｆ経営陣 1 名 3 名 3 名 3 名 1 名 1 名 2 名 
F 従業員 2 名 1 名 2 名 2 名 2 名 2 名 0 名 
 
 
2．インタビュー調査の結果 
  
 ここでは、インタビュー調査により、コーポレート・アントレプレナーシップ活動にお
ける各社の概要とその特徴をまとめる。 
 業種は輸入販売業が 2 社、製造販売業が 2 社、原料、材料の卸業が 2 社、不動産業が 2
社である。 
従業員数は最も多いのが C 社の 320 名、次いで A 社が 130 名、B 社が 90 名となっており、
これらの会社は総売り上げも多く、C 社は 90 億円、A 社は 48 億円、B 社は 80 億円である。   
大株主と代表取締役が同じ会社は A 社と E 社、他の企業は代表取締役会長が大株主とし
て存在し、現在の経営者である代表取締役社長だけでなく、大株主が代表権を持っている。
しかし、D 社、G 社では代表取締役会長が大株主で代表権を持つが、実質的な経営権や意思
決権を現経営者である社長へ移譲している。 
大株主と代表取締役社長が一致している企業では社長の年代が 60 代であり、先代の経営
者は既に他界している。 
企業年数は 56 年～80 年になり、A 社と E 社は 3 代目の経営者である。他の企業は大株主
である代表取締役会長が 2 代目、後継である代表取締役社長が 3 代目にあたる。 
大株主として代表取締役会長が存在する企業では、会長の年代は 70 代～80 代、後継経営
者である代表取締役社長の年代は 40 代～50 代である。 
トップ・マネジメントとしての経営陣の人数は、3 名～8 名であり、経営陣に占めるファ
ミリーメンバーの数は、7 社ともに半数以上に上る。株主や経営陣でないファミリーメンバ
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ーが従業員として勤務している企業は 6 社である。 
次に、コーポレート・アントレプレナーシップ活動に関してまとめたものが表 6.2 である。
過去 3 年間、コーポレート・アントレプレナーシップが実施され、それに成功したファミ
リービジネスは 4 社である。新製品の投入を行ったのは 5 であり、7 社ともに新しい市場を
開拓しようと努力している。現行事業における商品やサービス、技術等の改善を行ったの
は 6 社になる。既存事業とは異なる、もしくは既存事業に関連した新規事業の創造は 3 社
の A 社、D 社、E 社で、A 社は既存事業の商品のメンテナンス部署を立ち上げ、修理技術
を持つ人材の育成のため人材育成事業を始め専門性を高めている。既存組織の再生はせず、
新しい事業部が組織化されて、そこに加わっている。 
D 社は既存事業で扱ってきた商品の市場自体が社会環境の変化で縮小したことから、業態
は卸業のまま扱う商品自体を変え、組織や体制だけでなく販売方法や流通方法も変更、CRM
を導入し市場と顧客層が大きく変えている。 
E 社は代々所有の不動産を利用してホテル業に乗り出し、現在 2 つのホテルを所有、運営
を行う。既存組織は変えず、新事業部が加わる。G 社は既存事業を海外へと展開し、国内の
支店直営店という既存事業のやり方を変え、現地でのフランチャイズシステムを構築、現
地での製造販売ルートを確立しビジネス展開を行っている。 
 
 
表 6.2 コーポレート・アントレプレナーシップ活動 
 
 A 社 B 社 C 社 D 社 E 社 F 社 G 社 
CE 成否 ○ × × ○ ○ × ○ 
新商品投入 ○ ○ ○ ○ ○ × × 
新市場開拓 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
現行の改善 ○ ○ ○ ○ × ○ ○ 
新規 BS ○ × × ○ ○ × × 
戦略的リ ○ × × ○ × × × 
組織再生 × ○ ○ ○ × × × 
ドメイン ○ × × ○ ○ × ○ 
 
 
戦略的にリニューアルしようと努め、リニューアルできたのは A 社と D 社の 2 社のみで
ある。これらは既存市場の変化に伴い、企業として獲得してきた優位性による利益の向上
が見込めなくなってきたことにより、事業の柱をこれまでとは違う事業に求め、新しい市
場を開拓するべく戦略を変更させている。 
組織の再生として組織の編成や組織構造を変化させたのは、3 社、ドメインを変更したの
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は 4 社である。 
コーポレート・アントレプレナーシップ活動が成功しなかったファミリービジネスでは、
既存商品やサービスの改善、技術力等の改善、既存事業にそった新製品等の投入を行い、
市場シェアや新規顧客獲得のため、インターネットによる物販と流通を開始している。し
かし、これらのファミリービジネスほど、組織の再編や再生を行って組織の活性化を図っ
ていることがわかる。 
 
 
3．質問票調査の分析対象 
 
質問票調査のサンプル対象とするファミリービジネスは、Babson College の STEP Project 
(Nordqvist & Zellweger, 2010)2)のケースサンプル基準に則って、以下のような条件を基準と
した。 
1 )家族親族で所有する株式が 50％以上となるオーナー経営の企業であること 
2) 従業員が最低 10 人以上いる企業(派遣社員を含む) 
3) 過去に事業承継が行われている企業、もしくは創業者がいるが 2 代目が後継者として取
締役にすでに就任している企業 
4) 創業、企業から 30 年以上が経過している企業である 
 
 この他に、質問票調査を依頼する段階で、自社をファミリービジネスとして認識し後継
者への継承が行われている企業を対象としている。その上で東京青年会議所、日本青年会
議所、ライオンズクラブ、銀座百店会、ファミリービジネスネットワーク、東都のれん会、
銀実会などに所属する、もしくは所属していたファミリービジネスを中心とし、業種業態、
地域を限定することなく、幅広くサンプルの収集を行っている。 
経営活動や業績に関する質的および量的データは、質問票調査の他に、対象企業の企業概
要やホームページ、国内のデータベース(帝国データバンク、日経テレコン 21、東京商工リ
サーチなど)などから収集している。 
以下では、質問票調査を行ったファミリービジネスの対象企業の概要と、ファミリービ
ジネスの社内のアントレプレナーシップ活動の全体的な特徴および傾向を記述していく。 
 
 
4．質問票調査の分析対象企業の概要 
  
質問票調査に協力したファミリービジネスの規模などの企業属性やファミリーの関与に
関する特徴など、対象企業の概要を以下に示してみる。ここでいう先代経営者とは、オー
ナー経営者もしくは経営陣の一人であるが、取締役として経営に参画している後継経営者
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がいる場合の経営者を指す。調査を依頼したファミリービジネスは 350 社、回収されたサ
ンプルは 114 社、うち 1 社は企業規模が 1500 人を越えるグローバル企業であり、もう 1 社
はオーナー社長のみで経営されている個人経営の企業であったため、対象サンプルから省
くこととする。 
  
対象サンプル数：112 社 
調査期間：2011 年 6 月～2012 年 3 月 
調査方法：対象企業の経営者へ手渡しによる直接の依頼、もしくは郵送による依頼または
会員名簿から対象企業を選び郵送による依頼、回収は郵送か FAX にて返送。 
   確認および追加の質問項目については、後日、メールおよび電話にて回答を求める。 
 
調査対象企業：経営者および主要経営陣に創業者一族が加わり、かつ最大株主(50％以上)
である企業、少なくも 2 世代がファミリービジネスに関わり、従業員
が最低 10 人以上いる企業。創業・起業から 30 年以上経過している企
業 
調査対象者：対象企業のオーナー経営者もしくは取締役として経営に参画する後継 
経営者 112 人、平均年齢 53.1 歳、男性 110 人、女性 2 人 
経営に参画する先代経営者の平均年齢  72.6 歳 
経営に参画する後継経営者の平均年齢  46 歳 
調査票回収率：32％ 
 
 
表 6.3 質問票調査対象企業：業種別 (N=112) 
 
業種 会社数 業種 会社数 業種 会社数 業種 会社数
精密機器 5 その他製品 8 卸売業 6 建設 8
石油・石炭 2 不動産 14 化学 2 小売業 12
繊維製品 3 陸運 8 機械 5 サービス業 8
倉庫・運輸 1 医薬品 2 金属製品 5 飲食サービス 23
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表 6.5  調査体調企業：従業員数（派遣・パートを含む） 
 
従業員数 企業数（％） 
10～19 人 26（23％） 
20～49 人 35（31％） 
50～99 人 24（22％） 
100～199 人 11（10％） 
200 人以上 16（14％） 
 
最小従業員数    10 人   最大従業員数   730 人 
平均従業員数   97.7 人 
 
 
 
 
 
       表 6.6  調査対象企業；企業年数（質問票調査時） 
 
企業年数 企業数（％） 
30～50 年 24（21％） 
51～80 年 45（40％） 
81～100 年 21（19％） 
101～200 年 15（13％） 
201～300 年 4（4％） 
301 年以上 3（3％） 
       
 最短企業年数 31 年   最長企業年数 321 年 
       平均企業年数 82.12 年 
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  表 6.7  調査対象企業：代表取締役の世代 
 
代表取締役の世代（何世代目か） 企業数（％） 
2 世代目 24（22％） 
3 世代目 46（42％） 
4 世代目 15（14％） 
5 世代目 8（7％） 
6 世代目 5（4％） 
7 世代目 3（3％） 
8 世代目 5（4％） 
9 世代目 0（0％） 
10 世代目 2（2％） 
11 世代目 2（2％） 
12 世代目 1（1％） 
13 世代目 1（1％） 
 
 
 
取締役の概要 
企業の取締役数の平均値  4.4 人 
   最多取締役数    17 人      最少取締役数  3 人 
 
全取締役におけるファミリーメンバーの取締役数の平均値   2.5 人 
   最多取締役数    6 人       最小取締役数  1 人 
 
株主の概要 
ファミリーメンバーの株主数の平均値            3.9 人 
   最多株主数     20 人       最小株主数  1 人 
   この場合の株主は持株会社、姉妹会社、子会社等は含まず、個人の株主 
 
所有と経営に関する概要 
代表取締役が大株主でおり、所有と経営が一致している企業      92 社（全体の 82％） 
112社のうち先代が存命中の企業                  60社（全体の 54％） 
先代が存命中の 60 社のうち先代が代表取締役として経営に参画している企業   30 社 
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先代が存命で代表取締役である 30 社のうち、先代が実質的な経営権を握る企業    14 社 
   30 社のうち後継経営者が実質的な経営権を握っている企業          16 社 
   30 社のうち先代経営者が実質的な経営権を握り最終意思決定も先代       4 社 
30 社のうち先代が実質的な経営権を握り最終意思決定は後継経営者       7 社
30 社のうち先代が実質的な経営権を握り最終意思決定は取締役会       3 社 
      30 社のうち後継経営者が経営権を握り最終意思決定も後継者の企業      22 社 
   30 社のうち後継経営者が経営権を握るが最終意思決定は取締役会        8 社
先代が存命の 60社のうち先代が取締役として経営に参画している企業        14社 
      60 社のうち先代が株主としてのみ事業に参加している企業      12 社 
      60 社のうち先代が引退している企業                 6 社 
 
112 社のうち先代が大株主の企業                30 社（全体の 13％） 
112 社のうち姉妹会社やファミリーの持株会社が大株主の企業   5 社 （全体の 5%) 
112 社のうち先代の妻（後継経営者の母）が大株主の企業      3 社 (全体の 3%) 
112 社のうち最終的な意思決定の役割を取締役会が担う企業    9 社（全体の 8％） 
 
事業内容 
創業時から主たる事業を変更した企業       20 社（全体の 18％） 
創業時から主たる取扱商品を変更した企業     12 社（全体の 11％） 
 
 
 以上、質問票調査対象企業の概要を見ると、調査対象者であるオーナー経営者および後
継経営者の平均年齢は 53.1 歳と比較的高い。これは先代経営者が取締役として経営に参画
している企業が 30 社ほどあり、先代経営者の平均年齢が 72.6 歳と高齢の為である。日本の
中小企業の経営者の平均年齢は 1985 年が 53.1 歳、2004 年では 58.6 歳であり 1) 、本論文の
サンプルの平均年齢は、現在の日本の中小企業の経営者の平均年齢よりもやや下回ってい
るが、それほど離れていないことになる。 
経営者の年齢と企業のパフォーマンスなどとの関係では、経営者が高齢になるほど、ま
た経営者として就任期間が長いほど企業の成長率に負の影響を与えるという先行研究の発
見結果(宮島ら, 2002)や、経営者の年齢は従業員数の成長に負の影響を与えるという調査結
果 2）がある。また経営者を人的資源として資金調達との関係を分析した先行研究では、経
営者の年齢が高く就任期間が長いほど、資金調達には正の影響を与えるということが発見
されている(本庄, 2006)。ファミリービジネスにおけるコーポレート・アントレプレナーシ
ップの取組みでは、企業の成長と同時に、企業の存続や発展のための資金調達も必要であ
ることから、本論文では経営者の年齢によってコーポレート・アントレプレナーシップの
取組みが影響を受けるか否かについての分析は行わない。 
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経営者を性別にみると、男性が 110 人であり、女性はわずか 2 人しかいない。昨今では、
女性経営者も多くみられるようになってきたが、後継経営者として事業を承継するのは、
今でも男性が主であるといえる。 
業種別では、倉科(2003)による日本の上場しているファミリー企業についての研究の調査
結果に示されている、業界別ファミリー企業業績一覧のオーナー経営者企業、創業者一族
が大株主の企業の業種別会社数の割合と、質問票調査を行ったファミリービジネスの業種
別の割合がほぼ同じであることから、本論文のサンプルが日本のファミリービジネスの業
種別割合の縮図としてみることは可能であろうと考える。 
結果を業種別にみると、飲食サービスの比率が高く、和菓子の製造販売、日本食、鰹節、
海苔やお茶といった日本独自の食文化を伝統として伝え続けるファミリービジネスの存在
が多い。次いで不動産業の比率が高いが、これは 21 世紀に入ってから景気の後退や社会情
勢から、本業からの収益が減少したため、業種業態を変更したファミリービジネスが多い
ためである。また銀座や日本橋など老舗の多い地域の再開発や、繁華街への外資企業の参
入により、街自体が変化してしまい、これまでとは違う顧客層に変化し顧客ニーズが変わ
り、異なる文化や地域性が生じたことで、本業より貸しビル業などの不動産業に転業する
ファミリービジネスも多い。 
企業規模では中規模企業が多く、売上 50 億円以下、従業員が 100 人未満の企業が多いこ
とがわかる。企業年数では創業から 80 年前後のファミリービジネスが多く、このような企
業は主に 3 代目が経営の中心を担っている。 
ファミリービジネス内の取締役数の平均数は 4.4 人、うちファミリーメンバーは 2.5 人で
あり、以前の会社法に則った株式会社の体裁を持つ企業がファミリービジネスに多いため、
このような人数になったと考えられる。 
 所有と経営の一致度をみると、大株主が代表取締役として就任しているファミリービジ
ネスは 92 社で、全体の 82％に上り、日本のファミリービジネスは主に、オーナー経営者に
よってマネジメントされている企業形態であることがわかる。先代が存命であるファミリ
ービジネスは半数であり、先代が経営に参画しているのは 30 社、そのうち、先代が実質的
な経営権を握る代表取締役として実際に経営権を握っているファミリービジネスは 14 社で
ある。先代と後継経営者が共に代表権を持つファミリービジネスは 9 社、先代のみが代表
権を持つのは 5 社である。実質的な経営権を先代が持ち、最終的な意思決定も先代が行っ
ているファミリービジネスは 4 社、実質的な経営権を先代が持ち、最終的な意思決定を後
継経営者が行っているファミリービジネスは 7 社である。ファミリービジネスの中でも先
代が代表権を持ちながら、実質的な経営はや意思決定は後継経営者に任されている企業や、
実質的な経営と最終的な意思決定が先代と後継経営者に分かれている企業があることがわ
かる。また組織が比較的大きく後継経営者の年代が若い場合は、最終的な意思決定を取締
役会が担っているという企業も存在する。 
 創業時から変わらぬ事業を継続しているファミリービジネスは 92 社、事業やドメインを
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変更したファミリービジネスは 20 社、事業の変更にはスーパー経営から不動産賃貸管理に
事業転換した例など、物理的資産である土地建物を有効活用するため不動産業に業種転換
した企業が 8 社ある。和服や和装小物を扱っていたファミリービジネスが市場の縮小に伴
い、取扱い商品をギフト商品に変更した例、煙草やライターを扱っていたファミリービジ
ネスが文房具を主たる取扱い商品に変更した例など、市場の急激な縮小や市場環境の変化
に伴い主たる取扱い商品を変更したファミリービジネスは 12 社である。 
 
 
5．社内のアントレプレナーシップ活動に関する調査結果 
 
 対象企業であるファミリービジネス 112 社の経営環境、および社内のアントレプレナー
シップ活動についてまとめたものが以下である。第 4 章のファミリービジネスにおけるコ
ーポレート・アントレプレナーシップの先行研究のレビューから、ファミリービジネスに
おける社内のアントレプレナーシップ活動の特徴を分析した。調査内容は以下の項目でま
とめた。 
1) ファミリービジネスとして企業が目指すゴール 
2) 社内のアントレプレナーシップ活動の実際 
3) 社内のアントレプレナーシップ活動におけるオーナー経営者の役割とアントレプレナ
ーとしての実際 (機会発見と実施・コントロールの状況) 
4) ファミリービジネスとして社内のアントレプレナーシップ活動に取組む場合のファミ
リーの関与 
5) ファミリービジネスの持続的競争力の獲得と保持に必要なもの 
 
まずファミリービジネスが目指すゴールについての結果を示すと、図 6.2 のようになる。 
ファミリービジネスの経営目的の研究では、早期からパフォーマンスや利益の確保、成
長だけではない可能性が示唆され(Daily & Thompson, 1994)、収益性向上や成長の他にファミ
リーの富の増大や(Grennwald & Associates,1995)、企業の存続が発見されている(Hoy & 
Sherna,2009)。パフォーマンスも一般企業の企業目的である財務的パフォーマンスや社会貢
献などの社会的パフォーマンス以外に、非財務的パフォーマンスやアントレプレナー的パ
フォーマンスなどが示されている(Nordqvist & Zellweger,2010)。これらの先行研究からファ
ミリービジネスの企業目標を 8 つあげ、企業として目指すゴールについて順に 3 つ選んで
もらった結果が以下である。目指すゴールとして、質問項目に市場のシェアを提示したが、
この項目については、返答がなかったため削除している。 
1 番目の企業目標もしくはゴールとして、ファミリービジネスのオーナー経営者、後継経
営者が選んだのは顧客満足である。次いで利益の確保、そして事業承継と事業の継続とな
った。2 番目の企業目標もしくはゴールには、従業員満足度が選ばれ、次は顧客満足そして
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利益となる。3 番目は事業承継が高く、次いで企業の成長となった。顧客満足を 1 番目の企
業の目標もしくはゴールに選んだ企業は 2 番目に従業員満足選ぶ比率が高く、3 番目に事業
承継と継続を選んでおり、その企業数は 20 社である。また１番目に利益を選んだ企業 20
社のうち、2 番目に社会貢献を選び、3 番目に成長を選んだ企業は 10 社である。 
 
 
図 6.2  ファミリービジネスとして企業が目指すゴール 
 
 
 
 
この結果から、オーナー経営者もしくは後継経営者、オーナー経営者および後継経営者(以
下、トップと略す)の視点が、顧客に向いた企業経営を行い顧客目線を中心としているのか、
従業員を大切にすることで企業を盛りたてて行く従業員目線であるのか、もしくは企業を
社会の公器という意識から、顧客や従業員すべてに対する社会貢献という視点を持ち企業
を存続させていくかという、視点の違いがある可能性が示唆できると考える。しかし、こ
れらの視点は企業の年数、伝統、規模、地域性によっても影響を受ける可能性を否定でき
ない。 
ファミリービジネスのゴールについて Tagiuri & Davis (1992)は、ファミリービジネスのゴ
ールの幅広さや非財務的ゴールの存在を発見している。非財務的ゴールとして、従業員の
満足度、財務的健全性、製品、個人的な進歩、企業の市民性、雇用の安定性が発見されて
いる。図 6.2 でも、顧客満足、従業員満足、社会貢献、企業価値などがゴールとされている
ことから、ファミリービジネスでは幅広い非財務的ゴールが存在することがわかる。 
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また、ファミリービジネスとして企業が目指すゴールとしては、やはり本調査でも事業
承継と事業の継続があげられた。これは先行研究でも明らかにされているファミリービジ
ネスの特徴のひとつであり(後藤, 2009)、一般企業とは異なる企業目標としてファミリービ
ジネスであるがゆえに持っている目標であるとされる。 
対象企業において、どのようなアントレプレーシップ活動が実施されたかに関しては、
記述方式の質問票調査、およびインタビュー調査によって事業の転換、取扱い商品の変化、
企業内イノベーションなどについて調査を行った。また対象企業のパンフレットやホーム
ページ、可能であれば帝国データバンクや東京商工リサーチによる企業調査結果により、
事業の転換や商品、サービスの転換や変化を確認している。 
社内のアントレプレナーシップ活動が、実際、企業活動としてどのようなものを指すの
かについては、コーポレート・アントレプレナーシップの定義「既存企業の内部のチーム
が、現在もっている資産、市場、能力を活用しつつ、それらとは一線を画した新規ビジネ
スを考案し、育成し、市場投入し、管理する活動プロセスが社内起業である。(Wolcott & 
Lippitz, 2009)」と、既存事業の活性化、戦略のリニューアル、既存組織の変化や再生(Morris 
et al., 2008)であるという定義に基づいている。この定義に基づき、以下の 5 つについて、調
査対象企業が過去 3 年間、企業としてどの程度取組んできたかを 5 段階評価(5：積極的な取
組み～１：取組みなし)で示したものが図 6.3 である。 
1) 新しい戦略に基づいた新製品・新サービスの投入 
2) 新規事業のための組織改革や人材育成 
3) 新規プロジェクトへの取組み 
4) 既存事業のイノベーションへの取組み 
5) 新しい機会の発見について、 
 
この結果から、ファミリービジネスの社内のアントレプレナーシップ活動では、新しい
機会の発見を積極的に行っているファミリービジネスは、4 段階と 5 段階を合わせると 68
社になり約半数に上る。また新規プロジェクトへの取組みより、既存事業へのイノベーシ
ョンの取組みを積極的に行い、既存事業のイノベーションに力を入れているファミリービ
ジネスが全体的に多いことがわかる。新規プロジェクトへの取組みを積極的に行っている
ファミリービジネスも 24 社と多く、イノベーションの取組みを積極的に行っているファミ
リービジネスは、同時に新しい機会の発見も積極的に行っている。これらの結果から、フ
ァミリービジネスでは、新しい機会の発見が、新規プロジェクトだけでなく、既存事業の
イノベーションに対しても行われていると考えられる。反面、新製品や新サービスの投入
に積極的ではないファミリービジネスもある程度、存在することから、伝統や歴史に培わ
れた商品を変える、サービスを変えることが、ファミリービジネスの競争優位性や価値を
損なう可能性も否定できないということであろう。 
新しい機会の発見を行っていないファミリービジネスは 2 社のみであり、この 2 社はい
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ずれも貸しビル業を営む不動産業である。これらの結果を Christensen (1997)が提唱したイノ
ベーションに当てはめると、従来の製品、既存事業の製品やサービスの価値を破壊する恐れが
あるような、全く新しい価値を生み出す破壊的イノベーションよりも、既存事業における既存
製品やサービスを発展させることに力を入れており、従来製品の改良を進める持続的イノ
ベーションが中心となっている。また新しい戦略に基づいた新製品や新規サービス、新規
事業における組織改革や人材育成も、既存事業の価値を損なわず、それを補完するような
ものが多いことが質問票結果から、ファミリービジネスの社内のアントレプレナーシップ
活動は、ファミリービジネスの伝統を守るという意味においても持続的イノベーションに
よる企業活動であることが理解できる。 
 
 
 図 6.3 社内のアントレプレナーシップ活動について 
 
 
 
 
次に、社内のアントレプレナーシップ活動において、新市場発見、新商品や新サービス
の提案など機会の発見を担う者、発見した機会について提案されたアイディアやビジネス
プランを実施・コントロールする者、もしくは部署等についての調査結果を表 6.8 に示す。 
この結果から、112 社中 78 社が、機会の発見とそれに対するアイディアやビジネスプラ
ンの実施・コントロールの実際の両方を、トップ自らが行っていることがわかる。機会の
発見では 112 社中、92 社がその役割をトップが担っており、企画部や社員が機会を発見し
事業に発展する機会は少ないことを示唆している。またその実施やコントロールに関して
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も中心的な役割はトップが担っており、一般企業のようにマネジメントレベルによる役割
分担が明確ではない可能性を示唆される。この結果は、中小企業庁(2009)によって明らかに
された中小企業のイノベーションの特徴としてあげられた、中小企業の経営者は、経営者
自身が方針策定から現場での創意工夫までリーダーシップを取って取組んでいるという特
徴と同じである。このため、ファミリービジネスのコーポレート・アントレプレナーシッ
プにおいて、トップがアントレプレナーの可能性は高く、実施や実行についても、トップ
の権限によるコントロールや意思決定の影響は強く、役割は多岐に渡ると考えられる。 
     
 
              表 6.8 機会発見と実施・コントロールの状況 
 
  実施・コン トロール    
  経営者 取締役会 取締役 幹部社員 各部・チーム 
 機 経営者   78   2   9   3  
 会 取締役   1   3   5   
 発 企画部等   3   2     1 
 見 幹部社員   2    1   
 社員    2    
 
 
 次に、ファミリービジネスの社内のアントレプレナーシップ活動において、意思決定プ
ロセスとファミリー要因についてみてみる。意思決定プロセスに関しては、インタビュー
を行った対象企業７社の結果から、オーナー経営者の意思決定プロセスを中心に捉え①経
営の実権を握るファミリーメンバーが独断的、一方的に決定する独断型、②自分の意見や
状況などは説明するが、意見は聞かず、決定を曲げることがない押切型、③自分の意見や
見通しなどを説明し、納得させる承認型、④決定した上で、ファミリーメンバーの意見を
聞きながら方法や、資源の配分等を調整する調整型、⑤最初からファミリーメンバーや経
営陣を交えて意見を交わす参加型というプロセスに分類している。企業内の意思決定にお
いて、定例会議が行われているか否かという点と、ファミリーメンバーの合意として、決
定権を持つファミリーメンバーの決定に合意しているのか否かを調査し、ファミリーメン
バーの対話としてファミリーメンバーによるコミュニケーションの頻度をみている。 
 これらのインタビュー調査の結果とその要因を前提として、家族親族の対応を中心に新
規ビジネスの実行に関する反応を意思決定プロセスとしてファミリーの関与の仕方を 6 つ
に分類して、調査した。分類は以下になる。 
①納得できれば賛成する承認型 
②説明や話は聞くが何も言わずに任せきりという依存型 
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③個人的に話し合うという個人型 
④参加型 
⑤調整型 
⑥独断型 (押切型を含む) 
この結果は図 6.4 の通りである。 
 
 
図 6.4 意思決定プロセスにおけるファミリーの関与 
 
 
 
 
社内のアントレプレナーシップ活動における意思決定では、ファミリーの関与は承認型
が多く 42 社(37％)、次いで依存型の 29 社(26％)、調整型が 19 社(18％)、個人型 10 社(9％)、
参加型 7 社(6％）、独断型 4 社(4％)となっている。独断型と返答したファミリービジネスは、
オーナー経営者として先代の経営者が所有と経営の実権を握っている企業か、オーナー経
営者が代表取締役に就任してからの任期が長期に渡っている企業である。意見やアドバイ
スに伴って、アントレプレナーシップ活動を行う場合、ファミリーメンバー間で調整は行
うが決定は任せるという調整型より、ファミリーメンバーがオーナー経営者から、企業の
方向性や状況説明は受けるが、それに対して何も言わずに任せきりという依存型のファミ
リービジネスが 26％に上る。承認型のファミリービジネスは 42 社であり、このうち先代経
営者が存命である企業が 28 社になる。これらのファミリービジネスでは、先代経営者が経
営に参画せず、株主やアドバイザー的存在である場合も多く、ファミリーメンバーと先代
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の両方から承認を得るという企業が多い。依存型のファミリービジネスは 29 社であり、全
取締役の平均人数が 4.1 人、うちファミリーメンバーによる取締役数の平均人数が 2.8 人と、
全体の平均よりもファミリーメンバーの取締役に占める割合が高くなっている。また先代
経営者が企業の経営に関与している企業が 20 社と多く、これは先代経営者が後継経営者の
意思決定に任せるという意思表示を企業内、もしくはファミリー内で最初から行っている
結果であろうと考えられる。 
 次に社内のアントレプレナーシップ活動を行うにあたり、ファミリービジネスとしての
持続的競争力の獲得と保持に、自社として必要なものは何か、という問いについて調査を
行った。調査項目は 7 つとし、先行研究の知見からファミリービジネスに特徴的な要因を
まとめ、表 6.1 のインタビュー調査を行った 7 社のインタビュー結果から、伝統と革新、本
業と新規ビジネス、長期的ビジョンと短期的ビジョン、現状維持とリスクテーキングや戦
略転換、リスク回避とリスクコントロール、マネジメントや管理能力の育成と機会を発見
する能力の育成、従業員との協働作業とコントロールの各要因を両極とする質問票調査を
作成し、調査を行った。図 6.5 にその結果を示す。 
ファミリービジネスでは伝統を守ると同時に、事業や会社を維持し発展するため、新し
い挑戦や革新を行わなければならない。しかし、図 6.5 の結果から、ファミリービジネスで
は、革新を行う上で本業からはずれない事業を行うことが重要視されていることがわかる。 
また Dreux (1990)が示すように、短期的ビジョンより長期的ビジョンに立って、企業存続
を目標として経営を行う傾向が強いことが、この結果からも示された。現状維持とリスク
テーキングでは、イノベーションに取組む際にみられるオーナー経営者のリスクを回避し
ようとする行動(Morris, 1998)、変化を好まず現状を維持しようとして変化に対して抵抗する
(Levinson, 1987)、リスクテーキングによって用いられたり投資されるだろう企業資産や、リ
スクテーキングによって資産や企業や事業の価値が減少するのを嫌うため、それを回避し
ようとする行動（Habbershon & Williams, 1999)、資産や資源、価値を損なうのを嫌い成長戦
略やアントレプレナー行動を阻んだり禁じようとしたり(Carney, 2005)、現状維持に固執する
傾向が強いなどがあげられる（Ward, 1987）。図 6.5 の結果は、これら先行研究の結果に近い
結果となった。つまり、リスクを積極的にコントロールしていくよりも、回避するほうが、
競争力の維持につながると考える可能性があるということだろう。反面、マネージャーや
人材育成としては、既存事業のマネジメントや管理能力の育成よりも、新規の機会やチャ
ンスを発見する能力の育成が必要と考えられているようであり、新規の機会やチャンスは
発見したいが、本業からはずれるような革新は行わないという傾向が強いと推測できる。
同時に従業員に対しては、ファミリービジネスの特徴として、従業員の献身とコミットメ
ント(Sirmon & Hitt, 2003)、従業員の忠誠心の高さと厚生意識の高さ(Ward, 1997)などがあげ
ているように、従業員をコントロールするよりも、忠誠心の高さやコミットメントにより、
協働作業を行う組織構成員として捉えている傾向が強いことがわかる。 
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図 6.5 ファミリービジネスの持続的競争力の獲得と保持に必要なもの 
 
 伝統を守る     1   2   3   4    5   革新を行う 
 本業からはずれない 1   2   3   4   5   多角化、新規事業 
 長期的ビジョン   1   2   3   4   5   短期的ビジョン 
 現状維持      1   2   3   4   5   リスクテーキング、転換 
 リスク回避     1   2   3   4   5   リスクコントロール 
 管理能力育成    1   2   3   4   5   機会発見能力育成 
 従業員の協働作業  1   2   3   4   5   従業員のコントロール 
 
 
最後に質問票調査に協力してくれたトップのスチュワードシップの傾向についてまとめ
てみた。スチュワードシップ理論では、組織や社会の目的を達成しようと行動することで、
スチュワードである個人は、自己の効用が最大化され、そのため安定したパフォーマンス
を発揮するとされる(Davis et al., 1997）。その特徴としてあげられる、ファミリービジネスの
トップによくみられる利他的行動(Davis et al., 1997; Eddleston & Kellermanns, 2007）、組織と
の同一化（Eddleston & Kellermanns, 2007）、価値コミットメント(Mayer & Schoorman, 1992)、
および長期的視野や志向(Corbetta & Salvato, 2004; Ward, 2004)について、5 点法のリッカート
スケールで調査を行った。 
その結果、平均値は、利他的行動が 4.1、組織との同一化が 4.6、価値コミットメントが
4.38、長期的志向が 4.52 と、どの項目も 4 以上の高い平均値を示している。4 項目全体の平
均値は 4.4 となり、この結果、質問票調査を行った対象企業のトップはスチュワードシップ
の傾向が強いと考えられる。 
 
以上、インタビュー調査を行ったファミリービジネス７社の企業概要と、質問票調査を
行ったファミリービジネスの企業概要、社内のアントレプレナーシップ活動に関する調査
結果を示した。先行研究の知見と本章の概要から、ファミリービジネスの社内のアントレ
プレナーシップ活動についてまとめると、企業の目標やゴールとして顧客満足が最も高く、
その取組みの成果として非財務的パフォーマンス重視されている。アントレプレーシップ
活動では、新規プロジェクトへの取組みもされているが、既存事業のイノベーションが中
心であり、新しい機会の発見が行われている。さらに機会の発見やビジネスプランの実施
においてはトップ自らが、機会の発見と、発見した機会の実施への取組みや現場のコント
ロールを行っている。さらに、ファミリービジネスの持続的競争力の獲得と保持には、リ
スクをコントロールしながら、長期的視野をもった本業からはずれない事業が必要とされ
ている。 
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これらを踏まえて、本論文が分析対象としたファミリービジネスの社内のアントレプレ
ナーシップの特徴をまとめる。ファミリービジネスのトップは社内のアントレプレナーシ
ップ活動においてアントレプナーであり、トップ・マネジメントであり、現場のコントロ
ールにまで携わるミドル・マネジメントの可能性が示唆される。アントレプレナーシップ
活動における意思決定では承認型と依存型が多く、トップの意思決定が尊重される傾向が
高い。このため戦略プロセスは、トップの戦略的意図を示した誘発された戦略プロセスの
可能性が高い。同時に、トップがミドルとしてアントレプレナーシップ活動に取組むので
あれば、現場レベルの試行錯誤がトップにより、戦略に反映される可能性も否定できない。
このため誘発された戦略プロセスとして、自律的戦略プロセスが潜在する可能性があるだ
ろう。 
本論文のファミリービジネスが取組む社内のアントレプレナーシップ活動は、広義のイ
ノベーションであるが、そのゴールは非財務的パフォーマンスである。ここでは、技術の
イノベーションとして、破壊的イノベーションではなく、本業からはずれず、既存事業の
イノベーションを主とした持続的イノベーションが中心に行われている。イノベーション
の程度では、漸進的イノベーションか、本格的イノベーションが主である。 
 
 
[注] 
1） 中小企業庁編 (2006)を参照。 
2） 中小企業庁編 (2004)を参照。 
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第 7 章 アントレプレナー的マインドセットとアントレプレナー的 
パフォーマンス 
 
 
1. はじめに 
 
 本章では、分析枠組みのアントレプレナー的マインドセットとアントレプレナー的パフ
ォーマンスの関係について分析し、考察する。 
 本章の目的は、ファミリービジネスにおけるコーポレート・アントレプレナーシップに
おいて、不確実性から利益を生むためにビジネスや機会について考える方法や意思、方向
性であるアントレプレナー的マインドセット(McGrath & MacMillan, 2000; Zahra, Ireland, 
Gutierrez, & Hitt, 2000)およびファミリービジネスにとって、行動的な戦略的思考のための土
台である戦略的プランニング(Ward, 1988)が、ファミリービジネスのコーポレート・アント
レプレナーシップのパフォーマンスであるアントレプレナー的パフォーマンスに、どのよ
うな影響を与えるかを分析し、考察することである。 
ファミリービジネスにとってコーポレート・アントレプレナーシップは、企業や事業の
持続性や存続性、収益性や成長において重要な企業活動であり(Rogoff & Heck, 2003)、ファ
ミリービジネスの経営活動の目的やゴールのひとつである事業の継続、企業の存続にとっ
ても不可欠なものである。ファミリービジネスがコーポレート・アントレプレナーシップ
に取組むためには、個人、組織、社会にとって価値となる優位性を探求し、かつ価値につ
ながる新しい機会の探求に関心を持ち(Hitt et al., 2011）、新しい機会に意味をもたせて事業
化するための戦略的な視点をもち、戦略的な視点のもとに組織がアントレプレナー的行動
を促進することが必要である(Hitt et al., 2002)。そして企業が戦略的な視点のもとにアントレ
プレナーシップに取り組むには、不確実性から利益を生むためにビジネスや機会について
考える方法や意思、方向性であるアントレプレナー的マインドセットが必要である(McGrath 
& MacMillan, 2000; Zahra et al., 2000)。潜在性のある機会をアントレプレナーや組織、組織メ
ンバーが継続的に探し出そうとするには、最初にアントレプレナー的マインドセットが必
要とされる(Hitt et al., 2002)。つまり、企業がアントレプレナーシップに取組んでイノベーシ
ョンを成功させるにはアントレプレナー的マインドセットが不可欠である(Morris et al., 
2008; Nordqvist & Zellweger, 2011)。さらに組織は、戦略的プランニングという組織全体の従
業員にゴールを伝える統合的なデバイスにより、組織が今どこに向かっているのか、組織
のゴールはどこかを個人が理解し、従業員がサブゴールを追求することになる(Ketokivi & 
Castaner, 2004)。 
本章では、アントレプレナー的マインドセットの概念に含まれる要素としてファミリー
ビジネスのコーポレート・アントレプレナーシップ活動に正の影響を与えることが発見さ
れた変化への意思(Kellermans & Eddleston, 2006)および意思決定包括性(Eddleston et al., 2008)
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という 2 つの次元について、アントレプレナー的パフォーマンスにどのように影響を与え
るかについて分析し、先行研究との比較検討を中心に考察を行う。さらに変化への意思お
よび意思決定包括性とアントレプレナーシップ的パフォーマンスとの間に戦略的プランニ
ングの媒介効果があるかどうかについても、分析し、考察する。 
 
 
2. ファミリービジネス研究におけるアントレプレナー的マインドセット 
 
アントレプレナー的マインドセットは、経営者や経営陣のアントレプレナー的な視点と
アントレプレナー的な志向、行動への意思と、戦略への意思決定であり、イノベーション
への志向性、事業機会発見への意思、資源の確認と調整、イノベーション戦略への意思決
定と行動への意思、イノベーションへの組織改革の意思などの組み合わせ(McGrath & 
MacMillan, 2000)であり、継続的なイノベーションを導く潜在性があるため企業の競争優位
の源泉となりえるものである(Hitt et al., 2009)。アントレプレナー的マインドセットは、不確
実性から利益を生むためのビジネスや機会に対する思考方法や姿勢、志向性、意思、意思
決定と定義されるものである(MaGrath & MacMillan, 2000)。 
第 6 章で、質問票調査の分析対象企業であるファミリービジネスにおける社内のアント
レプレナーシップ活動の調査結果では、ファミリービジネスとして会社が目指すゴールと
して、顧客満足、利益の次に事業の継続と承継を掲げる企業が多いという結果が得られた。
事業の継続と次世代への承継が会社の目指す目標であるなら、ファミリービジネスでは継
続的に新しい機会探求行動と優位性探求行動にも取り組んで、価値を想像し、事業を継続
していく必要がある。企業内イノベーション・プロセスを含むコーポレート・アントレプ
レナーシップによって価値を創造するには、経営者やトップ・マネジメントが市場価値を
生む潜在性と不確実性を、企業のイノベーションとして取組み、競争優位とするべく意思
決定し、戦略的な見通しをもってアントレプレナーシップに取組まなければならず(Zahra et 
al., 2000) 、そのためにはまずアントレプレナー的マインドセットが必要となる(Hitt et al., 
2002)。 
ファミリービジネスは所有と経営の一致を特徴とする企業形態であり、エージェンシー
理論を用いた先行研究で論じられているように、オーナー経営者やファミリーメンバーに
よるトップ・マネジメントとしてのビジョン、目標、経営方法や志向などが企業経営に大
きな影響を与え、彼らのリスクテーキングやイノベーション志向によって、企業の資産や
競争優位性が左右される場合もある(Miller & Le Breton-Miller, 2005)。アントレプレナー的マ
インドセットは、不確実性から利益を生むためのビジネスや機会に対する思考方法や姿勢、
志向性、意思、意思決定であるため(McGrath & MacMillan, 2000)、これまでの章で議論して
きたが、ファミリービジネスがコーポレート・アントレプレナーシップに取組むにはトッ
プやファミリーメンバーの思考方法、志向性や意思が重要となる。Habbershon et al.(2010)
105 
はファミリーのアントレプレナー的マインドセットを、個人やグループのアントレプレナ
ー的行動を追求することを志向する信念、価値観、姿勢だとし、世代を越えたアントレプ
レナーシップの承継の研究においてファミリービジネス研究とアントレプレナーシップ理
論をつなげるもの鍵となる構成要素としているが、アントレプレナー的マインドセットを
組織のアントレプレナー的行動であるアントレプレナー的オリエンテーションに含めて捉
えており(Zellweger et al., 2012)、ひとつの独立した要因とは捉えていない。しかし、アント
レプレナー的マインドセットは、トップやファミリーのアントレプレナー的な志向や意思、
行動への意思、姿勢、意思決定であるため、組織のアントレプレナー的行動として測定す
るものではない。 
これまでに、ファミリービジネスにおけるコーポレート・アントレプレナーシップ研究
において、McGrath & MacMillan (2000)や Nordqvist & Zellweger (2011)が提示したアントレプ
レナー的マインドセットの概念に含まれる要素として発見された次元は、変化への意思
(Kellermanns & Eddleston, 2006）および意思決定包括性(Eddleston et al., 2008)である。これら
の要因はコーポレート・アントレプレナーシップの実行に正の影響を与えるものとして発
見されている。変化への意思は、ファミリービジネスが、不確実性から新しい機会を発見
しアントレプレナー的行動を追求するために、ファミリービジネスの文化を効果的に変化
させ、促進させようとする意思や姿勢であり(Zahra et al., 2004)、アントレプレナー的活動を
行うためにリスクを取り、変化を誘発させようとする意思や意思決定である(Miller, 1983)。
さらに、変化への意思は、イノベーションとリンクするものである(Karagozoglu & Brown, 
1988)。 
意思決定包括性は、ファミリービジネスのコーポレート・アントレプレーシップを育成
するものであり(Eddleston et al., 2008)、積極的にアントレプレナー的行動を促進するため、
ファミリービジネスとファミリーメンバーの間でゴールを明確にし、一致させるものであ
る(Eddleston et al., 2008)。また組織のパフォーマンスを最大化させるために、トップとして
オープンなコミュニケーションや参加型のマネジメントを用いて、オプションを評価し、
戦略的に意思決定を行うものである(Davis et al., 2004)。本論文では、これら 2 つの要素をア
ントレプレナー的マインドセットを構成する次元として取り上げる。 
戦略的プランニングは、ファミリービジネスのトップ、ファミリーメンバーの認知や意
思を組織の戦略として統合し、資源を組織行動に活用するよう配分し利用し、かつ既存の
競争優位と潜在性を持ったイノベーションを統合させるために、これらを結びつける役割
を持つものである（Sirmon & Hitt, 2003）。  
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3. アントレプレナー的パフォーマンス 
 
ファミリービジネスのアントレプレナーシップに関する研究は、起業の多くがファミリ
ーによって行われることから企業のスタートアップやベンチャーの研究と、長期に存続す
る既存組織における既存資源を用いた社内起業に関する研究に分かれる。ファミリービジ
ネスのアントレプレナーシップとパフォーマンスに関する実証的な先行研究では、ファミ
リービジネスの経営目的やゴールが利益の追求だけでなく、存続、事業承継、ステークホ
ルダーとの関係構築、地域貢献や社会貢献なども含まれることから、利益率、成長率、生
産性など業績優位性を分析する財務的パフォーマンス以外に、研究目的やテーマ、研究対
象により非財務的パフォーマンスによる多様なパフォーマンスが用いられている
(Habbershon et al., 2010; Nordqvist & Zellweger, 2010)。 
財務的パフォーマンスには、中小企業やベンチャーのアントレプレナー的行動によるパ
フォーマンスを測るのに適している売上成長率、利益率、市場シェアの増加などの財務的
な成長性の指標（Moreno & Casillas, 2008）と、実際の財務的数値ではなく過去数年間の企
業の財務的パフォーマンスを、CEO やトップらが評価する知覚的財務的パフォーマンス
(Lumpkin & Dess, 2001; Rauch et al., 2009)がある。財務的数値に対する主観的で知覚的な評価
も、客観的な財務的パフォーマンスと高い相関関係にあり、コーポレート・アントレプレ
ナーシップのパフォーマンスの評価に利用できる指標である(Kellermanns & Eddleston, 
2006)。スタートアップやベンチャーの研究では、主に財務的パフォーマンスが用いられる
が、既存資源を用いたコーポレート・アントレプレナーシップでは、財務的パフォーマン
スだけでなく、満足度などの非財務的パフォーマンスも用いられる。これらパフォーマン
スの向上には企業規模や企業年数、従業員数、株主比率等の企業属性的な組織要因が影響
を及ぼすことが発見されているが(Rauch et al., 2009)、影響を及ぼす組織要因や有意性につい
ては先行研究の結果にばらつきがあり(Rauch et al., 2009)、企業属性的な組織要因とパフォー
マンスの間に何らかの媒介変数が存在する可能性は否定できないだろう。 
ファミリービジネスの研究での非財務的パフォーマンスは、ステークホルダーや従業員
の満足度や社会的貢献度などの社会的パフォーマンスと、アントレプレナー的パフォーマ
ンスに分けられる(Habbershon et al., 2010)。Habbershon et al. (2010)および Zahra (1995)によれ
ば、アントレプレナー的パフォーマンスは、組織内でのイノベーション、リニューアル、
ベンチャーへの取組みとその成果として定義される。その際、イノベーションは製品、製
造プロセス、組織的なシステムの創造と導入、リニューアルはビジネスへの視点の転換、
競争的アプローチの変更、新しいケイパビリティの獲得などの組織的オペレーションの再
活性、ベンチャーは新規事業への参入、新規市場の開拓や既存市場の拡大と定義される。
そのためアントレプレナー的パフォーマンスは、既存事業における既存資源を用いたアン
トレプレナーシップとして、「既存企業の内部のチームが、現在もっている資産、市場、能
力を活用しつつ、それらとは一線を画した新規ビジネスを考案し、育成し、市場投入し、
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管理する活動プロセスが社内起業である(Wolcott & Lippitz, 2009)」と定義されるコーポレー
ト・アントレプレナーシップ、そして Covin & Miles (1999)により、社内イノベーションの
観点から分類された 1)再生の持続、2)組織の再生、3)戦略的リニューアル、4)ドメインの再
定義の 4 つの活動において、持続的成長や持続的成功、企業の利益の増加、競争優位をも
たらす重要な組織活動としての取組みであり(Lumpkin & Dess, 1996; Zahra et al., 1996)、その
成果である。 
本論文ではこれらの先行研究から、非財務的パフォーマンスであるアントレプレナー的
パフォーマンスを、コーポレート・アントレプレナーシップのパフォーマンスとして用い
る。アントレプレナー的パフォーマンスを用いる理由は、ファミリービジネスの経営活動
目的には企業や事業の存続、社会的貢献なども含まれ(後藤, 2012d)、既存事業を継続してい
るため新規事業のみのパフォーマンスを測ることが難しく、既存事業の市場環境や状況が
悪化すれば、新規事業が実現化しても中心事業に成長するまで企業全体の売上や利益率の
向上が難しいことがあげられる(Morris et al., 2008)。 
Kellermans & Eddleston (2006)、Eddleston et al. (2008)の先行研究では、パフォーマンスでは
なく、コーポレート・アントレプレナーシップ活動という指標が用いられた。そのため変
化への意思、意思決定包括性、戦略的プランニングの概念が、コーポレート・アントレプ
レナーシップ的パフォーマンスに与える影響については明確ではない。本章では、先行研
究の知見に加えて、第 6 章で行ったコーポレート・アントレプレナーシップの事例分析に
基づいて、変化への意思、意思決定包括性、戦略的プランニング、アントレプレナーシッ
プ的パフォーマンスの間の関係についての仮説を導出する。仮説導出のためにインタビュ
ー調査を行ったファミリービジネス 7 社に関しては、第 6 章のインタビュー調査を行った
ファミリービジネスの企業概要に示したとおりである 1)。 
 
 
4. ファミリービジネスの変化への意思 
 
変化への意思とは、ファミリービジネスが、アントレプレナー的活動を行うためにリス
クを取り、変化を誘発させようとする意思や意思決定(Miller,1983)であり、イノベーション
とリンクするもの(Karagozoglu & Brown, 1988)である。ファミリービジネスが伝統を守り既
存ビジネスを継続していくだけでなく、持続的競争優位性を獲得し、存続していくために
は、時代や環境にあわせた変化が重要である(Kellermanns & Eddleston, 2004)。そのため、変
化への意思やイノベーション志向は重要な鍵となる。先行研究では、ファミリービジネス
における変化への意思がコーポレート・アントレプレナーシップ活動に正の影響を与える
ことが発見されている(Kellermanns & Eddleston, 2006)。このためファミリービジネスでは、
オーナー経営者やファミリーメンバーの変化への意思やイノベーション志向は重要である。
それは、コーポレート・アントレプレナーシップの資源の流出や利益の減少への可能性か
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ら、オーナー経営者やトップが従来の戦略ポジションに固執する場合は、イノベーション
が起こりにくいためであり（Miller & Le Breton-Miller, 2003)、トップの変化への意思の低さ
が、組織がイノベーションへの取組みを検討したり、イノベーションを実施しようとする
際のオーナー経営者のリスク回避行動として表れたり(Morris, 1998)、トップだけでなくファ
ミリーの変化への意思の低さが変化に対する抵抗として表れるからである(Levinson, 1987)。
またオーナー経営者やトップ・マネジメントであるファミリーメンバーらが変化を好まな
いファミリービジネスでは、組織が活性化せず、短期的、近視眼的な視野を持ち、現状維
持を好む非ファミリーの経営陣によるフリーライダーによるコストが発生することになる
(Miller & Le Breton-Miller, 2005)。 
しかしファミリービジネスでは、企業の評判がそのままファミリー自身の評判と結びつ
いているために、企業の業績改善へのインセンティブが強いことが発見されており
(Anderson & Reeb, 2003)、オーナー経営者のファミリービジネスへの長期的なコミットメン
トと自己実現との同一化により、創造的な投資を行いながら組織のコンピテンシー育成に
努め(Davis et al., 1997)、革新的で予測的な行動に努め、パフォーマンスを改善、獲得しよう
というモチベーションが強いことから(Corbetta & Salvato, 2004)、トップやファミリーによる
変化への意思やイノベーション志向は、企業のパフォーマンスの向上に影響を与えると考
えられる。 
変化への意思がコーポレート・アントレプレナーシップ活動に正の影響を与えるという
先行研究の結果は(Kellermanns & Eddleston, 2006)、スチュワードシップ理論から捉えれば、
組織の成功を自己の成功、自己実現と考え、利己主義的に行動するトップやファミリーは
(Davis et al., 1997)、ファミリービジネスが長期に存続し発展するために変化を促進し(Sirmon 
& Hitt, 2003)、企業の目的とゴールを実現するため、リスクを分析し革新的で予測的な行動
に務め、パフォーマンスを改善、獲得しようとするためであり(Corbetta & Salvato, 2004)、エ
ージェンシー理論から捉えれば、変化を望むトップであれば、柔軟性を持って変化に素早
く対応し(Zahra et al., 2004)、積極的な行動をとるためと考えられる。 
エージェンシー理論でもスチュワードシップ理論でも、トップのイノベーション志向性、
変化への意思の有無、トップの現状維持への固執の有無が、ファミリービジネスの企業活
動に影響を与えることになると推測される。 
ファミリービジネス 7 社の事例から変化への意思とコーポレート・アントレプレナーシ
ップの成否との関係をみてみる。変化への意思については、Kellermans & Eddleston (2006)
の研究で用いられた Willingness to Change の 4 つの質問項目に、5 段階のリッカートスケー
ルを用いて口頭にて各時に返答してもらった。これにより、その通り、まったくその通り
との返答により変化への意思の高さを見ている。 
コーポレート・アントレプレナーシップに成功した A 社、E 社では大株主と現経営者の
イノベーションに対する変化への意思は共に高く、D 社は大株主と現経営者のイノベーショ
ンへの方向性は一致していないが、双方とも変化への意思は高い。G 社は、大株主の変化へ
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の意思は低いが現経営者は高い。コーポレート・アントレプレナーシップが失敗したファ
ミリービジネスでは、B 社、C 社は大株主の変化への意思が高いが、現経営者は低い。この
理由としては、大株主の年代が関係し、高齢の大株主と現経営者が考えるイノベーション
が異なり、経済成長のさなかビジネスを発展させてきた年代と、経済成長が低迷する現在
で経営者を務める年代のギャップによるビジネスの方向性や戦略の違いがあると考えられ
る。堅実な経営を望み、その方向で経営を進めて行こうとする戦略的な思考を持つオーナ
ー経営者と、多角化や海外進出を望み拡大戦略的思考を持つオーナー経営者では、イノベ
ーションへの考え方や捉え方も異なることは当然である。 
現在の社会経済情勢からみると、企業の業種業態から自社がイノベーションを行う時期
ではないと判断した現経営者のイノベーション願望や意識の低さが、企業存続につながっ
ている可能性も否定できない。ただし、変化への意思の低さがファミリービジネスにプラ
スに働くのであれば、それは現状維持や安定路線だけを求めることではなく、時代や状況
に合わせた事業や商品、サービスの創造や改革への意思を持った経営の安定が行われた場
合であり、同時に変化しないことがファミリービジネスの伝統を守り、既存事業や既存商
品を守り、目に見えないようなわずかな持続的イノベーション変化への積み重ねを生む可
能性を否定することはできない。 
また事業機会を発見しても、それが実際、コーポレート・アントレプレナーシップの取
組みにつながるとは限らない。組織メンバーや後継経営者が事業機会を発見しても、オー
ナー経営者にイノベーション志向がなければ、発見された機会が事業化されることはほと
んどない。 
つまり、コーポレート・アントレプレナーシップの取組みの成否に対して、変化への意
思として、トップの変化への意思の有無、トップへの現状維持への固執の有無が影響を与
えるということになる。 
これらのことから、以下の仮説を導出する。 
 
仮説 1：変化への意思は、アントレプレナー的パフォーマンスに正の影響を与える。 
 
 
5. ファミリービジネスの意思決定包括性 
 
 意思決定包括性は、ファミリービジネスのコーポレート・アントレプレーシップを育成
するものであり(Eddleston et al., 2008)、積極的にアントレプレナー的行動を促進するため、
ファミリービジネスとファミリーメンバーの間でゴールを明確にし、一致させるものであ
る(Eddleston et al., 2008)。また組織のパフォーマンスを最大化させるために、トップとして
オープンなコミュニケーションや参加型のマネジメントを用いて、オプションを評価し、
戦略的に意思決定を行うものである(Davis et al., 2004)。ファミリービジネスの意思決定プロ
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セスでは、トップ・マネジメントの自由な意見交換と相互作用が、意思決定に有益であり
(Kellermans & Eddleston, 2004)、自由な意見交換ができる意思決定プロセスは、ファミリー
ビジネスのアントレプレナーシップを促進させ、ビジネスとファミリー双方が一致したゴ
ールの達成につながる(Zahra,2005)。先行研究で、意思決定包括性はコーポレート・アント
レプレナーシップ活動に正の影響を与えることが発見されている(Eddleston et al., 2008)。そ
のため、ファミリービジネスのコーポレート・アントレプレナーシップ活動を促進させる
ためには、ファミリーメンバー間にコンフリクトがあればぞれを減少させることが必要で
あり、そのためには、オープンなコミュニケーションと参加型のマネジメントが必要であ
ると捉えることができる(Davis et al., 1997)。 
エージェンシー理論とスチュワードシップ理論からファミリービジネスを捉えると、フ
ァミリービジネスは非ファミリービジネスの一般企業よりもエージェンシーコストが減少
し、スチュワードシップが増加することが示されている(Miller & Le Breton-Miller, 2005)。フ
ァミリービジネスでは、コントロール力や意思決定権を持つファミリーメンバーは、エー
ジェンシーコストの減少とスチュワードシップの増加により、短期的収益より長期的視野
による投資や資源の確立を可能にさせる(Miller & Le Breton-Miller, 2005)。しかし、オーナー
経営者の意思や意図が企業をマイナス方向に促進させ、少数株主の利益を搾取し、自らが
好む、もしくは自らが望む投資や事業を実行するという過剰なリスクテーキングの意思決
定を行う可能性と、それを行うことが企業のためと思い込むマイナスのスチュワードシッ
プが生じる可能性もある(Miller & Le Breton-Miller, 2005)。また、エージェンシーコストやモ
ニタリングコストは低下するが、同時にプリンシパルとエージェントが一致しているため
経営者へのチェック機能も低下することから、このような過剰なリスクテーキングを阻止
することが難しく、既存事業のまま現状維持で適切なイノベーションを行わず、ビジネス
以外に資源を用いるという意思決定の問題点も示されている(Eddleston et al., 2008)。 
ファミリービジネスのトップ.マネジメントの意思決定については、自由な意見交換やそ
れによる相互作用が、上記にあげた問題に対して有益であり、ファミリーメンバー同士の
相互作用による意思決定プロセスの必要性(Kellermanns & Eddleston, 2004)や、オープンなコ
ミュニケーションと参加型のマネジメントスタイルの必要性(Davis et al.,1997)が指摘されて
いる。Eddleston et al. (2008) によれば、意思決定包括性がコーポレート・アントレプレナー
シップ活動に正の影響を与えることが発見されたのは、欧米ではこのような参加型の意思
決定が、ファミリービジネスのアントレプレナーシップを促進させ、ファミリーメンバー
間の意識を共有させ、組織とファミリー双方が一致したゴールの達成につながるためであ
る(Zahra, 2005)。これらから、意思決定包括性では、オーナー経営者の独断や個人的な意思
決定ではなく、相互のコミュニケーションや意見や意識の共有による包括的な意思決定と
そのプロセスが、ファミリービジネスにおけるコーポレート・アントレプレナーシップを
左右すると考えられる。 
 インタビュー調査を行ったファミリービジネス７社について、イノベーションの意思決
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定プロセスに関し、①独断型、②押切型、③承認型、④調整型、⑤参加型の 5 つに分類し
て結果を出した。分類の詳細については、第 6 章に上述している。 コーポレート・アン
トレプレナーシップに成功したファミリービジネスではメンバー間での合意が行われてい
る。プロセスとして調整型、承認型か参加型で合意ができ、コミュニケーションも必要に
応じまたは頻繁にとっている。D 社、G 社では大株主で代表権を持つ会長が、オーナー経営
者であるが、実際の経営においては、実質的な経営権を後継経営者に移譲している。D 社で
は、資源配分やリスク管理など現実的な問題対応への合意が不十分だが、参加型の意思決
定プロセスにより合意形成が可能となっていることで、ファミリー同士が相互に調整し、
実際のコーポレート・アントレプレナーシップに取組んでいる。G 社では、ファミリーとの
頻繁なコミュニケーションと調整型による意思決定から、合意がなされコーポレート・ア
ントレプレナーシップが実施されている。 
失敗したファミリービジネスでは、意思決定は大株主による独断的、押切型で、組織内
においてもファミリー内でも権限が圧倒的に強く、ファミリーメンバーはそれに従うしか
ないという状況である。ファミリーと大株主との対話は最低限であり、これは社内でも家
庭内でもほとんど会話がない状態に近いという特徴がみられた。 
C 社の意思決定プロセスは独断的で、ファミリーメンバーは定例会議おいて大株主である
代表取締役会長の決定に従う。トップ・ダウンのコントロール力が強いため、コミュニケ
ーションは必要最低限であり、相互の合意はない。結果、コーポレート・アントレプレナ
ーシップに取組みはしたが、新規ビジネスは採算ベースにのらず撤退している。 
F 社では定例会議もなくコミュニケーションは必要最低限、現経営者の組織としての新し
い取組みに案に代表取締役会長が難色を示し、合意することができず、結果として現経営
者は新規事業への資源が十分に得られなかったためコーポレート・アントレプレナーシッ
プに失敗している。 
B 社では、コミュニケーションは定例会議で必要最低限しかなく、合意もなく、意思決定
プロセスは押切型である。代表取締役会長による新しいビジネスプランへが独断的に開始
されたが、合意がなく、ファミリーメンバーや経営陣の足並みが揃わず、新規事業に対す
る反発や反対も出て挫折している。 
つまり、コーポレート・アントレプレナーシップの取組みの成否に対して、意思決定包
括性としてトップやファミリーの意思の一致、ファミリーメンバーの意思決定への参加の
有無、合意の有無が影響を与えると推測される。 
これらのことから、以下の仮説を導出する。 
 
仮説 2: 意思決定包括性は、アントレプレナー的パフォーマンスに正の影響を与える。 
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6. 戦略的プランニング 
 
 戦略的プランニングは、組織が今どこに向かっているのかを個人が理解し、組織全体の
組織メンバーにゴールを伝える統合的なデバイスであり、組織メンバーがサブゴールを追
求するための最も重要な源である(Ketokivi & Castaner, 2004)。また、戦略的プランニングは
ファミリービジネスで働くファミリーメンバーに目的を与え、コーポレート・アントレプ
レナーシップのプロセスへの参加で貢献する機会を与える(McCann, Leon-Guerrero, & Haley, 
2001)。Ward (1988)は、ファミリービジネスにとって、行動的な戦略的思考のために土台と
しての戦略的プランニングの必要性を示唆している。 
McCann et al. (2001) による急成長を遂げたファミリービジネスの研究では、組織全体を
通して、イノベーション活動を統括し、新製品の開発を促進するために、戦略的プランニ
ングを採用すべきであると提案しており、戦略的プランニングは、ファミリービジネスの
成功に不可欠なもの(Kellermanns & Eddleston, 2006)である。また同時に、戦略的プランニン
グは、ファミリービジネスにおけるコーポレート・アントレプレナーシップにとって、フ
ァミリーメンバー間や世代間の意思のギャップや戦略的意図によるギャップ、ファミリー
メンバー間の葛藤なども含み、組織をアントレプレナー的組織への変化させていくプロセ
スにおいて重要な要因である(Ward, 1988)。戦略的プランニングのプロセスにおける企業行
動とパフォーマンスへのファミリー効果は、様々に異なる複雑な方法で調整、媒介するも
の(Chrisman, Chua, Pearson, & Barnett, 2012)であり、トップにとっては、組織メンバーのゴー
ルへの認識に対するバイアスを減少させることができ、組織全体に組織のゴールを伝える
統合的な役割をもつ統合的デバイスである(Ketokivi & Castaner, 2004)。しかし戦略的プラン
ニングは、変化への意思とコーポレート・アントレプレナーシップ活動の間に、どのよう
な影響を与えるかについては研究がほとんどなされていないため(Kellermans & Eddleston, 
2006)、統合的なデバイスとしての役割を持つかどうかが明確ではない。 
 このような概念を持つ戦略的プランニングについて、インタビュー調査の事例から考察
を行う。 
過去 3 年間、コーポレート・アントレプレナーシップが実施され成功したのは 4 社であ
る。既存ビジネスとは異なる新規ビジネスの創造は A 社、D 社、E 社で行われている。 
A 社は既存事業の販売商品のアフターケアサービスとしてメンテナンス部署を立ち上げ、
同時に、自社で修理技術を持つ人材を育成するために人材育成事業も始めている。これに
は、商品に対する一貫性と専門性を高めるという目的があり、さらに既存事業の商品価値
やブランド価値を高める戦略として人材育成事業を始めている。朝礼やスタッフミーティ
ングを通して、この目的と戦略を従業員全員が共有し、理解することで、人材育成事業部
以外の従業員もこの事業ををサポートしている。 
D 社は、既存事業で扱ってきた商品の市場自体が社会環境の変化で大きく縮小したことか
ら、業態は卸業のままで扱う商品自体と商品構成を変え、組織や体制だけでなく、販売方
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法や流通方法も変更、インターネットを活用して CRM を導入し市場と顧客層を大きく変え
ており、経営者による明確なビジョンのもとで策定されたビジネスプランが組織構成員す
べてに紙媒体および、メールで提示され、ゴールに向けて何が必要かを従業員が把握して
いる。 
E 社は、もともと不動産業であるため、ファミリービジネスが代々所有している物的資源
である不動産を利用して、所有地にビジネスホテルを建設し、ビジネスホテルを経営管理
する企業とフランチャイズ契約をして、ホテル経営に必要なノウハウを学び、現在 2 つの
ホテルを所有、運営を行っている。既存組織は変えず、新事業部として新規に人材を採用、
ホテルマンとして育成し、新事業部の組織および組織体制を構築している。またホテル建
設の計画等や人材の採用等には、既存組織の人材があたり、既存組織では物的資源の活用
の目的と、企業全体が目指している方向性やゴールを従業員全員が共有している。 
G 社は、他店舗の進出や価格の低下、市場が飽和状態であるなど、既存事業での競争の激
化により、国内の直営店での製造販売という既存事業のやり方を変え、新しい市場を開拓
するため海外への事業展開を行っている。アジア地域を中心とした各国ごとに現地でフラ
ンチャイズシステムを構築、現地企業とフランチャイズ契約を行い、現地での仕入れルー
ト、製造ルートと販売ルートを確立して、アジア圏内において既存商品の価値を認知させ、
新しい市場を確立するという明確な目標を持ってビジネス展開を行っている。海外でのフ
ランチャイズ展開は成功し、店舗数を増やし続けている。この戦略が既存事業を存続させ
発展させることになることを、従業員は理解しており、現地スタッフの研修や教育、製造
ルートや販売ルートの確立に動いている。 
これら成功したファミリービジネスでは、明確な目標がゴールにあり、それに向けたビ
ジネスプランがあり、その上でコーポレート・アントレプレナーシップの取組みにおいて
方法や方向性が示されており、従業員がそれを理解しているのである。 
成功しなかったファミリービジネスでは、結果として既存商品やサービスの改善、技術
力等の改善、既存事業にそった新製品等の投入を行い市場シェアや新規顧客獲得のため、
インターネットによる物販と流通を開始したが、成功にはいたらなかった。またコーポレ
ート・アントレプレナーシップに成功しなかったファミリービジネスほど、組織の再編や
再生を行って組織の活性化を図っていることがわかる。ファミリーメンバーやトップの変
化への意思が低いファミリービジネスでは、従業員間でもイノベーションのへの価値やビ
ジョンの共有もないため、新しいビジネスプランや戦略の変化や再生への理解は低い。 
この結果から、コーポレート・アントレプレナーシップの取組みに成功したファミリー
ビジネスでは、明確な目標や戦略、ゴールを持ち、トップにより目標やビジョンを実行す
るためのビジネスプランやビジネスの方向性が示され、従業員がそれを認識し、理解して、
コーポレート・アントレプレナーシップに取組んでいると推測される。 
インタビュー調査の結果では、ファミリーや組織メンバーは戦略的プランニングを通じ
て、トップやファミリーの変化への意思を企業の目標やゴール、戦略として捉えることで、
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コーポレート・アントレプレナーシップの取組みに参加していると考えられる。Ward(1988)
は、ファミリービジネスにとっての戦略的プランニングの効用として、戦略的プランニン
グのプロセスにおいてファミリーメンバーからのコミットメントを高めることができ、競
争や再投資などの質疑応答を通してファミリーメンバーの参加を求めることができ、ファ
ミリーメンバー間に基本的な前提と価値を共有させ、コンフリクトを減少させることがで
きることをあげている。そのため戦略的プランニングは決定と価値志向をシェアする能力
を強めるものであるとする(Ward, 1988)。さらに、従業員が同じ価値観の下で動機づけられ
れば、会社の最善の利益のために主体性を発揮して協力しあうことへの信頼が生まれる
(Miller & Le Breton-Miller, 2005)。つまり、戦略的プランニングを通じて、トップやファミリ
ーの変化への意思が組織全体の組織メンバーや従業員に認識され、理解されることで、パ
フォーマンスの向上につながると推測できる。 
さらに、ファミリービジネスに参加するファミリーメンバーのゴールと価値観が異なる
ことで、組織内にギャップや葛藤が生じ、組織メンバーの自律性が抑制されるため、意思
決定包括性により、ファミリーメンバー間やファミリーとファミリービジネスが、ゴール
や目標を一致させ、その上で、一致させた目標やゴールを戦略的プランニングを通じて組
織全体に認識させることで、組織内にそれぞれのファミリーメンバーの異なるゴールや価
値観が入りこまず、従業員は企業として掲げられた目標やゴールに向かうことができると
推測される。 
これらのことから、以下の仮説を導出する。 
 
 仮説 3a：変化への意思が高くなると、戦略的プランニングを通じアントレプレナー的
パフォーマンスが高くなる。 
  仮説 3b：意思決定包括性が高くなると、戦略的プランニングを通じてアントレプレナ
ー的パフォーマンスが高くなる。 
 
以上、これらの仮説を図式化した分析枠組みが、図 7.1 になる。 
 
図 7.1 アントレプレナー的マインドセットとアントレプレナー的パフォーマンス 
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7. 方法 
  
サンプルは、第 6 章に示した質問票調査分析であるファミリービジネス 112 社である。業
種は限定せず、自社をファミリービジネスとして認識し、後継者への継承が行われている
企業で、ファミリーが経営者および主要な経営陣に加わり、かつ最大株主である企業、少
なくも 2 世代がファミリービジネスに関わり、従業員が最低 10 人以上おり、創業から 30
年以上が経過している企業で、東京青年会議所、日本青年会議所、ライオンズクラブ、銀
座百店会、ファミリービジネスネットワーク、東都のれん会、銀実会などに所属する、も
しくは所属していたファミリービジネス 112 社である。 
測定尺度として変化への意思には、Kellermans & Eddleston (2006)の研究で用いられた
Willingness to Change の 4 つの質問項目を 5 段階のリッカートスケールを用いて(1)まったく
違う～(3)どちらとも言えない～(5)まったくその通りとして、質問項目とした。 
意思決定包括性には、質問項目の設定のために行ったインタビュー調査による質問票へ
の回答結果から、Eddleston et al. (2008) で提示された Comprehensive Decision Making の項目
はわかりづらく、回答しにくいという結果から、本論文では Eddleston et al. (2008) の尺度
の策定で用いられたKnight et al. (1999) の研究から、Agreement Seekingから 3項目を用いて、
5 段階評価のリッカートスケールを用い、質問項目とした。 
戦略的プランニングには、Kellermanns & Eddleston (2006)の研究で用いられた戦略的プラ
ンニングの質問項目 4 項目を戦略的プランニングの項目として、同じく(1)～(5)の 5 段階の
リッカートスケールを用いた。 
アントレプレナー的パフォーマンスには、Kellermanns & Eddleston (2006)の研究で用いら
れた Corporate Entrepreneurship の質問項目をベースに、コーポレート・アントレプレナーシ
ップの成果、結果として質問項目を 7 項目作成し、5 段階のリッカートスケール用いいる。 
分析方法は、設定した尺度に対してクロンバックの α 係数による信頼性分析を行い、各
質問項目が妥当であるかどうかを判断し、次に仮説を検証するため、各尺度を用いてパス
分析を行っている。 
 
 
8. 分析結果 
 
 まず、設定した尺度に対して各質問項目が妥当であるかどうかを判断するため、クロン
バックの α 係数による信頼性分析を行った。その結果、変化への意思は α 係数が 0.92、意
思決定包括性は α 係数が 0.81、戦略的プランニングは α 係数が 0.74 であった。アントレプ
レナー的パフォーマンスは α 係数が 0.83 となったため、尺度を構成する質問項目に整合性
があると判断し分析を行うこととした。 
 さらに図 7.1 の分析枠組みにより、変数を用いてパスを引いたプロセスモデルに対してパ
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ス分析を行った。このモデルによる適合度指標は GFI=0.95 、AGFI=0.90、CFI=0.92、
RMSEA=0.031 となり、モデルとデータの適合度は高く、構成されたモデルはパス図を説明
していると判断された。各要因間とアントレプレナー的パフォーマンスの関係は図 7.2 に示
す。 
図 7.2 のパス分析の結果により、変化への意思からアントレプレナー的パフォーマンスへ
の直接効果は 0.45、パス係数は有意となり、変化への意思はアントレプレナー的パフォー
マンスに正の影響を与えることが発見された。変化への意思はアントレプレナー的パフォ
ーマンスに対して、正のパスを示している。このため仮説 1 は支持された。 
また図 7.2 のパス分析の結果において、意思決定包括性は、アントレプレナー的パフォー
マンスへの直接効果が-0.16 となった。パス係数は有意であり、意思決定包括性はアントレ
プレナー的パフォーマンスに負の影響を与えることが発見され、この変数間に負のパスが
有意であることが示された。意思決定包括性はアントレプレナー的パフォーマンスに対し
て、低い値ではあるが負のパスを示している。このため仮説 2 は支持されなかった。 
媒介変数を用いた結果は、変化への意思から戦略的意思決定への正のパス、および戦略
的プランニングからアントレプレナー的パフォーマンスへの正のパスが有意であることが
示された。変化への意思からアントレプレナー的パフォーマンスへの直接効果は 0.45 であ
るが、戦略的プランニングを介したアントレプレナー的パフォーマンスへの間接効果は 0.12
あり、その効果が高まっていることが確認された。つまり、変化への意思が高くなると、
戦略的プランニングを通じてアントレプレナー的パフォーマンスが高くなる。この結果、
仮説 3a は支持された。 
 
図7.2 アントレプレナー・マインドセットとアントレプレナー的パフォーマンスの 
パス分析結果  (N=112) 
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次に意意思決定包括性であるが、この変数から戦略的プランニングの間のパスは有意で
はなかった。意思決定包括性からアントレプレナー的パフォーマンスへの直接効果は-0.16
であるが、戦略的プランニングを介したアントレプレナー的パフォーマンスへの間接効果
は-0.016 になり、戦略的プランニングを介すことによる効果は確認されなかった。意思決定
包括性から戦略的プランニングは負の相関であり、戦略的プランニングからアントレプレ
ナー的パフォーマンスは正の相関であるため、意思決定包括性が高くなることでアントレ
プレナー的パフォーマンスが高くなるものではない。つまり、意思決定包括性が高くなっ
ても、戦略的プランニングを通じてアントレプレナー的パフォーマンスは高くならない。
この結果、仮説 3ｂは支持されなかった。 
 
 
9. 考察 
 
 本章では先行研究の知見と事例研究のインタビュー調査結果から得られた示唆等により
仮説を導出し、ファミリービジネスのアントレプレナー的マインドセットとして変化への
意思、意思決定包括性を尺度とし、さらに戦略的プランニングを尺度としてアントレプレ
ナー的パフォーマンとの関係について、パス分析を行った。 
その結果、変化への意思は、先行研究でコーポレート・アントレプレナーシップ活動に
正の影響が発見されたのと同じように、アントレプレナー的パフォーマンスに対しても直
接的な正の影響を与えることが発見された。日本のファミリービジネスでもコーポレー
ト・アントレプレナーシップに取組む場合、オーナー経営者やファミリーメンバーが変化
への意思を持つことが重要であることが発見された。これはファミリービジネスが長期に
存続し、持続的な競争優位を獲得し、保持していくためにコーポレート・アントレプレナ
ーシップに取組む場合、伝統を守った現状維持だけではなく、変化への意思を持った企業
行動が必要であることを示唆している。本章の結果から、現在の社会経済情勢からみて、
自社がイノベーションを行う時期ではないとトップやファミリーメンバーが判断した場合
でも、その判断が、イノベーションへの意識の低さに直結しているのではなく、また、イ
ノベーションへの意識の低さが、現状維持を固辞した企業存続につながっているわけでも
ないと考えられる。インタビューを行った 7 社からも、現状維持や安定路線だけを求める
のではなく、時代や状況に合わせた事業や商品、サービスの創造や改革への意思を持ち、
ファミリービジネスの伝統を守り、既存事業や既存商品を守りつつ、持続的イノベーショ
ン変化の積み重ねを生むためには、やはり変化への意思が欠かせないという声もあったか
らである。 
本章ではさらに、日本のファミリービジネスにおけるコーポレート・アントレプレナー
シップでは、戦略的プランニングが、変化への意思とアントレプレナー的パフォーマンス
の間を媒介する効果を持つことを発見した。日本のファミリービジネスでは、トップやフ
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ァミリーメンバーが変化しようという意思があれば、それをビジョンやゴールに取り込み
戦略として組織が捉えていく可能性が高いと推測される。日本のファミリービジネスは既
存事業を重視するため、それを存続させるためには、絶えず何らかの変化を行う必要があ
る。先行研究ではファミリービジネスの変化へのためらいから、戦略的プランニングのコ
ーポレート・アントレプレナーシップ活動への影響が発見されなかったと示唆されている。
しかし日本では、媒介効果が発見されたことで、ファミリービジネスはコーポレート・ア
ントレプレナーシップに取組むことで、常に何らかの変化を必要としていると推測される。
しかし、実際の企業行動として行われている現状の戦略が、企業が目標とするゴールに向
かう戦略であるとは限らないことや、ファミリーメンバーや組織全体にゴールが認識され
ているとは限らない。そのため、日本のファミリービジネスにおけるコーポレート・アン
トレプレナーシップでは、戦略的プランニングを介したほうが、アントレプレナー的パフ
ォーマンスへの効果が高まると考えられる。 
また第 6 章の調査対象の概要から、日本のファミリービジネスは、コーポレート・アン
トレプレナーシップにおいて、既存事業を重視する傾向が高いことから、何らかの変化は
日常的に必要であり、変化への意思だけでなく、戦略として既存戦略と新しい戦略を、ひ
とつの組織の中でどのようにバランスを取るのかを検討するためにも、戦略的プランニン
グを必要とすると推測される。 
ついで意思決定包括性は、アントレプレナー的パフォーマンスに負の影響を与えること
が発見された。Eddleston et al. (2008)では、コーポレート・アントレプレナーシップ活動に
直接的な正の影響を与えることが発見されているが、日本のファミリービジネスを対象と
してアントレプレナー的パフォーマンスとの関係について分析した本章では、同じ結果を
得ることができなかった。さらに、インタビュー調査によって得られた、コーポレート・
アントレプレナーシップに取組むために意思決定包括性が重要であるという示唆は、質問
票調査結果では確認できなかった。そのため、日本のファミリービジネスがコーポレート・
アントレプレナーシップに取組むにあたり、意思決定包括性がそれほど重要な要因ではな
いという結果になった。この結果は、日本のファミリービジネスの株主やファミリー・ガ
バナンスと関係があると考えられる。 
日本では海外ほど、株式が、ファミリーメンバーに広く浅く分散しておらず、第 6 章の
企業概要にもあるように、ファミリーメンバーの株主の平均株主数は 3.9 人、最多でも 20
人であり、このうち経営に参画するファミリーメンバー数はさらに低く、取締役として参
画している平均取締役数は 2.5 人である。海外では老舗企業になるほど、ファミリーメンバ
ーに株式が分散し、1 つのファミリービジネスに 100 人単位の株主がいる企業も多くある。
このため欧米のファミリービジネスでは、一般的にコーポレート・ガバナンスとファミリ
ー・ガバナンスが必要であると言われ、家族会議のような形で経営方針を決定し、ビジョ
ンを確認しあうファミリーミーティングが行われることも珍しくない(後藤,2012e)。しかし
日本のファミリービジネスでは、上場企業でないかぎり、株主が百人単位になることはな
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い。つまり、このような少人数で経営に関する意思決定が行われているため、日本のファ
ミリービジネスにおいて、包括的に意思決定を行う機会やシステム、習慣がファミリービ
ジネスにあまりなく、それゆえ意思決定包括性がコーポレート・アントレプレナーシップ
のパフォーマンスに与える影響が小さいと考えられる。また、日本のファミリービジネス
ではビジネスに関与するファミリーメンバーが少人数ゆえに、意思決定包括性があまり重
要視されない傾向があるという可能性も考えられる。もしくは戦略的プランニングが媒介
することによって、方向性やビジョンが明確に示され、そこでファミリーメンバーによる
意思疎通が行われるという、意思決定の時間的問題や、実際に新規事業がスタートした段
階で、実際の状況を慎重に検討した上で、包括的な意思決定が段階的に順次、必要に応じ
て行われるという可能性も否定できないだろう。 
意思決定包括性がアントレプレナー的パフォーマンスに負の影響を与えるということは、
意思決定プロセスにおいてファミリーの関与が低いほうが、パフォーマンスの向上にはプ
ラスであると推測される。しかし、インタビュー調査の結果において、オーナー経営者の
独断的意思決定を行っているファミリービジネスが、コーポレート・アントレプレナーシ
ップに成功していないことから、ファミリーの関与の低さが経営者の独断的意思決定を正
当化するものではなく、独断的意思決定がコーポレート・アントレプレナーシップの取組
みにプラスに働くという意味ではないと考えられる。今後は、ファミリーの関与の低さと
独断的意思決定の関係を検討すべきであろう。 
本章では、アントレプレナー的マインドセットとアントレプレナー的パフォーマンスに
ついて検討した。アントレプレナー的マインドセットは経営者や経営陣のアントレプレナ
ー的視点と志向、行動、思考方法や意思、意思決定であるため(McGrath & MacMillan, 2000)、
どのような視点からアントプレナー的マインドセットを捉えるかによって、構成する要素
や尺度が異なる可能性があるだろう。今後は本章の結果を踏まえ、アントレプレナー的マ
インドセットとしていくつかの視点から構成する要素を検討して質問項目を構成し、本章
で用いた要素以外の有無についても分析検討も行う必要があるだろう。 
 
 
 [注] 
1)インタビュー調査は、Babson College の STEP Project(Nordqvist & Zellweger, 2010)のケース
サンプル基準に則って、自社をファミリービジネスとして認識し、創業者ファミリーの後
継者への継承が過去に行われている企業で、ファミリーが経営者および主要な経営陣に加
わり、かつ最大株主である企業、少なくも 2 世代がファミリービジネスに関わり、従業員
が最低 20 人以上いる未上場の企業で、過去 3 年間でコーポレート・アントレプレナーシッ
プに取り組んだことのある企業 7 社を対象とした。 
コーポレート・アントレプレナーシップの成否は、その活動によるパフォーマンスの有
無で判断した。企業には、STEP Project のインタビューガイドによる半構造化面接の質問に
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よるインタビューと、Kellermanns & Eddleston (2006)から、Corporate Entrepreneurship と
Willingness to Change の質問項目、Eddleston et al. (2008)から Comprehensive Decision Making
と尺度の策定で用いられた Knight et al. (1999) の研究から Agreement Seeking の項目を用い
た５段階評価による質問への回答をファミリービジネスの経営者に直接、依頼した。各企
業では、代表権を持つオーナー経営者もしくは事業継承することが決定している後継経営
者、ファミリーメンバーの経営陣のうち 2 名にインタビュー調査を行っている。インタビ
ュー調査期間は 2010 年 1 月～2011 年 8 月である。 
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第 8 章 アントレプレナー的オリエンテーションとアントレプレナー的 
パフォーマンス 
 
 
1. はじめに 
 
本章では、分析枠組みのアントレプレナー的オリエンテーションとアントレプレナー的
パフォーマンスの関係について、分析し考察する。 
本章の目的は、ファミリービジネスにおけるコーポレート・アントレプレナーシップの
取組みにおいて、組織レベルのアントレプレナーシップが、アントレプレナー的パフォー
マンスの向上にどのような影響を与えているかを分析、考察するものである。組織レベル
のアントレプレナーシップによるアントレプレナー的行動傾向を、戦略的な視点から捉え
たものがアントレプレナー的オリエンテーションである(Miller, 1983)。 
アントレプレナー的オリエンテーションは、トップ・マネジメントが有する戦略的視点
や意思決定スタイル、アントレプレナーシップなどを、組織のアントレプレナーシップに
おける戦略的傾向とみなすことで、それを組織のアントレプレナー的行動の傾向として捉
え(Covin & Slevin, 1989)、そのパフォーマンスの一部をファミリービジネスの研究ではアン
トレプレナー的パフォーマンスとして捉えている(Habbershon et al., 2010)。 
ファミリービジネスにとってコーポレート・アントレプレナーシップは、企業や事業の
持続性や存続性、収益性や成長にとって重要な企業活動であるため(Rogoff & Heck, 2003)、
ファミリービジネスがコーポレート・アントレプレナーシップに積極的に取組むには、ト
ップのアントレプレナー的思考や行動等を認知的側面から測定し、これらを組織レベルの
アントレプレナー的行動として、組織のアントレプレナーシップの傾向とパフォーマンス
の関係を分析する必要ある。しかし、アントレプレナー的オリエンテーションをテーマと
する先行研究において、日本のファミリービジネスを対象とし、アントレプレナー的オリ
エンテーションとアントレプレナー的パフォーマンスの関係を分析した研究はまだない。 
本章では、日本のファミリービジネスを対象として、Covin & Slevin (1991)が開発したア
ントレプレナー的オリエンテーションの尺度を中心に、因子分析を用いて、日本のファミ
リービジネスを対象にアントレプレナー的オリエンテーションを測定する尺度を作成し、
抽出された因子について先行研究との比較検討を行う。その上で、アントレプレナー的オ
リエンテーションの抽出された因子がアントレプレナー的パフォーマンスにどのような影
響を与えるかについて分析を行い、先行研究による知見と本章での発見事実の比較検討を
行う。 
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2. アントレプレナー的オリエンテーションの研究動向 
 
 アントレプレナーシップに関する初期の研究では、企業家であるアントレプレナー個人
が有する属性や特徴がアントレプレナーシップの意思決定や実行にどのように影響するか
という心理学的側面に焦点をあわせていた。そのため、アントレプレナー個人を分析レベ
ルとしたアントレプレナーの属性や特徴を分析する属性アプローチが用いられてきた(久
保,2005)。アントレプレナーの属性アプローチの先行研究では、属性や特徴を表す主要な概
念として、達成動機(McClelland, 1961)、統制の所在(Rotter, 1966)、リスクテーキング
(Brockhaus, 1980)があげられている。達成動機は、ある一定の標準に対して達成し成功しよ
うと努力するものであり、仕事の成果は自分の努力で決定され、その責任は自己責任であ
るという概念である(McClelland, 1961)。統制の所在は、自らの能力で環境のコントロールは
可能であるとする信念であり、これは自身の能力や行動によってコントロールが可能であ
るという内的統制の概念である(Rotter, 1996)。リスクテーキングは、統制の所在のひとつで
ある外的統制と関係し、曖昧性への耐性や不確実性への挑戦的行動として、アントレプレ
ナーの属性の中でも幅広く認知されている概念である(Naldi et al., 2007)。 
しかし、属性アプローチは個人レベルの分析であるため、企業や組織レベルのアントレ
プレナーシップを分析することができないという限界がある(久保, 2005)。アントレプレナ
ーシップは企業レベルで観察される企業行動の結果であるため(Covin & Slevin, 1991)、アン
トレプレナーが企業内でアントレプレナー的行動や意思を表し、それが組織内に取組まれ、
組織内でアントレプレナー的行動や意思が促進され、結果としてパフォーマンスが生じた
ものになる。そのため、アントレプレナーシップと企業や組織のパフォーマンスを分析す
るには、統制やマネジメントができない個人レベルの属性よりも、統制やマネジメントが
可能である組織行動としてアントレプレナーシップを捉えたほうが、マネジメントのフレ
ームワークで分析することが可能であり(Wiklund, 1999)、アントレプレナーシップの本質を
捉えることができる(久保, 2005)。このため近年では、アントレプレナーシップの研究では、
組織レベルを分析対象とする研究が進められることとなり、同時に分析対象が起業活動と
してのアントレプレナーシップだけでなく、既存企業内のアントレプレナーシップである
コーポレート・アントレプレナーシップも含むようになっている。 
 組織レベルの研究として Miller (1983)は、組織や企業の行動、姿勢、プロセスなどを通し
て構築されるアントレプレナーシップの戦略的志向性をコンセプトとして、アントレプレ
ー的オリエンテーションという概念を示した。この概念は企業が行うアントレプレナー的
活動としての組織的プロセス、メソッド、スタイルであり(Lumpkin & Dess, 1996)、行動と
プロセスの相互関係から成るひとつのセットであり(Wiklund & Shepherd, 2003)、ベンチャー
や新規事業の創造を行おうとする企業にとって、企業の戦略的なアントレプレナー的マイ
ンドセットの構築や作用と深くつながっているものである(Naldi et al., 2007)。研究者によっ
ては戦略的姿勢やアントレプレナー的行動として捉えられる場合もあるが、ファミリービ
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ジネス以外でも組織のアントレプレナーシップにおいて用いられている概念である。この
概念から Miller (1983) は、以下の 3 つの次元を明らかにしている。 
1) 革新性 (新しい商品、サービス、技術プロセスなどの創造、新しいアイディアや試みの
サポートや実施) 
2) 先進性 (将来の問題やニーズの変化を予想しての行動、ベンチャーや革新に向けた行動
に伴う新しい機会の探索や新しい視点の模索) 
3) リスクテーキング (不確実な環境において、負債や資源の利用などリスクある行動への
コミットメント、未知の新しいマーケットへの参入や投機的試み) 
 
これら 3 つの次元を抽出して尺度を開発し、Covin & Slevin (1991)は、さらにこの尺度に
対してパフォーマンスや様々な変数との関連を検討しながら尺度を精緻化させている。現
在は、一般企業である非ファミリービジネスのコーポレート・アントレプレナーシップに
おいて、アントレプレナー的オリエンテーションと企業の持続的競争優位との関係の検証
(Wiklund, 1999)、国ごとのサンプル対象の相違によりアントレプレナー的オリエンテーショ
ンの信頼性と妥当性の検証(Lyon, Lumpkin, & Dess, 2000)、CEAI との関係の検証にこの尺度
が用いられ(Hornsby et al., 200)）、信頼性と妥当性の高い尺度となっている。 
しかし、ファミリービジネスにはファミリーとビジネスの相互作用による組織的な態度
として、アントレプレナー的オリエンテーションを分析する際、他の要因が必要とする研
究もある(Zellweger et al., 2012)。Martin & Lumpkin (2003)は、革新性やリスクテーキング、成
長性や変化の必要性とともに、独立性、忠誠心、保全性、安定性や伝統などと関連性のあ
る要因の必要性を提示し、Nordqvist & Melin (2010)もファミリーのゴールがそのままファミ
リービジネスとしてのゴールであるという同一性や、組織に対してファミリーが求める方
向性へ向けて長期に渡って行動をコントロールするなどが、ファミリーのアントレプレナ
ー的オリエンテーションに反映していることを示唆している。 
さらにファミリービジネスでは、アントレプレナー的オリエンテーションの他に、ファ
ミリーオリエンテーションというファミリービジネスが持つ志向的傾向について示唆する
研究もある。ファミリーオリエンテーションは、Martin & Lumpkin (2003)が、ファミリービ
ジネス 927 社の事例研究より発見した、ファミリービジネスが持つ傾向である。ファミリ
ーオリエンテーションの要因には、コントロール要因、リスク回避、戦略的保守性、ファ
ミリーの保護があるとされる(Martin & Lumpkin, 2003)。この要因とアントレプレナー的オリ
エンテーションの関係では、ファミリーオリエンテーションはアントレプレナー的オリエ
ンテーションにマイナスに働くことが明らかにされており、特に自律性、競争的攻撃性に
マイナスの影響を与える(Martin & Lumpkin, 2003)。しかし、ファミリーオリエンテーション
は、いつもアントレプレナー的オリエンテーションにバリアを作るものではなく、多くの
世代が関与するファミリービジネスでは、アントレプレナー的オリエンテーションをサポ
ートするものでもある(Leenders & Waarts, 2003)。 
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3. アントレプレナー的オリエンテーションの次元 
 
 アントレプレナー的オリエンテーションは革新性、先進性およびリスクテーキングを主
な次元としている。信頼性と妥当性に対する研究が蓄積されていることから、企業のアン
トレプレナー的行動を測定する次元として、この 3 つの次元が主に使われている。 
 革新性は、新しい製品やサービス、プロセスを開発するために、既存の慣習や行動、技
術に捕らわれることなく、新しいアイディアやプラン、実験、創造的プロセスに取組む傾
向であり(Lumpkin & Dess, 1996)、これが高まることで組織は機会発見への探求行動とイノ
ベーションへの傾向が強まる。 
先進性は、将来的な需要や新しい市場を予測して、他社よりも先に行動する傾向であり
(Lumpkin & Dess, 1996)、この傾向が高まることで他社よりも発見した機会に対する事業化
を進め、先行者優位を獲得する可能性が高まる。 
リスクテーキングは、不確実性に対する意思決定や投資行動などであり（Miller & Friesen, 
1982）、この傾向が高まることで、他社よりも不確実性の高い市場への参入や投資行動を取
りやすくなるというものである。 
 これ以外の次元として Lumpkin & Dess (1996)は、競争上の攻撃性と自律性をアントレプ
レナー的オリエンテーションに加えている。競争上の攻撃性は競合企業を上回ろうとして、
競合企業に対して攻撃的に行動する傾向であり、自律性は事業コンセプトやビジョンの実
現のため、自分の規範やルールに従いながらも自律的に行動する傾向であるとしている（久
保, 2005）。しかし、この 2 つの尺度はまだ精緻化されていない。アントレプレナー的オリ
エンテーションを扱った先行研究に対して Rauch et al. (2009)がメタアナリシスの分析を行
った結果では、革新性、先進性、リスクテーキングの尺度が用いられ、企業のパフォーマ
ンスとの関係において革新性、先進性、リスクテーキングの順に関係が強いことが示され、
この 3 つの尺度同士は相互に正の関係性を持つが、各尺度が等しくパフォーマンスに影響
を与えるものではないことが発見されている。そして、他の 2 つの尺度とパフォーマンス
との有意な関係は示されなかった。 
ファミリービジネスのコーポレート・アントレプレナーシップは組織レベルの現象であ
り(Nordqvist & Zellweger, 2010)、アントレプレナー的な行動を行う組織は、製品市場への革
新性を探り、リスクのあるベンチャーであることを理解し、先行者優位を得るために先進
的なイノベーションを検討し、競合他社を負かそうと競争するものである(Miller,1983)。そ
のためアントレプレナー的オリエンテーションのコアとなる次元は、革新性、先進性、リ
スクテーキングである(Miller, 1983)。しかし、Habbershon, Nordqvist, & Zellweger (2010)は、
アントレプレナー的オリエンテーション自体を組織の新規事業の立ち上げ行動や新規参入
行動としてのプロセス、プラクティス、意思決定行動と捉えるよう示唆しており(Lumpkin & 
Dess, 1996)、競争上の攻撃性や自律性を含む 5 つの次元を、アントレプレナー的オリエンテ
ーションの次元として提示している。 
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 5次元を用いた研究では、米国のS＆P500の企業を対象に、ファミリービジネスと非ファ
ミリービジネスのアントレプレナー的オリエンテーションについて比較分析したShort, 
Pyane, Brigham, Lumpkin, & Broberg (2011)が、ファミリービジネスは非ファミリービジネス
より、組織に対するトップの発言や行動がアントレプレナー的オリエンテーションに与え
る影響が大きいこと、さらに自律性、先進性、リスクテーキングが低いことを発見してい
る。ファミリービジネスの自律性の低さは、ファミリービジネスに参加するファミリーメ
ンバーごとのゴールと価値観が異なることで組織内にギャップや葛藤が生じ、組織の自律
性が抑制されるためである(Dyer, 2006)。さらに、ファミリービジネスが非ファミリービジ
ネスより、先進性が低いのは、コストコントロールや専門性を重視し、防衛的、現状維持
的な戦略を取りやすいため、新規事業に取組みにくいためである(Short et al.,2011)。リスク
テーキングが低いのは、費用対効果を重視してリスクに対して慎重であり、またリスクを
嫌う傾向が高く保守的であるためである(Naldei et al., 2007)。この結果には、ファミリービ
ジネスの特徴とされるオーナーシップ、ガバナンス構造、事業承継という要因も影響して
いる(Short et al., 2011)。 
ファミリービジネスのアントレプレナー的オリエンテーションの次元に関する先行研究
では、5つの次元の中でもリスクテーキングが用いられることが多い。それは、ファミリー
ビジネスではリスクテーキングに関し、リスク志向とリスク回避の傾向があるためである。
Aronoff & Ward (2001)は、成功したファミリービジネスの価値のひとつが、リスクテーキン
グであることを示唆している。Zahra et al. (2004)では、ファミリービジネスの特徴である長
期的視野の傾向は、イノベーションに資源を投入するリスクテーキングに影響を与えると
している。オーナー経営者は任期が長いため長期的視点に立った経営方針と意思決定が可
能であり、資本として先行投資リスクを負担するリスクテーキングをもつ(Carney, 2005)。ま
た、Gomez-Mejia, Haynes, Nunez-Nickel, Jacobson, & Moyano-Fuentes (2007)は、ファミリービ
ジネスでは、ファミリーのコントロールとファミリーの富を保持するためにリスクテーキ
ングを行うとしている。しかし投資や成長戦略は、ファミリービジネスが持つ資産や資源
の価値を変化させ、損なう可能性も否定できないため、リスクを嫌うオーナー経営者は資
源配分をコントロールする(Habbershon & Williams, 1999)。これらの先行研究から、リスクに
関してNordqvist et al. (2008)は、ファミリービジネスが持つリスクに対する二重性を指摘し
ている。ファミリービジネスはリスクテーキングとリスク回避性の傾向を持つことが、多
くの先行研究により示唆され、Nordqvist et al. (2008)はこれらを整理して、リスクに対する
二重性には、歴史的企業のパス/新規企業のパス、独立/非独立、フォーマル/インフォーマル
というファミリービジネスの特徴が関係するとしている。 
アントレプレナー的オリエンテーションは研究テーマや調査対象、調査国により用いら
れる尺度の数が異なるが(Rauch et al., 2009)、ファミリービジネスのコーポレート・アントレ
プレナーシップの最近の研究では、尺度として 5 尺度が用いられている(Zellweger et al., 
2012)。Naldi et al. (2007)は、ファミリービジネスを対象として構成要素と尺度を分析し、革
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新性、リスクテーキングおよび先進性という 3 尺度を Covin & Slevin (1991)と同じように発
見したが、質問項目は異なり、革新性が 2 項目、先進性が 2 項目であった。日本のファミ
リービジネスのアントレプレナー的オリエンテーションの尺度については、これまで分析
されていないため、アントレプレナー的オリエンテーションの尺度はどのようなものかわ
かっていない。また、Naldi et al. (2007)の研究のように、尺度は同じでも質問項目が変化す
ることもある。このため日本のファミリービジネスを対象とする本章でも、尺度の数や質
問項目が異なる可能性も考えららる。 
以上のことを考慮して、次のような仮説を設定する。 
 
仮説 1：日本のファミリービジネスのアントレプレナー的オリエンテーションとして、革
新性、先進性、リスクテーキング、自律性、競争上の攻撃性がある。 
 
 
4. アントレプレナー的オリエンテーションとアントレプレナー的パフォーマン
ス 
 
 アントレプレナー的オリエンテーションを用いてパフォーマンスとの関係を分析検証す
る研究は、アントレプレナー的オリエンテーションの 5 次元が提示されてから増えている
(Moreno & Casillas, 2008)。これらの先行研究で扱われてきたパフォーマンスの指標は売上成
長率、利益率、市場シェアの増加、収益性の向上やキャッシュフローの増加が中心である。
中小企業やベンチャーのアントレプレナー行動による組織のパフォーマンスを測るには、
成長性が最も適した指標であるが（Chandler & Hanks, 1993; Moreno & Casillas, 2008）、コー
ポレート・アントレプレナーシップの場合、パフォーマンスは客観的な数値として表れる
財務的パフォーマンスとしての成長性だけでなく、アントレプレナー的パフォーマンスや
財務パフォーマンス以外のパフォーマンスの結果をすべて含む、社会的パフォーマンスが
ある(Nordqvist & Zellweger, 2010)。本論文ではアントレプレナー的パフォーマンスを用いる
が、これは、新しいサービス、製品や製造プロセス、組織的システムなどを創造し導入す
るイノベーションを行うための組織的イノベーション、組織的リニューアル、そしてベン
チャリングなどの努力をすべて合わせたものである(Dess & Lumplin, 2005; Habbershon et al., 
2010; Zahra,1995)。この場合、リニューアルは、競争的アプローチやビジネスに対する視点
が変化することでオペレーションが変わり、新しいケイパビリティが獲得され、組織が活
性化することを意味する(Dess & Lumplin, 2005; Zahra, 1995)。そのため、パフォーマンスを
客観的指標だけにしぼらず、Moreno & Casillas（2008）の実証研究で用いられた指標のよう
に、マネジメントレベルに対する質問票調査などで組織の成長性への主観的指標と客観的
指標を同時に測っている研究もある。 
コーポレート・アントレプレナーシップは既存事業を継続しながら新規事業を創造して
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いくため、既存事業の市場環境が悪化すれば、いくら新規事業が実現化され組織がアント
レプレナー的組織に転換しても、新規事業が企業の中心事業に成長するまでは、売上成長
率や利益率、市場シェアの増加は難しい。また新規事業への大幅な投資は、それが利益を
生み出すまでに、組織の財務体質を弱体化させることにもつながる可能性を持っているが、
投資という財務資本の配分により組織内のアントレプレナー行動が促進する可能性もある。  
現在の日本の経済情勢や市場状況を考慮すれば、長期に存続するファミリービジネスの
既存事業による売上成長性や利益率の増加を見込むことは難しく、新規事業の成長性だけ
でなく、既存事業を含んだ成長性は、ファミリービジネスのコーポレート・アントレプレ
ナーシップの指標としては適切ではないだろう。 
また先行研究の知見からわかるように、コーポレート・アントレプレナーシップは、既
存企業において既存資源を用い、さらに新しい資源を獲得して新規事業やイノベーション
を創造する組織行動でありプロセスでもあることから、コーポレート・アントレプレナー
シップを測定するには、財務的な客観的指標よりも時間的な経過を伴った組織のアントレ
プレナー的行動の結果や活動結果として、アントレプレナー的パフォーマンスを測ること
が適していると考える。第 6 章で示したように本論文で対象としたファミリービジネスの
コーポレート・アントレプレナーシップでは、第 1 のゴールや目標として非財務的パフォ
ーマンスが挙げられていることも踏まえ、本章でもアントレプレナー的パフォーマンスを
用いる。 
アントレプレナー的オリエンテーションは、組織レベルのアントレプレナー的な態度や
行動傾向であり、アントレプレナー的パフォーマンスは、組織レベルのアントレプレナー
的な姿勢や態度、努力による成果の顕現であり、イノベーション、リニューアル、ベンチ
ャリングなどのコーポレート・アントレプレナーシップの実行に対する実際のアントプレ
ナー的成果である(Habbershon et al., 2010)。このためアントレプレナー的オリエンテーショ
ンとアントレプレナー的パフォーマンスには、高い正の相関がある可能性が高いが、これ
ら 2 つは別個のものであり(Habbershon et al., 2010)、アントレプレナー的オリエンテーショ
ンはアントレプレナー的な態度や行動傾向であり、アントレプレナー的パフォーマンスは
その結果である。アントレプレナー的オリエンテーションの研究において、アントレプレ
ナー的パフォーマンスを用いたものはまだない。 
しかし、アントレプレナー的オリエンテーションが、財務的パフォーマンス、知覚的財
務的パフォーマンス、非財務的パフォーマンスに及ぼす影響には差はなく、アントレプレ
ナー的オリエンテーションと各パフォーマンス指標の間には、正の相関がある事が発見さ
れている(Rauch et al., 2009)。Lumplkin & Dess (1996)は、研究者のパフォーマンスの捉え方
や、ぞれぞれの研究で与えられる組織的なコンテクストによって、分析結果が影響を受け
ている可能性を示唆しているが、Rauch et al. (2009)の先行研究の知見を踏まえ、アントレプ
レナー的パフォーマンスをパフォーマンス指標としてアントレプレナー的オリエンテーシ
ョンとの関係を分析することは可能である。 
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ファミリービジネスを対象とした先行研究では、ファミリービジネスのコーポレート・
アントレプレナーシップの価値創造にとって、アントレプレナー的オリエンテーションは
そのパフォーマンスに正の影響を与えるものである (Lumpkin et al.,2010; Nordqvist, 
Habbershon, & Melin, 2008; Zellweger & Sieger, 2012)。中でも、自律性、革新性、先進性は非
財務的パフォーマンスの向上に重要であるが、リスクテーキングと競争上の攻撃性はあま
り重要ではないことが発見されている(Lumpkin et al., 2010; Nordqvis et al., 2008; Zellweger & 
Sieger, 2012)。Rauch et al. (2009)は、先行研究のメタアナリシス分析で、非ファミリービジ
ネスを含む企業では、リスクテーキングが財務的パフォーマンスに正の影響を与えること
を発見し、ファミリービジネスを分析対象とした Naldi et al. (2007)は、リスクテーキングと
財務的パフォーマンスの間に負の影響を発見したが、先進性は影響を与えないことを発見
している。 
そして、相対的にアントレプレナー的オリエンテーションが高い企業はリスク選好的、
イノベーションに積極的、先進性が高いアントレプレナー的企業とみなされ(久保, 2005)、
アントレプレナー的企業における相対的な要因は、パフォーマンスの向上に高い正の相関
を示すことが発見されている(Habbershon et al., 2010; Rauch et al., 2009)。 
ファミリービジネスでは、スチュワードシップ理論から、オーナー経営者であるトップ
の企業へのコミットメントの強さと個人の自己実現との同一化により、長期にわたる組織
的資源のマネジメントと、それによるユニークな資源の創出が行われている(Sirmon & Hitt, 
2003)。さらにスチュワードシップの高いトップがいるファミリービジネスでは、企業の目
的とゴールの実現に向けた革新的で予測的な行動と変革への意識があり、パフォーマンス
獲得へのモチベーションの強さがあるとされる(Corbetta & Salvato, 2004)。ファミリービジネ
スのトップやリーダーは、素早く大胆で型破りな行動を取り自由を得ており、コアコンピ
タンスの追求に取組み続ける一方で、独自性や独創性から多くのイノベーションを生み出
している(Miller & Le Breton-Miiler, 2005)。ファミリービジネスでは、トップのスチュワード
シップの高さとコミットメントの強さ、一般企業とは異なる独創性や独自性から、組織の
アントレプレナー的行動として革新性が促進され、アントレプレナー的パフォーマンスの
向上に影響を与えると推測される。 
オーナー経営者は経営者意識が強く、事業環境への機会と脅威の認識力が高く(Chrisman 
et al., 2003)、また所有と経営の一致からファミリービジネスでは企業価値を最大化するイン
センティブが生じるため(Demsetz & Lehn, 1985)、非ファミリービジネスよりもパフォーマ
ンス面での優位性を持つ(Anderson & Reeb, 2003)。これらファミリービジネスにみられる傾
向は、リスクテーキングや競争上の攻撃性を促進すると考えられる。しかし、ファミリー
ビジネスでは、イノベーションを好まないだけでなく、イノベーションや変化に対して、
それを組織やファミリーとってプラスになるとは考えず、オーナー経営者のリスクを遠ざ
け、回避しようとする行動や(Morris, 1998)、トップやファミリーメンバーが現状を維持する
ことをよしとして変化に対する抵抗(Levinson, 1987)もみられることから、これらはリスクテ
129 
ーキングにマイナスの影響を与えると考えられる。つまり、ファミリービジネスではトッ
プやファミリーのリスク志向やイノベーション志向により、組織のアントレプレナー的行
動としてのリスクテーキングが影響を受け、さらにその影響がアントレプレナー的パフォ
ーマンスに影響を与えると推測される。 
ファミリービジネスでは、トップが所有と経営の一致からビジネスとしての決断力の速
さを持ち(Ward, 1997)、これがファミリービジネスが長期に存続し、後進国などでも発展し
たきた理由のひとつとされている。創造的な投資を行いながら組織コンピテンシーを育成
するという傾向がある(Davis et al., 1997)ことから、これらの特徴は先進性を促進し、アント
レプレナー的パフォーマンスを向上させると推測される。 
さらに、企業の評判がそのままトップやファミリー自身の評判と結びついているために、
企業の業績改善へのインセンティブが強いという傾向があり(Anderson & Reeb, 2003)、ファ
ミリーメンバーや従業員による傑出したコミットメントがある(Sirmon & Hitt, 2003)。トップ
やファミリーメンバーのスチュワードシップの高さだけでなく、ファミリーメンバーや従
業員のコミットメントの高さは、職務を自律的に行うことで、自己効力感や責任が高まり(鈴
木, 2011)、自分の仕事をより良いものとしようとすることから生じると考えられる。会社を
育て、ミッションの実現に取組むのは従業員であるため、従業員の訓練に重きをおき、従
業員と関わり、従業員を大事にし、人材に投資することで、従業員は会社のために最善を
尽くすという認識が生じる(Miller & Le Breton-Miller, 2005)。さらに明確なリーダーシップに
よる効果により、時間的、事務作業的、財務的効率性が増加することから(Tagiuri & Davis, 
1996)、これらが自律性を促進させると推測される。 
これらのファミリービジネスの特徴が、コーポレート・アントレプレナーシップの取組
みにおいて、アントレプレナー的オリエンテーションの各次元を促進させ、アントレプレ
ナー的パフォーマンスに影響を与える可能性は十分に考えられる。 
先行研究では、ファミリービジネスのコーポレート・アントレプレナーシップにおいて、
アントレプレナー的オリエンテーションのどの尺度が、アントレプレナー的パフォーマン
スに強く影響を及ぼすかが明確ではない。またアントレプレナー的オリエンテーションの
尺度がアントレプレナー的パフォーマンスに正の影響を与えるかどうかも、明確ではない。 
以上から、次の仮説が設けられる。 
 
仮説 2：アントレプレナー的オリエンテーションは、ファミリービジネスのアントレプレ
ナー的パフォーマンスに正の影響を与える。 
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5. 方法 
 
 本章では、ファミリービジネスにおけるコーポレート・アントレプレナーシップに影響
を与える要因として、アントレプレナー的オリエンテーションについて分析し、さらにア
ントレプレナー的オリエンテーションとアントレプレナー的パフォーマンスの関係につい
て、分析検討を行う。 
サンプルは、前章までと同様、ファミリービジネス 112 社である。 
アントレプレナー的オリエンテーションの 3 つ要素、革新性、先進性およびリスクテー
キングの測定には、Covin & Slevin (1989)の質問項目 9 項目を用いている。これらの質問項
目はこれまでの先行研究で繰り返し信頼性と妥当性が検討されており、すでに変数の取扱
いが標準化されていることから結果の解釈が研究によって大幅に異なることがないとされ
るため(久保, 2005)、この質問項目を調査対象者に分かりやすく適切と思われる内容に翻訳
して質問項目とし、回答には(1)まったく違う～(3)どちらともいえない～(5)まったくその通
り、とした 5 段階のリッカート尺度を用いて測定している。 
アントレプレナー的オリエンテーションの競争上の攻撃性および自律性の測定には、Dess 
& Lumpkin (2005)で提示されている質問項目を用いる。この質問項目は自律性が 5 項目、競
争上の攻撃性が 3 項目であり、回答方法は提示されていない。そのため、これらの質問項
目の回答には、革新性、先進性、リスクテーキングの尺度と同じく 5 段階のリッカート尺
度を用い、(1)まったく違う～(3)どちらともいえない～(5)まったくその通り、とした。 
アントレプレナー的パフォーマンスの測定には、第 7 章で用いたのと同じ７項目を用い
ている。 
Covin & Slevin (1989)の 3 つの尺度に対する信頼性や妥当性は先行研究によりチェックさ
れており、変数が標準化されているが、Dess & Lumpkin (2005)の 2 つの尺度に関しては信頼
性や妥当性が十分には確認されていない。また、Naldi et al. (2007)はファミリービジネスを
対象としてアントレプレナー的オリエンテーションを測定する尺度を分析し、革新性、リ
スクテーキング、先進性の 3 尺度に発見したが、項目数は革新性が 2、先進性が 2 である。
このため日本のファミリービジネスを対象とする本研究でも、アントレプレナー的オリエ
ンテーションを構成する要素や項目が異なる可能性がある。そのため、5 つの要素すべてを
まとめてアントレプレナー的オリエンテーションとして分析検討するには、確証的因子分
析よりも探索的因子分析が適していると判断し、探索的因子分析を用いた。ついで抽出さ
れた因子による尺度が測定尺度として信頼できるものかどうかを検証するため、クロンバ
ックの α係数により信頼性を確認した。 
さらにアントプレナー的オリエンテーションとして抽出された因子が、アントレプレナ
ー的パフォーマンスにどのような影響を与えるかを分析するため、抽出された因子とアン
トレプレナー的パフォーマンスの間でパス分析を行った。 
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6. 分析結果 
 
アントレプレナー的オリエンテーションの因子を明らかにするために、17 項目について
探索的因子分析を行った。分析の結果、初期解における固有値の減衰状況から判断して、4
因子が採択された。いずれの因子に対しても因子負荷量が 0.4 を満たさなかった 2 項目を除
外し、最尤法、プロマックス回転により再度分析を行った。分析の結果は表 8.1 に示す通り
である。4 因子による累積寄与率は 69.12％となった。 
 この因子分析に関する適合度検定・カイ２乗は 70.379、自由度 51、有意確率 0.037、妥当
性は Kaiser-Meyer-Olkin の標本妥当性の測度が 0.727、Bartlett の球面性検定による近似カイ
２乗が 380.134、自由度 105、有意確率 0.000 であり、用いたサンプルは因子分析に適した
データであることが示された。 
第 1 因子には、Covin & Slevin (1989)の革新性尺度の 3 つの質問項目に、Dess & Lumpkin 
(2005)の「製品や技術、サービスで首位になるため文化、報酬、プロセス等で企業努力を促
進しているか」という自律性尺度の質問項目が含まれている。この質問項目は文化や報酬、
プロセスなどの促進に対する質問であり、内容的に革新性の質問と捉えることができるた
め、この因子を「革新性」とする。 
第 2 因子には、Dess & Lumpkin (2005)の競争上の攻撃性尺度の 3 つの質問項目に、Dess & 
Lumpkin (2005)の自律性尺度から 2 つの質問項目が含まれている。「部署間、従業員間のバ
ランスがよく保たれているか」と「新しいアイディアを促進するため、組織再編などを行
っているか」という項目である。競争上の攻撃性の質問項目は「自社の競争力やポジショ
ンが危うい場合、積極的な有効策をとっているか」、「自社の危機や過度な積極性による危
険を察知できるか」という、組織にとっての競争力や競争ポジションに対する社内の姿勢
や認知、認識に対する質問項目になっている。「部署間、従業員間のバランスがよく保たれ
ているか」と「新しいアイディアを促進するため、組織再編などを行っているか」という
項目も、競争に対する組織環境や組織の状態を示していると捉えることができる。オリジ
ナルの尺度は競争上の攻撃性であるが、攻撃性よりも競争に対する積極的な組織態度や組
織の姿勢、認知であると判断し、この因子を「競争上の積極性」とする。 
第 3 因子は、Covin & Slevin(1989)の先進性尺度の 3 つの質問項目をそのままを含む尺度で
あるため、この因子は「先進性」とする。 
 第 4 因子も、Covin & Slevin (1989)のリスクテーキングの尺度の 3 つの質問項目をそのま
まを含む尺度になるため、この因子は「リスクテーキング」とする。 
各因子について因子負荷量が 0.4 以上の項目を平均した値を尺度とみなした場合、クロン
バックの α係数は、革新性(4 項目)が 0.815、競争上の積極性(5 項目)が 0.765、先進性(3 項目)
が 0.781、リスクテーキング（3 項目）が.691 と、十分な内的整合性を有している。そこで、
各因子を構成する項目の平均値を尺度として用いる。尺度間の相関係数および信頼性係数
は、表 8.2 に示している。 
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これらの結果から、アントレプレナー的オリエンテーションの要素として、先行研究の
尺度と同じ革新性、先進性、リスクテーキングが発見され、異なる尺度として競争上の積
極性が発見された。このため、仮説 1 は部分的に支持された。 
さらにアントレプレナー的オリエンテーションとして抽出した 4 つの尺度とアントレプ
レナー的パフォーマンスの変数を用いて、パスを引いたモデルに対してパス分析を行った。
このモデルによる適合度指標は GFI=0.86、AGFI=0.86、CFI=0.92、RMSEA=0.033 となり、
モデルとデータの適合度は十分であり、構成されたモデルはパス図をよく説明していると
判断された。各尺度である要因間とアントレプレナー的パフォーマンスの関係は図 8.1 に示
す。 
 
 
表 8.1 アントレプレナー的オリエンテーションの探索的因子分析結果(N=112) 
質問項目 F1 F2 F3 F4 
現行製品やサービスの改善や大掛かりな変更をよく行うか .878    
製品・技術・サービスで首位になるため文化・報酬等を促進 .688    
研究開発より現行製品サービスのマーケティングに力を入 .684    
新製品や新サービスを多く投入することに力を入れる .481    
自社の危機や過度な積極性による危険を察知できるか  .828   
コストや技術、新製品等で競争力あるポジションを促進する  .761   
競争力やポジションが危うい場合、積極的な有効策を取る  .760   
部署間や従業員間の許容やバランスがよく保たれている  .754   
新しいアイディアを促進するため組織再編などを行っている  .604   
競合他社に勝とうという共存的より競争的ポジジョンを取る   .773  
競合他社よりも先に新システム・技術・製品・サービスを投入   .673  
たいてい先行して変革を始め、競合他社はそれに反応する   .502  
誤った決定リスクを減少するため慎重に観察する傾向が強    .908 
目的達成のため、注意深く調査し段階的に実施する    .604 
ハイリスクのプロジェクトを検討、実行する傾向が強い .   .591 
累積寄与率％ 38.01 50.14 60.59 69.12 
注 1： F1 は因子１で革新性、F2 は因子 2 で競争上の積極性、F3 は因子 3 で先進性、 
F4 は因子 4 でリスクテーキングである。 
 注 2： 因子負荷量が.400 未満の数値は省略した。 
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表 8.2 尺度間の相関と信頼性 
  項目数 平均値 標準偏差 革新性 競争上の
積極性 
先進性 リスクテー
キング 
革新性 4 14.483 2.175 0.815       
競争上の積極性 5 17.334 3.223 0.379 0.765     
先進性 3 10.447 2.164 0.387 0.497 0.781   
リスクテーキング 3 10.572 1.905 0.153 0.312 0.238 0.691 
対角線は α係数 
 
  
図 8.1 アントレプレナー的オリエンテーションとアントレプレナー的パフォーマンス 
のパス分析結果(N=112) 
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パス解析の結果、アントレプレナー的オリエンテーションの尺度として革新性、先進性、
リスクテーキングからアントレプレナー的パフォーマンスへのパス係数は有意であるが、
競争上の積極性からアントレプレナー的パフォーマンスへのパス係数は有意ではなかった。
革新性はアントレプレナー的パフォーマンスに中程度の正のパスを示し、先進性とリスク
テーキングは低い値であるが、アントレプレナー的パフォーマンスに正のパスを示してい
ることになる。このため、仮説 2 は部分的に支持された。 
革新性 
競 争 上 の
積極性 
先進性 
リ ス ク テ
ーキング 
アントレプレナー的
パフォーマンス 
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この結果から、アントレプレナー的オリエンテーションがアントレプレナー的パフォー
マンスに影響を与える要素は、革新性、先進性およびリスクテーキングの 3 つであること
が発見された。これら 3 つの要素は、革新性に Dess & Lumpkin (2005)の自律性尺度の質問
項目 1 つを含んでいるが、基本的には信頼性や妥当性の検証が行われてきた Covin & Slevin  
(1989)による尺度である。つまり、先行研究でこれまでに得られた結果同様、これら 3 つが
アントレプレナー的オリエンテーションの尺度として適切であり、アントレプレナー的パ
フォーマンスに正の影響を与えることが発見された。 
 
 
7. 考察 
 
 本章では、ファミリービジネスにおけるコーポレート・アントレプレナーシップの組織
レベルのアントレプレナー行動を測定する尺度であるアントレプレナー的オリエンテーシ
ョンについて、日本のファミリービジネスのデータを用いて探索的因子分析を行い、さら
に抽出された因子とアントレプレナー的パフォーマンスとの関係について、パス分析を行
った。その結果、先行研究の知見との本章での結果では、以下のような類似点と相違点が
見つかった。 
まず、先行研究により信頼性や妥当性が検証され、変数の取扱いが標準化されているこ
とから、結果の解釈が研究によって大幅に異なることがないとされている Covin & Slevin 
(1989)のアントレプレナー的オリエンテーションの 3 つの尺度と質問項目は、日本のファミ
リービジネスを対象とした調査でも第 1 因子として「革新性」、第 3 因子として「先進性」、
第４因子として「リスクテーキング」が発見され、それぞれの因子にはオリジナルの各 3
項目からなる質問項目がすべて含まれていた。Dess & Lumpkin (2005)によって示された「自
律性」「競争上の攻撃性」の尺度は、2 つとも因子として分離されず、競争上の攻撃性尺度
の質問項目 3 項目に自律性尺度の質問項目 2 項目を加えた因子である「競争上の積極性」
が第 2 因子として抽出された。 
 本章の結果で抽出されなかった因子である自律性は、ファミリービジネスに参加するフ
ァミリーメンバーのゴールや目的が異なることで組織の自律性が抑制されるより(Dyer,  
2006)、トップが自らが考える方向に企業を率いるリーダー兼アントレプレナーであること
が多いことがあげられる。日本では、トップも組織メンバーも家憲や家訓、組織内の規範
やルールを尊重し、遵守しながら業務を遂行させる傾向があるため(後藤, 2009)、自分の規
範に従って自由に行動するという側面の自律性の傾向は低いと考えられる。そのような傾
向から、事業のコンセプトやプラン、ビジョンを実現させるために、Lumpkin & Dess (1996)
が示した自律性としての自らの規範やルールに従いつつも、自由に行動する傾向は低いと
考えられる。本論文の調査対象であるトップは、第 6 章に示したようにスチュワードシッ
プが高いという傾向があることから、ファミリービジネスへのコミットメントや忠誠心も
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高いと推測され、経営陣も従業員も組織内の規範やルールを尊重し、それに従いながら自
分なりに考えて業務を遂行し行動する傾向が強いと考えられる。このため、自分の規範や
ルールを組織内に持ち込んで自由に行動するという傾向は低いといえる。これはオーナー
経営者であっても、スチュワードシップが強く、組織と個人の同一化、コミットメントが
強い経営者であれば、従業員同様に組織の規範やルールを尊重するという Eddleston & 
Kellermanns(2007)の示唆からも理解できる。 
 Lumpkin et al. (2010)、Nordqvist et al. (2008)、Zellweger & Sieger (2012)によるパフォーマン
スとアントレプレナー的オリエンテーションとの関係を分析した研究では、そのすべての
研究において、リスクテーキングおよび競争上の攻撃性はファミリービジネスにとってあ
まり重要ではなく、自律性、革新性および先進性がファミリービジネスの価値創造におい
てより重要であると示唆している。本章の結果では、競争上の攻撃性尺度の質問項目を含
む競争上の積極性とアントレプレナー的パフォーマンスとの関係は有意とはならず、日本
のファミリービジネスにおいても、競争上の攻撃性は重要ではないという結果になった。
しかし、リスクテーキングとアントレプレナー的パフォーマンスとの関係は、低い値であ
るが有意であった。この数値は、先進性と比べれば高い値であることから、先行研究の結
果とは異なり、日本のファミリービジネスにおいてはリスクテーキングも重要であるとい
う結果になった。 
本章では、Rauch et al. (2009)のメタアナリシス分析によるリスクテーキングが財務的パフ
ォーマンスに正の影響を与えるという結果と同じく、リスクテーキングがアントレプレナ
ー的パフォーマンスに正の影響を与えることが発見された。しかし、ファミリービジネス
を分析対象とした Naldi et al. (2007)の、リスクテーキングが財務的パフォーマンスに負の影
響を与えるという発見とは異なる結果となった。これは、日本のファミリービジネスのコ
ーポレート・アントレプレナーシップでは、組織のアントレプレナー的行動として、リス
クを回避するよりもリスクテーキング行う可能性が高いためと推測される。ただし、リス
クテーキングと革新性および先進性との関係は有意ではなかったため、日本のファミリー
ビジネスではリスクに対して慎重であると推測される。また、Naldi et al. (2007)の先行研究
と異なった結果が出た理由としては、アントレプレナー的オリエンテーションは、トップ・
マネジメントのアントレプレナーシップにおける意思や行動を測定するという心理的測定
によるアセスメントであるため、外部環境要因や企業文化、組織文化などが作用する可能
性 1)が示唆され、文化的な相違ということも考えられる。また、アントレプレナー的パフォ
ーマンスは、コーポレート・アントレプレナーシップの実行におけるアントプレナー的成
果であるが(Habbershon et al., 2010)、アントレプレナー的オリエンテーションとアントレプ
レナー的パフォーマンスは、高い正の相関がある可能性も考えられるため（Habbershon et al., 
2010)、財務的パフォーマンスに対する影響とは異なった結果が得られたということも推測
できる。 
ファミリービジネスにとって、他の 2 つの要素より革新性および先進性が重要であると
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の示唆に関しては(Lumpkin et al., 2010; Nordqvist et al., 2008; Zellweger & Sieger, 2012)、本章
での分析の結果、革新性はアントレプレナー的パフォーマンスに最も高い正のパスを示し
たことから、日本のファミリービジネスにとっても最も重要な要素であることが発見され
た。先進性については低いながらも正のパスを示しているが、リスクテーキングよりも低
い値であったことから、先進性だけでなくリスクテーキングも、より重要な要素であると
判断される。先進性がリスクテーキングより低いというのは、ファミリービジネスは、非
ファミリービジネスよりコストコントロールや専門性を重視して、防衛的、現状維持的な
戦略を取りやすいため新規事業に取組みにくいという先行研究の知見から (Morris, 1998; 
Short Payne, Brigham, Lumpkin, & Broberg, 2011)も理解できるだろう。自律性が重要であると
の示唆に関しては(Lumpkin et al., 2010; Nordqvist et al., 2008; Zellweger & Sieger, 2012)、本章
の分析結果では、自律性が因子として抽出されなかったため、日本のファミリービジネス
のコーポレート・アントレプレナーシップの取組みにおいて、自律性はあまり重要ではな
いということが示された。 
 日本は各国と比較しても長期に存続するファミリービジネスが多く(後藤, 2009)、これら
のファミリービジネスでは長期存続のために既存企業を維持しながら、絶えず新しい機会
発見し、それを事業化して持続的競争優位を獲得するためのイノベーションと取り組まな
ければならない。そのため、革新性や先進性は組織としての価値創造において重要である
が、日本のファミリービジネスでは、既存事業に対しイノベーションや新規事業への取組
みに関する事業リスクを回避し(後藤, 2012b)、イノベーションや新規事業への取組みが既存
事業に負の影響や損害を与えないことを重要視し、その上でリスクを取るだけでなく、リ
スクをコントロールし軽減させるよう積極的に対応していると推測される(嶋田, 2013)。前
章でも述べてきたように、大掛かりな変革を求め、既存事業や既存組織の根幹を揺るがす
ようなリスクを取るよりも、イノベーションを行う場合、その必要性は理解し積極的にリ
スクテーキングを行いながらも、リスクをコントロールしつつ段階的にイノベーションを
行うことを好む傾向があると推測される。伝統と革新のバランスを考慮する日本のファミ
リービジネスでは、リスクテーキングはアントレプレナー的行動において重要であると考
えられる。 
また日本では昔から商取引において、当事者の売り手と買い手だけでなく、その取引が
社会全体の幸福につながるものではなければならないという「三方よし」の理念がある(後
藤, 2012c)。これは、売り手よし、買い手よし、世間よしという近江商人の経営理念に由来
しており、競合他社を蹴落として自社だけが生き残るよりも、相互扶助、地域の活性化、
ステークホルダーとの良好な関係を良しとする企業文化を持っているファミリービジネス
も多く存在する(後藤, 2012c)。長期に存続する老舗ほど、地域における存在は重みをもち、
地域を支え活性化させるため、単独で生き残るより他の企業とともに協働し、互いの強み
を相乗的に発揮して弱みを補完しあい、地域の知的資産であり共有資産となる地域ブラン
ドを構築し、ネットワークを広げて消費者等の意見を反映させながら、各々のファミリー
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ビジネスが発展しているのである(池澤, 2011)。このような理由から、日本のファミリービ
ジネスでは、大企業による社内ベンチャーや新規事業の創造、新規市場への参入などとは
異なり、競争上の攻撃性が基本的に低い傾向があると推測できる。 
しかし、老舗と呼ばれる長寿企業ほど先行者優位を獲得しており、その業界をけん引す
る役割を果たしている老舗のファミリービジネスも多いことから(池澤, 2011)、競合他社よ
りも常に先行者優位をもたなければならず、他社よりも先行して変革を求め、競争しよう
というポジションを取っているため、先進性は組織のアントレプレナー的行動として重要
である。裏返せば、長期に存続するファミリービジネスでは、先行者優位を持ちそれによ
り競争優位性を獲得して、地域やステークホルダーとの関係を良好に保ち、他社との共存
共栄を図っている企業が多いということになるだろう。ファミリービジネスでは、ステー
クホルダーや従業員との信頼性、相互的な利他性、信頼できる契約関係から長期的なオリ
エンテーションをもち(Corbetta & Salvato, 2004)、投資への短期的な回収を避け、ビジネスが
軌道に乗るまで時間をかけてビジネスを育てるアントレプレナー的行動があるが(James, 
1999)、日本のファミリービジネスではこの傾向が高いと推測される。そして競合他社との
関係を重視し地域のコミュニティに根差した経営を行って企業が多いため、競争上の攻撃
性は低いと考えられる。 
本章の分析結果ではアントレプレナー的オリエンテーションがアントレプレナー的パフ
ォーマンスに対して有意な正の影響を与えていた。ファミリービジネスの研究では、財務
的パフォーマンスだけでなく、社会的パフォーマンス(Habbershon et al., 2010)や承継パフォ
ーマンス(Chittoor & Das, 2007)2)などの非財務的パフォーマンスがある。本章では、ファミリ
ービジネスが目指すゴールに、利益や事業の拡大だけでなく、事業の承継や企業の存続(後
藤,2009)、地域の活性化やネットワークの向上、人間関係やステークホルダーとの関係の向
上、企業としての社会的責任、従業員の満足度や雇用の安定性(Tagiuri & Davis, 1992)などが
あること、コーポレート・アントレプレナーシップの成果だけを財務的指標とするのが難
しいことから、アントレプレナー的パフォーマンスを用いた。ファミリービジネスでは、
株主配当を優先することなく事業を成長に導く長期展望を持ち(Dreux, 1990)、寛容資本とさ
れる財務資本・物的資本として資本の持続的な忍耐性を持つことから(Sirmon & Hitt, 2003)、
投資に対して早期に利益を上げて回収するよりも、時間をかけて研究開発を行ったり、新
規事業に対して時間をかけ、経営の柱のひとつとして育てあげる傾向が強いため、ファミ
リービジネスのコーポレート・アントレプレナーシップに対して、短期の成長性を指標と
してその結果を測ることは難しいという課題も残る。今後の実証研究としては、これ以外
の指標として、財務パフォーマンスである成長性によって日本のファミリービジネスのア
ントレプレナー的オリエンテーションの分析を行う必要性があるだろう。 
 本章では、組織のアントレプレナー的行動であるアントレプレナー的オリエンテーショ
ンについて検討した。今後は、Martin & Lumpkin (2003)が指摘するように、ファミリービジ
ネスのコーポレート・アントレプレナーシップにおけるアントレプレナー的オリエンテー
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ションの研究において、成長性や変化の必要性とともに、長期存続を目的とするファミリ
ービジネスならではの経営の安定性に対する志向や伝統など、ファミリービジネスの特徴
にあった要因を検討する必要もあるだろう。また日本のファミリービジネスは、長期に存
続するファミリービジネスほど日本特有の文化や環境などによる影響を受けているため、
日本のファミリービジネスの特徴にあった要因を検討し、欧米のファミリービジネスの先
行研究と比較検討する必要もあるだろう。 
 
 
[注] 
1) 心理的測定における異文化での妥当性は、Bhagat, Kedia, Crawford, & Kaplan (1990)に詳し
い。また異なるサンプル、異なる場面の妥当性に文化的問題が入る交叉（交差）文化的
な妥当性については、萩原(1978)に詳しい。 
2) 一般企業を含む企業の事業承継におけるパフォーマンス分析の基本は、 Storey (1994)に
よる「経営者属性・経営資源」「企業属性」「経営戦略」の 3 要素の組み合わせとされ、経
営者属性は経営者の年齢、性別、学歴などの個人属性が含まれ、企業属性には企業規模、
企業年齢、業績などの企業属性が含まれ、経営戦略には外部株主の存在、技術の洗練度、
市場でのポジショニングなどの経営上の要素が含まれる。 
ファミリー企業の承継にかかるパフォーマンス分析の枠組みでは、Chittoor & Das 
(2007)の分析フレームワークが用いられ、「先任経営者要因」「後任経営者要因」「家族要
因」「ビジネス要因」「承継プロセスの特性」からなる。「先任経営者要因」は先任経営者
に関係する要因であり、モチベーション、パーソナリティ、キャラクター、後任経営者と
のリレーションシップを含み、「後任経営者要因」は、後任経営者に関係する要因として
モチベーション、能力、教育、外部での仕事の経験、見習い期間など、「家族要因」は家
族のリレーションシップの質、ハーモニー、ビジネスへのコミットメント、家族会議の有
無、「ビジネス要因」は取締役会の状態、承継の経験、組織文化、ビジネスサイクル、税
制、「承継プロセス」は後継者の選択プロセス、後継者育成、企業統治構造、ビジョンの
シェアを含む。これらの要因によって決定される「承継パフォーマンス」は、総売上成長
率、総資産利益率(ROA)、売上高利益率(ROS)、企業の生存率、実行可能性、ステークホ
ルダーの満足度などを指標としている。 
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第 9 章 ファミリネスおよびトップの役割とアントレプレナー的オリエンテー 
ション 
 
 
1. はじめに 
 
本章では、ファミリネスを含む経営資源とアントレプレナー的オリエンテーション、フ
ァミリネスを含む経営資源とトップの役割について、分析し、考察する。 
本章の目的は、ファミリービジネスにおけるコーポレート・アントレプレナーシップの
取組みに際し、ファミリネスを含む経営資源がどのような資源の束となるのか、その資源
の束が組織のアントレプレナー的行動であるアントレプレナー的オリエンテーションにど
のような影響を与えるのかについて分析し、考察するものである。さらに、ファミリネス
を含む経営資源を配分し、これらの資源をマネジメントしてコーポレート・アントレプレ
ナーシップに取組むためのトップ・マネジメントの役割とは何か、その役割にはどのよう
な要素があるのか、これらの要素はファミリネスを含む経営資源とどのような関係がある
のかについて、分析し、考察するものである。 
Ireland, Hitt, et al. (2003)の戦略的アントレプレナーシップモデルでは、アントレプレナー
的マインドセットは経営資源に影響を及ぼし、経営資源を戦略的にマネジメントして、創
造性の適用とイノベーション開発を行い、富や価値を創造する。ファミリービジネスには、
非ファミリービジネスが持つ経営資源の他に、ファミリーに関係するファミリーのスキル、
能力、経験、伝統、ファミリー・ガバナンスなどと深くつながったファミリネスという資
源がある(Habbershon & Williams, 1999)。ファミリネスには、先行研究によりいくつかの資本
が提示されているが、これらを要素とした尺度はこれまで作成されていない。事例研究で
は、ファミリネスとして人的資本、組織的資本およびプロセス資本という 3 つの資源が永
続的なアントレプレナー的活動に影響を与えることが示されているが、ファミリネスは資
源であるがゆえに、ケイパビリティとして競争優位をもたらすためには、資源同士の組合
せ、いわゆる資源の束として束ねられ、配分されることになる。しかし、日本のファミリ
ービジネスを対象とした研究はこれまでにない。また、事例研究ではファミリネスの束の
うち、経験、意思決定およびネットワークが組織のアントレプレナー的行動に影響を与え
ることが示されているが、これについても日本のファミリービジネスを対象とした研究は、
十分になされていない。そのため、本章では、ファミリネスを含む経営資源がどのような
資源の束となるのかを分析するために、新規に尺度を作って分析を行い、抽出された資源
の束がアントレプレナー的オリエンテーションにどのような影響を与えるかを分析し、考
察するものである。 
また、コーポレート・アントレプレナーシップに関するすべての戦略、行動、実行に対
する責任を持つというトップの役割 (Morris et al., 2008) については、概念を構成する要素
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が明確でないため、これまで尺度が作られていない。そのため先行研究の知見から、トッ
プの役割に対して新規の尺度を作って分析を行い、抽出された尺度とファミリネスを含む
経営資源の束にはどのような関係があるのかについて、分析し、考察するものである。 
 
 
2. ファミリネス 
 
 Ireland, Hitt, et al. (2003)は、戦略的アントレプレナーシップのモデルの中で、企業が保有
する資源、新しく獲得する資源を戦略的に利用し配分することで、資源をマネジメントし、
組織学習、創造的認知を組織内に広げ進めていくことが重要だと述べている。つまり、企
業が蓄積し、配分・配置した資源を保持し持続させ、かつ新しい資源を創造するために、
組織の資源を用いて、価値を創り上げられるよう戦略的に資源をマネジメントすることが
富の創造には必要だということになる。戦略的アントレプレナーシップでは、企業が保有
する資源の中でも、企業が機会を活用するために資源ポートフォリオを構築し、ケイパビ
リティとして資源を束ね、機会探求行動や優位性探求行動を統合してアントレプレナー的
行動を企業内、組織内で促進する時に必要な資源として、財務資本、人的資本および社会
関係資本をあげている(Adner & Helfat, 2003; Sirmon & Hitt, 2003)。 
 Habbershon & Williams (1999)は、資源ベース論の視点から、ファミリーが参加する企業の
戦略的ビジネス行動において、競争優位を得ることができる固有で複雑な資源として、フ
ァミリネスという概念を示した。ファミリネスは、ファミリーに関係するファミリーのス
キル、能力、経験、伝統、ファミリー・ガバナンスなどと深くつながった資源である
(Habbershon & Williams, 1999)。そして、経営とファミリーの関係性およびファミリー性を分
析の要とし、組織内でファミリー資源が循環するサイクル型のフレームワークを構築した。
また同時に、競争優位とその戦略を通し、資源の特定から資源の改良、改善に関しても、
ファミリネスやファミリー資源がプロセスとして介入することを明らかにしている
(Habbershon & Williams, 1999)。 
 ファミリネスは、ファミリーとビジネスの相乗効果によるものであり、そのため価値が
あり、模倣が難しいものであり(Habbershon & Williams, 1999; Habbershon et al., 2010)、それゆ
えファミリーとビジネスに分離ができず、模倣が難しいためユニークであり、資源間の相
互作用を通じて時間をかけてケイパビリティとして開発され、ファミリービジネスに競争
優位をもたらすものである(Nordqvist, 2005)。ファミリネスは、ファミリー要因（family factor）
によって影響を受けるすべての特徴と位置付けられ、資源と能力に深くつながったファミ
リー要因の集まりであり、優位性を促進するものと抑制するもの、何ら優位性に影響を与
えないものが存在する(Habbershon & Williams, 1999)。ファミリービジネスの特異的な資源や
ケイパビリティの価値や独自性は、ファミリービジネスの複雑性や経路依存性、暗黙的性
質によるものであり、ファミリービジネスの競争優位のある部分は、これらの特異的な資
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源による(Habbershon et al., 2010)。後藤(2012d)は、ファミリネスを「ファミリー、個人およ
びビジネス間のシステム相互作用から生じる、企業に固有な資源の束」と定義している。
また、Serrano et al. (2006)は、ファミリーが影響を与える資源とケイパビリティを含めてフ
ァミリネスと定義しているため、本章ではファミリネスを資源とケイパビリティを含めた
ものとして定義する。 
 ファミリネスは、その根源として創業者精神があり、これが成長と富を求めるものとし
てファミリービジネスの原動力となるものである(Sirmon & Hitt, 2003)。後藤(2012d)は、創
業者精神が世代を経由する伝統を経て凝縮され、固有の企業文化としてファミリービジネ
スに定着するとしている。また、ファミリネスは企業理念の基礎であり、ファミリービジ
ネスの関係者では、共有する慣習、顧客に対してはブランドに象徴される存在であり、少
なからぬ部分は暗黙知として、他社の追随を許さない競争優位を実現するものとしている 8
後藤, 2012d)。つまり、ファミリーとビジネスの相乗効果によるものであるファミリネスに
より、ファミリービジネスは競争優位をもつことができるということになる。 
 しかし、これまでにファミリネスの概念に対して、実証研究として測定尺度が作成され
たことはない。事例研究としても、ファミリネスの資源同士の束がどのようなものである
かを研究した Irava (2009)の結果しかない。Irava (2009)はオーストラリアのファミリービジ
ネス 6 社について、アントレプレナー的活動における事例研究から、ファミリネスとして
人的資本、組織的資本、プロセス資本の 3 つの資源のカテゴリーが企業の永続的なアント
レプレナー的活動に影響を与えることを示し、さらにそこから 6 つのファミリネスの束を
示している。この 6 つのファミリネスの束は、人的資本のカテゴリーからレピュテーショ
ン、洞察的経験とスキルとしての経験、組織的資本のカテゴリーから学習、意思決定、プ
ロセス資本から関係性およびネットワークである。 
そのため、本章では、ファミリービジネスのファミリネスとアントレプレナー的活動に
関する Irava (2009)の研究と、Habbershon & Williams (1999)、Sirmon & Hitt (2003)によって提
示されているファミリネスとしての資本を中心に、尺度を構成することとする。 
Sirmon & Hitt (2003)は、ファミリービジネスのユニークな資源として人的資本、社会関係
資本、寛容資本 1)および存続資本をあげている。 
人的資本は、スキル、知識、トレーニングおよび関係性からなる資本である(Habbershon & 
Williams, 1999)。また、人びとが獲得した知識、技能、能力が人的資本であり、傑出したコ
ミットメント、暖かく親密な関係性、企業固有の暗黙知となる可能性のある資源である
(Sirmon & Hitt, 2003)。暗黙知はファミリービジネスに最も重要なものであり、特定の知識が
属人的に承継されてきた伝統産業において、暗黙知は競争優位性の中核的存在として重視
されるものである(後藤, 2012d)。ファミリービジネスは伝統や歴史に守られた知識や技術を
大切にし、そのレベルを上げることに資源が使われる(Corbetta & Salvato, 2012)。さらに、人
的資本にはファミリーによる承継・世襲などによるリーダーシップ能力の開発とエンパワ
ーメントがある(Finger et al.,1994)。承継や世襲により後継者は早期から経営者として教育さ
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れるため、専門的なスキルや知識を共有、獲得しやすく、自らの役割や仕事への認識と責
任が強化されやすい。また、ファミリーメンバーはファミリービジネスの企業経営に参加
することで、ファミリービジネスへの高いコミットメントと忠誠心、モチベーションを持
つ(Rosenblatt et al., 1985)。ファミリーメンバーは、雇用された経営者とは異なり、ファミリ
ーの名前を持ち、ファミリーとして経営に参加することで企業に対する責任感と帰属意識
が高まり、パフォーマンスの向上や組織改善のため、従業員やステークホルダーとの良好
な関係構築へのモチベーションや経営意識が高くなる(Miller & Le Breton-Miller, 2005)。所有
と経営の一致からエージェンシーコストやコンフリクトが低いため、人的資本としてのプ
ラス面は、事業環境に応じた経営者の役割変化や管理方法の柔軟性やタイムリー性(Poze et 
al., 1997)、ビジネスとしての決断力の速さ(Ward, 1997) がある。Castanias & Helfat (1991)は、
経営トップの交代により競争力を失う企業を例として、トップの能力自体を模倣しにくい
資源として捉えている。Irava (2009)は、人的資本としてレピュテーションと洞察的経験とス
キルとしての経験をファミリネスとして明らかにしているが、レピュテーションは社会関
係資本にも含まれる資本でもある。 
社会関係資本は、関係性を通じて得られ、ネットワークに埋め込まれた資源である(後藤, 
2012b; Nahapiet & Ghoshal, 1998; Sirmon & Hitt, 2003)。つまり、ファミリーに埋め込まれてい
るため、関係先からみた正当性が高まり、人的資本を高める効果をもたらすものである(後
藤, 2012d)。この資本は、情報の提供、技術的知識、マーケットへのアクセス、敬意への資
本であり(Ireland et al., 2001)、構造的、認知的、関係性による側面からなる資本であり、構
造的にはネットワークをベースとし、認知的には言葉や話しのシェアをベースとし、関係
性では信頼、規範、貢献をベースとする(Sirmon & Hitt, 2003)。このため、人々の協調行動が
活発化することにより、社会の効率性を高めることができるものである(Nahapiet & Ghoshal, 
1998)。現在のファミリネスの研究では、社会関係資本の中にプロセス資本が取り入れられ
ていることが多く、社会関係資本がファミリネスの主な資本のひとつとなっている。社会
関係資本としては、創業者のファミリーメンバーであるという一族としてのステータス
(Steier, 2001)がある。ステータスはファミリーメンバーや事業とって重要な役割を果たし、
ファミリーやファミリーメンバーにとって社会的信用や社会からの関心の高さにも影響す
ることから(Steier, 2001)、Tokarczyk et al. (2007)は、ファミリービジネスへの消費者の信頼性
を発見している。ファミリーの名前やファミリーブランド自体を資源とすると、ファミリ
ーとしての名前の維持とファミリービジネスである企業の評判の維持は同等のものであり、
相互に影響与え消費者や顧客の信頼にも影響を及ぼすものである。ファミリーとしての名
前やブランドがあることが、ファミリービジネスの競争優位であり、これは非ファミリー
ビジネスである一般企業には模倣できない異質性につながる。これはファミリー間、ファ
ミリービジネス間の取引において、または著名なファミリービジネスとの取引において、
そのファミリーの名前が信頼性に対する重要な資源となることを示している(Dyer, 2006)。 
存続資本もしくは存続可能性資本(survivability capital)は、ファミリーメンバーが無償で提
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供したり、貸したり、共有することができる資源であり、ファミリーメンバーによる労力
や資産などの資本であり、個人的な資源である(Dreux, 1990; Sirmon & Hitt, 2003)。つまり、
ファミリーメンバー個人によって提供され、貸し借りされる財務資本と人的資本である。
これは所有と経営の一致により利益を内部留保しやすく、経済状況や経営状況が悪化の際
に事業継続を可能とするセーフティネットのひとつとなっている(Sirmon & Hitt, 2003)。また
この資本は、ファミリーにとって、後に大きな報酬を伴う対価となりうる資本である(Sirmon 
& Hitt, 2003)。 
寛容資本(patient capital)は、投資され、清算の恐れにない財務資本であり、資本として持
続的な忍耐性をもつ資本であり、財務資本である(McConaughy & Philips, 1999; Sirmon & Hitt, 
2003)。ファミリーによる資本や資金の提供はその回収を目的とせず、短期的な成果を優先
しないため、経営の安定や事業開発において時間的余裕を持つことができ、価値ある資産
の形成ができ、資源や利益の乏しい事業環境における倹約(parsimony in scarce environments)
や、厳しい経営状況での財務的な倹約性を持つことで、事業への取り組みの早さや決断の
早さを示すものであるが、寛容資本には限界がある(Sirmon & Hitt, 2003)。 
Irava (2009)は、事例研究から、ファミリネスとしてこれらの資本以外に、組織的資本のカ
テゴリーから学習、意思決定、プロセス資本から関係性、ネットワークが永続的なアント
レプレナー的活動に影響を与えることを明らかにした。しかし、人的資本としてのコミッ
トメントや組織的資源としての組織文化は、ファミリネスの束として、その影響が明らか
にされなかった。 
組織的資本は、コンピテンシー、コントロール、ポリシー、文化、情報、技術からなる
である(Habbershon & Williams, 1999)。組織的資本としては、ファミリービジネスの組織的文
化があげられる(Dyer, 2006)。長期に存続してきたファミリービジネスは企業としての伝統
を重んじるという組織文化を持つ。また、家訓、家憲などのルールを制定し、トップやフ
ァミリーが公私混同しないよう経営理念を明確にし経営に取り込み(後藤, 2009)、それらが
組織文化となり、企業内に浸透していくことになる。ファミリービジネスはファミリーに
よる資金調達が可能で、かつ所有と経営の一致度や持ち株比率が高いことから、株主構造
に影響されず、株主への配当等を最優先にすることなく事業を継続、成長に導く長期展望
が可能であり、長期的な視野に立った意思決定を下せることが発見されている(Dreux, 1990)。
対外的にも短期の財務指標の改善を優先することなく、企業の存続を目標として事業継続
の視点を持つことが持続的な競争優位であり、これが高いパフォーマンスにつながる潜在
性であるとしている(Dreux,1990)。James(1999)は、承継や世襲においてビジネスを子孫に受
け継いでいくことで、そのまま途切れることなく長期的な視野を持つことができ、効率的
な投資が可能であるとする。また、ファミリービジネスには、ビジネスとしての決断力の
速さがある(Ward, 1997)。 
プロセス資本は、知識、スキル、配置、コミュニケーションへのコミットメント、リー
ダーシップ、チームによる資本である(Habbershon & Williams, 1999)。企業と環境の関係に関
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する資本であることから、環境経営体質の高さもプロセス資本である(Habbershon & 
Williams, 1999)。ファミリービジネスは地域に密着しているケースが多く、ファミリーの名
前が企業のイメージとリンクして世間に浸透しているため、環境へ配慮する意識が一般企
業よりも高く、パフォーマンスの向上につながるように企業全体として取り組む体質を持
つ。従業員や顧客、サプライヤー、ディストリビューターへのトリートメント(Barney, 1986)、
従業員への高い報酬や良好な報酬システム (Donckels & Fröhlich, 1991)、従業員の忠誠心の
高さと厚生意識の高さ(Ward, 1997)がプロセス資本とされている。プロセス資本としての従
業員やステークホルダーとの関係構築能力が高くなれば、それらが良好なパフォーマンス
につながることになると推測される。プロセス資本は、研究者の捉え方により社会関係資
本として捉えられたり、人的資本として捉えられている。Irava (2009)は、プロセス資本から
関係性とネットワークをファミリネスとしたが、これらは社会関係資本にも含まれる資本
でもある。これらの資本は、研究者によりどの資本に分類されるかが異なるため、明確に
区別することができない。 
さらに、戦略的アントレプレナーシップで必要な資源として、財務資本、人的資本およ
び社会関係資本があげられており(Adner & Helfat, 2003; Sirmon & Hitt, 2003)、これらはコー
ポレート・アントレプレナーシップに取組むための資源であるファミリネスにも含まれる
ものであるため、本論文では、財務資本もファミリネスの構成要素として分析する。 
以上、Irava (2009)の事例研究により明らかにされたファミリネスとして、人的資本、組織
的資本、プロセス資本の 3 つの資源のカテゴリーからなる 6 つのファミリネスの束、人的
資本のカテゴリーからレピュテーション、洞察的経験とスキルとしての経験、組織的資本
のカテゴリーから学習、意思決定、プロセス資本から関係性、ネットワークと、Sirmon & Hitt 
(2003)から社会関係資本、寛容資本、存続資本、戦略的アントレプレナーシップから財務資
本を、構成要素とする。ファミリネスを構成する要素として用いる資本は、人的資本から
コミットメント、知識や経験とスキル、社会関係資本からレピュテーション（人的資本で
もある）、組織的資本から意思決定、組織文化や企業文化、プロセス資本と社会関係資本か
ら関係性、ネットワーク、寛容資本、存続資本、財務資源である。Irava(2009)では、組織的
資本である組織文化の影響は示されなかったが、ファミリービジネスにとって創業者精神
は根源的なものであり(Sirmon & Hitt, 2003)、世代を経由する伝統を経て凝縮され、固有の企
業文化となるものであるため(後藤, 2012d)、ここでは組織文化や企業文化も構成要素とする。
また、Irava (2009)では示されなかったコミットメントは、ファミリービジネスの人的資源と
して重要なものであり、傑出したコミットメントが人的資本としての特徴であることから
(Sirmon & Hitt, 2003)、これも構成要素とする。 
所有と経営が一致するという点で同等の特徴を持つとされるファミリービジネスでは、
企業規模や業種、業態は様々であるが。これらの資本がファミリービジネスに特徴的な資
源として捉えられている。しかし、資源ベース論による資源は、個別企業ごとに異なる異
質性を前提にし、企業は希少性、模倣困難性、代替不可能性、価値を特性するそれぞれ異
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なる経営資源を活用することで競争優位を獲得するものである(Barney, 1996)。経営資源は戦
略の実行を通じて長期的に蓄積されるものであり、個々の企業が同じ資源やスキルを獲得
し、同じ組織文化を創りだすことはない(Collis & Montgomery, 1995)。 
ファミリービジネスがそれぞれ持つ条件が異なれば、同じ特徴の資本であっても、個々
のファミリービジネスの競争優位につながるとは限らず(Kellermanns, 2005)、その資源がフ
ァミリービジネスの競争優位となるケイパビリティになるかどうかは、議論が必要である
(Nordqvist, 2005)。ファミリネスは資源であるがゆえに、ケイパビリティとして競争優位を
もたらすためには、資源同士の組合せ、いわゆる資源の束として束ねられ、配分されるこ
とになる(Irava, 2009)。競争優位を獲得するために、資源は束ねられ、レバレッジされて構
成されなければならないのである。企業が新しい製品を創り、新しい市場で売るためには
資源を構成しなければならず、さらに製品ラインを伸ばし、製品ポートフォリオを変える
ためには、新しい資源を開発し、取り入れ、既存の資源を再構成しなければならないので
ある(Karim & Mitchell, 2000)。つまり、ファミリネスの資源も、ファミリービジネスがコー
ポレート・アントレプレナーシップの取組むためには、資源の束として束ねられ、レバレ
ッジされて構成され、配分し利用されることになると推測される。また、トリガーをうま
く利用して機会を探求し、コーポレート・アントレプレーシップを促進させる組織要因と
資源を効果的に利用することで、組織のアントレプレナー的行動は促進されるが(Morris, 
Jeffrey, Schindehutte,& Rarmon, 2006)、ファミリービジネスのすべてが資源を束ねレバレッジ
して構成し、組織要因とともに効果的に利用できるわけではない。 
 
 
3. ファミリネスとアントレプレナー的オリエンテーション 
 
ファミリネスが組織レベルのアントレプレナー的行動であるアントレプレナー的オリエ
ンテーションに与える影響については、知見がほとんどない。 
アントレプレナー的オリエンテーションは、組織レベルのアントレプレナーシップによ
るアントレプレナー的行動傾向を、戦略的な視点から捉えたものであり、組織としてのア
ントレプレナー的姿勢、行動、プロセスであり(Miller, 1983)、トップの戦略によるアントレ
プレナー的行動としての組織的プロセス、メソッド、スタイルである(Lumpkin & Dess, 1996)。
アントレプレナー的オリエンテーションの次元である革新性、先進性、リスクテーキング
の 3 つが相対的に他企業より高い企業ほど、企業家的企業であり、低い企業ほど保守的企
業であるとされる(久保, 2005)。ファミリーとファミリービジネスにいる個人と、ファミリ
ー、ファミリービジネスの相互作用は、組織レベルのアントレプレナー的行動であるアン
トレプレナー的オリエンテーションを促進させ、または阻む資源を創造するとされる
(Habbershon et al., 2010)。つまり、ファミリーとビジネスの相互作用からなる資源であるフ
ァミリネスは、アントレプレナー的オリエンテーションを促進するか、もしくは阻害する
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ものであると推測される。Lumpkin & Dess (1996)は、アントレプレナー的オリエンテーショ
ンを、企業が行うアントレプレナー活動としての組織的プロセス、メソッド、スタイルと
して定義し、その活動の成否を決定づけるものとして資源ベース理論の枠組みから分析を
行い、アントレプレナーシップの資源を人的資本、財務資本、社会的資本(Aldrich & Martinez, 
2001)とした。またファミリービジネスでは、アントレプレナー的オリエンテーションに対
してファミリーとビジネスの二重性の特徴、そしてファミリネスの影響が大きいことを示
している(Habbershon & Williams, 1999)。 
Irava (2009)の事例研究では、これらのファミリネスの束のうち、経験 (洞察的経験とスキ
ル)、意思決定およびネットワークは組織のアントレプレナー的行動に影響を与えることが
明らかにされている。これらのファミリネスは、ファミリービジネスのアントレプレナー
的行動を育成するために貢献するものである(Irava, 2009)。経験は、ファミリービジネスの
内的外的経験であり、これらはファミリービジネスが機会を認識する際の能力と高さと関
係し、これらの経験により認識する際の能力が影響を受け、アントレプレナー的オリエン
テーションに影響を与えると推測されている(Irava, 2009)。さらに、意思決定は、インフォ
ーマルおよびフォーマルな意思決定プロセスや、意思決定にかかるスピードがアントレプ
レナー的オリエンテーションに影響を与えるとし、ネットワークではファミリービジネス
が統合し利用できるネットワークの強弱によりアントレプレナー的オリエンテーションが
影響を受けるとする(Irava, 2009)。同時に、これらのファミリネスの束によってアントレプ
レナー的行動が強く影響されるのは、非財務的パフォーマンスを目標として、それを達成
しようとする時であることが示されている(Irava, 2009)。ファミリネスとアントレプレナー
的オリエンテーションの関係について、先行研究では実証的な知見がないため、このよう
な理論的な知見のみにより仮説を構築する。 
 ファミリービジネスにおいて、コーポレート・アントレプレナーシップに取組みを成功
させるために、Ireland, Hitt, et al. (2003)は、戦略的アントレプレナーシップとして、企業が
保有する資源、新しく獲得する資源を戦略的に利用し配分することで、資源をマネジメン
トし、組織学習、創造的認知を組織内に広げ進めていくことが重要だと述べている。ファ
ミリネスを含む経営資源がどのような資源の束となるかにより、組織のアントレプレナー
的行動であるアントレプレナー的オリエンテーションに与える影響は変わると推測される。 
 以上のことから、以下の仮説を設定する。 
 
 仮説 1：ファミリネスを含む経営資源の束は、アントレプレナー的オリエンテーション
に正の影響を与える。 
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4. トップ・マネジメントの役割 
 
コーポレート・アントレプレナーシップでは、ファミリネスを含む経営資源に対するト
ップのマネジメント能力とともに、それらを含むコーポレート・アントレプレナーシップ
の取組みに対するトップの役割が存在する。Morris et al. (2008)は、コーポレート・アントレ
プレナーシップに関するすべての戦略、行動、実行に対する責任を持つという役割をトッ
プが担っているとする。Sathe(2003)は、トップのアクションや行動が直接、コーポレート・
アントレプレナーシップにおける新規事業の創造に影響を与えるとしている。Kuratko 
(2007)は、コーポレート・アントレプレナーシップのプロセスにおける組織的条件としてト
ップ・マネジメントをあげ、裁量の決定、アントレプレナー的マインドセット、組織的文
化、効果的な統治メカニズムとし、これらに対する組織的行動としてのトップの役割を、
承認する、認知・認識する、管理・指示するとしている。そして、トップだけでなく、ミ
ドル・マネジメント、組織的マネジメントも含めた組織的行動のマネジメント的結果とし
て、組織では効果的なアントレプレナー的行動が行われ、その結果として戦略実行への貢
献、スキルセットの強化、報酬の増加、プロモーションなどがあげられている。組織的な
結果としては戦略的リニューアル、評判の強化、価値連鎖とコアコンピタンスの開発、効
果的な戦略の適合をあげている。 
また、トップの役割は、従来のような意思決定者や戦略立案者、組織の設計者や資源の
配分やマネジメントコントロールだけでなく、Bartlett & Ghoshal (1999)が示すように、アン
トレプレナーシッププロセス、コンピタンス育成プロセス、そしてイノベーション・プロ
セスを担う役割を持っているとされている。これは Burgelman (1983a, 1983b, 1991)が示すよ
うに、新しい戦略を承認するか、拒否するかの意思決定を行う企業家的な段階だけでなく、
それを全社戦略として構築し、制度化するというイノベーション・プロセスを担う段階に
おいてもトップの役割が重要であるということである。そして、トップは、経営資源の配
分や蓄積というトップとしての意思決定者やマネジメントコントロールという役割だけで
なく、役割に伴う意思と行動を、組織内、組織メンバーに示すことによってアントレプレ
ナー的行動やイノベーションを促進する役割を担うと考えられる。 
本論文で分析対象とする日本のファミリービジネスでは、第 6 章の社内のアントレプレ
ナーシップ活動の特徴から、コーポレート・アントレプレナーシップに取組み、組織がア
ントレプレナー的行動を行う場合、組織の戦略は、アントレプレナーであるトップが意図
したものである可能性が高い。Simons (1995)は、競合他社と自社の組織能力から戦略を分析
し、特定の商品市場、既存の商品市場での実施を意図した戦略を「意図した戦略」とし、
組織メンバーとしての従業員による思考錯誤や実験を通じて予測不能な脅威や機会に対処
する際に、組織内部から自然発生するものを「創発戦略」としている。本論文で分析対象
とする日本のファミリービジネスでは、新しい機会を発見するのはトップである場合が多
い。そのため、アントレプレナーがトップであり、トップにより発見された機会が意味づ
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けされ、事業化に向け取組まれることから、組織内部から自然発生する創発戦略より、意
図した戦略として捉えられることになる。つまり、Burgelman(1983a)の創発戦略の形成プロ
セスに基づいて、ファミリービジネスのコーポレート・アントレプレナーシップの取組み
における戦略を捉えるならば、誘発された戦略行動による戦略プロセスであり、現場レベ
ルでの自律的な企業家活動である自律的戦略行動からなる自律的な戦略プロセスではない。
トップが新規事業開発のプロセスに対して、組織構造や資源配分、投資基準や業務管理シ
ステムによる構造的コンテクストをコントロールすることで、新規事業戦略が全社戦略と
なるのである。これにより、誘発されたイノベーションを戦略とするアントレプレナー的
行動は、機会の発見者だけでなく実施者としてのファミリービジネスのトップにより促進
され、現行戦略と組織行動に密接な関係を持ちイノベーションを促進する。同時に構造的
コンテクストは、アントレプレナーシップを全社的な戦略コンセプトへ結びつけようとす
るオーナー経営者の行動を反映し、トップが有する大まかな戦略的意図である戦略的コン
テクストに影響を与える(Barnett & Burgelman, 1996)。そして、自律的戦略行動としてイノベ
ーションを促進するアントレプレナーシップを実行可能な戦略として形成し、戦略的に意
味づけし、これを全社的に継続的に広げ推進しコーポレート・アントレプレナーシップを
成功へと導く。さらにファミリービジネスのトップは、構造的コンテクストを操作するこ
とにより、既存戦略の安定性を保持して、現行事業の安定性を担保することも行うのであ
る。ここでのトップの役割は、新規事業の価値を認識し、その試みを承認することであり、
同時に既存戦略の安定性を保持し、現行事業の安定性を担保することである。 
Dess et al. (2003)は、戦略的アントレプレナーシップを戦略的リニューアル、持続的再生、
ドメインの再定義、組織的な再生、ビジネスモデルの再構築の 5 つに分類し、その 5 分類
に対するマネジメントレベルについて、それぞれの役割を分析している。これら 5 つのそ
れぞれに対し、トップの役割として、承認、戦略的潜在性や戦略的方向性などの認識、計
画策定や資源配分およびコマンドなどの管理を示している。 
さらに、コーポレート・アントレプレナーシップにおけるトップ・マネジメントの役割
について分析した Covin & Slevin (2002)は、トップレベルの経営陣のアントレプレナー的役
割と責務として、以下の 6 つの要素を提示している。これらはトップレベルのマネジメン
トがコーポレート・アントレプレナーシップにおいて果たすべき役割とされ、これらの役
割によりコーポレート・アントレプレナーシップが組織内で実行され、その成功へと導か
れるとしている。 
1) アントレプレナー的ケイパビリティの育成 
2) 破壊的イノベーションの保護 
3) 機会の創出と意味づけ 
4) 支配的なロジックへの問いかけ 
5) 初心への立ち返り 
6) アントレプレナーシップと戦略のリンク 
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Morris et al. (2008)も、同様に、トップ・マネジメントの役割と責務について６つの要素を提
示している。 
1) アントレプレナー的ケイパビリティの育成 
2) コーポレート・アントレプレナーシップに取組むことによって混乱したイノベーション
の保護 
3) 発見した機会の意味づけ 
4) 既存組織の既存事業における支配的論理への疑問 
5 ) 組織がアントレプレナーとしての初心に立ち返ることを促進する 
6) アントレプレナーシップと戦略をつなげる 
 
アントレプレナー的ケイパビリティの育成は、イノベーションとアントレプレナーシッ
プに対する組織的、制度的なキャパシティを開発し、組織内で確かなものにするために投
資を行うという役割である(Covin & Slevin, 2002; Morris et al.,2008)。キャパシティを開発す
るために、トップはビジョン、組織的構築、人的資源を含むイノベーション活動の方向性
を理解し、操作することになる(Morris et al.,2008)。ファミリービジネスでは、ファミリーと
ビジネスに分離ができず模倣が難しいためユニークであるファミリネスが、ファミリービ
ジネスの資源間の相互作用を通じて時間をかけてケイパビリティとして開発され、ファミ
リービジネスに競争優位をもたらすものであり(Nordqvist, 2005)、創造的な投資を行いなが
らの組織コンピテンシーの育成を行うことから(Davis et al., 1997)、ファミリネスとしての資
源を用いて、組織的な構築を行いながら、時間をかけてアントレプレナー的ケイパビリテ
ィを育成すると推測される。 
破壊的イノベーションの保護は、現行ビジネスモデルの脅威となる破壊的イノベーショ
ンを行う場合、組織はこれを拒絶し、イノベーションに対して消極的に行動し、投資を控
える可能性がある(Covin & Slevin ,2002)。この場合、トップの役割はこの破壊的イノベーシ
ョンを保護することとなる。本論文では、調査対象企業のイノベーションの特徴が持続的
イノベーションであったため、破壊的イノベーションの保護はトップの役割からはずすこ
ととする。 
機会の創出と意味づけは、仕事や業務に関連し潜在的な機会を認識し認知することがで
きるよう、機会に対する関心のレーダーを広げることである。トップだけでなく、企業の
アントレプレナー的な機会に対して従業員が機会に対する関心のレーダーを広げるための
探索的行動を行うよう幅広くコミュニケーションを行い、従業員のチャレンジ精神を鼓舞
し、将来的なシナリオについてオープンに定期的に公表するものである(Morris et al., 2008)。
支配的ロジックへの問いかけは、チャレンジする戦略や取組むイノベーション戦略、マイ
ンドセット、規範が、組織内の伝統や社会的、心理的制約で阻害されないように、トップ
は新しい商品やサービス、新規事業、ビジネスモデルに対して同定し、戦略のリニューア
ル、組織の再生、ドメインの再定義などを行う役割を持つ(Morris et al., 2008)。ファミリー
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ビジネスでは、ファミリーとビジネスが結びつき、ビジネスの影響がそのままファミリー
の生活や将来に影響を与える場合もあることから、アントレプレナーシップ活動や投資、
資源配分に対してトップやファミリーによる制約があり、アントレプレナーシップ活動に
対してもファミリーによるコントロールの影響が強い(Carney, 2005)。また、トップが変化や
イノベーションを好まず、リスクを嫌う場合は、現状維持のビジネスや経営状況に固執す
る傾向 (Ward, 1987) が強く、リスクをできるだけ回避しようと行動する傾向(Morris, 1998)
が示されている。これは逆にいえば、アントレプレナーシップを持ちイノベーションに積
極的に取組もうとするトップであれば、自己保身的もしくは自己への経済的利益ではなく、
組織やステークホルダーの利益、企業のパフォーマンスの最大化優先を目的とし、利他主
義的に行動することになり(Davis et al., 1997; Eddleston & Kellermanns, 2007)、機会の創出と
意味づけを行うトップの役割と結びつき、その役割を促進させると推測できる。 
初心への立ち返りは、成長するための機会を同定し、それに取組む際に、私たちはどの
ようなビジネスを行うのか、行っているのか、それは顧客にとって価値があるのかを問う
ことであり、ファミリービジネスとしての成功をどのような物差しで測るかがトップには
必要である(Covin & Slevin, 2002; Morris et al., 2008)。オーナー経営者は自社を守り発展させ
ていくことが自己実現につながる傾向が高く、事業状況に対する周囲からの評判が自己評
価に結びつく可能性があるため、経営者意識が強い。そのため、事業環境への機会と脅威
の認識力が高く、事業継続や従業員への責任感が強く(Chrisman et al., 2003)、企業の評判が
そのままファミリー自身の評判と結びついているために、企業の業績改善へのインセンテ
ィブが強い(Anderson & Reeb, 2003)。またファミリービジネスでは社会的信用や社会からの
関心の高さ(Sterier, 2001)、消費者からの信頼性の高さ(Tokarczyk et al., 2007)があることから、
顧客にとっての価値の問いかけや利益だけを成功の指標としないという傾向は強く、これ
らは初心への立ち返りというトップの役割と結びつくものと推測できる。 
アントレプレナーシップと戦略のリンクは、組織にイノベーションの機会を戦略的に重
要なものと認識させ、アントレプレナーシップを組織の戦略的なプロセスとして統合し、
機会を事業化するための行動を促進させるというトップの役割である(Morris et al., 2008)。
ファミリービジネスでは、トップが企業の目的とゴールの実現に向けた革新的で予測的な
行動と変革への意識を持ち、変化に対応しながら、変革に取組みパフォーマンスを獲得し
ようとするモチベーションの強さが示されている(Corbetta & Salvato, 2004)。またステークホ
ルダーや従業員との信頼性、相互的な利他性、信頼できる契約関係から長期的なオリエン
テーションをもち(Corbetta & Salvato, 2004)、経営者としての就任期間が長く事業に対して長
期的な視点を持つことが可能であることから、投資への短期的な回収を避け、ビジネスが
軌道に乗るまで時間をかけてビジネスを育てるアントレプレナー的行動があげられている
(James, 1999)。これらの傾向は、トップの役割であるアントレプレナーシップと戦略のリン
クに影響を与えると推測される。 
Kuratko et al. (2011)は、コーポレート・アントレプレナーシップにおけるリーダーシップ
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の役割からトップ・マネジメントを分析し、新しい流れとメインである既存の流れとのバ
ランスを取るのがトップの重要な役割であるとし、新規事業と既存事業それぞれにおける
プレッシャーを分析した。そして、既存事業のオペレーションによる利益と新規事業に投
入される資金の兼ね合い、既存顧客の管理と維持と新規市場の創造のバランス、既存の競
合相手への対応と新規参入による競合相手への対応、既存資源の有効利用と新しいスキル
セットの開発、既存製品やサービスの改良と新規商品とサービスへの創造の兼ね合い、既
存技術の改良と進化と新しい技術の利用や開発のバランスなど、既存事業を維持しつつ新
規事業を発展させるためのバランス感覚を持つことがトップに必要であるとしている
(Kuratko et al., 2011)。ファミリービジネスでは既存事業や伝統を重視する傾向が強く、本業
重視の経営が行われ、維持してきた中心的な事業ドメインから大きく離れた分野には進出
することが少なく(垰本, 2012)、非関連多角化をせず、コア事業、コア技術、コア市場を中
心に経営を行って行く傾向がある(倉科, 2008)。このためファミリービジネスでは、既存事
業の維持と管理はトップの役割として重要であろう。 
ファミリーとビジネスの相互関係や二重性、事業承継や老舗としての伝統を持つという
ファミリービジネスの特徴から、一般企業のコーポレート・アントレプレナーシップにお
けるトップの役割、またはトップ・マネジメント・チームの役割と、ファミリービジネス
のトップ・マネジメントとしての役割が異なることは十分に考えられる。 
ファミリービジネスのトップ・マネジメント・チームについて Chrisman, Chua, Steier,(2005)
は、非ファミリービジネスである一般企業のトップ・マネジメント・チームとは形が異な
り、ファミリーによって引き起こされる多様性により、リスクテーキングとイノベーショ
ン志向の相互作用が起こることを示唆している。ファミリービジネスのトップ・マネジメ
ント・チームの多様性としては、世代の変化、組織メンバーとしてのファミリーメンバー
の数、どの世代のファミリーメンバーが組織メンバーとして何人いるかが、パフォーマン
スに影響を与えることが発見されている(Ling & Kellermanns, 2010)。ファミリービジネスの
トップ・マネジメント・チームに多様なファミリーメンバーが含まれることで、それぞれ
のファミリーメンバーのスチュワードシップによる利他主義の違い、戦略的プロセスへの
参加程度の相違や、葛藤が生じるため(Ling & Kellermanns, 2010)、ファミリービジネスでは
トップ・マネジメントの役割として、これらの葛藤や相違を減少させることが必要である。   
ファミリービジネスのトップ・マネジメント・チームでは親世代がトップ・マネジメン
ト・チームに含まれることで、ファミリーの社会的システムに作用し、戦略の方向性への
コンセンサスを取り、チームへの帰属意識を高め、葛藤の減少を行うことで、ファミリー
ビジネスとして効果的な行動を高めることができ、パフォーマンスにつながることが発見
されている(Ensley & Pearson, 2005)。つまり、ファミリービジネスのトップは、ファミリー
ビジネスがコーポレート・アントレプレナーシップの取組みに成功させるために、ファミ
リービジネスのトップ・マネジメント・チームの多様性をうまく活用し、ファミリーメン
バーのコントロールを行い、葛藤や対立を減少させるという役割も担うと考えられる。 
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これら先行研究のレビューから得られたコーポレート・アントレプレナーシップにおけ
るトップの役割を分析し、さらにファミリービジネスにおける意思決定やガバナンスにつ
いてのトップの役割を分析した結果、ファミリービジネスのコーポレート・アントレプレ
ナーシップにおけるトップの役割として、資源の配分以外には以下のように分類すること
ができる。 
1）アントレプレナー的ケイパビリティの育成 
2）機会の創出と意味づけ (初心への立ち返りを含む) 
3）新規事業の承認および意思決定 
4）アントレプレナーシッププロセスおよびイノベーション・プロセスの促進と管理 
5）組織体制のマネジメントとコントロール 
6）アントレプレナーシップと戦略のリンク 
7）既存事業の維持と新規事業とのバランス 
8）ファミリーメンバー、トップ・マネジメント・チーム(経営陣)のコントロールとガバナ
ンス 
 
トップは、これらコーポレート・アントレプレナーシップに伴う役割を、組織に対して
意思や行動で示すことで担うことになる(Morris et al., 2008)。つまり、上記に挙げたファミ
リービジネスのトップの役割は、組織内でトップがどのように担い、その役割を行使し組
織をマネジメントするかにより、ファミリービジネスのコーポレート・アントレプレナー
シップの取組みとその成否は影響を受けると考えられる。 
 
 
5. ファミリネスとトップ・マネジメントの役割 
 
ファミリネスを含む経営資源は、これだけでは企業が競争優位を獲得することはできな
い。ファミリネスを含む経営資源を競争優位につなげるためには、ファミリネスを含む経
営資源に対するトップ・マネジメントの役割が必要になる。 
企業が競争優位を獲得するためには、これらの資源を適切に配分し有効に利用しなけれ
ばならない。一般企業において経営資源の配分はトップ・マネジメントの役割であるよう
に、ファミリービジネスではオーナー経営者もしくはファミリーメンバーらを含むトッ
プ・マネジメントの役割である。特にファミリービジネスでは、オーナー経営者の権限と
コントロール力の影響が大きいとされるため、どの時点で、どのような資源をどこに配分
し、蓄積するかというトップとしてのオーナー経営者の意思決定とマネジメント能力がフ
ァミリービジネスの競争優位性を左右する。つまり、どのような分野に経営資源を配分し
蓄積するかというトップの意思決定が、企業の競争優位性を決定づけるとされるのである
(高井, 2007)。 Burgelman (1983a, 1983b, 1991)は、戦略的意図の形成や新規事業の可否の判断、
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資源の配分に関する意思決定、組織構造などのマネジメントレベルのコントロールをトッ
プの役割とし、新規事業戦略が全社的な資源配分を受けるためには、トップの意思決定が
必要であるとしている。 
Bartlett & Ghoshal (1999)は、企業のコンピタンスとしてトップを捉えており、同時にコン
ピタンスの蓄積・育成者としてのトップの重要性を上げている。Castanias & Helfat (1991)は、
経営トップの交代により競争力を失う企業を例として、トップの能力自体を模倣しにくい
資源として捉えている。トップ自体が資源であるとすれば、組織にとって、トップの戦略
や目的が意思決定として明確に組織に表明されることで、トップの意思や行動がアントレ
プレナー的意思や行動となって組織に広がり、組織行動を促進させるということにつなが
る可能性も推測される。これは成功したベンチャー企業において、創業者の能力やカリス
マ性自体が企業の経営を支えて事業を発展させ、組織文化や企業文化として組織に根付い
ている例からも考えられることであり、創業者精神としてみれば、トップを資源として捉
えることができるだろう。トップを資源として捉えると、ファミリネスはファミリーが関
与する資源であることから、ファミリーメンバーが含まれるトップ・マネジメント・チー
ムでは資源による相乗効果があると推測される。現在はトップ・マネジメント・チームと
ファミリネスのシナジー効果の関係を分析するという研究 2)も行われている。 
ファミリービジネスでは、ファミリネスを含む経営資源のコントロールとマネジメント
は、一般企業でよくみられるようなトップ・マネジメント・チームとしての経営陣や幹部
ではなく、オーナー経営者およびファミリーメンバーや後継経営者を含むトップであるこ
とから、経営資源に対するトップの能力も一般企業のトップの能力とは異なる可能性があ
る。ファミリービジネスのオーナーやマネージャーが、競争優位を創るために資源ベース
を束ねレバレッジするために、実際に有効な方法はどのようなものかという議論もある
(Sirmon & Hitt, 2003)。しかし、組織のマネージャーは資源に対して、目的を達成のために、
これらを統合してユニットの中で効果的に調整を行わなければならない(Sirmon & Hitt, 
2003)。ファミリネスとトップの役割に関する先行研究は概念的な知見しかないが、ファミ
リービジネスのトップには、マネージャーとしての調整の役割も必要と推測される。 
さらに、Habbershon & Williams (1999)はファミリネスを戦略的に競争優位とするため、フ
ァミリネスの評価と戦略プランニングの方法を以下の 6 段階で提起している。 
 
第１段階 ファミリーの信条や方針など、ファミリネスの要素となっているものを抽出す
る。 
第 2 段階 これらの要素を物的資本、人的資本、組織的資本、プロセス資本として評価し、
ファミリービジネス固有の資源であるファミリネスを決定する。 
第 3 段階 ファミリネスという経営資源がどのようにマネジメントされ、企業の競争優位
を実現する能力に転換されていかを評価する。 
第 4 段階 他社と比較して、ファミリービジネスである企業がどれほど競争優位性を獲得
154 
しているかを分析する。 
第 5 段階 これらの分析を踏まえて戦略の策定と評価を行う。 
第 6 段階 オーナー経営者を含む経営陣やファミリーミーティングによりファミリネスを
継続的に再評価し、補充し獲得する。 
 
Habbershon & Williams (1999)のファミリネスの評価と戦略プランニングの提起は、ファミ
リネスを含む経営資源を把握し、評価した上で、ファミリネスの蓄積や配分、組み合わせ
や利用に対する意思決定を行い、それらをマネジメントすることでファミリービジネスが
競争優位を実現する能力を獲得できることを前提としている。ファミリービジネスににお
いて、人的資本、社会関係資本などを含むファミリネスを競争優位とするためには、資源
の保持、評価、消去と獲得、開発の段階をマネジメントすることが必要であり、これらの
タスクは継続的に相互依存的に行われるものである(Sirmon & Hitt, 2003)。つまり、トップや
ファミリーメンバーが、ファミリネスを競争優位を獲得する能力に転換するためのトップ
の役割は大きいと考えられる。 
そのため、ファミリービジネスにおけるコーポレート・アントレプレナーシップに取組
みに際し、ファミリネスを含む経営資源として、どのような資源の束を有しているかがト
ップの役割に何らかの影響を与えると推測される。 
なお、第 6 章で本論文の研究で用いる 112 社の質問票調査から、企業概要等を分析したと
ころ、これらのファミリービジネスのコーポレート・アントレプレナーシップの取組みに
は、破壊的イノベーションより持続的イノベーションが行われているという結果が示され
た。そのため、本章では、破壊的イノベーションに対するトップの役割は除外する。 
以上のことから、以下の仮説を設定する。 
 
仮説 2：ファミリネスを含む経営資源の束は、トップの役割に正の影響を与える。 
 
 
6. 方法 
 
サンプルは、第 6 章に示した質問票調査分析であるファミリービジネス 112 社である。業
種は限定せず、自社をファミリービジネスとして認識し、後継者への継承が行われている
企業で、ファミリーが経営者および主要な経営陣に加わり、かつ最大株主である企業、少
なくも 2 世代がファミリービジネスに関わり、従業員が最低 10 人以上おり、創業から 30
年以上が経過している企業で、東京青年会議所、日本青年会議所、ライオンズクラブ、銀
座百店会、ファミリービジネスネットワーク、東都のれん会、銀実会などに所属する、も
しくは所属していたファミリービジネス 112 社である。 
ファミリネスを含んだ経営資源の束を測定する既存の尺度はない。そのため、新たな質
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問項目を作成した。ファミリネスについての先行研究に基づき、人的資本からコミットメ
ントに関する 2 項目、知識や経験とスキルに関する 2 項目、社会関係資本からレピュテー
ション(人的資本でもある)に関する 1 項目、組織的資本から意思決定に関する 1 項目、組織
文化や企業文化に関する 1 項目、プロセス資本と社会関係資本から関係性の 1 項目、ネッ
トワークに関する 1 項目、存続資本に関する 1 項目、寛容資本としての資産と財務資本と
しての資産状況について 1 項目、あわせて 11 項目を作成した。本章の分析では、これらの
資本が組織内に存在するのか否かではなく、新しいアイディアや新しいビジネスプランを
実行する場合、これら資源がどの程度、影響を与えるかについて評価するものである。そ
のため質問項目は、 (1)まるで影響なし～(3)どちらともいえない～(5)かなり影響する、と
いう 5 段階のリッカートスケールを用いている。その上で、探索的因子分析を行った。 
 トップの役割に関しても、既存の測定尺度はない。そのため、これについても新たな質
問項目を作成した。先行研究の知見から、アントレプレナー的ケイパビリティの育成、機
会の創出と意味づけ、アントレプレナーシップと戦略のリンク、新規事業の承認および意
思決定、アントレプレナーシッププロセスの促進と管理、組織体制のマネジメントとコン
トロール、ファミリーメンバー・トップ・マネジメント・チーム(経営陣)のコントロールと
マネジメント、そして既存事業の維持と新規事業ののバランスの 8 つをトップの役割を構
成する要素とした。ついで、アントレプレナー的ケイパビリティの育成に関する 3 項目、
機会の創出と意味づけに関する 3 項目、アントレプレナーシップと戦略のリンクに関する 2
項目、新規事業の承認および意思決定に関する 2 項目、アントレプレナーシッププロセス
の促進と管理に関する 3 項目、組織体制のマネジメントとコントロールに関する 3 項目、
ファミリーメンバー、トップ・マネジメント・チームのコントロールとマネジメントに関
する 2 項目、既存事業の維持と新規事業とのバランスに関する 2 項目、あわせて 20 項目の
質問項目を作成し、これらに対して 5 段階のリッカートスケール(1)まったく違う～(3)どち
らとも言えない～(5)まったくその通り、として質問票調査を行っている。その上で、探索
的因子分析を行った。 
アントレプレナー的オリエンテーションの測定には、Covin & Slevin (1989) が開発した革
新性、先進性およびリスクテーキングを測定する 9 項目と、Dess & Lumpkin (2005)が開発し
た自律性および競争上の攻撃性を測定する 8 項目を用いる。第 8 章では、これら 17 項目に
ついて探索的因子分析を行い、いずれの因子に対しても因子負荷量が 0.4 に満たなかった 2
項目を除いて、革新性、先進性、競争上の積極性およびリスクテーキングという 4 つの因
子を発見した。本章では、これらの因子を構成する 15 項目を合計した値をアントレプレナ
ー的オリエンテーションの尺度として用いる。合計値を用いたのは、アントレプレナー的
オリエンテーションが相対的に高い企業ほど、他企業よりも企業家的企業であるため（久
保, 2005）、各因子に対してではなく、全体的なアントレプレナー的オリエンテーションに
対して、ミドルのアントレプレナー的行動を促進する組織要因の因子がどのように影響を
与えるのかを考察するためである。 
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 さらに、ファミリネスを含む経営資源がアントレプレナー的オリエンテーションにどの
ような影響を与えるのか、ファミリネスを含む経営資源がトップの役割にどのような影響
を与えるのかをみるために、回帰分析を行った。 
 
 
7. 分析結果 
 
 ファミリネスを含む経営資源の束の因子を明らかにするために、11 項目について探索的
因子分析を行った。分析の結果、初期解における固有値の減衰状況から判断して、3 因子が
採択された。いずれの項目も因子負荷量が 0.4 を越えており、主成分法・プロマックス回転
による分析を行ったところ、結果は表 9.1 に示す通りである。3 因子による累積寄与率は
65.58％である。 
 この因子分析に関する妥当性については、Kaiser-Meyer-Olkin の標本妥当性の測度は 0.645、
Bartlett の球面性検定による近似カイ 2 乗は 125.315、自由度 55、有意確率 0.000 であり、用
いたサンプルは因子分析に用いることが可能なデータであることが示された。 
第１因子は、ファミリービジネスの資産、ブランドやファミリーの名前、ステークホル
ダーや地域との関係、ファミリービジネスとしての素早い意思決定からなる因子である。
これらは、組織の財務資本と、ファミリービジネスが持つ情報という人的資本、すべての
ステークホルダーを含む関係やコミュニケーションと、企業や組織のブランドやファミリ
ーネームという社会関係資本を主としており、外部環境や市場環境に対応するために必要
な資本である。このため第 1 因子を、「環境対応資本」とした。組織としての資産や財務状
況は勿論であるが、対外的な人間関係や競合関係、地域とのコミュニケーションとともに、
市場の動向や外的内的な情報に対して素早く対応し、取組む際の意思決定を行っていると
考えられる。 
第 2 因子は、ファミリービジネスが持つネットワークという社会関係資本、トップの知
識や経験、従業員の知識や経験、スキルという人的資本と組織的文化という組織的資本か
らなる因子である。人的資本や組織的資本であり、ファミリービジネスのトップが経験、
蓄積してきた技術やスキルだけでなく、ファミリービジネスが伝統として育んできた知識
やスキルという人的資本、組織文化という資本である。これらの資本が蓄積・保持され、
保有され活用され、新しいアイディアやビジネスプランを実現に向けるための資源となっ
ていることがわかる。このため第 2 因子を、「蓄積保持資本」とする。 
第 3 因子は、ファミリーメンバーのビジネス経験と組織へのコミットメント、ファミリ
ーメンバーの資産や労力、従業員のコミットメントからなる因子である。ファミリービジ
ネスに関与するファミリーメンバーおよび、それ以外のファミリーメンバーも含む親族に
関する資本と、従業員に関する資本である。このため第 3 因子を、「親族・従業員資本」と
する。これらの従業員およびファミリーメンバー個々に関する資本の活用が、新しいアイ
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ディアやビジネスプランを実行に必要と思われる。 
各因子について因子負荷量が 0.4 以上の項目を合計した値を尺度とみなした場合、クロン
バック α係数は、環境対応資本(4 項目)は 0.787、蓄積保持資本(4 項目)は 0.736、親族・従業
員資本(3 項目)は 0.597 となった。したがって、環境対応資本および蓄積保持資本は十分な
内的整合性を有しているが、親族・従業員資本は必ずしも十分な内的整合性を有していな
かった。しかし、理論的意義を考慮して、親族・従業員資本も分析に残すこととする。各
因子を構成する項目の合計値を尺度として用いる。尺度間の相関係数および信頼係数は、
表 9.2 に示している。 
 
 
表 9.1 ファミリネスの探索的因子分析結果(N=112) 
ファミリネスの項目 F1 F2 F3 
ステークホルダーや地域との良好な関係・コミュニケーション .869   
ファミリービジネスとしての素早い意思決定 .850   
資産と資産状況 .801   
ブランドやファミリーの名前、評判 .587   
ファミリービジネスが持つネットワーク  .887  
トップの知識や経験、スキル  .877  
ファミリービジネスとして得てきた知識や経験、スキル  .696  
組織的文化や企業文化、創業者精神  .461  
従業員のコミットメントの高さ   .810 
ファミリーメンバーのビジネス経験と組織へのコミットメント   .732 
ファミリーメンバーの資産や労力   .405 
累積寄与率％ 30.28 51.06 65.58 
注 1： F1 は因子 1 で環境対応資本、F2 は因子 2 で蓄積保持資本、 
F3 は因子 3 で、親族・従業員資本である。 
注 2： 因子負荷量が.400 未満の数値は省略した。 
 
 
表 9.2 尺度間の相関と信頼性 
  項目数 平均値 標準偏差 環境対応
資本 
蓄積保持
資本 
親族従業
員資本 
環境対応資本 4 14.340 3.001 0.787     
蓄積保持資本 4 14.711 2.965 0.344 0.736   
親族従業員資本 3 6.080 1.805 0.259 0.556 0.597 
対角線は α係数 
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さらに、抽出されたファミリネスを含む経営資源の束の 3 つの尺度が、アントレプレナ
ー的オリエンテーションにどのように影響を与えるかについて回帰分析を行った。その結
果は表 9.3 の通りである。 
この結果、ファミリネスを含む経営資源の束として抽出された 3 つの尺度のうち、環境
対応資本および蓄積保持資本の 2 つは、アントレプレナー的オリエンテーションに対して
有意な正の影響を与えることが示された。したがって、仮説 1 は少なくとも部分的に支持
された。 
 
 
表 9.3 アントレプレナー的オリエンテーションに 
対するファミリネスの影響：回帰分析の結果 
環境対応資本 .11***(.14) 
蓄積保持資本 .09*(.17) 
親族・従業員資本 -.02(.08) 
R2 0.21 
調整済み R2 0.16 
F 5.11* 
N=112     * p < .10  ** p < .05  *** p < .01   ( )内は標準誤差 
 
 
 
次に、ファミリービジネスのコーポレート・アントレプレナーシップにおけるトップ・
マネジメントの役割の因子を明らかにするために、20 項目について探索的因子分析を行っ
た。分析の結果、初期解における固有値の減衰状況から判断して、5 因子が採択された。い
ずれの因子に対しても因子負荷量が 0.4 を満たさなかった 1 項目を除外し、最尤法・プロマ
ックス回転により再度分析を行った。分析の結果は表 9.4 に示す通りである。5 因子による
累積寄与率は 69.62％となった。 
この因子分析に関する適合度検定・カイ 2 乗は 174.61、自由度 82、有意確率 0.001、妥当
性について、Kaiser-Meyer-Olkin の標本妥当性の測度は 0.645、Bartlett の球面性検定による
近似カイ 2 乗は 410.28、自由度 136、有意確率 0.000 であり、用いたサンプルは因子分析に
用いることが可能なデータであることが示された。 
第 1 因子は、6 項目からなり、「新しいことに取組むために、経営陣や従業員の意識改革
を行っている」が最も負荷量が高く、次に「新しいアイディアや新規事業が必要な意味を
従業員に理解させる」、「従業員の創造的な潜在能力の開発や技術のアップに努めている」
の負荷量が高い。また、アイディアやビジネスとして立ちあがるまで見守り、資金的にサ
ポートするという項目も含まれていることから、新しい機会の認識と意味付けだけでなく、
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組織的に新規事業への理解や認識を広げ、それをビジネスとしてサポートしていく体制づ
くりの項目が多いと判断し、「アントレプレナー的ケイパビリティの育成」とした。 
第 2 因子は、5 項目からなり、新規事業との関係から組織的な指揮命令系統や成果に対す
る対価や報酬、新規事業に対する企業文化の育成、新しいアイディアの実行と現行事業と
のバランスの判断などの内容からなり、これらは組織におけるアントレプレナー的行動へ
のイニシアチブとしての報酬や対価である。さらに、これらは、アントレプレナー的行動
を促進するための責任と意思決定であり、企業として組織のアントレプレナー的行動に対
する問題を解決し、アントプレナー的行動をよしとする企業文化の育成を行うことである
ことから、この因子を「アントレプレナーシッププロセスの促進と管理」とする。 
第 3 因子は 3 項目からなる。3 項目のうちファミリーメンバーの待遇に関する項目と社外
ネットワークに関する項目が含まれている。「組織に柔軟性を持たせ、新規事業をサポート
している」という項目も入っていることから、「組織のマネジメント」とする。 
第 4 因子も 3 項目からなる。これらは「規則、時間、財務の管理は徹底している」「新規
事業が現行事業に悪影響を与えないよう管理する」という内容が中心となっていることか
ら、「既存組織の維持・管理」とした。 
 第 5 因子は、2 項目からなり、「組織や事業を改善させるために、社内ではオープンに話
し合う」と「新アイディアや新規事業のリスクに対する情報収集を常に行う」という社内
外の情報収集を含むコミュニケーションに関する内容であると判断し、「組織のコミュニケ
ーション」とする。 
各因子について因子負荷量が 0.4 以上の項目を合計した値を尺度とみなした場合、クロン
バック α係数は、アントレプレナー的ケイパビリティの育成(6 項目)が 0.883、アントレプレ
ーシッププロセスの促進と管理(5 項目)が 0.793、組織のマネジメント(3 項目)が 0.723、既存
組織の維持・管理(3 項目)が 0.562、組織のコミュニケーション(2 項目)が 0.501 となった。
アントレプレナー的ケイパビリティの育成、アントレプレーシッププロセスの促進と管理
および組織のマネジメントは十分な内的整合性を有しているが、既存組織の維持・管理お
よび組織のコミュニケーションは必ずしも十分な内的整合性を有していなかった。しかし、
理論的意義を考慮して、既存組織の維持・管理および組織のコミュニケーションも分析に
残すこととする。各因子を構成する項目の合計値を尺度として用いる。尺度間の相関係数
および信頼係数は、表 9.5 に示している。 
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表 9.4 トップの役割の探索的因子分析結果(N=112) 
質問項目 F1 F2 F3 F4 F5 
新しいことに取組むため、経営陣・従業員の意識改革を行う .937     
新アイディアや新規事業が必要な意味を従業員に理解させる .800     
新しく発見した機会を新規事業として試みることを承認する .784     
従業員の創造的潜在力の開発や技術のアップに努める .780     
アイディアが新規事業として立ちあがるまでサポートする .672     
新アイディアや新規事業に資金をサポートする .512     
指揮命令系統は明確に部署等に責任と権限を割り当てている  .974    
挑戦への努力や誠実性をよしとする企業文化を作る  .801    
外部環境の変化、競合他社の行動や技術開発に関心を持つ  .800    
新アイディアやプランの実行と現行事業のバランス判断を行う  .526    
常にこれが顧客の価値になるか、自分たちの事業なのかを問う  .502    
社外のネットワークや人脈を仕事の問題解決に役立てている   .908   
組織に柔軟性をもたせ、新規事業に対応できる体制を作る   .783   
ファミリーメンバーの報酬等は従業員同様、成果、階級等に応   .477   
規則、時間、財務などの管理は明確にし徹底している    .808  
新規事業が現行事業に悪影響を与えないよう管理する    .663  
ファミリーメンバー、経営陣の経営や新規事業での対立を解決    .614  
組織や事業を改善するため、社内ではオープンに話し合う     .817 
新アイディアや新規事業のリスクに対する情報収集を常に行う     .567 
累積寄与率％ 32.94 44.48 54.49 62.67 69.62 
注 1： F1 は因子１でアントレプレナー的ケイパビリティの育成、F2 は因子 2 でアントレプレナーシップ
プロセスの促進と管理、F3 は因子 3 で組織のマネジメント、F4 は因子 4 で既存組織の維持と管理、 
F5 は因子 5 で組織のコミュニケーションである。 
注 2： 因子負荷量が.400 未満の数値は省略した。 
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表 9.5 尺度間の相関と信頼性 
  項目数 平均値 標準偏
差 
アントレプレ
ナー的ケイパ
ビリティの育
成 
アントレプ
レナー的プ
ロセスの促
進 
組織の
マネジ
メント 
既存組
織の維
持管理 
組織の
コミュ
ニケー
ション 
アントレプレナー的
ケイパビリティ育成 
6 18.539 6.832 0.883        
アントレプレナーシ
ッププロセスの促進 
5 15.178 5.536 0.432 0.793      
組織のマネジメント 3 10.789 3.106 0.248 0.132 0.723    
既存組織の維持管理 3 9.967 2.408 0.698 0.346 0.001 0.562  
組織のコミュニケー
ション 
2 6.116 1.863 0.154 0.285 0.196 0.119 0.501 
対角線は α係数 
 
 
次に、トップの役割とファミリネスを含む経営資源の束との関係を分析するために、回
帰分析を行った。ファミリネスを含む資源の束として抽出された 3 因子に対して分析を行
った。従属変数は、抽出されたトップの役割の 5 つの尺度(アントレプレナー的ケイパビリ
ティの育成、アントレプレーシッププロセスの促進と管理、組織のマネジメント、既存組
織の維持・管理および組織のコミュニケーション)をそれぞれ用いている。独立変数は、フ
ァミリネスを含む経営資源の 3 つの尺度（環境適応資本、蓄積保持資本および親族・従業
員資本）である。分析の結果は表 9.6 に示す通りである。 
アントレプレナー的ケイパビリティの育成に対しては、環境対応資本は有意な正の影響
を与えたが、蓄積保持資本および親族・従業員資本は与えなかった。アントレプレナーシ
ッププロセスの促進・管理に対しても、環境対応資本は有意な正の影響を与えたが、蓄積
保持資本および親族・従業員資本は与えなかった。既存組織の維持・管理に対しても、環
境対応資本は有意な正の影響を与えたが、蓄積保持資本および親族・従業員資本は与えな
かった。組織のマネジメントに対しては、環境対応資本、蓄積保持資本および親族・従業
員資本のいずれも有意な影響を与えなかった。組織のコミュニケーションに対しては、親
族・従業員資本のみが有意な正の影響を与えたが、環境対応資本および蓄積保持資本は有
意な影響を与えなかった。つまり、既存企業であるファミリービジネスにおいて、既存資
源を用いて実行されるコーポレート・アントレプレナーシップでは、既存資源であるファ
ミリネスを含む経営資源の束は、トップの役割として抽出された構成要素のすべてに正の
影響を与えるものではないことが示された。したがって、仮説 2 は部分的にのみにしか支
持されなかった。 
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表 9.6 トップの役割に対するファミリネスの影響：回帰分析の結果 
 従属変数 
アントレプレナ
ー的ケイパビリ
ティの育成 
アントレプレナ
ーシッププロセ
スの促進と管理 
組織のマネジメ
ント 
既存組織の維持
管理 
組織のコミュニ
ケーション 
(1) (2) (3) (4) (5) 
環境対応資本 .23*(.38) .31**(.37) .05(.73) .35**(.18) -.11(.14) 
蓄積保持資本 .12(.33) .12(.26) .19(.50) .12(.12) -.10(.09) 
親族従業員資本 .09(.35) .11(.27) -.14(.53) .01(.13) .27*(.10) 
R2 .09 .15 .06 .16 .08 
調整済み R2 .05 .10 .01 .10 .03 
F 1.64 2.76* 0.99 2.84* 1.45 
N=112     * p < .10  ** p < .05  *** p < .01   ( )内は標準誤差 
 
 
8. 考察 
 
 本章では、ファミリービジネスにおけるアントレプレナーシップ的オリエンテーション
に影響を与えるファミリネスを含む経営資源の束とはどのようなものか、その資源の束を
活用し、コーポレート・アントレプレナーシップに取組むトップ・マネジメントの役割と
はどのようなものかについて、分析を行った。さらに、ファミリネスを含む経営資源の束
とトップの役割の関係について分析を行った。 
ファミリネスを含む経営資源の束という構成概念に関して、先行研究に基づき、財務資
本、人的資本、社会関係資本、プロセス資本、組織的資本、寛容資本および存続資本から
11 項目を選び、ファミリービジネス 112 社のオーナー経営者もしくは後継経営者に実施し
た質問票調査を用いて、オーナー経営者、および後継経営者が新しいアイディアやビジネ
スプランを実行する場合の意思決定に対し、ファミリネスを含む経営資源の要素が資源の
束としてどのように組み合わっているのかについて探索的因子分析を行った。 
その結果、ファミリービジネスのトップが新しいアイディアやビジネスプランを実行す
る際、その意思決定に影響するファミリネスを含む経営資源の束である因子は、第 1 に会
社の資産や財務状況、ステークホルダー・地域との関係、ファミリービジネスとしての素
早い意思決定、ブランドやファミリーの名前という、組織としてのしっかりした地盤や資
産であることがわかった。これは、外部環境や市場環境の変化やステークホルダーの変化
について、企業として組織として対応するための資本を重要と捉えているためと推測され
る。戦略的アントレプレナーシップでは、企業が実際にコーポレート・アントレプレナー
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シップを実行するためには、外部環境の変化や状況を考慮しながら戦略を策定、構築しな
ければならないため、アントレプレナー的な戦略は外部環境に対する視点も持つもの(Zahra 
et al., 2000)であることから、第 1 の因子としてこの因子が抽出されたのだろう。 
環境対応資本が発見されたことは、日本のファミリービジネスのひとつの特徴を表して
いるとも推測される。地域のファミリービジネスは、中でも地域の老舗といわれ、歴史と
伝統を持ち、土地の味や伝承し、土地の人々に愛されながら地域を支える役割を果たして
いる(池澤, 2011)。これらの老舗は競争ではなく、協働のビジネス・システム 3)を作り、参加
企業同士が利益を享受し、単独で行うよりも大きな事業展開、地域社会への貢献ができる 
(池澤, 2011)。ステークホルダーや地域との関係が競争ではなく、協働である場合、ファミ
リービジネスにとって、協働は利益を得るための重要な資源である。同時に老舗としての
ブランドやファミリーの名前があるからこそ、地域に根付いていることを考えれば、ブラ
ンドやファミリーの名前も重要な資源である。 
社会関係資本は、個々人の持つ資本である内的社会関係資本とその内的社会関係資本と
組織の持つ資本である外的社会関係資本との関係によって生じる資本のまとまりであり、
組織行動を促進させるものである(Hitt et al., 2002)。ファミリーの名前や老舗としての企業の
ブランドは、消費者からの信頼性を得る可能性が高く(Tokarczyk et al., 2007)、さらに信頼の
ある企業のブランドや土地の人々に愛され、地域を支える老舗としてのファミリービジネ
スのイメージは、組織メンバーが持つ自社の企業イメージやステータスという内的社会関
係資本にプラスの影響を与えると推測される。内的社会関係資本が、企業にとって資本と
して効果的である場合、個々人の中に価値創造の視点を持たせて、協働作業への意識を促
進させることができることから（Hitt et al., 2011）、日本のファミリービジネスの特徴と推測
される協働について捉えることができるだろう。 
さらに、環境対応資本はアントレプレナー的オリエンテーションに正の影響を与えるこ
とが発見された。これは、ステークホルダーとの関係や資産や資産状況が、ファミリービ
ジネスがコーポレート・アントレプレナーシップに取組むための基盤であり、その基盤が
あり、そこにファミリーの名前という信頼があることが、ファミリービジネスのアントレ
プレナー的行動に影響を与えると推測される。 
ついで発見された蓄積保持資本は、ファミリービジネスが持つネットワーク、トップの
知識や経験、ファミリービジネスの伝統による知識や経験からなる人的資本や、組織的文
化という組織的資本からなる因子であるが、人的資本が主となる因子である。吸収された
知識のキャパシティは、組織的資本である組織のケイパビリティになることから(Kim, 1997)、
組織的資本と個人が持つ知識や経験からなる人的資本はリソースオーケストラ 4）というプ
ロセスにおいて、うまく組み合わさり、ハーモニーを保ちつつ組織のケイパビリティにな
る。そのため、組織的資本と人的資本が資源の束としてまとまることは、ハーモニーを保
ちつつ、組織のケイパビリティになる可能性があるということである。人的資本は組織の
成功には欠かせないもの(Hitt et al., 2001)であり、企業のもつ業務能力としてのスキルと知識
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(Covin & Slevin, 2002)であり、企業のもつ知識とスキルのほとんどは人的資本であるといっ
ても過言ではない(Hitt et al., 2001; Miller, 2002)という知見の通り、ファミリービジネスにお
けるコーポレート・アントレプレナーシップには必要なものであり、アントレプレナー的
オリエンテーションに対して正の影響を与えることが発見された。 
Irava (2009)の先行研究と同じく、意思決定やステークホルダーとの関係やコミュニケーシ
ョンを含む環境対応資本とネットワーク、スキルや経験を含む蓄積保持資本がアントレプ
レナー的オリエンテーションに影響を与えることから、日本のファミリービジネスにおけ
るコーポレート・アントレプレナーシップでも、アントレプレナー的行動に影響を与える
のは、スキルや経験からなる暗黙知や素早い意思決定、ファミリービジネスが持つネット
ワークであることが発見された。日本のファミリービジネスでもネットワークやコミュニ
ケーションを最大限に利用し、情報の収集や機会の発見に利用し、素早い意思決定により
ファミリービジネスが持つスキルや経験により発見した機会を事業化するべく、アントレ
プレナー的行動へとつなげていくと推測される。 
ファミリー要因の関与が強い家族・親族のビジネス経験と組織へのコミットメント、家
族・親族の資産や労力などの寛容資本や存続資本(Sirmon & Hitt, 2003)、従業員のコミットメ
ントからなる親族・従業員資本は、アントレプレナー的オリエンテーションに影響を与え
ないことが発見された。ファミリービジネスとしては、新しい事業を開始する時や企業と
して危機に直面した時、資金が足りなくなったり、融資が受けられなかったりする場合、
家族・親族の資産や労力に依存する存続資本や寛容資本がある。しかし、このような結果
が出たことは、ファミリービジネスが組織としてアントレプレナー的行動を促進させよう
とする際、家族・親族の資産や労力という資本よりも、組織として保有する資産や組織が
保有するスキルなどが、優先される傾向が高いと推測される。 
このような結果が出たことは、ファミリービジネスでは家族経営の企業や、従業員が多
くても個人事業主的な商店経営が行われている企業も多いが、本章でサンプルとして用い
たファミリービジネスは、個人事業主や家族経営的なファミリービジネスというよりも、
企業という組織体として存在し、組織を中心とした経営活動を行っているということに起
因する可能性がある。また、サンプルとして用いたファミリービジネスが長期に存続し、
伝統や組織文化を持ち、店として組織としてブランドを持ち、かつファミリーの名前がブ
ランドでもあるというファミリービジネスが含まれていることにもよると思われる。 
これらの結果から、新しいアイディアやビジネスプランを実行しようとする際、ファミ
リービジネスでは、外部環境や市場環境の状況や変化に敏感に感じ取りながら、地域や地
域環境、人間関係との接点を重要視し、次に内部に目を向けて蓄積され、保有している資
源を分析して必要な資源を配分し、実行に移すためにそれらが用いられると推測される。
ファミリービジネスのトップは、ファミリービジネスが保有し蓄積しているファミリネス
を含む経営資源について、ファミリービジネスの経営陣の中では誰よりも熟知しているた
め、外部との関係を重要視しながら、素早く対応し、どのように組織として行動するかを
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意思決定し、アントレプレナー的行動につなげていると推測される。 
 トップの役割については、先行研究に基づき、8 つの構成要素から 20 の質問項目を作成
し、探索的因子分析を行った。その結果、5 つの因子を抽出した。 
 5 つの因子は、アントレプレナー的ケイパビリティの育成、アントレプレナーシッププロ
セスの促進と管理、組織のマネジメント、既存組織の維持と管理、組織のコミュニケーシ
ョンである。先行研究でトップの役割として上げられた経営資源の蓄積や配分は、アント
レプレナー的ケイパビリティの育成に含まれ、戦略的潜在性や機会の認識と意味づけもそ
こに含まれている。新規事業の承認はアントレプレナーシッププロセスの促進と管理に含
まれ、アントレプレナーシッププロセスの促進と管理はアントレプレナーシッププロセス
の促進と管理に、組織行動のマネジメントとコントロールは組織のマネジメントと組織の
コミュニケーションに、そしてファミリー・ガバナンスは組織のマネジメントおよび既存
組織の維持と管理に含まれた。アントレプレナーシップと戦略のリンクは、質問項目に戦
略という文言を用いなかったこともあり、因子として抽出されなかった。しかし、内容的
には、アントレプレナー的ケイパビリティの育成に含まれると考えられる。既存事業の維
持と新規事業のバランスの項目は、１項目がアントレプレナーシッププロセスの促進と管
理に含まれ、1 項目は既存組織の維持と管理に含まれた。 
Covin & Slevin (2002)が提示した、アントレプレナー的ケイパビリティの育成、破壊的イ
ノベーションの保護、機会の創出と意味づけ、支配的なロジックへの問いかけ、初心への
立ち返り、アントレプレナーシップと戦略のリンクの 6 つでは、因子としてアントレプレ
ナー的ケイパビリティの育成が抽出され、その他は各因子の中に取り込まれる形となった。
Kuratko et al. (2011) が提示した新規事業と既存事業のバランスを取るという役割は、既存事
業の維持管理という因子として抽出された。日本のファミリービジネスでは、本業として
の伝統を守り、本業からはずれない、本業重視の経営、堅実経営という変化させない伝統
もあるため(垰本, 2012)、この因子が抽出されたと考えられる。 
112 社のサンプルは、意図した戦略からなる誘発された戦略プロセスを採用している可能
性が高く、意図した戦略であれば、トップのアントレプレナーシップを、組織の戦略的ア
ントレプレナーシップとして捉えることも可能であろう。戦略的なアントレプレナーシッ
プを持つトップの役割によって、既存事業や既存資源を大切に保持しつつ、イノベーショ
ンを進めて行くというファミリービジネスならではのコーポレート・アントレプレナーシ
ップの取組みにおいて、ファミリネスを含む資源の束は効果的な方法で用いられる。日本
のファミリービジネスでは、既存事業を脅かすような破壊的イノベーションに取組むこと
自体を敬遠する可能性があるため、先行研究で示唆されている破壊的イノベーションの保
護は、トップの役割として重要視されていないと推測する。さらに、長期に存続するファ
ミリービジネスほど、コーポレート・アントレプレナーシップに取組まなければ存続が難
しく、コーポレート・アントレプレナーシップの取組みでは変化に柔軟に対応できる組織
作りが必要であるため(Burns, 2008)、既存組織に対する因子が抽出されたと考えられる。 
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自律的戦略行動からなる戦略コンセプトが主ではないため、組織メンバーや従業員など
による機会の創出や意味づけ、支配的ロジックへの問いかけなど、先行研究の知見として
発見されていたトップの役割の因子は抽出さなかった。先行研究の知見では、一般企業の
コーポレート・アントレプレナーシップを分析対象とし、イノベーションも破壊的イノベ
ーションと持続的イノベーションを含んでおり、誘発された戦略プロセスと自律的戦略プ
ロセス、そしてこれらの戦略の相互作用について分析検討されたものであると考えられる。
本章では、ファミリービジネスにおける、誘発された戦略プロセスを中心としたコーポレ
ート・アントレプレナーシップを分析対象としたため、先行研究の知見とは異なるトップ
の役割として、因子が抽出されたと推測される。 
 ファミリネスとトップの役割の関係について、本章の調査では、トップの役割に影響を
与えるファミリネスを含む経営資源の束である因子は、2 つであることが示された。ファミ
リネスを含む経営資源の束がトップの役割として抽出された因子に正の影響を与えること
が発見されたのは、アントレプレナー的ケイパビリティの育成、アントレプレナーシップ
プロセスの促進・管理および既存組織の維持・管理である。 
 これらトップの役割として抽出された 3 つの因子に、正の影響を与えるファミリネスを
含む経営資源の束である因子は環境対応資本である。企業として長期に存続するには、組
織的にアントレプレナーシップに取組み、時間をかけてケイパビリティを育て、管理する
ことがトップとして必要な役割となる。このためには、保持している情報や、得られた情
報から、必要に応じて素早く対応することが必要である。ファミリーの名前やファミリー
ビジネスとしてのブランドによって、個人的にも社会的な信用を得ることができ(Sterier, 
2001)、ネットワークを作りやすくこれらの活動がしやすくなる。また既存事業を軸としな
がらも、既存商品や既存サービスなどを市場の変化に応じるために資産や良好な財務状況
が重要である。このため、トップの役割として抽出された因子に、環境対応資本が最も影
響を与えると考えられる。 
トップの役割として抽出された組織のコミュニケーションの因子に対し、ファミリネス
を含む資源の束として親族・従業員資本が正の影響を与えることが示された。組織内のコ
ミュニケーションを促進させなければ、アントレプレナーシップは組織メンバーに浸透せ
ず、理解されず、アントレプレナー的行動が促進されないことから、家族・親族の組織へ
のコミットメントと従業員のコミットメントとスキルは、組織のコミュニケーションの因
子に対して重要な資本となる。ファミリーメンバーや従業員などの組織メンバーによるコ
ミットメントがあれば、トップは戦略的にアントレプレナーシップを組織に普及させやす
く、促進させやすくなるだろう。 
以上の結果から、ファミリネスを含む経営資源の束を、競争優位を実現する能力として
獲得するために必要なファミリービジネスのトップの役割として、アントレプレナーシッ
プを組織内に定着させ、促進させるためのマネジメント能力が必要であり、それをケイパ
ビリティとして育成することが必要であることが示された。同時に、新しい機会に取組む
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だけでなく、既存事業を維持・管理にも目を配り、資源を配分することが重要であること
がわかる。トップがその役割を担う上で、環境対応資本と蓄積保持資本を効果的に配分、
利用することで、ファミリービジネスのコーポレート・アントレプレナーシッププロセス
や組織のアントレプレナー的行動を促進することができるのである。 
 本章では、先行研究からファミリネスを含む経営資源の束について考察し、ついで先行
研究から、ファミリネスを含む経営資源を競争優位として実現する能力を獲得するために
転換させせるトップの役割と、ファミリネスとトップの役割の関係について考察を行った。 
そして、ファミリービジネスにおけるコーポレート・アントレプレナーシップに影響を
与える要因として、新しいアイディアやビジネスプランの実行の意思決定において、トッ
プに影響を与えるファミリネスを含む経営資源を分析して、資源の束となる 3 つの因子を
発見し、これらとアントレプレナー的オリエンテーションとの関係について分析を行い、
環境対応資本と蓄積保持資本が正の影響を与えることを発見した。 
ついで、トップの役割を分析し、5 つの因子を発見し、ファミリネスを含む経営資源であ
る資源の束とトップの役割の関係について分析を行い、トップの役割の 3 つの因子に対し
て環境対応資本が、1 つの因子に対して親族・従業員資本が正の影響を与えることを発見し
た。日本のファミリービジネスにおけるコーポレート・アントレプレナーシップに影響を
与えるファミリネスを含む経営資源の束を検討し、その特徴を示唆することができた。ま
た蓄積保持資本から、トップ自身が持つネットワークや知識、経験が資源の束として発見
されたことから、トップ自身が経営資源であるという Castanias & Helfat(1991)の示唆を裏づ
けたと思われる。 
 
 
 [注] 
1) 寛容資本は、資本の忍耐性であり、ファミリーメンバーによりファミリービジネスに投
資された資本はビジネスが軌道に乗り、潤沢な利益を生むまでは回収しない、もしく
は長期的に投資したままで回収されないか、利益などを得ずに回収するという資本で
ある。一般企業への投資ではいかに回収するか、投資に対していかに利子や利益を得
られるかが問題となるが、ファミリービジネスではファミリーの生活とビジネスが一
体化している部分が大きいため、このような資本を持つことが特徴とされている。 
2) ファミリービジネスのトップ・マネジメント・チームにおけるファミリネスの影響やシ
ナジー効果に関する研究は、Nordqvist (2005)と、Ensley & Pearson (2005)に詳しい。 
3) ビジネス・システムとは、加護野(2005)によると、「ある企業が他の企業と協働して、
顧客に価値を届けるための仕組みである」とされ、池澤(2011)は「複数の企業群が一定
の分業関係をルール化しながら、それらの活動をひとつの方向へと統合する仕組みを
ビジネス・システムと呼ぶ」としている。 
4) リソースオーケストラは、楽団であるオーケストラのように、ひとつひとつの音をうま
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くまとめてあげてハーモニーを奏でるように美しいメロディを作り上げ、ひとつの素
晴らしい曲として完成させることであり、環境的要因、組織的資源、個人的資源のひ
とつひとつの資源をうまくまとめてハーモニーを作り上げて行くプロセスである。 
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第 10 章 組織要因とアントレプレナー的オリエンテーション 
 
 
1. はじめに 
 
本章では、ファミリービジネスにおけるコーポレート・アントレプレナーシップの分析
枠組みから、ミドルのアントレプレナー的行動を促進する組織要因とアントレプレナー的
オリエンテーションの関係について分析、考察する。 
本章の目的は、既存組織においてミドル・マネジメントのアントレプレナー的行動を促
進する組織要因を、心理的測定によるアセスメントによって探索的に分析し、さらに抽出
した因子とアントレプレナー的オリエンテーションの関係を分析し、考察することである。
コーポレート・アントレプレナーシップは組織が外的・内的要因の影響を受けながら、イ
ノベーション志向を強めてアントレプレナー的行動を行うことで競争優位を高め、利益を
生み出すもの(Zahra, 1993)であり、戦略としてコーポレート・アントレプレナーシップを組
織に定着させるには、組織自体がアントレプレナー的行動を推奨し強化する組織であるこ
とが鍵である(Moris et al., 2008)。コーポレート・アントレプレナーシップの実行においては、
ミドルのアントレプレナー的行動への意思や行動が組織に影響を与えるため(Hornsby et al., 
2002, Hornsby, Kuratko, Shepherd, Bott, 2009)、既存企業であるファミリービジネスがコーポレ
ート・アントレプレナーシップを進めるには、ミドルのアントレプレナー的行動を促進す
る組織要因は何かを把握する必要があるのである。 
しかし日本では、新規事業の創造やイノベーションにおけるミドルの役割や組織要因の
研究は多いが、ファミリービジネスのコーポレート・アントレプレナーシップにおけるミ
ドルの役割や行動を促進する組織要因についての研究は、十分になされているとはいえな
い。 
そこで本章では、日本のファミリービジネスを対象に、ミドルのアントレプレナー的行
動を促進する組織要因を Hornsby et al. (2002)が組織要因を測定するために開発した
Corporate Entrepreneurship Assessment Instrument (CEAI)というアセスメント調査票を用いて
分析、検討し、先行研究による発見事実との比較検討を行うものである。 
また、ミドルのアントレプレナー的行動を促進する組織要因が、日本のファミリービジ
ネスにおける組織のアントレプレナー的行動にどのように影響を与えるかについても、こ
れまでのところ研究が十分に行われていない。そのためミドルのアントレプレナー的行動
を促進する組織要因が、ファミリービジネスのアントレプレナー的行動であるアントレプ
レナー的オリエンテーションにどのように影響を与えるかについて分析し、考察する。 
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2. コーポレート・アントレプレナーシップにおけるマネジメントの役割 
 
コーポレート・アントレプレナーシップは、企業の内的な開発を通して資源を蓄積し、
多様性を獲得するプロセスであり、組織的な再生の活動(Morris et al., 2008)である。企業に
おける現行ビジネスや組織を活性化させ、イノベーションを強化し進めさせる組織のアン
トレプレナー的活動(Zahra, 1996)である。コーポレート・アントレプレナーシップにおける
組織活動のプロセスは、ナレッジマネジメントを通して行われ、アントレプレナー的チー
ムやマネージャーの行動を強化促進し、組織内に広め、コーポレート・アントレプレナー
シップを確かなものにする(Hornsby et al., 2002, 2008, 2009)。そのため、コーポレート・アン
トレプレナーシップは、マネジメントレベルや組織メンバーのアントレプレナー的行動に
より、組織内にアントレプレナー的戦略を根付かせて浸透させ、それによって組織のアン
トレプレナー的行動を高め競争優位を高め、パフォーマンスを向上させる組織活動であり、
そのプロセスである。 
このような活動とそのプロセスであるコーポレート・アントレプレナーシップを促進す
る要因に関する研究は、マネジメントの役割とそれを促進する組織要因に関する研究とに
大別される。マネジメントの役割では、トップ・マネジメントの役割とミドル・マネジメ
ントの役割との研究に大別される。トップ・マネジメント、ミドル・マネジメントの中で
も、さらにマネジメントレベルが階層的に分けて研究され、その役割や重要性も明らかに
され始めている(Morris et al., 2008)。 
トップの役割については、前章で詳しく論じている。トップは、企業のコーポレート・
アントレプレナーシップに関するすべての戦略、行動、実行に対する責任を持つという役
割を担っている(Morris et al., 2008)。Burgelman (1983a, 1983b, 1991)は、トップが戦略的意図
の形成や新規事業の可否の判断、資源の配分に関する意思決定、組織構造などのマネジメ
ントレベルのコントロールの役割を担っているとする。 
次に、コーポレート・アントレプレナーシップを促進するミドルの役割について述べる。
Burgelman の創発戦略の形成プロセスにはトップとミドルの役割が示されているが、特に、
創発的な戦略を起こすミドルの役割に着目している。また、コーポレート・アントレプレ
ナーシップの研究でも、ミドル・マネジメントの役割が重要視されており、現在、その研
究が進められている(Morrsi et al., 2006）。 
Quinn (1985)は、ミドルがコーポレート・アントレプレナーシップ活動に伴う新しい知識
の探索とその利用、および既存知識の効果的な利用を組織内で促進し、企業のミッション
やゴールについて組織内のコミュニケーションを育て、従業員間の相互作用を促進するた
め、フォーマル、インフォーマルの様々なアプローチにより、コーポレート・アントレプ
レナーシップ活動に伴う変化や組織構造の変化への抵抗を減らし、イノベーション・プロ
セスを促進する役割を持つことを発見した。Floyd & Wooldridge (1992)の実証研究でも、ミ
ドルが戦略的な変化において情報の統合や組織が直面する戦略的な問題を明確化し、フォ
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ーマルな戦略の実行とフィードバックを行う役割を担うことが発見されている。 
さらにミドルは、外部環境や内部環境から革新的アイディアを収集し(Zahra et al., 1999)、
自らの行動によって知識を探索して蓄積、統合し、コミュニケーションを通じて組織へ定
着させ(Morris et al., 2008)、コーポレート・アントレプレナーシップのプロセスに必要な組
織内の信頼と社会関係資本を創り出し(Zahra et al., 1999)、ミドルが具体的な見本例を創造す
ることで変革が実現につながるのである(加護野, 1988)。つまりミドルは、組織のコーポレ
ート・アントレプレナーシップ活動において重要な役割を担っており、アントレプレナー
的行動を促進する意思を持ち、行動を起こすことで、社内にフォーマルおよびインフォー
マルの両方のコーポレート・アントレプレナーシップ活動に関わるコミュニケーションを
育て、マネジメントレベルや従業員間に企業のミッションやゴールを認識させてアントレ
プレナー的戦略を定着させ、組織のアントレプレナー行動を促すと考えられる。 
 
 
3. ミドルのアントレプレナー的行動を促進する組織要因 
 
コーポレート・アントレプレナーシップに成功した企業は、ミドルのアントレプレナー
的行動を促し、活動を促進させる組織要因をもっている(Zahra,1991; Zahra & Covin,1995;  
Pearce et al., 1997; Marvel et al., 2007)。Kuratko et al. (1990) の実証研究では、マネジメントの
サポート、組織的構造、報酬と資源の利用可能性の 3 つがミドルのコーポレート・アント
レプレナー的行動を促進する組織要因として発見された。Hornsby et al. (2002)は、この結果
とその後の先行研究から、ミドルのアントレプレナー的行動を促進する組織要因として、
ミドルのアントレプレナー的行動を促進する意志と行動をサポートするマネジメントサポ
ート(Quinn, 1985; Kuratko,1993; Pearce et al., 1997)、リスクを取ろうとする意志を支持し、失
敗への耐性を持つリスクテーキング(Quinn, 1985: Kanter, 1985; Stopford & Baden-Fuller, 1994)、
個人的責任と結果ベースのインセンティブになる効果的な報酬システムとアントレプレナ
ー的行動のリスクに見合った報酬(Kanter,1985）、時間的側面を含む資源とアントレプレナー
的行動のために利用可能な資源(Kanter, 1985; Sleven & Covin, 1997)、アイディアを支持し評
価、選択、実行に移すためのサポーティブな組織構造をあげ(Hornsby et al.,1993; Sleven & 
Covin, 1997; Zahra, 1993)、これらを重要な組織要因として仮説を立てて実証研究を行い、マ
ネジメントサポート、仕事の裁量、報酬と強化、時間的制約、組織的領域の 5 つの因子を
発見している。そして Hornsby et al. (2008, 2009)は、実証研究により、個人レベルであるミ
ドルのコーポレート・アントレプレナーシップにおけるアントレプレナー的行動を促進す
る組織要因が、組織レベルのアントレプレナー的行動を促進することを発見している。つ
まり、ミドルのアントレプレナー的行動を促進することは、組織レベルのアントレプレナ
ー的行動を促進することにつながるのである。 
 これら組織要因は、Burgelman(1983a)の創発戦略の形成プロセスであり、企業内ベンチャ
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ー活動プロセスである構造的コンテクストとして、組織の戦略的行動者が認識している関
心を変化させるように経営陣が操作する経営管理メカニズムを意味し、全体のコンフィギ
ュレーションや職位と関係の公式化の程度、プロジェクトスクリーニングの基準、管理業
務の測定、ミドルの任命などを含むものである。これにより誘発されたイノベーションを
戦略とするアントレプレナー的行動は、任命されたミドルによって情報の統合や組織が直
面する戦略的問題を明確にして戦略を実行し(Floyd & Wooldridge, 1992)、現行戦略と組織行
動に密接な関係を持ちイ、ノベーションを促進する。同時に構造的コンテクストである組
織要因は、アントレプレナーシップを全社的な戦略コンセプトへ結びつけるミドルの行動
を反映した戦略的コンテクストに影響を与え(Burgelman, 1983a)、さらに、ミドルの自律的
戦略行動としてイノベーションを促進するアントレプレナーシップを実行可能な戦略とし
て形成し、これを組織レベルのアントレプレナー的行動として全社的に継続的に広げ推進
し、コーポレート・アントレプレナーシップを成功へと導くことにつながると推測される。 
ミドルのアントレプレナー的行動を促進する組織要因が発見した Hornsby et al. (2002)の
実証研究では、中西部の大学で行われたミドルマネージャーを対象とした教育プログラム
の参加者らのデータが用いられ、心理的測定によるアセスメントで 5 つの組織要因が明ら
かにされた。またこの研究で、コーポレート・アントレプレナー活動における組織要因の
分析ツールとして 48 の質問項目と 5 尺度のアセスメント調査票 Corporate Entrepreneurship 
Assessment Instrument (CEAI)が開発され、5 つの組織要因が尺度として用いられている。尺
度は以下の 5 つである。 
① マネジメントサポート (トップレベルのマネージャーが革新的アイディアやアントレ
プレナー的行動を育成、促進しようとする意思や必要な資源の提供、19 項目) 
② 仕事の裁量 (アントレプレナー的行動への意思決定や責任への裁量と、失敗を許容する
トップレベルマネージャーのコミットメント、10 項目) 
③ 報酬と強化 (パフォーマンスに基づく報酬体系、仕事への挑戦と達成への強化、6 項目) 
④ 時間的制約 (イノベーションを行うために必要な時間とゴールを達成するためのサポ
ート方法、6 項目) 
⑤ 組織的領域 (業務から期待される結果の明確化とイノベーションを評価し選択、行うた
めのメカニズムの開発、7 項目) 
 
ファミリービジネスの特徴から、これら 5 つの尺度を考察する。ファミリービジネスで
は、比較的安定した経営と、所有と経営の一致からなるオーナーシップとトップとしての
任期の長さ、後継経営者への事業承継から長期的視点を持つことができ、そのためトップ
マネージャーらにも自由な裁量と時間が与えられることにより、パフォーマンスの向上に
つながるとされる(Miller & Le Breton-Miller, 2006)。これらは仕事の裁量や時間的制約の組織
要因にプラスの影響を与える特徴であると考えられる。また、ファミリービジネスでは従
業員こそが、大事なミッションの実現と会社の存続を担うと考え、従業員をきわめて手厚
173 
く遇することから(Miller & Le Breton-Miller, 2005)、ファミリーメンバーや従業員の組織に対
するコミットメントが高く(Sirmon & Hitt, 2003)、従業員の忠誠心が高い(Ward, 1997)という
特徴を持つ。従業員のコミットメントや忠誠心は、ミドルがアントレプレナー的行動を促
進させようとする場合の意思決定やコミットメントにプラスの影響を与えると推測される。
そのため、ファミリービジネスにおけるコーポレート・アントレプレナーシップでも、ミ
ドルのアントレプレナー的行動を促進する組織要因として仕事の裁量の要因があると考え
られる。 
ファミリービジネスでは、トップやファミリーメンバーは、ファミリーの名前を持つこ
とで世間の目を意識しなければらなず、社会的な立場を持つことになる。そしてファミリ
ーとして経営に参加することで、企業に対する責任感と帰属意識が高くなり、パフォーマ
ンスの向上や組織改善のため、モチベーションや経営意識が高くなることが示されている
(Miller & Le Breton-Miller, 2005)。また、ファミリービジネスの特徴として、効率的な投資が
可能であり、投資への短期的な回収を避け、ビジネスが軌道に乗るまで時間をかけてビジ
ネスを育てるアントレプレナー的行動があげられている(James, 1999)。さらに、企業の目的
とゴールの実現の実現に向けた革新的で予測的な行動と変革への意識、パフォーマンス獲
得へのモチベーションの強さが示されているため(Corbetta & Salvato, 2004)、コーポレート・
アントレプレナーシップに取組む際は、トップとして経営陣として、革新的なアイディア
へのサポートや、必要な資源や知識の利用へのサポート、ミドルのアントレプレナー的行
動や意思へのサポートを積極的に行うと考えられる。これらはマネジメントサポートと組
織的領域の組織要因に影響を与える特徴であることから、ファミリービジネスにおけるコ
ーポレート・アントレプレナーシップでは、ミドルのアントレプレナー的行動を促進する
組織要因としてマネジメントサポートと組織的領域の要因があると推測される。 
報酬と強化の組織要因については、ファミリービジネスには、事業環境に応じて経営者
が柔軟に素早く対応する柔軟性やタイムリー性があり、同時に環境や状況に応じて経営者
が役割を変化させる管理方法を持つことが示されており(Poza et al., 1997)、従業員を組織の
発展に重要な人的資本と捉えるため(Miller & Le Breton-Miller, 2005)、従業員への高い報酬や
良好な報酬システムが示されている(Donckels & Fröhlich, 1991)。ファミリービジネスでは、
従業員に高い給料を支払い、富を分かち合い、昇進に道を開き、従業員との一体意識を育
み、有能な人材をつなぎとめ、その意欲を刺激することが示されている (Miller & Le 
Breton-Miller, 2005)。これらから、コーポレート・アントレプレナーシップに取組む場合で
も従業員に対し、報酬や評価を明確にし、従業員のアントレプレナー的行動を促進する報
酬体系や評価システムを整備する傾向があると推測される。ファミリービジネスでは、従
業員の忠誠心の厚生意識の高さ(Ward, 1997)、従業員のコミットメントの高さ(Sirmon & Hitt, 
2003)、ファミリーメンバーの高いコミットメントと忠誠心 (Rosenblatt et al., 1985) が特徴と
して示されている。コミットメントの高さは、仕事への挑戦と達成への強化がミドルのア
ントレプレナー的行動を促進する土台が組織内にあり、また達成への評価が明確で、それ
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に伴う報酬も明確であれば、ミドルがさらにアントレプレナー的行動を促進させ、ファミ
リーメンバーや従業員のコミットメントも高くなると推測される。このため、ファミリー
ビジネスにおけるコーポレート・アントレプレナーシップでは、ミドルのアントレプレナ
ー的行動を促進する組織要因として、報酬と強化があると推測される。 
これらミドルのアントレプレナー的行動を促進する組織要因は、そのアセスメントとし
て開発された CEAI により、それまで理論的研究が中心だったミドルのアントレプレナー的
行動を促進する組織要因が検証されている。また研究者ごとに、概念や結果が曖昧だった
ミドルのアントレプレナー的行動を促進する組織要因が尺度化されたため、これらが測定
可能となり、既存企業内のコーポレート・アントレプレナーシップへの取組みのレベルや
現状について、分析できるようになったのである(Hornsby et al., 2002, 2008)。さらに、組織
要因が尺度化されたことで、コーポレート・アントレプレナーシップの戦略を組織に根付
かせ、促進するための組織要因の開発や、コーポレート・アントレプレナーシップの取組
みのプロセス強化要因を開発する手助けになるとされている(Hornsby et al., 2009)。さらに、
現在ではミドルレベルのマネージャーの中でも、組織要因によってアントレプレナー的行
動を積極化させるのは、下位のファーストレベルよりミドルや上位のシニアレベルのマネ
ージャーであることが発見されている(Hornsby et al., 2009)。 
これらから、CEAI のアセスメントに対する信頼性ならびに内容的妥当性および構成概念
妥当性などの妥当性については、実証研究が行われる度に検証され、信頼性や妥当性が確
認されてきている(Adonisi, 2003; Hornsby et al., 2008, 2009; Holt, Rutherford, & Clohessy, 2007; 
Wyk & Adonisi, 2011)。しかし、心理的測定によるアセスメントのため、外部妥当性につい
ては検討の余地を残しているといえる(Adonishi, 2003; Hornsby et al., 2009; Wyk & Adonisi, 
2011)。CEAI の外部妥当性の問題を指摘した Adonishi (2003)や Wyk & Adonisi (2011)による
南アフリカの 333 のデータを用いた確証型因子分析では、仕事の裁量、マネジメントサポ
ートとリスクの許容、報酬と強化、革新的イニシアチブ、金銭的サポート、十分な時間、
組織的領域、不十分な時間の 8 因子が抽出されている。オリジナルよりも多い因子が抽出
され、尺度間を移行する項目があることが示されている。Hornsby et al. (2008)では、仕事の
裁量、時間的制約、マネジメントサポートおよび報酬と強化が発見されている。 
嶋田(2011)が日本企業のミドルを対象として CEAI を実施した研究では、抽出された因子
は 6 因子、マネジメントサポート、仕事の裁量、計画の自律性、成果への評価、失敗への
許容および仕事の方法の自律性であり、時間的制約の尺度は抽出されなかった(嶋田, 2011)。 
異なる因子が発見されたり、項目が因子間で移行することの理由として、Adonishi(2003)、
Holt et al. (2007)、Hornsby et al. (2008)は、CEAI が心理的測定によるアセスメントであるた
め、外部環境要因や企業文化、組織文化などがが作用する可能性 1)を示唆し、Wyk & Adonisi
（2011）も実証研究から、異なる文化や経済環境による影響が大きいことを指摘している。
企業の内的な諸条件や外的な環境等の外部要因によりこれらの組織要因は異なり(嶋田, 
2011)、CEAI を用いてファミリービジネスを対象として分析した研究はまだないことから、
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ファミリービジネスにおけるミドルのアントレプレナー的行動を促進する要因が異なるこ
とは十分に考えられる。 
また、他の因子や開発されたアセスメントとの相関についても分析されており、マネジ
メントサポートと仕事の裁量の組織要因が Covin & Slevin (1989)が開発した組織のアントレ
プレナー的行動の測定尺度であるアントレプレナー的オリエンテーションと正の相関があ
ること(Hornsby et al., 2008)、実行されたアイディアと正の相関があること(Hornsby et al., 
2009)が発見されている。日本のミドルを対象として発見された組織要因の因子とアントレ
プレナー的オリエンテーションの関係では、発見されたすべての因子がアントレプレナー
的オリエンテーションに正の影響を与えることを発見し(嶋田, 2011)、Hornsby et al. (2008)
の先行研究と同じくマネジメントサポートと仕事の裁量の因子が、アントレプレナー的オ
リエンテーションに有意な正の影響を与えることが発見されている。しかし、日本のファ
ミリービジネスを対象とした研究はまだないことから、ミドルのアントレプレナー的行動
を促進する組織要因がアントレプレナー的オリエンテーションに正の影響を与えるという
先行研究の知見と異なる可能性も考えられる。 
以上から、以下の仮説を設定する。 
 
仮説 1：日本のファミリービジネスのミドルのアントレプレナー的行動を促進する組織要
因として、マネジメントサポート、仕事の裁量、報酬と強化、時間的制約、組
織的領域がある。 
 仮説 2：日本のファミリービジネスのコーポレート・アントレプレナーシップにおいて、 
ミドルのアントレプレナー的行動を促進する組織要因は、アントレプレナー的
オリエンテーションに正の影響をもたらす。 
 
 
4. 方法 
 
本章では、ファミリービジネスのミドルのコーポレート・アントレプレナーシップを促
進する組織要因について分析し、考察する。第 6 章の社内のアントレプレナーシップ活動
の特徴から、分析対象とするファミリービジネスのトップは、発見した機会の実施や現場
のコントロールを自身で行っており、ミドルとしての役割も担っている可能性が推測され
る。そのため、本章ではトップに対して、ミドルのアントレプレナー的行動を促進する組
織要因の調査を行うこととする。 
サンプルは、前章までと同様、ファミリービジネス 112 社のオーナー経営者および後継経
営者である。 
ミドルのアントレプレナー的行動を促進する促進要因を測定する尺度には、CEAI を用い
た。まず、質問項目 48 項目をそのまま日本語に翻訳し、直訳のままではわかりにくい質問
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項目は意味を変えず表現を変えた上で、管理職を対象にした研修および研究会を行う 3 つ
のNPO法人と 1つの一般社団法人の管理職研修の参加者 203名を対象に予備調査を行った。
日本の既存企業のミドルのアントレプレナー的行動を促進する組織要因を分析した結果、6
つの因子を発見したため、既存研究に相応する尺度だけでなく日本的な尺度が抽出された
ため質問票として利用可能であると判断した(嶋田, 2011)。しかし、この質問項目は大企業
のミドル・マネジメントを対象としているため、ファミリービジネスのトップへの質問と
して適切な表現ではない項目もあり、それらについては彼らが質問票に協力しやすいよう
表現を変えている。この回答は 5 段階のリッカート尺度を用い、(1)まったく違う～(3)どち
らともいえない～(5)まったくその通り、とした。 
ミドルのアントレプレナー的行動を促進する促進要因を構成する要素は次の 5 つになる。 
① マネジメントサポート：トップ・マネジメントによる革新的なアイディアへのサポート、
必要な資源や知識の利用、アントレプレナー的行動や意思のサポート、ミドルに安心感
とやる気を促進させる失敗への耐性(Pearce et al., 1997; Quinn,1985) 
② 仕事への裁量：責任や権限の移譲、仕事への自由裁量によりミドルの自律的な行動を育
成、強化(Pearce et al.,1997)、ミドルの仕事への満足感を高め上下や各部署間双方向への
コミュニケーションの促進（Zahra, 1999） 
③ 報酬と強化：適切な報酬と評価システムによりミドルのアントレプレナー的行動のゴー
ルを明確化し、行動を促すとともにフィードバックを強化、個人の責任を強調して結果
ベースのインセンティブを与え、リスクを伴ってもミドルのやる気と行動を強化(Kanter, 
1983; Marvel et al., 2007) 
④ 時間的制約：革新的アイディアの取組みへの時間や時間的なゆとりにより、ミドルがア
イディアを熟慮し実行への準備を行い、従業員間や部署間のコミュニケーションをはか
ること(Floyd & Wooldridge, 1992; Marvel et al., 2007) 
⑤ 組織的領域：組織がアイディアを評価、選択、実行するメカニズムによりミドルはアン
トレプレナー的行動を組織内で促進(Hornsby et al., 1993; Zahra, 1991)。 
 先行研究による外部妥当性の問題から、確証型因子分析ではフィットする測定尺度が 5
つとは限らないという問題点が発見されている。また、日本企業のミドルをサンプルとし
た調査では、探索的因子分析の結果、測定尺度が 6 つ抽出されたため、オリジナルの測定
尺度を検討するより質問項目からどのような尺度が抽出されるのかを分析、検討するほう
が有効であると考え、本章でも確証型因子分析ではなく探索型因子分析を用いる。ついで、
抽出された因子による尺度が測定尺度として信頼できるものかどうかを確認するため、ク
ロンバックの α係数による信頼性分析を行った。 
アントレプレナー的オリエンテーションの測定には、Covin & Slevin (1989) が開発した革
新性、先進性およびリスクテーキングを測定する 9 項目と、Dess & Lumpkin (2005)が開発し
た自律性および競争上の攻撃性を測定する 8 項目を用いる。第 8 章では、これら 17 項目に
ついて探索的因子分析を行い、いずれの因子に対しても因子負荷量が 0.4 に満たなかった 2
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項目を除いて、革新性、先進性、競争上の積極性およびリスクテーキングという 4 つの因
子を発見した。本章では、これらの因子を構成する 15 項目を合計した値をアントレプレナ
ー的オリエンテーションの尺度として用いる。合計値を用いたのは、アントレプレナー的
オリエンテーションが相対的に高い企業ほど、他企業よりも企業家的企業であるため(久保, 
2005)、各因子に対してではなく、全体的なアントレプレナー的オリエンテーションに対し
て、ミドルのアントレプレナー的行動を促進する組織要因の因子がどのように影響を与え
るのかを考察するためである。 
さらに、ミドルのアントレプレナー的行動を促進する組織要因として抽出された因子と
アントレプレナー的オリエンテーションの関係について分析するため、パス分析を行った。 
 
 
5. 分析結果 
 
 探索的因子分析を用いて、ミドルのアントレプレナー的行動を促進する組織要因の因子
を明らかにするため、48 項目について探索的因子分析を行った。分析の結果、初期解にお
ける固有値の減衰状況から判断して、4 因子が採択された。いずれの因子に対しても因子負
荷量が 0.4 を満たさなかった 16 項目を除外し、最尤法・プロマックス回転により再度分析
を行った。分析の結果は表 10.1 に示す通りである。4 因子による累積寄与率は 59.45％とな
った。 
 この因子分析に関する適合度検定・カイ 2 乗は 396.307、自由度 272、有意確率 0.000、妥
当性は Kaiser-Meyer-Olkin の標本妥当性の測度は 0.615、Bartlett の球面性検定による近似カ
イ 2 乗は 324.699、自由度 378、有意確率 0.000 であり、用いたサンプルは因子分析に用い
ることが可能なデータであることが示された。 
 第１因子は、11 項目からなり、CEAI の組織的領域の尺度 7 項目のうち 4 項目が高い負荷
量を示し、ついで仕事の裁量の尺度ではやはり 4 項目が比較的高い負荷量を示している。
因子として含まれる仕事の裁量尺度の質問項目は、チャンスの供与や自由の供与という仕
事や業務への組織的な環境に関する内容であるため、「組織的環境」尺度した。「自分のア
イディアをのばすことが会社や組織の改善のため」と「私の主要な仕事には多くのルール
や手順が書面で存在する」という質問項目は、いずれも業務に対する組織的な環境に関連
する項目であると考えられるためである。 
第 2 因子は、7 項目からなり、オリジナルの報酬と強化の尺度から 6 項目が含まれ、質問
項目については、オリジナル尺度とは異なる質問項目で高い負荷量が示され、成果に対す
る項目が高い負荷量を示している。また「革新的なプロジェクトやアイディアには資金的
にサポートする」というマネジメントサポートの尺度の項目が入ったため、この項目は成
果を出すためのサポートであると考え、この尺度を「報酬と成果へのサポート」尺度した。
強化という側面より報酬や成果に対するサポート的側面が強いことがわかる。 
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第 3 因子は、10 項目からなり、すべての項目がマネジメントサポートの尺度の項目であ
るため、「マネジメントサポート」尺度とした。 
第 4 因子は、4 項目からなり、すべてがオリジナルの時間的制約尺度であるため、「時間
的制約」尺度とした。 
 オリジナルの測定尺度である仕事の裁量という因子は、組織的領域に含まれてしまい、
単独で抽出することはできなかった。 
各因子について因子負荷量が 0.4 以上の項目を合計した値を尺度とみなした場合、クロン
バックの α係数は、組織的環境(11 項目)が 0.842、報酬と成果へのサポート(7 項目)がが 0.848、
マネジメントサポート(10 因子)が 0.825、時間的制約(4 項目)が 0.586 であった。組織的環境、
報酬と成果へのサポートおよびマネジメントサポートは十分な内的整合性を有しているが、
時間的制約は必ずしも十分な内的整合性を有していなかった。しかし、理論的意義を考慮
して、時間的制約も分析に残すこととする。各因子を構成する項目の合計値を尺度として
用いる。尺度間の相関係数および信頼係数は、表 10.2 に示している。なった。 
以上の結果を検討した結果、米国の既存研究で発見された尺度は 5 つであったが、日本
のファミリービジネスでミドルのアントレプレナー的行動を促進する組織要因としては、4
つの因子が抽出された。米国の CEAI の既存研究とオリジナル尺度と同じ因子が 2 つ、尺度
名は変えたがオリジナル尺度の質問項目を多く含み類似した因子 2 つ抽出された。このた
め仮説 1 は部分的に支持された。 
さらに、ミドルのアントレプレナー的行動を促進する組織要因として抽出されたこれら 4
つの尺度とアントレプレナー的オリエンテーションとの関係についてパス分析を行った。
モデルの適合度は GFI=0.95、AGFI=0.92、CFI=0.97、RMSEA=0.052 であり、データに適合
したものであるといえる。パス分析の結果は、図 10.1 の通りである。 
これによりファミリービジネスのミドルのコーポレート・アントレプレナーシップにお
けるアントレプレナー的行動を促進する組織要因と組織のアントレプレナー的オリエンテ
ーションには、正の関係があることが確認され、ファミリービジネスのミドルのアントレ
プレナー的行動を促進する組織要因は、組織のアントレプレナー的行動に正の影響を与え
ることが発見された。 
 仮説 2 に関しては、パス分析の結果、抽出された 4 因子はすべて、アントレプレナー的
オリエンテーションに正の影響を与えることが発見された。このため、日本のファミリー
ビジネスのコーポレート・アントレプレナーシップにおいて、ミドルのアントレプレナー
的行動を促進する組織要因により、組織のアントレプレナー的行動は促進することが発見
されたため、仮説 2 は支持された。 
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表 10.1 CEAI の探索的因子分析結果(N=112) 
質問項目 F1 F2 F3 F4 
経営者や経営陣と私の仕事の成果に関してしばしば協議 .795    
仕事の質、量、成果をどう期待されているか理解している .693    
私の仕事の評価基準は明確 .600    
私の仕事に不明確なところはない .585    
自分の能力を生かす為に行動するチャンスの供与 .581    
新プロジェクトは各部署横断的方法で新アイディアを創造 .564    
独自の判断をする自由の供与 .470    
私の仕事ぶりは期待されている .469    
クリエイティブに独自の方法で仕事するチャンスの供与 .462    
自分のアイディアをのばすことが会社や組織の改善のため .452    
私の主要な仕事には多くのルールや手順が書面で存在 .408    
従業員の仕事での顕著な実績は経営陣に報告  .878   
仕事の成果が良い従業員に特別な報酬を供与  .841   
仕事の成果がよい従業員には仕事の責任を増やしている  .830   
経営者や経営陣は障害を取り除き仕事を支援する  .626   
私が受け取る報酬は仕事の成果による  .478   
私は仕事で多くのチャレンジができる  .463   
革新的プロジェクトやアイディアを資金的にサポートされる  .448   
アイディア実行は承認手続きやルールにはこだわらない   .797  
経営者・経営陣は革新的プロセスを経験している   .723  
従業員からも、仕事や作業の改善方法が提案される   .618  
仕事や作業が改善されると、みな素早くそれを取り入れる   .588  
革新的なプロジェクトで成功すれば対価として報酬を得る   .490  
リスクを取る者はビジネスにおいて前向きな人と考えられる   .488  
革新的アイディアは実行するよう上層部から後押しされる   .446  
新しいプロジェクトを立ち上げるために会社の資金が提供   .443  
プロジェクトのアイディアに関し経営陣や他部署と話し合う   .438  
新しいアイディアへのリスクは常に計算されている   .424  
仕事を成し遂げるのに十分な時間がある    .945 
私の仕事量は時間的にみてやり終えるのに十分    .757 
新しいアイディアを思考する余裕や時間的ゆとりがある    .675 
私は時間的制約を受けて仕事をしている    .550 
累積寄与率％ 24.45 46.33 54.04 59.45 
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注 1： F1 は因子 1 で組織的環境、F2 は因子 2 で報酬と成果へのサポート、F3 は因子 3 でマネジメント 
サポート、F4 は因子 4 で時間的制約である。 
注 2： 因子負荷量が.400 未満の数値は省略した。 
 
 
表 10.2 尺度間の相関と信頼性 
  項目数 平均値 標準偏
差 
組織的環
境 
報酬と成果へ
のサポート 
マネジメン
トサポート 
時間的
制約 
組織的環境 11 35.217 6.192 0.842       
報酬と成果へのサポート 7 21.539 4.354 0.544 0.848     
マネジメントサポート 10 28.031 5.232 0.334 0.380 0.825   
時間的制約 4 13.013 2.718 0.259 0.120 0.133 0.586 
対角線は α係数 
 
 
図 10.1 ミドルのアントレプレナー的行動を促進する組織要因とアントレプレナー的オリ
エンテーションのパス分析結果 (N=112) 
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6. 考察 
 
 本章では、Hornsby et al. (2002)が開発した CEAI を用いて、ファミリービジネスにおける
コーポレート・アントレプレナーシップの取組みにおいて、ミドルのアントレプレナー的
行動を促進する組織要因について、日本のファミリービジネスのデータを用いて探索的因
子分析を行った。その結果、米国企業のミドルを対象とした先行研究の結果と本章の結果
とでは、以下の点で類似点と相違点が認められた。 
 まず日米双方ともにマネジメントサポートと時間的制約という因子が発見された。確証
型因子分析ではなく探索的因子分析においても、この 2 つの因子が同じ尺度として発見さ
れたことになる。 
マネジメントサポートはオリジナルでは第 1 因子であったが、日本のファミリービジネ
スを対象とした本章の結果では第 3 因子であった。構成項目の負荷量は異なるが、オリジ
ナルで最も高い負荷量を示した「リスクを取る者には、成否に関わらず新しいプロジェク
トへの意気込みが感じられる」は発見因子に含まれず、次に負荷量が高い「新しいアイデ
ィアへのリスクは常に計算されている」は低い負荷量であった。オリジナルのマネジメン
トサポート尺度では、リスクテーキングに関する項目がすべて高い負荷量を示したが、本
結果はそれとは異なる結果となった。また、オリジナルでは最も低い負荷量を示した「革
新的アイディアは実行するよう上層部から後押しされる」が因子に含まれ、次に低い「革
新的なプロジェクトで成功すれば対価として報酬を得る」は比較的高い負荷量を示した。 
時間的制約尺度は、オリジナルでは各質問項目の負荷量にそれほど差がなかったが、日
本のファミリービジネスを対象にした本章の結果では、ゆとりや余裕という文言を含んだ
質問項目と、時間的制約という文言を含んだ質問項目での負荷量について差が出ているこ
とがわかった。また、オリジナルでは最後の因子である第 5 因子が、本章の結果でも最後
の因子である第 4 因子として抽出されている。 
 第 1 因子の組織的環境は組織的領域と仕事の裁量の尺度の質問項目からなり、アントレ
プレナー的な組織環境へと変化するための企業としての取組みや方針が中心であり、2 つの
オリジナルの尺度が求めていた内容を含有し、それらをまとめた因子となっている。 
第 2 因子の報酬と成果へのサポートは、報酬と強化の尺度の項目を中心としているが、
オリジナルの尺度が求めている適切な報酬と評価システムとしてのゴールを明確化して行
動を促し、フィードバックを強化する、個人の責任を強調して結果ベースのインセンティ
ブを与える、リスクを伴ってもミドルのやる気と行動を強化するという強化的な内容より
も、本章の結果では、日本のファミリービジネスがコーポレート・アントレプレナーシッ
プに取組む場合、ミドルのアントレプレナー的行動を促進するのは、意識や行動をサポー
トするという内容が重要であると捉えることができる。これは日本のファミリービジネス、
日本の企業において、直接的なインセンティブの強化よりもインセンティブが強まるよう
なサポート的側面が重要であると考えられる。 
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 このように本章の結果から、米国でミドルのアントレプレナー的行動を促進することが
確認された組織要因とは異なる因子に、日本のファミリービジネスのミドルが強く反応す
る可能性があることが示唆される。 
米国のマネジメントサポート尺度には、トップ・マネジメントの意思決定をミドルが社
内に広く浸透させて調整や推進を果たすには(Zahra et al., 1999)、革新的アイディア等に対し
てトップによるサポートがなければ、ミドルがアントレプレナー的行動を行うことが難し
いというものが含まれている。さらに、トップによるサポートがないと、企業内のコミュ
ニケーションや資源の利用に障害が出るなど(Kanter, 1985)、トップのサポートを中心に尺度
が構成されている。しかし、本章で発見したミドルのアントレプレナー的行動を促進する
要因としてのマネジメントサポートでは、資金の提供、実績の評価、報酬の供与が重要で
あることが示され、同時に、仕事の改善への取組みや各部署横断的方法での新アイディア
の創造など、組織としてサポートする仕組みが重要であることが示された。 
また、組織的環境の因子が第 1 因子として発見されたこともあり、日本のイノベーショ
ン組織では、相互行為の中で出現するタスクを、協働する相手との関係の中で意味づけ、
柔軟に遂行するという協働が特徴とされる(川上, 2009)。そのため、日本のファミリービジ
ネスにおけるコーポレート・アントレプレナーシップにおいて、ミドルのアントレプレナ
ー的行動を促進するには、トップからのサポートだけでなく、組織のサポートの両面をマ
ネジメントサポートとすることが必要である。その上で、評価や報酬という実績に対する
明確なシステムとアイディアに対する資金の提供をトップが行い、従業員間の協働を高め、
仕事や目標への相互依存性を高めることで、ミドルがその意思や行動を促進させ、組織に
おいてコミュニケーションとともにコーポレート・アントレプレナーシップ活動を広げて
いくことにつながると考えられる。アントレプレナー的オリエンテーションに対して、マ
ネジメントサポートは影響を与える因子であるため、組織のアントレプレナー的行動を促
進させるためには、ミドルのアントレプレナー的行動に対するマネジメント的な側面から
のサポートが重要だということになる。 
また、ファミリービジネスでは世界各国に共通するファミリービジネスの企業文化とし
て、所属と信頼を土台として組織メンバーに忠誠心を求め、常に結束してビジネスとして
の結合を行い、ファミリーだけでなく周囲とハーモニーを取るという企業文化を持つとさ
れる(Ainsworth & Cox, 2003)。日本のファミリービジネスでも、このようなファミリービジ
ネスの企業文化が根付いており、その上で、日本的なイノベーションに取組む組織として
の協働という特徴が示されていると推測される。 
報酬と成果へのサポートがアントレプレナー的オリエンテーションに、最も影響を与え
る因子であることが示されたことから、トップによるマネジメントサポートだけでなく、
組織的な環境の整備とともに、組織によって成果への認知が行われ、同時に成果に対して、
目に見える対価としての報酬や明確な評価システムが整っていることが、ミドルのアント
レプレナー的行動や意識をサポートし、個人だけでなく組織のアントレプナー的行動を促
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進させるために重要だと考えられる、 
組織的環境の尺度は、組織領域と仕事の裁量の項目から構成されている。仕事の裁量に
関する因子は、ミドルの自律的行動を育成しそれを強化するとされ(Pearce et al., 1997)、自
律性はイノベーションやアントレプレナーシップには重要な要因である(Pearce et al., 1997)。
職務上の自律性には、意思決定の自律性、計画の自律性、仕事の方法の自律性があり、職
務を自律的にすることで自己効力感や責任が高まり、自分の仕事をより良いものへと改善
する行動が生まれる(鈴木, 2011)。そして自己効力感や責任が高まることで、組織へのコミ
ットメントがさらに高まると推測される。ファミリービジネスでは、ファミリーメンバー
だけでなく、従業員によるコミットメントの高さも特徴であることから(Sirmon & Hitt, 2003)、
このような因子が抽出されたと推測される。 
本章での分析の結果、仕事の裁量と組織領域の尺度がひとつの因子として発見されたこ
とは、日本のファミリービジネスのコーポレート・アントレプレナーシップに取組むミド
ルにとって、組織的な環境が職務上の自律性としてのアントレプレナー的行動を促進する
重要な要因であることを示唆している。日本のイノベーション組織がもつことが示されて
いる相互行為の中で出現するタスクを協働する相手との関係の中で意味づけ、柔軟に遂行
する特徴は (川上, 2009)、ファミリービジネスのように家族的な企業文化を持つ企業がコー
ポレート・アントレプレナーシップに取組む場合、非ファミリービジネスよりも影響を与
えると推測され、このような協働やサポートが行われる組織的環境がミドルの自律性に影
響を与えると推測される。ミドルがアントレプレナー的行動を意欲と責任を持って、自主
的に行うようにするためは、環境を整え、仕事において一定の裁量の幅をもたせ、職務の
自律性を高めることが、アントレプレナー的行動を促進することにつながると考えられる。 
時間的制約の尺度では、米国の既存研究の質問項目に含まれる「解決に時間をかける」
という項目が除外され、時間的な制約よりも、ゆとりや余裕が重要視された項目に高い負
荷量が示された。日本のファミリービジネスにおいて、イノベーションを中心としたアン
トレプレナー的行動やアントレプレナー的意識を育てるには、組織として時間が必要であ
り、組織が十分な時間を持ち、時間を与えることで効果が生まれると推測できるため、時
間的ゆとりが重要な素因であると考えられる。これはファミリービジネスが財務状況に左
右されず長期的視野を持って経営を行う(Dreux, 1990)、投資への短期的な回収を避け、ビジ
ネスが軌道に乗るまで時間をかけてビジネスを育てるアントレプレナー的行動をとる
(James, 1999)、という特徴と一致するものである。さらに時間的制約の因子が抽出され、ア
ントレプレナー的オリエンテーションに正の影響を与えるのは、ファミリービジネスでは
比較的安定した経営と、所有と経営の一致からなるオーナーシップとトップとしての任期
の長さ、後継経営者への事業承継から長期的視点を持つことができ、そのためトップマネ
ージャーらにも自由な裁量と時間が与えられることで、パフォーマンスの向上につながる
ことから(Miller & Le Breton-Miller, 2006)、ファミリービジネスの経営として短期的な利益や
投資への回収を行わず、長期的な視点でコーポレート・アントレプレナーシップに取組む
184 
姿勢が、トップマネージャーだけでなくミドルにも浸透しているためと推測される。 
 嶋田(2011)が、日本企業のミドルを対象として CEAI を実施した研究では、本章の結果と
は異なる結果が発見されている。日本企業のミドルを対象とした場合、抽出された因子は 6
因子、マネジメントサポート、仕事の裁量、計画の自律性、成果への評価、失敗への許容、
仕事の方法の自律性であり、時間的制約の尺度は抽出されなかった(嶋田, 2011)。この結果
と米国での既存研究、さらに本章の結果を比較すると、日本のファミリービジネスのミド
ルのアントレプレナー的行動を促進する組織要因は、日本の一般企業のミドルを対象とし
た結果よりも、米国のミドルのアントレプレナー的行動を促進する組織要因と類似してい
ることがわかる。日本のファミリービジネスのミドルは、コーポレート・アントレプレナ
ーシップに取組む場合、日本の大企業のミドルのアントレプレナー的行動を促進する組織
要因よりも、米国のミドルのアントレプレナー的行動を促進する要因に類似しているとい
うことになる。 
米国では日本の企業以上に、マネジメントのレベルやポジションによって役割や責任が
明確であり、オリジナルの尺度でも、ミドル・マネジメントのポジションでは、ファース
トよりもミドル、ミドルよりもシニアのポジションで、オリジナル尺度の傾向が強いこと
が発見されている(Hornsby et al., 2009)。先行研究で発見された組織要因は、米国の企業のミ
ドルでは、上位に位置するミドル・マネジメントレベルのアントレプレナー的行動を促進
する組織要因であり、これらの組織要因によってミドルのアントレプレナー的行動が高ま
ることになる。本章ではオーナー経営者および後継経営者が、トップの役割のみならず、
ミドルの役割を担っていると推測して、質問票調査を行ったが、日本のファミリービジネ
スのトップが、組織内においてミドルとしての役割も果たそうとした場合、米国の研究結
果に類似した組織要因によって、アントレプレナー行動が促進される可能性は強いといえ
よう。日本のファミリービジネスにおけるコーポレート・アントレプレナーシップでは、
アントレプレナー的行動を組織に促進させる場合、トップの役割を重視するだけでなく、
ミドルとしてのマネジメンの役割を重視し、4 因子を組織要因として取組む必要があるだろ
う。 
本章の結果で抽出された時間的制約尺度は、嶋田(2011)では、日本企業のミドルのアント
レプレナー的行動を促進する要因として抽出されなかった。これは、職務の拘束時間内で
もアイディアや改善を考え効率的に時間を使い、効率的に作業を行う日本企業のミドルの
感覚とは異なった可能性が高い(嶋田, 2011)。しかし本章では、革新的なアイディアは時間
的なゆとりや余裕から生まれやすく、アントレプレナー的行動に十分な時間が必要という
という項目内容により、時間的制約尺度のオリジナルの項目で構成されている。ファミリ
ービジネスでは、既存事業や既存組織の存続を目的とした長期的な視野や視点を持ってい
るため(Ward, 1997)、ミドルのアントレプレナー的行動を促進する要因にも、この要因が抽
出されたと推測できる。 
 第 1 因子に組織的環境が抽出されたことで、ファミリービジネスにおけるコーポレート・
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アントレプレナーシップでは、ミドルのアントレプレナー的行動を促進させるために、ま
ず機会を発見し、発見した機会をアイディアとして意味づけし、事業化するための組織的
な環境の整備が必要であり、その上で組織メンバーによる協働が重要であることがわかる。
そして、発見した機会を事業化する上で、評価を明確にし、成果を認知することがファミ
リービジネスには重要なことである。第 2 因子として抽出された報酬と成果へのサポート
でも、これらのインセンティブによりミドルの仕事への満足をもたらし帰属意識や忠誠心
を高め、職務への自律性を高めることが、ミドルのアントレプレナー的行動を促進するた
めには必要であることを示唆している。 
 本章では、先行研究から既存企業のアントレプレナー活動であるコーポレート・アント
レプレナーシップとその活動を測定する CEAI の研究動向や問題点を明らかにし、日本のフ
ァミリービジネスのコーポレート・アントレプレナーシップにおいて、ミドルのアントレ
プレナー的行動を促進する組織要因を分析して 4 つの因子を発見し、米国の既存研究の検
証結果、および日本企業のミドルの調査結果と比較検討した。さらに日本のファミリービ
ジネスのミドルがアントレプレナー的行動促進させるための組織要因と、ファミリービジ
ネスのトップが、コーポレート・アントレプレナーシップに取組む際のミドルとしての役
割について検討し、日本のファミリービジネスのコーポレート・アントレプレナーシップ
に必要なミドルのアントレプレナー的行動を促進する組織要因として、組織的環境の整備
と評価や成果へのサポートを示唆した。CEAI は心理的測定によるアセスメントであること
から、本章の結果で示されたように外部要因の影響を受けやすく、今後はサンプル数の多
い様々なデータでの検証が課題である。 
 
 
[注] 
1) 心理的測定における異文化での妥当性は、Bhagat, Kedia, Crawford, & Kaplan (1990)に詳し
い。また異なるサンプル、異なる場面の妥当性に文化的問題が入る交叉（交差）文化的
な妥当性については、萩原(1978)に詳しい。 
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第 11 章 結論 
 
 
1. 分析結果の総括 
 
 本論文は、これまでほとんど分析対象とされてこなかった日本のファミリービジネスに
おけるコーポレート・アントレプレナーシップに注目し、戦略的アントレプレナーシップ
の視点から、コーポレート・アントレプレナーシップに影響を与える諸要因とそれら要因
間の関係ならびにそれら要因間になぜ関係が生じるのかというプロセスについて、実証分
析を行った。構成概念の尺度がない要因については、先行研究の知見に基づき質問項目を
作成し、分析を行って尺度を作成した。構成概念の尺度がある要因については、先行研究
の構成概念の尺度が日本のファミリービジネスにあてはまる尺度であるか否かが不明のた
め、探索的に分析を行い、尺度を作成した。そして、日本のファミリービジネスにおける
コーポレート・アントレプレナーシップに各要因がどのような影響を与え、どの要因がコ
ーポレート・アントレプレナーシップの取組みに重要であるかについて実証分析を行い、
そこで得られた分析結果を先行研究と比較した。 
第 1 章で本研究の目的を提示し、第 2 章でリサーチ・クエスチョンとリサーチ戦略を提
示し、第 3 章でファミリービジネスの先行研究について、第 4 章でコーポレート・アント
レプレナーシップの先行研究について、第 5 章で戦略的アントレプレナーシップの先行研
究についてレビューを行った。その上で、これらの先行研究からコーポレート・アントレ
プレナーシップに影響を与える諸要因を決定し、諸要因からなるプロセスの分析枠組みを
構築し、提示した。提示した分析枠組みは、図 5.2 の通りである。 
 
 
図 5.2 ファミリービジネスにおけるコーポレート・アントレプレナーシップの 
分析枠組み 
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第 6 章では、第 7 章以降の章で具体的な実証分析に入る前に、インタビュー調査の事例
としたファミリービジネス７社の特徴と、質問票調査の分析対象であるファミリービジネ
ス 112 社のデータを分析し、全体的な傾向やファミリービジネスの概要や、社内のアントレ
プレナーシップ活動の取組みの概要等について整理し、その特徴を記述した。 
その結果、ファミリービジネスが企業として目指すゴールは、第１に顧客満足、ついで
利益の確保、事業承継と事業の継続であった。ファミリービジネスがどのようなアントレ
プレナーシップ活動に実際に取組んだかについては、既存事業のイノベーションを中心に
した機会の発見が主に行われ、既存事業も枠から大幅にはずれることのない持続的イノベ
ーションが中心に行われていることが明確となった。 
機会を発見するアントレプレナー、発見した機会に意味づけし事業・ビジネスとして実
施するためのトップ・マネジメント、現場においてその事業をコントロールするミドル・
マネジメントという役割を、組織において誰が担っているのかという質問については、112
社中 78 社において、オーナー経営者自らがトップであり、アントレプレナーであり、さら
にミドルの役割を担っていることがわかった。  
ファミリービジネスとしての持続的競争力の獲得と保持に、自社として必要なものは何
かという質問への結果は、伝統を守ると同時に、新しい挑戦や革新を行わなければならな
いが、革新を行う上で本業からはずれない事業を行うことが重要視されていることが明確
となった。 
質問票調査の結果から、日本のファミリービジネスでは、破壊的イノベーションや従業
員などの組織メンバーによるボトムアップによる自律的戦略行動や、創発戦略からなるイ
ノベーションではなく、トップ・ダウンによる意図した戦略行動による持続的イノベーシ
ョンが中心となっている傾向が高いことがわかった。コーポレート・アントレプレナーシ
ップに取組む際も、トップがアントレプレナーであり、そこで発見された機会により、コ
ーポレート・アントレプレナーシップに取組んでいることから、誘発された戦略プロセス
からなる機会探求行動や優位性探求行動を行っている傾向が高かった。既存事業を重要視
する傾向が高いことから、既存事業の価値を損なうことなく、伝統を守りつつ現行製品や
現行サービスを改良し、市場環境の変化や顧客の嗜好に合わせていくには、持続的イノベ
ーションが適していると考えられる。 
第 7 章では、アントレプレナー的マインドセットがアントレプレナー的パフォーマンス
に与える影響について実証分析を行った。アントレプレナー的マインドセットを構成する
要素としては、変化への意思と意思決定包括性の 2 つが発見された。これらの 2 つの要素
がアントレプレナー的パフォーマンスに与える影響を分析し、変化への意思はアントレプ
レナー的パフォーマンスの向上に正の影響を与えるが、意思決定包括性は負の影響を与え
ることを発見した。 
欧米のファミリービジネスを対象とした先行研究では、変化への意思と意思決定包括性
の双方とも正の影響を与えていた。欧米の先行研究では、ファミリーの関与が高く、経営
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に関与するメンバーが増えるほど、組織に蓄積される知識や経験が増え、情報収集能力が
向上し、様々な視点で物事を捉えることができるようになるため、イノベーションやパフ
ォーマンスの向上にプラスの影響を与えるとされる。欧米での先行研究と異なる結果が出
た理由としては、ファミリー・ガバナンスの相違が考えられる。欧米のファミリービジネ
スでは、企業として長期に存続すれば数十人、多いと百人単位で株主が存在する(後藤, 
2012e)。しかし、日本のファミリービジネスでは、欧米のファミリービジネスと異なり、ほ
とんどのファミリービジネスにおいて株主の数が少ない。第 6 章に提示した株主や取締役
の概要を見ても、ファミリーメンバーがファミリービジネスに関与するのは、4～5 人程度
である。そのため、欧米のようにファミリーミーティングを開催してファミリーメンバー
の対立を回避したり、何十人という株主によりコミュニケーションを深め(後藤, 2012e)、包
括的に意思決定を行おうとする傾向が低いと推測される。さらに包括的に意思決定を行う
には、様々なコストが発生するが、第 6 章の意思決定プロセスにおけるファミリーの関与
の概要では、所有と経営が一致するオーナー経営者の意思決定に一任したり、その決定に
依存する傾向が高いことから、包括的な意思決定にコストをかけるより、オーナー経営者
の意思決定を尊重するか、もしくは依存するというファミリービジネスが多いとみられる。
また、日本のファミリービジネスでは、欧米ほど数多くのファミリーメンバーがビジネス
に関与しておらず、メンバー間での意思疎通を事前に行う必要性が欧米より低いため、フ
ァミリーメンバーの意思や意向をまとめるためにコストをかける必要性が低い思われる。
日本のファミリービジネスでは、株主や取締役であっても、実際に経営に携わっていない
ファミリーメンバーもいるため、これらのメンバーの意思や意見を包括的に捉える必要が、
欧米ほどないと推測される。 
さらに、アントレプレナー的マインドセットとアントレプレナー的パフォーマンスの関
係において、戦略的プランニングの媒介効果について分析した。その結果、戦略的プラン
ニングは、変化への意思とアントレプレナー的パフォーマンスの間を媒介することが示さ
れた。これは、日本のファミリービジネスでは、欧米よりも既存事業を重視する傾向が強
い可能性があり、事業存続、組織の存続のため、絶えず変化を求め、それを組織の戦略と
して検討しているためと推測される。また、日本のファミリービジネスにおけるコーポレ
ート・アントレプレナーシップでは、変化への意思を、戦略的プランニングにより組織が
ゴールやビジョンに取り入れ、ファミリーメンバーと従業員を含む組織メンバーに認識さ
せて、組織メンバーがコーポレート・アントレプレナーシップに積極的に参加するように
し、組織が存続するための変化をファミリービジネスとして組織も組織メンバーも受け入
れていると推測される。 
第 8 章では、アントレプレナー的オリエンテーションとアントレプレナー的パフォーマ
ンスの関係について実証分析を行った。アントレプレナー的オリエンテーションを構成す
る要素としては、革新性、競争上の積極性、先進性およびリスクテーキングの 4 つが発見
された。競争上の積極性以外の 3 要素は、アントレプレナー的パフォーマンスに正の影響
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を与えることが確認された。革新性、先進性およびリスクテーキングは、信頼性や妥当性
が確認されている Covin & Slevin (1989)の 3 つの尺度と同じであり、オリジナル尺度と同じ
因子が発見されたことで、日本のファミリービジネスの組織のアントレプレナー的行動を
測る尺度として、この 3 つの因子が有効であることが明らかになった。 
欧米の先行研究では、ファミリービジネスにおけるコーポレート・アントレプレナーシ
ップのパフォーマンスの向上に影響を与える因子として、革新性と先進性がより重要視さ
れ、リスクテーキングはあまり重要ではないとされていた。しかし、本論文の結果では、
革新性が最も重要であり、先進性だけでなくリスクテーキングも重要であることが示され
た。質問票調査の結果、既存事業や既存組織を維持し存続してきた日本のファミリービジ
ネスでは、イノベーションにおいても既存事業や現行製品や現行サービスの改善や改良を
中心とした持続的イノベーションが主に行われ、新製品や新サービスの投入についても、
リスクをコントロールしつつ段階的にイノベーションを行うことを好む傾向が高いと推測
されることから、リスクテーキングに対して慎重であり、これが重要な因子とされたと思
われる。 
日本のファミリービジネスにおけるコーポレート・アントレプレナーシップでは、欧米
の先行研究と同じく、革新性が最もアントレプレナー的パフォーマンスに正の影響を与え
るが、リスクテーキングも正の影響を与えることから、発見した機会に対して保有する資
源が無駄に使用されず、不適切な配分が行われることがないよう慎重に配慮し、十分に時
間をかけて情報を収集した上でリスクテーキングを行っていると推測される。そして本業
を重視し、既存事業に対しイノベーションや新規事業への取組みに関する事業リスクを回
避し(後藤, 2012b)、イノベーションや新規事業への取組みが既存事業に負の影響や損害を与
えないことを重要視し、その上でリスクを取るだけでなく、リスクをコントロールし軽減
させるよう積極的に対応していると推測される(嶋田, 2013)。  
日本のファミリービジネスにおけるコーポレート・アントレプレーシップでは、競争上
の積極性がアントレプレナー的パフォーマンスに影響を与えないことから、地域に根差し
たファミリービジネスでは、他社と積極的に競争するより地域の協働により発展し、顧客
満足を得て存続していくという組織的なアントレプレナー的行動が強いと推測される。地
域を支え、単独で生き残るより他の企業とともに協働し、互いの強みを相乗的に発揮して
弱みを補完しあい、地域の共有資産を構築し、ネットワークを広げて、それぞれのファミ
リービジネスが発展しているためであり(池澤, 2011)、地域や他企業との共存共栄を図るこ
とが重要である。しかし、長期に存続している老舗も多く、これらの老舗はファミリービ
ジネスとして先行者優位を持っている可能性があり、先進性がアントレプレナー的パフォ
ーマンスに正の影響を与えることから、これらのファミリービジネスでは、顧客のニーズ
や変化を捉えて対応し、先行者優位の保持するために新しい機会の探索に努めていると推
測される。  
第 9 章では、ファミリネスを含む経営資源の束および資源を適切に配分し利用するため
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のトップの役割とアントレプレナー的オリエンテーションの関係について実証分析を行っ
た。ファミリー要因に関係するファミリネスを含む経営資源が、コーポレート・アントレ
プレナーシップとして新しいアイディアやビジネスプランを実行する場合の意思決定に対
し、どのように組み合わさって影響を与える資源の束となるのか、またアントレプレナー
的オリエンテーションにどのような影響を与えるのかについて分析した。その結果、ファ
ミリネスを含む経営資源の束を構成する 3 つの因子が発見された。第 1 因子は財務資本や
社会関係資本を中心とした環境対応資本、第 2 因子は人的資本やプロセス資本、組織的資
本からなる蓄積保持資本、第 3 因子は人的資本、存続資本からなる親族・従業員資本であ
る。この結果、ファミリービジネスではコーポレート・アントレプレナーシップに取組む
際、第 1 に、外部環境や市場環境に対応するための資源の束が重要であり、ファミリーメ
ンバーの経験やスキル、資産等のファミリーメンバーが関与する資源より、ファミリービ
ジネスが組織として蓄積している資源が束として重要と捉えられていることが示された。 
環境対応資本が第 1 因子として発見されたのは、新しい機会を発見し実現するためには
情報が必要であり、競争優位を獲得するために投資される資産や、新しい機会が利益を生
むまでに既存事業を守っていくための財務環境が必要だからである。そして、ブランドや
ファミリーの名前という資本は消費者からの信頼につながり(Tokarczyk et al., 2007)、ステー
クホルダーや地域との関係では地域に根差すファミリービジネスが多いことから、地域の
参加企業による協働のビジネス・システムにより、より大きな利益を享受することができ、
単独で事業を行うより大きな事業展開、地域社会への貢献ができる(池澤, 2011)という理由
からである。ステークホルダーや地域との関係が競争ではなく協働である場合、ファミリ
ービジネスにとって、環境対応資本は利益を得るための重要な資源であると推測される。 
さらに、抽出されたファミリネスを含む経営資源の束がアントレプレナー的オリエンテ
ーションにどのような影響を与えるについて回帰分析を行った。その結果、環境対応資本
と蓄積保持資本が正の影響を与えることを発見した。 
第 9 章では、ファミリービジネスにおけるコーポレート・アントレプレナーシップでの
トップの役割についても分析した。その結果、トップの役割として 5 つの要素が発見され
た。 5 つの要素は、アントレプレナー的ケイパビリティの育成、アントレプレナーシップ
プロセスの促進と管理、組織マネジメント、既存組織の維持と管理、組織のコミュニケー
ションである。本論文の分析対象は、トップ・ダウンによる誘発された戦略プロセスによ
る持続的イノベーションが中心である傾向が高いため、アントレプレナーシップのケイパ
ビリティやプロセスに関するこれらの因子が抽出されたと推測される。さらに、長期に存
続するファミリービジネスほど、コーポレート・アントレプレナーシップに取組まなけれ
ば存続が難しくなり、コーポレート・アントレプレナーシップの取組みでは変化に柔軟に
対応できる組織作りが必要であるため(Burns, 2008)、既存組織に対する因子が抽出されたと
考えられる。トップの役割として、既存事業の維持・管理を重要視する傾向が高いといえ
る。 
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ファミリネスを含む資源の束として環境対応資本は、トップの役割の要素として、アン
トレプレナーシップケイパビリティの育成、アントレプレナーシッププロセスの促進と管
理、既存組織の維持と管理に影響を与えることが発見された。親族・従業員資本は、組織
のコミュニケーションに正の影響を与えていた。 
日本のファミリービジネスにおけるコーポレート・アントレプレナーシップでは、トッ
プにより意図され誘発された戦略による取組みが中心であり、新しい機会の発見もトップ
が中心となって発見されている。そのため組織のアントレプレナー的活動では、組織メン
バーによる機会の発見や価値創造の促進をサポートするより、アントレプレナー的行動を
組織内で実行する人的資源の開発や人材育成、アントレプレナー的行動を促進する組織作
りが主になっていると推測される。 
第 10 章では、ミドルのアントレプレナー的行動を促進する組織要因とアントレプレナー
的オリエンテーションの関係について実証分析を行った。先行研究の知見および第 6 章で
の質問票調査結果から、ファミリービジネスがコーポレート・アントレプレナーシップに
取組む場合、オーナー経営者および後継経営者がトップだけでなくミドル・マネジメント
の役割も担っていると仮定した。この仮定により、トップを対象として、ミドル・マネジ
メントのアントレプレナー的行動を促進する組織要因を Corporate Entrepreneurship 
Assessment Instrument (CEAI)というアセスメント調査票を用いて分析した。その結果、組織
的環境、報酬と成果のサポート、マネジメントサポートおよび時間的制約という 4 つの因
子を発見した。そして、これらの因子が、組織のアントレプレナー的行動の測定尺度であ
るアントレプレナー的オリエンテーションに影響を与えることを確認した。 
これらの因子は、オリジナルの CEAI の尺度と同じ因子が 2 つ、そして、尺度名は異なる
がオリジナル尺度の質問項目を多く含む類似の因子が 2 つである。米国の先行研究では、
ミドルレベルのマネジメント層においても、これらの因子によりアントレプレナー的行動
が促進されるのは、より上位であることが示されている(Hornsby et al., 2009)。オリジナルと
同じ因子、類似した因子が発見されたことで、日本のファミリービジネスにおけるコーポ
レート・アントレプレナーシップでは、ミドル・マネジメントのコーポレート・アントレ
プレナーシップを促進する組織要因が、ミドルの中でも、より高いマネジメントレベルの
ミドルのアントレプレナー的行動を促進する組織要因であることが確認された。 
日本のファミリービジネスにおけるコーポレート・アントレプレナーシップでは、アン
トレプレナー的オリエンテーションに影響を与えるミドルのアントレプレナー的行動を促
進する組織要因は、まず報酬と成果へのサポート、ついで組織的環境が重要な要因であり、
トップからのサポートだけでなく、成果に対する評価や報酬システムが示されるなど組織
的な環境の整備や従業員相互のサポートや組織的サポートが、ミドルのアントレプレナー
的行動を促進する重要な組織要因となっていた。  
欧米の先行研究では、ミドルのアントレプレナー的行動を促進する組織要因は、まずト
ップからのサポートや資源の提供、トップの革新的アイディアになるが、日本のファミリ
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ービジネスでは、まず組織的環境、次に報酬と成果へのサポートであった。日本のイノベ
ーション組織では、相互行為の中で出現するタスクを、協働する相手との関係の中で意味
づけ柔軟に遂行するという特徴があるという傾向があり(川上, 2009)、組織的サポートや組
織的環境の整備がミドルの職務の自律性を促し、組織内のメンバーによる協働を重要視す
ることで、アントレプレナー的行動を促進すると推測される。また、ファミリービジネス
は、ブランドやファミリーの名前が企業イメージとリンクして世間に浸透している傾向が
高いことから、組織的環境や組織メンバーに配慮する意識は高いと推測される。 
これらの因子の結果から、ファミリービジネスにおけるコーポレート・アントレプレナ
ーシップの取組みを、ミドルのアントレプレナー的行動から促進させるためには、ファミ
リービジネス内のアントレプレナー的行動を促進する組織的な環境を整備し、アントレプ
レナー的行動に適応できる組織作りを行うことが重要であることが示された。さらに、フ
ァミリービジネスの特徴である、時間的ゆとりや長期的視点を持つことも必要であるだろ
う。そして、マネジメント間の意思疎通を促進させ、現場や従業員の状況、成果などを理
解しサポートし、組織メンバーと共に協働を促進させることで、組織のアントレプレナー
的行動が促進されることが明らかになっている。日本のファミリービジネスにおけるコー
ポレート・アントレプレナーシップでは、ミドルのアントレプレナー的行動を促進するに
は、組織内の協働が重要であり、組織のアントレプレナー的行動では、地域や他社等との
協働が重要であると推測される。  
本論文では、第 6 章の質問票調査の結果を用いて、トップがファミリネスを含む経営資
源を配分し、コントロールするというトップの役割と、組織のアントレプレナー的行動を
促進するというミドルの役割を同時に担っていると仮定した。この仮定により、ファミリ
ービジネスでは組織の状況や業務内容、新規事業の進展状況等に応じて、オーナー経営者
および後継経営者は、マネジメントレベルの役割を使い分けることが可能であり、それに
より組織のアントレプレナー的行動の促進に対して適切な影響を与えると推測される。 
 
 
2. 貢献と今後の課題 
 
本論文の特徴は、ファミリービジネスにおけるコーポレート・アントレプレナーシップ
について、戦略的アントレプレナーシップの視点を用いて理論的に検討し、先行研究の知
見と課題によって分析枠組みを構築し、さらに先行研究の知見とインタビュー調査による
インプリケーションから仮説を導出して、それを質問票調査によって実証的に分析したと
いう点にある。 
本論文の貢献は、以下の通りである。 
(1) 従来のコーポレート・アントレプレナーシップの分析モデルでは、ほとんど考察され
ていなかったアントレプレナー的マインドセットと戦略的プランニングを、戦略的アント
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レプレナーシップの視点を取り入れることで加えた。ファミリービジネスでは、既存企業
を存続させ発展させるために、企業家精神であるアントレプレナーシップをファミリービ
ジネス内で高揚させ、再活性化させる必要があると考えられる。また、ファミリービジネ
スでは、トップ・マネジメントの影響が大きく(Poza, 2007)、トップが有する戦略的思考や
意思決定スタイル、イノベーション志向などが影響を与えることになる(Kellermanns & 
Eddleston, 2006)。それにもかかわらず、これまでのコーポレート・アントレプレナーシップ
の分析モデルでは、このような視点とそれに伴う分析枠組みを構成する要因が抜け落ちて
いた。本論文では、戦略的アントレプレナーシップの視点 (Hitt et al., 2002) を取り入れ、そ
こから、不確実性から利益を生むためにビジネスや機会について考える方法、意思、方向
性であるアントレプレナー的マインドセット(McGrath & MacMillan, 2000)および組織が今
どこに向かっているのかを個人が理解し、組織全体の組織メンバーにゴールを伝える統合
的なデバイスである戦略的プランニング(Kellermanns & Eddleston, 2006; Ketokivi & Castaner, 
2004)という要因をコーポレート・アントレプレナーシップの分析枠組みに組み込んだ。 
(2) その上で、アントレプレナー的マインドセットからアントレプレナー的パフォーマン
スに至る分析枠組みを示し（図 5.2）、その分析枠組みに含まれる要因間の関係について、
理論ベースで仮説を提示した。この分析枠組みには、アントレプレナー的マインドセット、
戦略的プランニング、組織レベルのアントレプレナーシップによるアントレプレナー的行
動傾向を戦略的な視点から捉えたアントレプレナー的オリエンテーション(Miller, 1983)、フ
ァミリービジネスに特有の経営資源であり、ファミリーに関係するファミリーのスキル、
能力、経験、伝統、ファミリー・ガバナンスなどと深くつながったファミリネス (Habbershon 
& Williams, 1999) を含む経営資源、コーポレート・アントレプレナーシップに関するすべて
の戦略、行動、実行に対する責任を持つトップの役割(Morris et al., 2008)、コーポレート・
アントレプレナーシップにおいてミドルのアントレプレナー的行動を促し、活動を促進さ
せる組織要因(Hornsby et al., 2002)、そして組織レベルのアントレプレナー的な姿勢や態度、
努力による成果の顕現であり、イノベーション、リニューアル、ベンチャリングなどのコ
ーポレート・アントレプレナーシップの実行に対するアントプレナー的成果であるアント
レプレナー的パフォーマンス(Habbershon et al., 2010)が含まれている。 
(3) 実証面での貢献としては、ファミリービジネスのコーポレート・アントレプレナーシ
ップに関する先行研究が所有構造や事業継承、家族関係がパフォーマンスや資源配分に与
える影響に関する事例研究がほとんどであったのに対して、本論文は大量のサンプルを用
いた数少ない研究であることがあげられる。創業から 30 年以上が経過している企業で、日
本青年会議所、ファミリービジネスネットワーク、東都のれん会、銀実会などに所属する、
もしくは所属していたオーナー経営企業であるファミリービジネス 112 社を対象として、日
本でこれまでに行われていなかったファミリービジネスにおけるコーポレート・アントレ
プレナーシップについて、欧米の先行研究で既存の尺度がある場合には、それらの尺度の
日本のファミリービジネスへの適用可能性について実証的に検証し、既存の尺度がない場
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合には新たな尺度を作成している。 
(4) サンプルおよび測定尺度を先行研究と可能な限り対応させているために、先行研究の
結果との比較が可能なことも本論文の長所の１つである。その上で、欧米の先行研究の結
果と比較して、日本のファミリービジネスにおけるコーポレート・アントレプレナーシッ
プが欧米のそれとどこが違うかを明らかに、なぜそのような違いが生まれるのかについて
考察を行っている。 
本論文の限界は、以下の通りである。 
(1) 作成した尺度の信頼性や妥当性について、検証が必ずしも十分ではない。作成した尺
度は、探索的因子分析を行った上で、パス分析を行っているため、信頼性や妥当性の検証
が必ずしも十分ではない。また、既存の尺度のないものについては、概念的な先行研究の
知見を中心に尺度を構築したため、新しく作成した尺度に対する信頼性や妥当性に対する
検証が十分ではない。 
(2) 分析枠組みに含まれる諸要因間の関係について、先行研究の実証結果との比較を行う
ことを主たる目的として分析を行ったため、諸要因間の関係について先行研究で実証分析
がなされていない要因間の関係については、分析を行っていない。このため、枠組み全体
を分析していない。 
(3) 質問票調査はすべて、心理的側面から測定する尺度を用いている。また本論文では、
なるべく幅広い地域からサンプルを収集し、業種業態も多種多様に渡るようにサンプル収
集に努めたが、外部要因の影響を受けやすいことは否めない。そのため、今後はサンプル
数の多いデータで分析し、考察を行う必要があるだろう。 
(4) パフォーマンスとして非財務パフォーマンスの指標であるアントレプレナー的パフ
ォーマンスを用いているが、アントレプレナー的パフォーマンスはトップのアントレプレ
ナーシップに対する意思や考え方、行動に影響を受ける可能性を否定することはできない。
また、アントレプレナー的オリエンテーションと高い相関がある可能性が指摘されている。
そのため、今後は客観的指標として、財務的パフォーマンスを用いた分析も考えられる。 
(5) データの制約から、ファミリービジネスをひとつの分析単位として考え、クロスセク
ショナルな分析レベルとなっているため、長期に存続するファミリービジネスに対する時
間的な概念や、事業承継や事業知識の伝承、伝統などの問題も存在することから、時間軸
を含めた分析を行う必要がある。 
本論文では、ファミリービジネスにおけるコーポレート・アントレプレナーシップに影
響を与える諸要因とそれら要因間の関係について明らかにすることができた。しかし、本
論文の分析結果では、すべての要因間や枠組み全体を分析できたわけではない。今後は、
これらの限界と課題を踏まえ、ファミリービジネスにおけるコーポレート・アントレプレ
ナーシップについて知見を蓄積することで、更なる理解を深めることができると考える。 
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